
　　　　　　　　　主　　　　文
　　　　　一　１　控訴人の被控訴人Ａ１（一五の二）、同Ａ２（一五の三）、同
Ａ３（三四の二）及び同Ａ４（三四の三）に対する本件控訴をいずれも棄却する。
　　　　　２　原判決主文第二項中、被控訴人Ａ１（一五の二）、同Ａ２（一五の
三）、同Ａ３（三四の二）及び同Ａ４（三四の三）の国家賠償法に基づく各請求の
うち別紙取消一覧表の同人らに対応する「金額」欄記載の各金員の支払請求を棄却
した部分をいずれも取り消す。
　　　　　３　控訴人は、被控訴人Ａ１（一五の二）、同Ａ２（一五の三）、同Ａ
３（三四の二）及び同Ａ４（三四の三）に対し、それぞれ別紙認容金額一覧表
（一）の同人らに対応する「認容金額」欄記載の各金員を支払え。
　　　　　４　被控訴人Ａ１（一五の二）、同Ａ２（一五の三）、同Ａ３（三四の
二）及び同Ａ４（三四の三）の当審において拡張したその余の請求及びその余の附
帯控訴をいずれも棄却する。
　　　　　二　１　原判決主文第一項中、被控訴人Ａ５（五六の一）、同Ａ６（五
六の二）及び同Ａ７（五六の三）の各勝訴部分をいずれも取り消す。
　　　　　２　右被控訴人らの右取消部分に係る各請求（当審における請求拡張部
分を含む。）をいずれも棄却する。
　　　　　３　右被控訴人らの附帯控訴をいずれも棄却する。
　　　　　三　１　原判決主文第一項中、番号一ないし一四、一六ないし三三、三
五ないし四八、五〇ないし五五及び五七ないし六三（枝番をすべて含む。）の被控
訴人ら（以下主文において「被控訴人Ａ８外一五一名」という。）の各勝訴部分を
いずれも取り消し、かつ、原判決主文第二項中、右被控訴人らのうち別紙取消一覧
表記載の者らの国家賠償法に基づく各請求のうち同人らに対応する同表の「金額」
欄記載の各金員の支払請求を棄却した部分をいずれも取り消す。
　　　　　２　控訴人は、被控訴人Ａ８外一五一名に対し、それぞれ別紙認容金額
一覧表（二）の同人らに対応する「認容金額」欄記載の各金員及びこれに対する同
人らに対応する同表の「遅延損害金起算日」欄記載の各日から各支払済みまで年五
分の割合による金員を支払え。
　　　　　３　被控訴人Ａ８外一五一名の当審において拡張したその余の請求をい
ずれも棄却する。
　　　　　４　控訴人のその余の控訴及び被控訴人Ａ８外一五一名のその余の附帯
控訴をいずれも棄却する。
　　　　　四　別紙「仮執行に基づく給付の返還額一覧表」記載の被控訴人らは、
控訴人に対し、それぞれ右表の同人らに対応する「返還額」欄記載の各金員及びこ
れに対する昭和五九年五月一九日から各支払済みまで年五分の割合による金員を支
払え。　五　訴訟費用は、第一、二審を通じ、控訴人と被控訴人Ａ１（一五の
二）、同Ａ２（一五の三）、同Ａ３（三四の二）及び同Ａ４（三四の三）との間に
おいては、右被控訴人らに生じた費用を三分し、その二を控訴人の負担とし、控訴
人と被控訴人Ａ５（五六の一）、同Ａ６（五六の二）及び同Ａ７（五六の三）との
間においては、控訴人に生じた費用を六二分し、その一を右被控訴人らの負担と
し、控訴人と被控訴人Ａ８外一五一名との間においては、右被控訴人らに生じた費
用を三分し、その二を控訴人の負担とし、その余は各自の負担とする。
　　　　　当　　事　　者　　目　　録
　　　　　東京都千代田区霞が関一丁目一番一号
　　　　　控訴人（附帯被控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　　　国
　　　　　右代表者法務大臣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ１
　　　　　右訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ１
　　　　　右指定代理人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ２
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ３
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ４
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ５
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ６
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ７
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ８
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ９
　　　　　仙台市ａ１区ｂ１ｃ１番ｄ１番
　　　　　一の一　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８



　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一の二　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一の三　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９
　　　　　千葉県習志野市ｅ１ｆ１丁目ｇ１番ｈ１号
　　　　　二の二　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二の三　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１
　　　　　東京都東大和市ｉ１ｊ１丁目ｋ１番ｌ１号
　　　　　三の一　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１２
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三の二　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三の三　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１４
　　　　　奈良市ｍ１町ｎ１丁目ｏ１番ｐ１号
　　　　　四の一　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１５
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ２
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四の二　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ２
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四の三　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１６
　　　　　浦和市ｑ１ｒ１丁目ｓ１番ｔ１号
　　　　　五の一　　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ａ１７訴訟承継人）　　　　　
　　Ａ１８
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五の三　　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ａ１７訴訟承継人）　　　　　
　　Ｃ３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五の四　　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ａ１７訴訟承継人）　　　　　
　　Ａ１９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五の五　　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ａ１７訴訟承継人）　　　　　
　　Ａ２０
　　　　　岡山県邑久郡ｕ１町ｖ１ｗ１番地のｘ１
　　　　　六の二　　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ１訴訟承継人）　　　　　　
　Ａ２１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六の三　　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ１訴訟承継人）　　　　　　
　Ａ２２
　　　　　神戸市ｙ１区ｚ１町ａ２丁目ｂ２番ｃ２号　ｄ２
　　　　　七の一　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ２３
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ４
　　　　　右　　同　　所
　　　　　七の三　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ２４



　　　　　新潟市ｅ２町ｆ２丁目ｇ２番ｈ２号
　　　　　八の二　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ２５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　八の三　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ２６
　　　　　福岡県北九州市ｉ２区ｊ２町ｋ２番ｌ２号
　　　　　九の一　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ２７
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　九の二　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　九の三　　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ２８
　　　　　神奈川県茅ケ崎市ｍ２ｎ２番地ｏ２
　　　　　一〇の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ２９
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一〇の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一〇の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３０
　　　　　大阪府堺市ｐ２町ｑ２番地のｒ２
　　　　　一一の二　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ２訴訟承継人）　　　　　　
Ａ３１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一一の三　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ２訴訟承継人）　　　　　　
Ａ３２
　　　　　神奈川県藤沢市ｓ２ｔ２番地
　　　　　一二の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３３
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ７
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一二の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３４
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一二の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ７
　　　　　横浜市ｕ２ｖ２ｗ２丁目ｘ２番ｙ２号
　　　　　一三の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一三の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一三の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３７
　　　　　宮城県遠田郡ｚ２町ａ３字ｂ３ｃ３番地のｄ３
　　　　　一四の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３８
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一四の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ３９
　　　　　千葉県海上郡ｅ３町ｆ３ｇ３番地



　　　　　一五の二　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ３訴訟承継人）　　　　　　
Ａ１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一五の三　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ３訴訟承継人）　　　　　　
Ａ２
　　　　　新潟県北蒲原郡ｈ３町ｉ３町ｊ３－ｋ３
　　　　　一六の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４０
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一六の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４１
　　　　　大阪市ｌ３区ｍ３ｎ３丁目ｏ３番ｐ３号
　　　　　一七の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４２
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一七の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４３
　　　　　大阪市ｑ３区ｒ３ｓ３丁目ｔ３番ｕ３号　ｖ３ｗ３号
　　　　　一八の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４４
　　　　　神戸市ｘ３区ｙ３ｚ３ａ４番ｂ４号
　　　　　一八の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一八の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４６
　　　　　千葉県市川市ｃ４ｄ４丁目ｅ４番ｆ４号
　　　　　一九の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４７
　　　　　右　　同　　所
　　　　　一九の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４８
　　　　　松山市ｇ４ｈ４丁目ｉ４番ｊ４号
　　　　　二〇の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ４９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二〇の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５０
　　　　　千葉県市原市ｋ４ｌ４番地のｍ４
　　　　　二一の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二一の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５２
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二一の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５３
　　　　　津市大字ｎ４ｏ４番地のｐ４
　　　　　二二の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５４
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二二の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５５
　　　　　札幌市ｑ４区ｒ４ｓ４
　　　　　二三の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二三の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　



　　Ａ５７
　　　　　神奈川県逗子市ｔ４ｕ４丁目ｖ４番ｗ４号
　　　　　二四の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５８
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二四の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二四の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６０
　　　　　京都府宮津市ｘ４ｙ４
　　　　　二五の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二五の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６２
　　　　　東京都杉並区ｚ４ａ５丁目ｂ５番ｃ５号
　　　　　二六の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６３
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ８
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二六の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６４
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二六の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ８
　　　　　鹿児島県姶良郡ｄ５町ｅ５ｆ５番地
　　　　　二七の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６５
　　　　　鹿児島県日置郡ｇ５町ｈ５ｉ５番地
　　　　　二七の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二七の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６７
　　　　　東京都東村山市ｊ５町ｋ５丁目ｌ５番地ｍ５
　　　　　二八の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６８
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ９
　　　　　東京都北区ｎ５ｏ５丁目ｐ５番ｑ５号
　　　　　二八の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二八の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６９
　　　　　東京都足立区ｒ５ｓ５丁目ｔ５番ｕ５号
　　　　　二九の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７０
　　　　　千葉市ｖ５区ｗ５ｘ５丁目ｙ５番ｚ５号
　　　　　二九の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　二九の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７２
　　　　　横浜市ａ６区ｂ６ｃ６丁目ｄ６番ｅ６号
　　　　　三〇の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７３
　　　　　右　　同　　所



　　　　　三〇の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７４
　　　　　神奈川県平塚市ｆ６ｇ６番地
　　　　　三一の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三一の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三一の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７７
　　　　　新潟県燕市ｈ６ｉ６丁目ｊ６番ｋ６号
　　　　　三二の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７８
　　　　　新潟県燕市ｈ６ｌ６丁目ｍ６番ｎ６号
　　　　　三二の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７９
　　　　　埼玉県大宮市大字ｏ６ｐ６番地のｑ６
　　　　　三三の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８０
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１０
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三三の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１０
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三三の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８１
　　　　　福島県いわき市ｒ６町ｓ６－ｔ６
　　　　　三四の二　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ４訴訟承継人）　　　　　　
Ａ３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三四の三　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ４訴訟承継人）　　　　　　
Ａ４
　　　　　千葉県市原市ｕ６ｖ６番地のｗ６
　　　　　三五の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８２
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三五の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８３
　　　　　愛知県海部郡ｘ６町大字ｙ６字ｚ６ａ７番地のｂ７
　　　　　三六の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８４
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三六の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三六の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８６
　　　　　大阪市ｃ７区ｄ７ｅ７丁目ｆ７番ｇ７号
　　　　　三七の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８７
　　　　　大阪府八尾市ｈ７町ｉ７丁目ｊ７番地
　　　　　三七の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８８
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三七の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ８９
　　　　　三重県名張市ｋ７町ｌ７番地



　　　　　三八の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９０
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三八の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三八の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９２
　　　　　福岡県京都郡ｍ７町大字ｎ７ｏ７番地のｐ７
　　　　　三九の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　三九の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９４
　　　　　東京都板橋区ｑ７町ｒ７番ｓ７－ｔ７号
　　　　　四〇の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９５
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四〇の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四〇の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９６
　　　　　東京都荒川区ｕ７屋ｖ７丁目ｗ７番ｘ７号
　　　　　四一の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９７
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四一の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９８
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四一の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ９９
　　　　　岡山県倉敷市ｙ７ｚ７丁目ａ８番ｂ８号
　　　　　四二の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１００
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四二の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四二の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０２
　　　　　鹿児島県姶良郡ｃ８町ｄ８ｅ８
　　　　　四三の二　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ５訴訟承継人）　　　　　　
　Ａ１０３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四三の三　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ５訴訟承継人）　　　　　　
　Ａ１０４
　　　　　島根県江津市ｆ８ｇ８－ｈ８
　　　　　四四の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０５
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１２
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四四の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四四の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１２



　　　　　三重県尾鷲市ｉ８町ｊ８番地
　　　　　四五の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０７
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四五の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０８
　　　　　岡山市ｋ８町ｌ８番ｍ８号
　　　　　四六の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１０９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四六の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１０
　　　　　横浜市ｎ８区ｏ８町ｐ８丁目ｑ８番ｒ８号－ｓ８
　　　　　四七の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四七の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１２
　　　　　埼玉県春日部市大字ｔ８ｕ８番地ｖ８
　　　　　四八の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　四八の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１４
　　　　　大阪府堺市ｗ８ｘ８丁目ｙ８番ｚ８号
　　　　　五〇の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１５
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五〇の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五〇の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１６
　　　　　東京都練馬区ａ９ｂ９丁目ｃ９番ｄ９号
　　　　　五一の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１７
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五一の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１８
　　　　　東京都足立区ｅ９ｆ９丁目ｇ９番地のｈ９
　　　　　五二の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１１９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五二の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１２０
　　　　　甲府市ｉ９町ｊ９番地のｋ９　ｌ９荘
　　　　　五三の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１２１
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１４
　　　　　山梨県富士吉田市ｍ９ｎ９番地
　　　　　五三の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１４
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五三の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１２２
　　　　　大阪府枚方市ｏ９ｐ９－ｑ９－ｒ９
　　　　　五四の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　



　　Ａ１２３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五四の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１２４
　　　　　岩手県釜石市ｓ９町ｔ９丁目ｕ９番ｖ９号
　　　　　五五の二　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ６訴訟承継人）　　　　　　
Ａ１２５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五五の三　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ｄ６訴訟承継人）　　　　　　
Ａ１２６
　　　　　広島県呉市ｗ９町ｘ９番ｙ９号
　　　　　五六の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ５
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五六の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五六の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ７
　　　　　浦和市ｚ９ａ１０丁目ｂ１０番ｃ１０号
　　　　　五七の三　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ａ１２７訴訟承継人）　　　　
　　Ａ１２８
　　　　　千葉県茂原市ｄ１０ｅ１０丁目ｆ１０番地ｇ１０
　　　　　五七の四　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ａ１２７訴訟承継人）　　　　
　　Ａ１２９
　　　　　浦和市ｚ９ａ１０丁目ｂ１０番ｃ１０号
　　　　　五七の五　　被控訴人（附帯控訴人・亡Ａ１２７訴訟承継人）　　　　
　　Ａ１３０
　　　　　福岡県春日市ｈ１０ｉ１０丁目ｊ１０番地
　　　　　五八の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３１
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五八の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１５
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五八の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３２
　　　　　静岡市ｋ１０ｌ１０丁目ｍ１０番ｎ１０号
　　　　　五九の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３３
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五九の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３４
　　　　　右　　同　　所
　　　　　五九の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３５
　　　　　静岡県志太郡ｏ１０町ｐ１０ｑ１０番地のｒ１０
　　　　　六〇の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３６
　　　　　右法定代理人親権者父　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１６
　　　　　右　同　　　　　　母　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１７
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六〇の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１６
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六〇の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　



　　Ｃ１７
　　　　　東京都新宿区ｓ１０ｔ１０丁目ｕ１０番ｖ１０号
　　　　　六一の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３７
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１８
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六一の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１８
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六一の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３８
　　　　　埼玉県新座市ｗ１０ｘ１０丁目ｙ１０番ｚ１０号
　　　　　六二の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１３９
　　　　　右法定代理人後見人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ１９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六二の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ１９
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六二の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１４０
　　　　　仙台市ａ１区ａ１１ｂ１１丁目ｃ１１番地のｄ１１
　　　　　六三の一　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ１４１
　　　　　右法定代理人親権者父　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ２０
　　　　　右同　　　　　　　母　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ２１
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六三の二　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ２０
　　　　　右　　同　　所
　　　　　六三の三　　被控訴人（附帯控訴人）　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ｃ２１
　　　　　右一五九名訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　　　　　　　中　　　
平　　　健　　　吉
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大　　　
野　　　正　　　男
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廣　　　
田　　　富　　　男
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山　　　
川　　　洋　一　郎
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　秋　　　
山　　　幹　　　男
　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　河　　　
野　　　　　　　敬
　　　　　（別紙）死亡被害児一覧表
　　　　　＜記載内容は末尾１添付＞
　　　　　（別紙）取消一覧表
　　　　　＜記載内容は末尾２添付＞
　　　　　（別紙）認容金額一覧表（一）
　　　　　＜記載内容は末尾３添付＞
　　　　　（別紙）認容金額一覧表（二）
　　　　　＜記載内容は末尾４添付＞
　　　　　（別紙）仮執行に基づく給付の返還額一覧表
　　　　　＜記載内容は末尾５添付＞
　　　　　第　二　分　冊　目　次
　　　　　事　実
　　　　　第一節　当事者の求めた裁判
　　　　　第一　本件控訴



　　　　　第二　附帯控訴
　　　　　第二節　主張
　　　　　第一　当審における請求の拡張等に伴う付加、訂正等
　　　　　第二　因果関係について
　　　　　（控訴人）
　　　　　一　ポリオ生ワクチン接種と脳炎・脳症との因果関係
　　　　　１　脳炎・脳症の意義
　　　　　２　脳炎・脳症の発症機序
　　　　　二　予防接種とその後に発生した疾病との因果関係を認定するための要
件について
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　一　ポリオ生ワクチン接種と脳炎・脳症との因果関係
　　　　　１　救済措置における因果関係の肯定
　　　　　２　ワクチンによる副反応の定型化の困難性
　　　　　３　副反応の追跡調査の不備
　　　　　４　ポリオ生ワクチン接種後の脳炎・脳症の発症
　　　　　５　Ｅ１博士の合理的理論
　　　　　二　因果関係判定の要件についての控訴人の主張に対する反論
　　　　　第三　安全配慮義務違反による債務不履行責任について
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　一　予防接種と控訴人国の安全配慮義務
　　　　　二　予防接種の副反応の危険及び禁忌事項についての周知義務とその懈
怠
　　　　　第四　国家賠償法上の請求について
　　　　　一　過失について
　　　　　１　厚生大臣の過失について
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　（一）　種痘の強制接種を行った過失
　　　　　（１）　初めに
　　　　　（２）　痘そうの流行の経緯と痘そうの予防対策
　　　　　（３）　種痘の免疫効果と副反応
　　　　　（４）　乳幼児に対する強制接種の意義と必要性
　　　　　（５）　結論
　　　　　（６）　控訴人の主張に対する反論
　　　　　（二）　種痘の若年接種を実施させた厚生大臣の過失について
　　　　　（三）　腸チフス・パラチフスワクチン（以下「腸パラワクチン」とい
う。）の強制定期
　　　　　接種を実施させた過失
　　　　　（四）　百日せきワクチンの若年接種を実施させた過失について
　　　　　（五）　百日せきワクチン、二種混合ワクチン、三種混合ワクチンの規
定量を誤った過失について
　　　　　（六）　インフルエンザの一律勧奨接種を実施させた過失について
　　　　　（七）　インフルエンザワクチンの乳幼児接種を実施させた過失
　　　　　（八）　禁忌該当者の識別を誤つた過失について
　　　　　（１）　集団予防体制の持つ問題点について
　　　　　（２）　不十分な禁忌を設定した控訴人国の過失
　　　　　（３）　禁忌該当者に接種を実施させないための十分な措置を講じなか
った過失
　　　　　（控訴人）
　　　　　（一）　種痘の強制接種を行った過失について
　　　　　（１）　痘そうの予防対策における種痘の役割について
　　　　　（２）　乳幼児に対する定期種痘
　　　　　（３）　我が国の定期接種の廃止時期の妥当性について
　　　　　（４）　初種痘年齢を早期に引き上げなかった措置の妥当性
　　　　　（二）　腸パラワクチンの強制定期接種を実施させた過失について
　　　　　（１）　腸パラワクチンの有効性と必要性
　　　　　（２）　腸パラワクチンの一律定期接種の必要性
　　　　　（３）　一〇歳以下の小児に対する腸パラワクチン接種の必要性



　　　　　（４）　腸パラワクチン定期接種廃止時期の相当性
　　　　　（三）　百日せきワクチン接種の過失について
　　　　　（１）　百日せきワクチン及び同ワクチンを含む混合ワクチン採用の経
緯
　　　　　（２）　百日せきワクチンの若年接種実施の経緯
　　　　　（３）　百日せきワクチン接種年齢の定めの合理性
　　　　　（４）　被控訴人らの主張に対する反論
　　　　　（四）　百日せきワクチン及び混合ワクチンの規定量を誤った過失につ
いて
　　　　　（１）　右過失と本件各健康被害との因果関係
　　　　　（２）　百日せきワクチンの接種量・菌量に関する規定と改正経緯
　　　　　（３）　百日せきワクチンの菌量及び力価並びに副反応
　　　　　（４）　我が国における百日せきワクチン及び百日せき混合ワクチン接
種量の規定の相当性について
　　　　　（５）　被控訴人らの主張に対する反論
　　　　　（五）　インフルエンザ予防接種実施の過失について
　　　　　（１）　インフルエンザ予防接種の必要性と有効性
　　　　　（２）　我が国におけるインフルエンザ予防接種政策の相当性
　　　　　（３）　乳幼児接種の実施に過失がないことについて
　　　　　（４）　結論
　　　　　（六）　禁忌者に接種した過失について
　　　　　（１）　集団予防接種体制についてー禁忌との関連において
　　　　　（２）　禁忌事項設定に不明確及び過誤のないこと
　　　　　（３）　禁忌該当の判断と予診体制
　　　　　２　接種担当者の過失について
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　（一）　禁忌推定による過失責任
　　　　　（１）　禁忌者の推定と立証責任
　　　　　（２）　過失の推定
　　　　　（３）　本件における禁忌看過の過失の主張
　　　　　（二）　接種担当者に過失がなかったとの主張に対する反論
　　　　　（１）　Ｄ７（三〇の一）
　　　　　（２）　Ａ１００（四二の一）
　　　　　（３）　Ｄ８（四六の一）
　　　　　（４）　Ａ１３６（六〇の一）
　　　　　（三）　各人ごとの禁忌該当の具体的主張
　　　　　（四）　ワクチン過量接種の過失及び複数ワクチン同時接種の過失
　　　　　（１）　被害児Ｄ４（三四の一）につき過量接種を行った過失
　　　　　（２）　複数ワクチン同時接種を行った過失について
　　　　　（控訴人）
　　　　　（一）　最高裁平成三年四月一九日第二小法廷判決について
　　　　　（二）　接種担当者に禁忌看過に関し過失がないことについて
　　　　　（１）　被害児Ｄ７（三〇の一）
　　　　　（２）　被害児Ａ１００（四二の一）
　　　　　（３）　被害児Ｄ８（四六の一）
　　　　　（４）　被害児Ａ１３６（六〇の一）
　　　　　（三）　各人ごとの禁忌該当の具体的主張に対する反論
　　　　　（四）　ワクチン過量接種の過失及び複数同時接種の過失について
　　　　　（１）　被害児Ｄ４（三四の一）につき、過量接種の過失の不存在
　　　　　（２）　被害児Ｄ３（一五の一）につき、ワクチンの複数同時接種を行
った過失の不存在
　　　　　３　接種担当者の過失についての控訴人国の帰責事由
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　（一）　本件接種担当者の過失と控訴人国の賠償責任
　　　　　（二）　法の定める期間後にされた接種についての控訴人国の責任
　　　　　（三）　勧奨接種を受けた者についての控訴人国の責任
　　　　　（１）　監督者としての控訴人国の責任
　　　　　（２）　費用負担者としての控訴人国の責任



　　　　　（控訴人）
　　　　　（一）　法六条の二所定の予防接種について
　　　　　（二）　法の定める期間後にされた接種について
　　　　　（１）　国の機関委任事務に該当しないことについて
　　　　　（２）　監督責任について
　　　　　（３）　国家賠償法三条について
　　　　　（三）　勧奨接種について
　　　　　（１）　監督責任について
　　　　　（２）　国家賠償法三条の責任について
　　　　　４　実施主体の過失による国家賠償責任について
　　　　　（控訴人）
　　　　　第五　損失補償請求について
　　　　　一　国家賠償請求に損失補償請求を併合することの可否
　　　　　（控訴人）
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　１　時機に遅れた主張
　　　　　２　併合審理の適法性
　　　　　二　損失補償請求権の存否
　　　　　（控訴人）
　　　　　１　憲法一三条、一四条一項、二五条と損失補償請求権
　　　　　２　憲法二九条三項と損失補償請求権
　　　　　（一）　初めに
　　　　　（二）　憲法二九条三項の要件
　　　　　（三）　憲法二九条三項に基づく損失補償請求の限界
　　　　　（四）　生命・身体被害と憲法二九条三項
　　　　　（１）　生命・身体被害に関する憲法二九条三項の類推適用の困難性
　　　　　（２）　本件予防接種禍に対する憲法二九条三項の類推適用の困難性
　　　　　（３）　本件予防接種禍と正当な補償
　　　　　（４）　その他の問題点
　　　　　（五）　いわゆる手続的類推適用説について
　　　　　３　もちろん解釈説について
　　　　　４　本件救済制度と損失補償請求
　　　　　（一）　本件救済制度と損失補償請求の可否
　　　　　（二）　給付に関する処分と損失補償請求との関係
　　　　　（三）　本件救済制度による被害者救済の相当性
　　　　　５　消滅時効及び除斥期間
　　　　　（一）　会計法三〇条の五年の時効期間の経過
　　　　　（二）　民法七二四条前段の類推適用による三年の消滅時効期間の経過
　　　　　（三）　民法一六七条一項による一〇年の時効期間
　　　　　（四）　民法七二四条後段の類推適用による二〇年の除斥期間
　　　　　（五）　時効援用権の濫用について
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　１　生命・健康に対する特別の犠牲と憲法二九条三項の類推適用
　　　　　２　控訴人の主張に対する反論
　　　　　（一）　生命・健康被害に対する憲法二九条三項の類推適用
　　　　　（二）　予防接種禍に対する憲法二九条三項の類推適用
　　　　　（三）　「特別犠牲」、「正当補償」の観念の多義性と裁判規範として
の適応性
　　　　　（四）　勧奨接種と特別の犠牲
　　　　　（五）　生命・健康被害の補償と慰謝料・弁護士費用
　　　　　（１）　慰謝料
　　　　　（２）　弁護士費用
　　　　　（六）　本件救済制度との関係
　　　　　（七）　本件救済制度による給付の相当性
　　　　　３　損失補償請求と消滅時効・除斥期間
　　　　　（一）　時機に遅れた主張
　　　　　（二）　会計法三〇条の五年の時効期間について
　　　　　（三）　民法七二四条前段の類推適用による三年の消滅時効期間につい



て
　　　　　（四）　民法一六七条一項による一〇年の時効期間について
　　　　　（五）　二〇年の除斥期間の主張について
　　　　　（六）　権利濫用
　　　　　第六　損益相殺について
　　　　　（被控訴人ら）
　　　　　一　障害基礎年金について
　　　　　二　第三者からの見舞金について
　　　　　三　「医療費」、「医療手当」及び「葬祭料」について
　　　　　第三節　証拠関係
　　　　　（別紙）
　　　　　仮執行に基づく支払額一覧表（１）～（８）
　　　　　請求金額一覧表
　　　　　死亡被害者の請求損害損失額一覧表（１）～（３）
　　　　　死亡被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）～（４）
　　　　　Ａランク生存被害者の請求損害損失額一覧表（１）～（３）
　　　　　Ａランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）～（３）
　　　　　Ｂランク生存被害者の請求損害損失額一覧表
　　　　　Ｂランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表
　　　　　Ｃランク生存被害者の請求損害損失額一覧表
　　　　　Ｃランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表
　　　　　給付一覧表（１）～（２６）
　　　　　接種及び予診の状況
　　　　　禁忌該当の事由
　　　　　本件救済制度一覧表
　　　　　予防接種法の救済制度に基づく将来給付一覧表（１）、（２）
　　　　　国の給付と損失額との比較表（１）～（３）
　　　　　第　三　分　冊　目　次
　　　　　理由
　　　　　第一　請求原因一（当事者）と同二（事故の発生）等について
　　　　　第二　因果関係について
　　　　　１　因果関係を認めるための要件
　　　　　２　ポリオ生ワクチンと脳炎・脳症との因果関係について
　　　　　第三　損失補償請求について
　　　　　一　損失補償請求の訴えの適法性の有無
　　　　　二　損失補償請求権の存否
　　　　　第四　禁忌該当者に予防接種を実施させないための充分な措置をとるこ
とを怠った過失
　　　　　について
　　　　　一　禁忌該当者であることの推定について
　　　　　１
　　　　　２
　　　　　（一）　被害児Ｄ７（三〇）
　　　　　（二）　被害児Ａ１００（四二）
　　　　　（三）　被害児Ｄ８（四六）
　　　　　（四）　被害児Ａ１３６（六〇）
　　　　　（五）　結論
　　　　　二　厚生大臣が禁忌該当者に予防接種を実施させないための充分な措置
をとることを怠った
　　　　　過失について
　　　　　１
　　　　　２
　　　　　（一）　予防接種実施の法的形態等
　　　　　（二）　予防接種の副作用の危険性について
　　　　　（三）　禁忌の意味と禁忌についての規定の変遷
　　　　　（四）　禁忌規定遵守の効果について
　　　　　（五）　予診等の体制
　　　　　（六）　勧奨接種の体制について



　　　　　（七）　禁忌識別のための予診の対象事項とその特質
　　　　　（八）　我が国における予防接種の実施体制と運用の実際
　　　　　（１）　個別接種と集団接種
　　　　　（２）　集団接種の運用体制
　　　　　（３）　集団接種の運用の実態
　　　　　ア　昭和二〇年代から昭和三三年の旧実施規則制定ころまで
　　　　　イ　昭和三三年の旧実施規則制定ころから昭和四五年ころまで
　　　　　ウ　昭和四五年ころ以降
　　　　　エ
　　　　　（４）　渋谷区予防接種センターの運用について
　　　　　（九）　予防接種の副反応事故を巡る厚生省の姿勢
　　　　　（一〇）　接種を担当する医師等の状況と厚生省の施策
　　　　　（一一）　一般国民に対する周知の態勢について
　　　　　３
　　　　　４
　　　　　第五　被害児Ａ５（五六）を除くその余の被害児及びその両親の被った
損害について
　　　　　一
　　　　　二１
　　　　　２
　　　　　（一）　死亡した各被害児の損害について
　　　　　（１）　得べかりし利益の喪失
　　　　　（２）　介護費
　　　　　（３）　慰謝料
　　　　　（４）　結論
　　　　　（二）　死亡した各被害児の両親の損害の算定根拠
　　　　　（１）　慰謝料
　　　　　（２）　結論
　　　　　（三）　日常生活に全面的介護を必要とする後遺障害を有する各被害児
（Ａランク生存
　　　　　被害児）の損害の算定根拠
　　　　　（１）　得べかりし利益の喪失
　　　　　（２）　介護費
　　　　　（３）　慰謝料
　　　　　（４）　結論
　　　　　（四）　Ａランク生存被害児の両親の損害の算定根拠
　　　　　（１）　慰謝料
　　　　　（２）　結論
　　　　　（五）　日常生活に介助を必要とする後遺障害を有する各被害児（Ｂラ
ンク生存被害児）
　　　　　の損害の算定根拠
　　　　　（１）　得べかりし利益の喪失
　　　　　（２）　介助費
　　　　　（３）　慰謝料
　　　　　（４）　結論
　　　　　（六）　Ｂランク生存被害児の両親の損害の算定根拠
　　　　　（１）　慰謝料
　　　　　（２）　結論
　　　　　（七）　一応他人の介助なしに日常生活を維持することの可能な後遺障
害を有する各生存
　　　　　被害児（Ｃランク生存被害児）の損害の算定根拠
　　　　　（１）　得べかりし利益の喪失
　　　　　（２）　介助費
　　　　　（３）　慰謝料
　　　　　（４）　結論
　　　　　（八）　Ｃランク生存被害児の両親の損害の算定根拠
　　　　　（１）　慰謝料
　　　　　（２）　結論



　　　　　第六　控訴人の抗弁について
　　　　　一　違法性阻却事由について
　　　　　二　損害賠償請求権の時効及び除斥期間について
　　　　　１　三年の消滅時効（民法七二四条前段）
　　　　　２　除斥期間（民法七二四条後段）
　　　　　三　損益相殺について
　　　　　１　抗弁第三項について
　　　　　２　抗弁第四項１について
　　　　　（一）　障害基礎年金について
　　　　　（二）　地方自治体単独給付分について
　　　　　（三）　「医療費」、「医療手当」及び「葬祭料」について
　　　　　（四）　その他
　　　　　３　抗弁第四項２及び第五項について
　　　　　第七　結論
　　　　　一　各人の認容総額について
　　　　　１　損益相殺後の損害額について
　　　　　２　弁護士費用
　　　　　３　相続関係について
　　　　　４　結論
　　　　　二　結論
　　　　　（別紙）
　　　　　当審提出の書証成立関係一覧表
　　　　　現在の状況一覧表（１）～（３５）
　　　　　死亡被害児損害額計算票
　　　　　死亡被害児両親損害額計算票
　　　　　生存被害児（Ａランク）損害額計算票
　　　　　生存被害児（Ａランク）両親損害額一覧表（１）～（３）
　　　　　生存被害児（Ｂランク）損害額計算票
　　　　　生存被害児（Ｂランク）両親損害額一覧表
　　　　　生存被害児（Ｃランク）損害額計算票
　　　　　生存被害児（Ｃランク）両親損害額一覧表
　　　　　被控訴人ら債権額一覧表（１）～（９）
　　　　　　　　　事　　　　実
　第一節当事者の求めた裁判
　第一　本件控訴
　控訴人は、「一　原判決中控訴人敗訴部分を取り消す。二１　本案前の申立てと
して、原審昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事件に係る被控訴人Ａ１４１（六三の
一）、同Ｃ２０（六三の二）、同Ｃ２１（六三の三）の各損失補償請求の訴えを却
下する。２　本案の申立てとして、被控訴人らの各請求（当審における請求拡張部
分を含む。）を棄却する。三　別紙仮執行に基づく支払額一覧表の氏名欄記載の各
被控訴人は、控訴人に対し、同表「仮執行に基づく支払額」欄記載の各金員並びに
右各金員に対する昭和五九年五月一九日から支払済みまで年五分の割合による金員
を支払え。四　訴訟費用は、第一、二審とも被控訴人らの負担とする。」との判決
並びに第三項につき仮執行宣言を求め、被控訴人らは、控訴棄却並びに民訴法一九
八条二項に基づく請求に対し請求棄却の判決を求めた。
　第二　附帯控訴
　被控訴人らは、「原判決を以下のとおり変更する。控訴人は別紙請求金額一覧表
記載の各被控訴人らに対し、各被控訴人に対応する同表「請求金額」欄記載の各金
員及びこれに対する各被控訴人に対応する同表「遅延損害金起算日」欄記載の各日
からそれぞれ支払済みまで年五分の割合による金員を支払え（当審において、遅延
損害金の起算日については被控訴人ら全員が請求を拡張し、また、別紙請求金額一
覧表の「番号」欄に＊が付されている被控訴人らは請求元本についても、請求を拡
張した。）。附帯控訴費用は控訴人の負担とする。」との判決を求め、控訴人は、
附帯控訴を棄却し、被控訴人らの当審における請求拡張部分を棄却するとの判決を
求めた。
　第二節　主張
　当事者双方の主張は、当審における請求の拡張等に対応して、第一記載のとおり
付加、訂正、削除し、また、第二以下の各見出し記載の争点につき、当審における



主張に対応して、原審での双方の主張を敷衍し、各項目記載のとおり付加するほか
は、原判決事実摘示のとおりであるから、これを引用する。
　なお、控訴人は、「別紙仮執行に基づく支払額一覧表氏名欄記載の各被控訴人の
代理人は、昭和五九年五月一八日、国の支出官厚生省大臣官房会計課長に対し、仮
執行の宣言を付した原判決に基づき、右表の仮執行に基づく支払額欄記載の各金員
の支払を求め、控訴人が右判決によって履行を命しられた債務の存在を争いながら
右判決に基づく仮執行を免れるため支払うものであることを承知の上、右支出官か
ら同欄記載の金員の合計額を受領し、取立てを了しているから、民訴法一九八条二
項により給付したものの返還を求める。」と述べた。
　第一　当審における請求の拡張等に伴う付加、訂正等
　一　原判決Ｂ六七頁七行目から八行目の「請求の原因末尾添付損害額一覧表
（一）ないし（八）記載」を、「別紙死亡被害者の請求損害損失額一覧表（１）な
いし（３）、死亡被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）ないし（４）、Ａラン
ク生存被害者の請求損害損失額一覧表（１）ないし（３）、Ａランク生存被害者両
親の請求損害損失額一覧表（１）ないし（３）、Ｂランク生存被害者の請求損害損
失額一覧表、Ｂランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表、Ｃランク生存被害
者の請求損害損失額一覧表及びＣランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表」
と改める。
　二　同Ｂ六七頁九行目の「本節末尾添付損害額一覧表（一）を、「別紙死亡被害
者の請求損害損失額一覧表（１）ないし（３）」と改める。
　三　同Ｂ六七頁一一行目からＢ六八頁一二行目までを以下のように改める。
　「得べかりし年収としては、男女とも、平成元年の賃金センサスによる全男子労
働者平均賃金に相当する金四七九万五三〇〇円とみるのが相当である。そして、生
活費控除は五割とし、就労可能期間を一八歳から六七歳まで、ライプニッツ方式に
より中間利息を控除し、本件予防接種当時の現価として得べかりし利益を計算する
ものとする。
　なお、女子についても、家事労働による得べかりし利益を考慮するならば、得べ
かりし利益としては、右四七九万五三〇〇円を下回ることはない。
　（２）　介護費
　発症後死亡に至るまで一年以上生存した各被害児については、本件接種後死亡に
至るまでの間介護を要したことによる損害又は損失は、年三六五万円（一日一万
円）を下らない。ライプニッツ方式により中間利息を控除し、接種当時の現価とし
て計算する。
　（３）　弁護士費用
　得べかりし利益と介護費との合計額の一〇パーセントとみるのが相当である。
　（４）　各人の金額
　以上により死亡被害者の損害又は損失を被控訴人各人ごとに計算すると、別紙死
亡被害者の請求損害損失額一覧表（１）（２）（３）のとおりとなる。
　なお、被害児Ｄ２（一一の一）は、昭和六一年七月一九日、『ワクチン後脳炎に
伴う誤えん性肺炎による呼吸不全』によって死亡した。したがって、同人について
は、一八歳から二〇歳までのＡランク生存被害者としての逸失利益及び二〇歳から
六七歳までの死亡被害者としての逸失利益並びに発症後死亡するまでの介護費及び
慰謝料が損害額又は損失額となる。また、被害児Ｄ６（五五の一）は、平成四年二
月二八日、インフルエンザ予防接種の脳炎後遺症により肺炎を併発し、死亡したの
で、同人については、一八歳から三一歳までのＡランク生存被害者としての逸失利
益及び三一歳から六一歳までの死亡被害者としての逸失利益並びに発症後死亡する
までの介護費及び慰謝料が損害額又は損失額となる。」
　四　同Ｂ六八頁二二行目の「本節末尾添付損害額一覧表（二）」を、「別紙死亡
被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）ないし（４）」と改める。
　五　同Ｂ六九頁一行目の「各一五〇〇万円」を「各一二〇万円（ただし、被害児
Ｄ２（一一の一）及び同Ｄ６（五五の一）の両親については、各五〇〇万円）」と
改め、七行目末尾に行を改めて、「（３）各人の金額　別紙死亡被害者両親の請求
損害損失額一覧表（１）ないし（４）のとおりとなる。」を加える。
　六　同Ｂ六九頁九行目の「本節末尾添付損害額一覧表（三）」を「別紙Ａランク
生存被害者の請求損害損失額一覧表（１）ないし（３）」と改める。
　七　同Ｂ六九頁一五行目から同Ｂ七〇頁二行目までを以下のように改める。
　「Ａランク被害児の介護に要する費用相当額の損害又は損失は、少なくとも年三
六五万円（一日一万円）である。本件接種後平均余命に至るまで介護を必要とす



る。ライプニッツ方式により中間利息を控除して、本件接種当時の現価を計算す
る。」
　八　同Ｂ七〇頁四行目の「一〇〇〇万」を「一五〇〇万円」に、同一三行目の
「各一〇〇〇万」を「各五〇〇万円」と改める。
　九　同Ｂ七〇頁六行目末尾に行を改めて、「（５）各人の金額　別紙Ａランク生
存被害者の請求損害損失一覧表（１）ないし（３）のとおりとなる。」を加える。
　一〇　同Ｂ七〇頁七行目の「本節末尾添付損害額一覧表（四）」を「別紙Ａラン
ク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）ないし（３）」と改める。
　一一　同Ｂ七〇頁一五行目末尾に行を改めて、「（３）各人の金額　別紙Ａラン
ク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）ないし（３）のとおりとなる。」
を加える。
　一二　同Ｂ七〇頁一七行目の「本節末尾添付損害額一覧表（五）」を「別紙Ｂラ
ンク生存被害者の請求損害損失額一覧表」と改める。
　一三　同Ｂ七一頁一行目から二行目の「過去及び将来の」を削る。
　一四　同Ｂ七一頁四行目から一一行目までを以下のように改める。
　「Ｂランク被害被害児の介助に要する費用相当額の損害又は損失は、少なくとも
年一八二万五〇〇〇円（一日五〇〇〇円）を下らない。そして、本件接種後平均余
命に至るまで介助が必要である。ライプニッツ方式により中間利息を控除し、本件
接種当時の現価を計算する。」
　一五　同Ｂ七一頁一三行目の「〇〇〇万円」を「一二〇〇万円」と改める。
　一六　同Ｂ七一頁一五行目の末尾に行を改めて、「（５）各人の金額　別紙Ｂラ
ンク生存被害者の請求損害損失額一覧表のとおりとなる。」を加える。
　一七　同Ｂ七一頁一六行目の「本節末尾添付損害額一覧表（六）」を「別紙Ｂラ
ンク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表」と改める。
　一八　同Ｂ七一頁一八行目の「各一〇〇〇万円」を「各四〇〇万円」と改める。
　一九　同Ｂ七二頁二行目末尾に行を改めて、「（３）各人の金額　別紙Ｂランク
生存被害者両親の請求損害損失額一覧表のとおりとなる。」を加える。
　二〇　同Ｂ七二頁四行目の「本節末尾添付損害額一覧表（七）」を「別紙Ｃラン
ク生存被害者の請求損害損失額一覧表」と改める。
　二一　同Ｂ七二頁七行目の「六七パーセント」を「六〇パーセント」に改め、同
七行目から八行目の「過去及び将来の」を削る。
　二二　同Ｂ七二頁九行目から一二行目までを以下のとおり改める。
　「（２）介助費　Ｃランク被害児の介助に要する費用相当の損害又は損失は、少
なくとも年一八二万五〇〇〇円（一日五〇〇〇円）であり、一五歳まで介助を必要
とした。ライプニッツ方式により中間利息を控除し、本件接種当時の現価を計算す
る。」
　二三　同Ｂ七二頁一六行目末尾に行を改めて、「（５）各人の金額　別紙Ｃラン
ク生存被害者の請求損害損失額一覧表のとおりとなる。」を加える。
　二四　同Ｂ七二頁一七行目の「本節末尾添付損害額一覧表（八）」を「別紙Ｃラ
ンク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表」と改める。
　二五　同Ｂ七二頁末行の「各一〇〇〇万円」を「各三〇〇万円」と改める。
　二六　同Ｂ七三頁三行目末尾に行を改めて、「（３）各人の金額　別紙Ｃランク
生存被害者両親の請求損害損失額一覧表のとおりとなる。」を加える。
　二七　同Ｂ七三頁一〇行目末尾に「また、被控訴人Ａ１７（五の二）は、昭和六
一年五月一六日死亡したため、同人の損害賠償又は損失補償請求権は、同人の妻Ｃ
３（五の三）が二分の一、子である被控訴人Ａ１８（五の一）、同被控訴人Ａ１９
（五の四）及びＡ２０（五の五）がそれぞれ六分の一の割合で相続した。」を加え
る。
　二八　同Ｂ一二の「生死の別」欄の「生」を「昭和六一年七月一九日死亡」に改
め、同Ｂ一二八頁の「現在の症状」欄の末尾に「なお、同児は、昭和六一年七月一
九日、『ワクチン後脳炎に伴う誤えん性肺炎による呼吸不全』によって死亡し
た。」を加え、同Ｂ三三八頁の「生死の別」欄の「生」を「平成四年二月二八日死
亡」に改め、同Ｂ三三九頁の「現在の症状」欄の末尾に「なお、同児は、平成四年
二月二八日、インフルエンザ予防接種の脳炎後遺症により肺炎を併発し、死亡し
た。」を加える。
　二九　同Ｂ四八六頁末行の「相続した事実」の次に「、被害児Ａ１８（五の一）
の父Ａ１７（五の二）が昭和六一年五月一六日死亡し、妻であるＣ３（五の三）が
二分の一、子である被害児Ａ１８（五の一）、被控訴人Ａ１９（五の四）及び同Ａ



２０（五の五）がそれぞれ各六分の一の割合でこれを相続した事実」を加える。
　三〇　同Ｂ四九六頁六行目から七行目の「昭和五七年一二月三一日」を「平成三
年三月末日」と、同七行目「抗弁末尾添付別紙二」を「別紙給付一覧表（１）ない
し（２６）」に改める。
　三一　同Ｂ五八五頁五行目の「抗弁末尾添付別紙二」から一五行目までを「別紙
給付一覧表（１）ないし（２６）記載の事実及び原判決の事実摘示抗弁末尾添付の
別紙二の「備考」欄記載の事実は認める。」に改める。
　第二　因果関係について
　（控訴人）
　一　ポリオ生ワクチン接種と脳炎・脳症との因果関係
　ポリオ生ワクチン接種とその副反応としての脳炎・脳症との因果関係は、今日に
おける医学的知見に基づく限り、肯定し得ないものである。
　１　脳炎・脳症の意義
　脳炎は脳の炎症性疾患であり、その原因のほとんどは細菌又はウイルス感染によ
るものである。
　脳症は炎症を伴わない脳のびまん性の病変であり、原因不明のものが多い。
　脳炎・脳症の臨床症状としては、発動、、意識障害（昏睡、昏迷、傾眠）、けい
れんの発症を伴うものである。
　脳炎・脳症の臨床症状や病理学的所見は、それが予防接種の副反応の場合も、そ
れ以外の原因による場合も何ら異なるものではない（予防接種副反応の非特異
性）。
　意識障害は比較的軽度とされる場合でも、臨床的に明らかに異常な状態を呈する
から、医師や家族が気が付かないということはあり得ない。意識障害についてカル
テに記載がないのであれば、それは、脳炎・脳症が発症していなかったことを強く
推認させる。
　脳炎・脳症が発症したということは、臨床症状としては、意識障害の発現をみた
ということを意味する。
　急性の中枢神経系疾患としては熱性けいれん、メニンギスムス、てんかん、脳
炎・脳症があるが、このうち、熱性けいれん（発熱、けいれんを呈するも、一過性
で治癒する。）、メニンギスムス（髄膜刺激症状《項部硬直》ないし短期間の意識
障害を呈するも、一過性に治癒するもの）が回復した後に後遺症が残ったとする
と、そこでは後遺症を残すに足るだけの病変（脳実質の障害）が生じているはずで
ある。かかる脳の病変は意識障害を伴わないままで発現することはない。
　したがって、予防接種後、熱性けいれんの発現をみたが、意識障害がなく、熱性
けいれんやメニンギスムスと診断される症状を呈したにかかわらず、何らかの中枢
神経系の疾患に伴う後遺症を残した場合、この後遺症は予防接種を原因とするもの
ではないというべきである。また、けいれんのみを反復する場合は、てんかんであ
り、予防接種が直接てんかんを起こすとは考えられない。もっとも、予防接種後、
意識障害・けいれんを伴う脳炎・脳症が発症し、その後遺症としててんかんが発症
することはあり得る。
　結局、予防接種後の重篤な中枢神経系の副反応として考えられるのは、脳炎・脳
症のみである。
　２　脳炎・脳症の発症機序
　脳炎・脳症の発症機序はいまだ明らかでない。特に脳症については殆ど不明であ
るが、一応、以下のように推定される。　（一）　脳炎
　脳炎については、ウイルスが脳を直接侵襲することにより発症するもの及びウイ
ルスや細菌の感染に引き続いて発症するもの（以下「ウイルス性脳炎」という。）
と何らかのアレルギー機序が関与して発症すると考えられるもの（以下「アレルギ
ー性脳炎」という。）などがある。
　（１）　ウイルス性脳炎
　一つはウイルスに感染すると、ウイルスが中枢神経以外の組織で増殖し、それが
血液や末梢神経などを経て脳に至り、ウイルスが脳実質を直接侵襲して起こる脳炎
であり（日本脳炎、単純へルペス脳炎等）、もう一つは、ウイルス感染後何らかの
アレルギー機序が関与して発症するのではないかと考えられる脳炎である。この発
症機序は不明の点が多い。
　（２）　アレルギー性脳炎
　従前、狂犬病予防接種後にしばしば脳炎が発症することが知られていた。このこ
ろの狂大病ワクチンには神経組織（脳物質）が多量に含まれていた。このため、同



ワクチンの被接種者に、すべての動物の脳物質にある共通抗原によって感作された
Ｔ細胞が遅延型アレルギーの機序により、（自己免疫）脱髄性脳炎を惹起したと考
えられる。
　しかしながら、神経組織を有しないウイルスによってもアレルギー性脳炎が発症
するとの考え方もあるが、未だその機序は実証されておらず、仮説の域を出ていな
い。
　（３）　脳症の発症機序について
　脳症は病理学的には炎症所見を伴わない脳浮腫を病態とする脳の疾患であり、脳
浮腫の発症機
序は不明な点が多い。
　（４）　ポリオ生ワクチンについて
　ポリオ生ワクチンは、外来ウイルスの混在のないサルの腎臓細胞に弱毒化された
ポリオウイルスを接種、培養し、増殖させたものを精製して純度の高い弱毒化され
たポリオウイルスを採取し、これに白糖と微量の抗生剤を添加してワクチン調整し
たものである。
　ポリオ生ワクチンの投与は生後三箇月から一八箇月の間に〇・〇五ミリリットル
を二回経口投
与する。
　この経口ポリオ生ワクチンは極めて副作用の少ない優秀なワクチンであり、ただ
投与後しばらくして臨床的にポリオと区別し得ない症例（ポリオ様麻痺）のあるこ
とが知られているだけである。
　すなわち、ポリオ生ワクチンの成分は、弱毒化したポリオウイルス、白糖、微量
の抗生剤であり、サルの腎臓細胞がごく微量含まれている可能性を否定できない
が、組織培養安全試験を行い、更に精製して安全を確認しているのであり、また、
経口投与ということから、胃・腸の粘膜を通して必要な成分のみを吸収するという
濾過作用が働くから、異物に対する反応は極めてマイルドであり、牛乳が異種たん
ぱくであるのに飲用しても副反応がないのと同様、サルの腎臓細胞による副反応は
否定できるのである。
　したがって、副作用が生ずるとすると、それはポリオウイルスによるものである
ところのポリオ様麻痺以外にない。
　（５）　脳炎・脳症について
　ポリオウイルスの特徴は、脳脊髄幹の特定の細胞と区域だけがウイルスに感染し
やすいというもので、運動を司る神経細胞の障害が起こるのであり、運動領野を除
いた大脳皮質等を障害することはない。ところが、脳炎・脳症は、病理学的にいう
と脳の強い浮腫であって、脳全体が腫れ上がり、そのため脳の容積が増加し、脳の
各部位が圧迫されるものである。しかし、右のように、ポリオウイルスの自然感染
によって直接脳全体が侵されることはないから、脳炎・脳症は発症しないのであ
る。
　もっとも、延髄にまでポリオウイルスによる障害が及び、呼吸麻痺が生じ、無酸
素状態が持続することにより、脳の広範な障害が惹起され、結果的に脳炎・脳症と
同様な症状（意識障害・けいれん等）が生ずることも考えられないではないが、そ
の場合も、必ずポリオの臨床上の症状である脊髄型の麻痺（手足の弛緩性の麻痺）
を合併するのが特徴である。更にいわゆる延髄型ポリオの臨床症状である呼吸麻
痺、循環障害が現れる可能性も高いのである。このような延髄型ポリオにおける前
駆症状ないし臨床症状がみられないのに、脳炎、脳症のみがポリオ生ワクチンの投
与によって生じるということはあり得ない。
　（６）　ポリオの潜伏期について
　体内に入ったポリオウイルスが腸内で増殖する期間は七日から一〇日位であり、
この増殖したウイルスが血液中に入って発熱等の臨床症状を呈するまでに、通常
二、三日を要する。
　したがって、ポリオ生ワクチンによる副作用の潜伏期は九日から二週間であり、
早くても七日から二週間である。なお、麻痺の後遺症が生しるまでの期間は、ポリ
オ生ワクチン投与後二、三週間を要する。
　（７）　ポリオ生ワクチンによる脳炎・脳症の発症の蓋然性について
　ポリオ生ワクチンによる脳炎・脳症発症の因果関係を肯定する根拠としては、以
下のようなものが挙げられるが、いずれも、合理性に乏しく、医学上多くの疑問が
ある。
　ア　西ドイツのＦ１教授の論文は、症例報告を纏めたものであるが、ポリオ生ワ



クチンとアレルギー性脳炎との関係を時間的密接性のみでとらえた症例の解析とし
ての意味しかない。両者の因果関係を医学的に証するものとしては無価値の論文で
ある。要するに、ポリオ生ワクチンを接種した患者を解剖したらアレルギー性脳炎
を疑わせる所見の患者がいたというにすぎず、ポリオによるアレルギー性脳炎の発
症機序には何ら触れておらず、Ｆ１教授自身も、その原因についてポリオウイルス
か混合感染かあるいは自然発症が偶発したのかわからないと記述しているところで
ある。
　イ　埼玉医科大学のＦ２の論文も、両者の因果関係について全く論じられていな
い。ただ結論のみが唐突に記載されているにすぎない。また、本症例は接種後七日
を経て急性脳症が生じているが、ポリオ生ワクチンによる副反応の発症には九日な
いし二週間を要するのであるから、ポリオ生ワクチンによる副反応とは考えにく
い。
　ウ　Ｅ１のヒスタミン原因物質説は、今日の医学上の一般的知見からすると、到
底肯認することのできない特異な仮説である。
　Ｅ１説による発症機序は、
　「１」　急性脳症を起こす典型例として疫痢に罹患した場合があるが、この場合
は、赤痢菌が腸内に感染して腸壁で増殖する時にヒスタミンあるいはヒスタミン様
の物質を産出し、この物質が脳の血管の拡張、収縮をもたらす。
　「２」　ヒスタミンを幼若犬の頸動脈に注入した結果、脳に血管けいれんが起
き、そのために脳の神経細胞が破壊されたという実験結果が報告されている。
　「３」　ワクチン接種によって肥伴細胞の免疫抗体（ＩｇＥ）にワクチンが働
き、そこからヒスタミンが放出されるということも明らかにされている。
　「４」　ポリオ生ワクチン接種により疫痢の場合と同様、腸壁でヒスタミン様物
質が産出され、あるいは肥伴細胞からヒスタミンが放出され、かかる物質が脳血管
のけいれんを導き、急性脳症を引き起こすという仮説を立てることが可能であると
いうものである。
　しかし、仮に疫痢が赤痢菌によるアナフィラキシー反応によるショック様症状で
あるとみるとしても、ポリオ生ワクチンと疫痢では余りに状況が異なっているとい
うべきである。疫痢は、赤痢菌増殖による激しい腸炎症状を伴い、大量のエンドト
キシン産生がショック症状を引き起こすと考えられるかもしれないが、ポリオ生ワ
クチンにはショック症状を引き起こすほど大量のヒスタミンを産生するような物質
は含まれていない。
　仮に何らかの物質がある患者に特異的に働き、アナフィラキシーショックを引き
起こしたと考えても、以下のような矛盾が生ずる。すなわち、ポリオ生ワクチンの
副反応としての脳症をアナフィラキシーショックの機序で説明すると、それが臓器
に特異的に起こるとする科学的根拠はないのである。脳に影響を及ぼすほどのヒス
タミンが全身に投与された場合、ヒスタミンによる全身血管の拡張が起こり、虚脱
に陥るはずであり、急激な血圧低下、循環不全が起こり、死亡するはずである。こ
のように脳血管のみがヒスタミンの影響を受けることはあり得ない。ヒスタミンあ
るいはヒスタミン様物質が急性脳症を引き起こすものであることの科学的根拠はな
い。
　そもそも、疫痢の脳症状についてのＥ１教授の見解自体が、仮説の域を出ていな
いのである。
　また、「２」についても、実験的に大量のヒスタミンを注射した場合と、生理的
に体内で産出される量のヒスタミンの影響を同一に考えてよいか、極めて疑問であ
る。また、頸動脈に直接ヒスタミンを注入した例とＥ１教授の仮説とを比較するこ
と自体無理がある。
　また、ワクチン接種によって肥伴細胞の免疫抗体にワクチンが働き、そこからヒ
スタミンが放出される根拠として、Ｆ３博士の論文を挙げるが、右論文は根拠とな
らない。
　なお、Ｅ１教授は、ワクチンはサルの腎臓細胞にウイルスを培養して製造される
ものであるから、ウイルスと腎臓細胞との間で有害物質が産出される可能性もあ
り、また、ワクチンにはチメロサール等の保存剤等が添加されており、これらの物
質が急性脳症やあるいは遅延型アレルギー反応を起こすことも考えられるとする。
しかし、ポリオ生ワクチンの成分にはチメロサール等の保存剤は添加されていな
い。また、ポリオウイルスと腎細胞との間で有害物質が産出される可能性もない。
　以上、Ｅ１説は、いずれの点からしても、科学的合理性を欠いているといわなけ
ればならない。



　本件におけるＤ２（一一の一）、Ａ５８（二四のこ、Ａ９０（三八の一）、Ｄ９
（四八の一）、及びＤ１０（五一の一）の五名についてはいずれも手足に弛緩性麻
痺や更には呼吸麻庫及び循環障害が発生したことを窺わせる証拠はなく、右各被害
児らの障害は、ポリオ生ワクチンの投与によつて生じたとは考えられない。
　二　予防接種とその後に発生した疾病との因果関係を認定するための要件につい
て
　予防接種とその後に発生した疾病との因果関係が肯定されるためには、それにつ
いて通常人が疑いを差し挟まない程度に真実性の確信を持ち得るという高度の蓋然
性の証明が必要である。そして、ワクチン接種によってある疾病（本件では、脳
炎・脳症）が起こり得るというためには、「１」接種から一定期間内に発生した疾
病が、それ以外の期間における発生数よりも統計上有意に高いことを示す信頼でき
るデータが存在し、かつ、「２」当該予防接種によって、そのような疾病が発生し
得ることについて、医学上、合理的な根拠に基づいて説明ができることが要件とな
る。次に、現実に発生した疾病が接種したワクチンによって起こったとするために
は、「３」接種から発症までの期間が、好発時期あるいはそれに近接した時期と考
えられる中に入り、かつ、「４」少なくとも他の原因による疾病と考えるよりは、
ワクチン接種によるものと考える方が妥当性のあることを要件として、高度の蓋然
性の有無を判断すべきである。なお、この「１」の要件を採用できない理由とし
て、我が国において、控訴人が調査義務を負うにかかわらず、正確な調査がされて
いないことを挙げることは、本来客観的であるべき因果関係の証明に規範的評価な
いし価値判断を持ち込むもので、極めて不当である。
　これに対し、被控訴人ら主張の四要件なるものは、その内容及び相互の関連性が
極めてあいまいかつ不合理であり、客観的な因果関係認定の判断基準とするには不
適当である。すなわち、まず、「１」の空間的密接性という要件は極めて比倫的表
現で、科学的な概念で構成されたものではない。次に、「２」の「他の原因となる
べきものが考えられないこと」という要件については、当該疾病が他の原因によっ
て発生したことが証明されない限り、「１」、「３」、「４」の要件のみをもって
当該予防接種によって生じたものと推認することにほかならず、事実上の推定の域
を越え、実質上立証責任の転換を図っていることになって、不当である。このよう
な要件を正当化するためには、予防接種後の一定期間内に発生した疾病は他の原因
が明らかでない限り、すべて予防接種によるとの経験則が存在するとしなければな
らないが、通常予防接種後の神経系疾患の臨床症状や所見は、予防接種以外の原因
による疾患のそれと異なるものではない（非特異性）ため、具体的に発生した疾患
が予防接種によるものであるか、あるいは他に原因があるかを的確に判断するのは
困難であり、特に脳炎、脳症においては元々原因不明なものが全体の六〇パーセン
トないし七〇パーセントを占めているため、その判定はより困難であって、そのよ
うな状況からして、右のような経験則があるとは到底いえない。また、「副反応の
程度が他の原因不明のものによるよりも質量的に非常に強いこと」という要件も、
比較対象が原因不明である以上、本来原因不明のものにどれだけ強烈な症状が現れ
るか医学的に解明できていないことになる。そうすると、他の原因不明のものによ
る症状との比較という考え方自体が不合理である。
　（被控訴人ら）
　一　ポリオ生ワクチン接種と脳炎・脳症との因果関係
　１　救済措置における因果関係の肯定
　ポリオ生ワクチンによる脳炎・脳症の発症が争われているのは、Ｄ２（一一の
一）、Ａ５８（二四の一）、Ａ９０（三八の一）、Ｄ９（四八の一）、Ｄ１０（五
一の一）の五名であるが、この五名については既に本件訴訟提起前に国が予防接種
に起因する被害であることを認めていた。
　すなわち、予防接種による被害者が昭和四五年七月三一日付け閣議了解に基づく
措置の実施による医療費等の支給を受けるについては、予防接種事故審査会による
予防接種と事故との間の因果関係の認定を受けなければならない。また、昭和五一
年六月一九日法律第六九号による予防接種法の改正に伴って昭和五二年二月二五日
施行された同法所定の法的措置による医療費等の支給を受けるについても、伝染病
予防調査会（昭和五三年の法改正後は、公衆衛生審議会）による因果関係の認定を
得なければならない。
　右予防接種事故審査会と伝染病予防調査会は、いずれも専門分野の医学者を主要
メンバーとして厚生省内に設置された審査機関であり、認定の採否は出席したメン
バー全員一致でなされる。



　前記五名も、いずれもこの両手続において被害がポリオ生ワクチンの投与によっ
て生じたことを認定されている。この審査の過程には原審証人Ｅ２、当審証人Ｇ１
も参加し、一致して因果関係を認めている。
　にもかかわらず、控訴人は本訴において、Ｄ２及びＡ５８についてはいったん因
果関係を認めておきながら途中からこの自白を撤回し、五名につき因果関係を否定
するに至っている。
　２　ワクチンによる副反応の定型化の困難性
　ワクチン液は生物学的製剤に属するが、それは当該ウイルスだけで構成されてい
るのではなく、その製造過程でワクチンの培養に使われる培地・培養細胞・臓器由
来の有害物質、外来微生物、微生物の構成有害成分あるいはその産生した有害物
質、添加物質（保存剤、アジュバント、安定剤、抗生物質等）、外来有害物質等の
物質を含んでいる。ワクチン製剤については、無菌試験、不活化試験、各種物質否
定試験などによって一定の基準に合格したものだけが予防接種に使用される仕組み
になっている。しかし、それらは一定の基準に合格しただけで、その検体にいかな
る微生物も存在しないことを意味するものではない。副反応の原因となり得るその
他の夾雑物が一切含まれていないことを意味するものでもない。
　大量に生産されるワクチン製剤の中には種々の物質が含まれており、これらの異
物が人体の中でどのように反応を示すかは医学的に完全には解明されていない。経
験科学としての医学では、せいぜい高度の蓋然性を追及するだけにとどまる。
　他方、異物であるワクチン製剤を受け入れる個体側の反応も千差万別であり、特
に乳幼児は、健康状態の変化も著しく、とりわけ脳構造が未発達で、周囲の環境や
身体条件の微妙な変動によって急激な変動を起こしやすい。このようなことが、ワ
クチン接種による副反応の定型化を困難にしている。
　３　副反応の追跡調査の不備
　副反応の解明は、ワクチン接種によってどのような副反応が接種後とのような期
間に、どの位の頻度でみられるかを調査することによっても、ある程度可能であ
る。しかし、控訴人はこのような副反応についてのきちっとした調査をしなかっ
た。国の安全を軽視した副反応調査の不備のため、どのワクチンからどのような副
反応が生じるかは、より一層不明確になっている。
　４　ポリオ生ワクチン接種後の脳炎・脳症の発症
　Ｄ２（一一の一）、Ａ５８（二四の一）、Ａ９０（三八の一）、Ｄ９（四八の
一）、Ｄ１０（五一の一）の五名については、ポリオ生ワクチン投与以外に何ら脳
炎・脳症を発症させるような事情は見当たらない。そして、ポリオ生ワクチン投与
後に脳炎・脳症が発症した者は右五名に限らない。Ｅ２教授が予防接種事故審査会
に申請があったデータを集めたところ、事例数は三〇例にも上っている。しかも、
それらは緩やかではあるが、明らかに接種後五ないし六日に集積性がみられる。そ
の他、Ｆ１の報告やＦ２教授の報告、あるいは大阪市立Ｆ４病院の医師グループの
報告（二歳の男児が二度のポリオ生ワクチンの投与によっていずれも下痢・発熱の
症状が発現し、更にポリオ生ワクチン投与量の一〇分の一の量でテストしたとこ
ろ、症状的に明らかな即時型アレルギー反応を示したというもの）等、ポリオ生ワ
クチン投与後に脳炎・脳症が発症したとの相当数の報告が存在する。
　５　Ｅ１博士の合理的理論
　（一）　Ｅ１博士は、ワクチン接種の副反応の形態を、「１」ウイルス血症型
（生きたウイルスが体内に入って増殖した結果発症する。）、「２」いわゆる遅延
アレルギー反応型、「３」急性脳症型、の三種類の組み合わせで説明した。
　ポリオ生ワクチンの経口投与についてもこの三つの反応形態があると説かれてい
る。
　（二）　このうち遅延アレルギー型の脳炎について、Ｅ１博士は以下のように説
明している。
　各種のウイルスの自然感染に際して脳脊髄白質炎やギランバレー症候群が生ずる
ことがあるが、これは細胞免疫型の自己免疫反応として中枢神経炎又は末梢神経炎
が引き起こされるものであると古くから説明されている。神経細胞を含んだワクチ
ン（例えばかつての狂犬病ワクチン）については、中枢神経系炎を引き起こすこと
はよく知られているが、種痘等神経細胞が含まれていないはずのワクチンについて
も脱髄性のアレルギー性脳炎が発症する。ノーベル医学賞を受賞したＦ５は、これ
はワクチンウイルス自体か、ワクチンの製造過程において、又はワクチン接種後の
体内におけるウイルスの増殖に際して、動物の神経組織に似た物質が生じ、それが
神経組織と同じ抗原を作り、いわゆる共通抗体を通じて神経系にいわゆる遅延アレ



ルギー型反応を引き起こすと説明する。
　ポリオ生ワクチンについては、ポリオウイルスはサルの腎臓細胞で培養される。
サルの腎臓細胞はウイルスが増えることによって変質し、動物の神経組織と回じ成
分を持った物質ができることも否定できない。このような物質がワクチンの投与に
よって人の体内に入った場合、攻撃的なリンパ球とか単核細胞、抗原・抗体複合物
などの神経系をアタックするような抗体ができて、神経系に達し、いわゆるアレル
ギー反応を起こすと考えられる。
　以上がＥ１博士の理論である。
　（三）　ポリオ生ワクチンによる脳の即時型副反応については、Ｅ１博士は、以
下のように説明する。
　疫痢や疫痢様疾患によって即時型副反応としての急性脳症が生じることは、これ
までに知られていることである。疫痢の場合には、赤痢菌が幼児の腸管を通じて増
殖する過程でヒスタミンを始め様々な活性物質を産生し、これらの物質が血管系に
働いた場合にはそれがショックの原因となり、即時型アナフィラキシー反応として
の急性脳症並びにショック症状を並列的に引き起こすことは、故Ｆ６教授の実証し
たところである。同教授は、赤痢菌によらない疫痢様疾患の場合についても、疫痢
と共通した病理発生機構が存在すると考え、実際に腸壁、肝、尿などからヒスタミ
ンとその派生物質その他の活性物質を証明し、それらは赤痢菌や不明の原因物質と
腸管との間で形成された共通の代謝産物であると考えた。
　ポリオ生ワクチンの投与によつて腸内で増殖するポリオウイルスについても、疫
痢又は疫痢様疾患の場合と同様ヒスタミン様の物質が産生されることは、充分あり
得る。
　（四）　なお、当審においてＧ１証人は、ポリオ生ワクチンによってはウイルス
血症としてのポリオ症状がまれに発生するだけであり、延髄まで侵されると脳の浮
腫も起こり得るし、脳炎とおなじ症状を呈することもあるが、いずれも手足の麻痺
を伴わないことはない、アレルギー性脳炎は狂犬病ワクチンのように脳を材料にし
て作つた場合に生じるもので、ポリオ生ワクチンにはそのような成分は入っていな
いから、発生しない、ポリオウイルスが腸管内で増殖した場合、毒性物質を産出す
ることは知られておらず、疫痢のような反応がポリオの腸管内増殖によって起こる
ことは考えられないから、ポリオ生ワクチン投与によって即時型アナフィラキシー
としての脳症を起こすこともない、と主張する。しかし、右によっても、ポリオ生
ワクチンによる副作用がウイルス血症型に限られるということの合理的説明はされ
ていない。また、種痘後の脳脊髄白質炎のように、ワクチン液に動物の神経ないし
脳組織が含まれていなくとも、ワクチン接種の副反応としていわゆる遅延アレルギ
ー型の脳炎が生じるのであって、Ｇ１証人もＥ１説を否定する実証的データを有し
ていないのである。さらに、ポリオウイルスが腸管内で増殖した場合に毒性物質を
産生することは知られていないというが、逆に毒性物質を産生しないことも確かめ
られていないのである。この点におけるＥ１理論は、Ｆ６、Ｆ７、Ｆ３等の学者の
研究に裏付けられており、医学的に充分合理性を有する。
　（五）　このように、ポリオ生ワクチン投与の副反応として、いわゆる遅延アレ
ルギー型脳炎と即時型アレルギー反応としての急性脳症が発症し得るとするＥ１博
士の理論は、医学的合理性と妥当性を有している。我が国有数のワクチン学者であ
るＥ３博士も、ポリオ生ワクチンで脳性麻痺が絶対起こらないという学問的証左は
ないとしているところである。
　このように、我が国有数の権威者がその因果関係を否定せず、その発生機序につ
いて合理的な理論を展開していること、実際にもポリオ生ワクチン投与後に相当数
の脳炎・脳症の被害が報告されていて、副反応として即時型アレルギー反応が生ず
るとの実証データも存在することなどを考え合わせれば、ポリオ生ワクチンの投与
が原因で脳炎・脳症が発生することについては高度の蓋然性がある。
　二　因果関係判定の要件についての控訴人の主張に対する反論
　要件「１」のうち空間的密接性とは接種から一定の合理的期間内に疾病が生ずる
という時間的密接性だけでなく、疾病の生ずる部位により時間的密接性が変化して
いくことを考慮して加えたもので、因果関係の認定を厳格にこそすれ、科学的でな
いという批判は当たらない。
　要件「２」については、「１」、「３」、「４」の要件が存在している場合、原
則としてワクチン接種によって疾病が生したことの高度の蓋然性があると考えるの
が、経験則である。予防接種後の合理的な相当期間内に、それまでには存在してい
なかった脳炎・脳症等の症状が発症した事故の場合、この高度の蓋然性が破れるの



は、他の原因によって疾病が生じたことが証明されたときである。他の原因の可能
性が一般的、抽象的に存在したというだけでは、「高度の蓋然性」は破られたとみ
るべきではない。なぜなら、ワクチン接種後の一定期間内に医学上合理的根拠を有
する疾病が質的、量的に強い態様で生じたことの重みは、他の原因があり得るとい
う程度の事情によってはほとんど影響を受けないと考えるべきだからである。
「２」の要件は、このように本来因果関係の存在を否定するための消極的要件であ
り、これをもって立証責任の転換が行われていると考えるべきではない。
　要件「３」は、ワクチン接種の脳炎等の副反応は、多くの場合、他の原因不明に
よる症状に比較して症状が質量的に強く現れる事実に着目して加えられたものであ
る。
　むしろ、この関係で控訴人の主張する「少なくとも他の原因による疾病と考える
よりはワクチン接種によるものと考える方が妥当性があること」という要件は一種
のトートロジーになってしまい、適切な要件ではないことが明らかである。
　第三　安全配慮義務違反による債務不履行責任について
　（被控訴人ら）
　一　予防接種と控訴人国の安全配慮義務
　控訴人国は、劇薬であるワクチンの接種を、伝染病の発生、まん延を防止する目
的で、国民に対し強制ないし勧奨したものである。
　このような法律上又は事実上の強制に基づく予防接種については、接種を強制し
た控訴人国は、以下のような事情を考えると、予想されるべき被接種者への重篤な
被害の発生を極力防止すべき高度の安全配慮義務を負っていたというべきである。
　１　控訴人国には予防接種による被害発生について予見があった。すなわち、ワ
クチン接種により重篤な副反応が生ずる事実は、専門家の間では既に昭和の初めこ
ろから知られていた。戦後においても、昭和二六年以降の人口動態統計によれば、
毎年予防接種による死亡者数が報告されていたのである。
　２　予防接種の強制は被接種者による自主選択権を失わせるものであった。本件
の予防接種は、法による接種であれ勧奨による接種であれ、国の公権力による強制
によってされたものであつて、被接種者又は保護者は自らの判断によってこれを回
避する可能性は全くなかった。被接種者は予防接種の危険性を告知されておらず、
禁忌事項の具体的告知を受けていなかった。このような場合、予防接種を強制する
側は、被接種者の安全のために、その危険の回避、減少について全責任を負うべき
であり、可能な限りの安全配慮措置をとるべき条理上の義務を負うのである。
　３　予防接種について控訴人国は情報、知識を事実上独占していた。このように
情報と知識を独占する控訴人国は、予防接種の安全維持のため、事故発生の危険を
回避、減少させるべき最高度の安全配慮義務を負っていたというべきである。
　二　予防接種の副反応の危険及び禁忌事項についての周知義務とその懈怠
　このような安全配慮義務の一環として、国は、予防接種を実施するに当たって、
予防接種により重篤な副反応が発生する危険があること及び予防接種の禁忌事項な
いしこれに該当すると考えるべき症状等を接種を担当する医師及び被接種者ないし
その保護者に具体的かつ明確に周知すべき義務があったというべきである。しかる
に、控訴人国は、接種担当医に対する禁忌事項の周知徹底を怠ったし、また、被接
種者ないし保護者に対し、予防接種の副反応の危険性及び禁忌事項について十分周
知しようとしなかった）なお、この点の詳細は、第四の一の１（八）項参照）。そ
して、このような控訴人国の義務懈怠の結果、本件各事故が発生したものである。
　第四　国家賠償法上の請求について
　一　過失について
　１　厚生大臣の過失について
　（被控訴人ら）
　（一）　種痘の強制接種を行った過失
　（１）　初めに
　ワクチンは本来人の生命、身体に害を与える危険性の高い物質であるから、個人
が自己防衛の目的で自らの意思により接種を受ける場合はともかく、社会における
伝染病の流行を防止するという社会防衛の目的で個人に接種を強制することは本来
許されるべきことではない。
　予防接種の強制接種が許されるとするならば、それは伝染病の流行を防止するの
に感染源対策や感染経路対策だけでは不十分であつて、強制接種を行うことが必要
不可欠であり、かつ、当該伝染病の流行の可能性とこれによって生ずる被害の程
度、当該予防接種の効果、予防接種によって生ずる重篤な副反応が生ずる頻度等を



比較考量して、予防接種を行うことが社会にとって利益であると考えられる場合だ
けである。
　国ないし厚生大臣は、法が種々の伝染病について定期及び臨時の予防接種を定め
ているからといって、安易にこれを実施してはならない。前記のような事情を判断
して強制接種が不要と判断されたときは、定期接種であっても法の改正を待たずに
敢然とこれを中止すべきである。
　なお、ことは生命・身体に重大な影響を及ぼす問題であるから、専門家の間で意
見の対立があったというだけで手をこまねいていてよいとすることはできないもの
である。
　（２）　痘そう流行の経緯と痘そうの予防対策
　我が国においては、痘そうは、第二次大戦後、昭和二一年には戦地の復員者を中
心とする流行があったものの、その後患者数は激減し、昭和二七年二名、昭和三〇
年一名となり、昭和三一年以降は国内での患者発生は零であった。移入患者は、昭
和四八年及び四九年に各一名あったものの、いずれも二次患者の発生がないままに
収束している。このような患者数の推移に照らすと、我が国は、昭和二五年には事
実上、痘そうの非常在国となったとみられる。
　そして、痘そうは人の間でのみ伝播するものであるから、患者を社会から隔離
し、患者の移入を阻止する等の感染源対策、感染経路対策が極めて有効である。特
に国内の患者が零となった後は、感染源となり得るのは国外からの移入患者のみで
あるから、痘そうの予防対策の基本は、患者の国内への侵入を阻止することに置か
れるのは当然といわなければならない。具体的には、「１」常在国又は流行地から
の国際旅客に対する検疫の強化及び国際旅客に対する種痘の義務付けによる患者の
国内侵入の防止を基本とし、「２」患者が国内に侵入した場合は、速やかに患者を
隔離し、接触者や接触の危険のある者に対し、緊急種痘（リング・ワクチネーショ
ン）を実施する等の方策が有効である
　（３）　種痘の免疫効果と副反応
　種痘の免疫効果は、Ｆ８によれば、初種痘の場合で、痘そうの罹患率は、非種痘
者対比で、一年後は一〇〇〇分の一、三年後で二〇〇分の一、一〇年後で八分の
一、二〇年後で二分の一、その後は一である。したがって、従来我が国で採用され
ていた一歳時、小学校入学前及び小学校卒業前の三度の種痘の接種を受けても、三
〇歳を超えれば、種痘の免疫効果は殆ど期待できないことになる。
　他方、種痘によって重篤な副反応が生ずることは、ジェンナー以来知られてい
た。我が国における調査は不十分なものであるが、昭和四四年に種痘調査委員会が
東京都と川崎市で行った調査によると、乳幼児の被接種者一〇〇万人当たりの合併
症発生数は、脳炎・脳症五〇・五人、熱性けいれん二五・三人等合計二七八人であ
った。厚生省の人口動態統計でも、昭和二六年から四二年までの間に、種痘合併症
によって一七四名が死亡しているが、そのうち一五七名が三歳未満の乳幼児であ
る。諸外国の調査でも、神経合併症だけについてみても、被接種者一〇〇万人当た
り二ないし二五〇名の被害者が発生している。
　（４）　乳幼児に対する強制接種の意義と必要性
　以上のような諸事情の下で、乳幼児に対する定期強制接種を維持する必要と利益
の有無をみるに、乳幼児はそもそも行動範囲が限られているから、国外からの移入
患者に対して接触する機会は最も少なく、感染の可能性は殆どないし、他の者に対
して感染させる感染源となる可能性も最も少ない。他方、小学校卒業後二〇年を経
過するおおよそ三〇歳以上の者は、乳幼児に比べれば、はるかに自ら感染し、他へ
の感染源となる機会が多いのに、既に種痘の効果が零に近くなったまま、放置され
ている。
　これらの成人を放置したまま、乳幼児に強制的に種痘を接種しなければならない
合理的理由はない。
　なお、乳幼児に強制接種をする理由として、成年後に再種痘をした場合に、初種
痘に比して速やかに免疫効果を挙げ、副反応も少ないことを挙げる説があるが、こ
の説は科学的でも、合理的でもない。前者については、これに沿う実証的データは
存在しないし、後者の再種痘の際に副反応が少ないとの点も、再種痘の場合は乳幼
児のときの初種痘と成人になってからの再種痘と二回種痘するわけであるから、副
反応の危険にも二度遭遇するわけで、二度の合計危険率が成人の初種痘の危険率よ
り少ない場合にかぎって成り立つ議論であるところ、これを肯定するデータも存在
しない。
　ところが、種痘による被害としては、前記のように、死者だけでも毎年一〇人以



上出ているし、生存者も含めると、毎年の被害者は、少なく見積もっても数十人に
達すると推認される。
　しかるに、昭和五二年以降我が国には国外からの移入患者の発生はなかったこ
と、世界的にみても、痘そう患者の数は第二次大戦以後減少し、特に昭和四一年以
降はＷＨＯの撲滅計画が実行に移されたこと、我が国の検疫体制や患者発見後の医
療体制も整備されつつあつたことからすると、我が国において、昭和三一年以降前
記種痘被害に見合う毎年数十人以上の痘そう患者が発生することは到底予測できな
いところであった。
　（５）　結論
　以上のとおり、我が国が実質的に痘そうの非常在国となった昭和二五年以降、乳
幼児に種痘の強制接種を行うことは、痘そうの流行の防止に有効とはいえないばか
りか、それを実施することによって得られる利益よりもはるかに多くの害をもたら
している。
　予測された痘そうの流行による被害者の数と種痘の重篤な副反応による被害者数
を比較しても、種痘の副反応による被害者の数の方が多いから、乳幼児に対する定
期接種は社会にとっても利益はない。
　したがって、昭和二七年以降、控訴人国は乳幼児に対する定期強制接種を廃止す
べきであったのであり、漫然これを継続して本件各被害者に副反応による被害を与
えたことについて、控訴人国には過失がある。
　仮に昭和二七年の廃止が時期尚早であったとしても、我が国から痘そうの患者が
全くいなくなった昭和三一年には廃止すべきであった。更には、英国とアメリカが
定期接種の廃止を決めた昭和四六年には、ＷＨＯの痘そう根絶計画の進展により常
在国は飛躍的に減少していたから、定期接種を継続する合理的理由がないことは一
層明白になっていた。
　なお、以上て述べた定期接種廃止の是非についての考え方は、実際にアメリカと
英国が昭和四六年に定期接種を廃止した際に採用されている。
　そして、我が国においても、既に昭和二九年に、Ｆ９教授やＦ１０教授らによ
り、予防接種による利益と危険をバランスにかけてその実施の有無を検討すべきで
あることが示唆されている。さらに、昭和四七年になってからであるが、Ｆ１１教
授は、Ｆ１２教授とともに、種痘の即時廃止を唱え、Ｅ３国立予防衛生研究所部長
やＦ１３国立公衆衛生院次長も、定期種痘への批判を展開していた。
　（６）　控訴人の主張に対する反論
　以上のとおり、痘そうの移入とそこから生ずる流行による被害はきわめて不確実
で、いつ生ずるか分からず、たとえ被害が出ても一定限度におさまるのに対して、
乳幼児に対する強制接種を行うことにより毎年確実に数十人を超える重篤な副反応
の被害者が発生していたのである。これらの被害者を専門的知見による予測が困難
であるとか、評価が一義的でないという理由によって放置することは許されない。
そして、定期接種廃止の是非を時宜に即して的確に行うためには、継続的な合併症
の追跡等、被害に関する調査が必要であるにもかかわらず、控訴人国は被害の調査
を殆ど行わなった。そのため、合併症による死者の数は最後まで人口動態統計に依
拠せざるを得なかった。そればかりでなく、控訴人国は被害の実態をなるべく国民
に知らせないようにしていた。このように国民に事実を隠し、自らなすべき調査も
殆どしなかった控訴人国は、高度に専門的知見に基づく予測であるとか、予測には
一義的に確定し得ない部分があるとかの理由で、定期接種の廃止の判断を遅延した
責任を免れることはできないものである。
　（二）　種痘の若年接種を実施させた厚生大臣の過失について
　（１）　予防接種に使われるワクチンは、前記のように、人体にとって本来的に
危険なものであり、予防接種は一定割合で死亡や脳炎、脳症等の重篤な後遺症を惹
起するものである。それ故、国が伝染病予防というプラス面と死亡又は重篤な後遺
症をもたらすというマイナス面を同時に有する種痘の若年接種を法律をもって強制
しようという以上、プラスとマイナス、コストとベネフィットを正確に把握し、そ
のベネフィットがコストを上回ることを確認し得た場合のみこれを実施すべきであ
る。
　そして、種痘の定期強制接種をコストベネフィット・バランシングの上行うよう
決定した場合でも、予防接種の実施に当たって、被接種者の生命・身体に対する侵
害は可能な限り小さくすべきであることは当然であるから、厚生大臣は、より危険
の少ない接種年齢が考えられる場合には、速やかに安全な接種年齢への変更を行う
べきは当然である。若年接種を実施しないことが被接種者の生命・身体の危険を避



けるため必要、不可欠であるという場合に限って、厚生大臣は若年接種を中止させ
る注意義務があるとするのは、発想が逆転している。
　（２）　生後一歳未満の乳幼児、特に生後六箇月未満の乳児は脳及び血液関門の
発育が不十分であるため、年長児や成人に比して神経系の反応が強烈で、それ故に
損傷を受けやすいし、乳幼児の場合、病気や異常がある場合でも、それが未だ隠さ
れていて明らかになっていない場合が多い。したがって、これらの点を考慮する
と、一歳未満の乳幼児については、伝染病の具体的流行と感染の可能性を考慮し
て、その必要性が明らかでない限り、少なくとも一律の集団接種は避けるべきであ
る。
　（３）　さらに、天然痘の非常在国においては、外国から入ってきた天然痘患者
に零歳児が接触する機会はもともと少ないから、接種年齢を一歳以上に引き上げて
も、伝染病に対する社会の全体的抵抗力には殆ど影響がなく、したがって、若年接
種の危険が高いことがわかりさえすれば、接種年齢の引上げは容易に実行できるは
ずである。
　（４）　そして、他の先進諸国における動きを見ると、昭和三五年（一九六〇
年）、英国保健省の医務官Ｆ１４は、種痘の副作用と致死率は一歳未満児において
最も高いことを明らかにし、これを受けて保健省の常設医事勧告委員会は、保健大
臣に、それまで接種が生後四ないし五箇月の間に行われていたのを改め、生後二年
目に行うよう勧告した。保健大臣はこれを容れて、昭和三七年（一九六二年）一一
月、全国の機関にその旨を指示した。この後、昭和三九年（一九六四年）、保健省
のＦ１５博士は、一九五一年から一九六〇年までの間、英国及びウェールズにおい
てされた種痘接種の副作用を調査した結果、種痘疹及び種痘後脳炎の発生率が一歳
未満児において他の年齢群に比し、圧倒的に高いことを確認した。
　また、英国に続きオーストリアも昭和三八年に接種年齢を一歳以上に引き上げ
た。
　アメリカも、以下の調査に基づき、昭和四一年に一歳から二歳に引き上げた。す
なわち、アメリカ厚生保健省公共保健局伝染病センター種痘部門のＦ１６以下の研
究者は、昭和三八年（一九六三年）、全米及びノース・カロライナ、ロードアイラ
ンド、ワシントン、ワイオミングの四州における調査を行い、一歳未満児の副作用
は他のいかなる年齢グループのそれよりも二倍ないし五倍大きいことを明らかに
し、また、接種を一歳以降に延ばし、禁忌を一層注意深く避ければ、様々な副作用
の三分の二を防ぐことができるとの指摘をした。右結果や英国の前記変更を考慮し
て、アメリカンアカデミーの伝染病コントロール小児科委員会と予防接種に関する
公共保健局勧告委員会は、共に昭和四一年（一九六六年）、種痘の第一次接種は一
歳以後に行われるべきことを勧告した。
　アメリカに続いては、ドイツが昭和四二年（一九六七年）、接種年齢を一八箇月
ないし三歳に引き上げた。
　かくしてわずか五年のうちに、英国、オーストリア、アメリカ、ドイツにおける
種痘政策の変更が行われた。
　（５）　以上述べた先進諸国における接種年齢引上げの事実とその理由・根拠
は、当時厚生省が容易に知り得た事実である。
　しかるに、控訴人国は、一九六〇年代末に至るまで強制一律接種を行いながら、
予防接種の社会予防効果の面にのみ目を向け、その副作用と危険に全く、任意を払
わず、右諸国の年齢引上げの事実と理由を漫然と見過ごしたのである。
　いずれにせよ、我が国も英国が接種年齢を引き上げた昭和三七年（一九六二年）
には、接種年齢を生後一年に引き上げるべきであった。しかるに、控訴人国は、昭
和四五年八月、種痘事故の頻発に直面するや、法律が接種年齢を二箇月以上一二箇
月としているのに、科学上格別の根拠もないまま、公衆衛生局長通達により泥縄式
に六箇月から二四箇月に変更し、なお六箇月以上、一歳未満児への接種を続けた。
そして、昭和五一年（一九七六年）になって予防接種法を改正し、接種時期を生後
三六箇月から七二箇月に引き上げたのである。ヨーロッパ諸国とアメリカの迅速な
対応例を見るとき、一歳未満児への接種廃止が昭和五一年以前にできなかったとす
る合理的理由は全くない。右年齢引上げの遅れは控訴人国の怠慢に起因するもので
あることは明らかであり、昭和四八年まで種痘の若年接種を続行させた厚生大臣に
過失があることは明らかである。　（三）　腸チフス・パラチフスワクチン（以下
「腸パラワクチン」という。）の強制定期接種を実施させた過失
　国民の生命・健康を守るべき責務を有する控訴人国として、予防接種の実施を決
定するためには、ワクチンの副反応による犠牲者の発生を考慮してもなお実施しな



ければならない科学的根拠が必要である。腸パラワクチンの予防接種は現在既に廃
止されているが、そもそも腸パラワクチンが腸パラ流行防止の手段として有効であ
るとする科学的根拠は当初から存在していなかった。
　他方、副反応の危険性だけは確実に予測可能であったのである。厚生大臣は、一
律強制接種を採用すべきではなかったのであり、少なくとも、一〇歳以下の子供に
対しては実施すべきでなかったことが明らかであった。また、遅くとも本件腸パラ
ワクチン接種時点（昭和三五年）までには廃止すべきであった。すなわち、
　（１）　腸パラワクチンの副反応の激しさは既に戦前においても定評があった。
法制定時に、腸パラワクチンについては特に禁忌徴候の有無について健康診断を必
要とした（二一条二項）のも、このような同ワクチンの副反応の危険性を考慮した
ものであった。それにもかかわらず、犠牲者は相次いでいた。昭和二二年から昭和
四〇年までに死亡例だけで五四例が厚生省に報告され、厚生省では一律定期接種開
始後日ならずしてこの事実を知悉していたのである。
　（２）　腸パラワクチンの副反応はこのように激しい反面、その効果は常に疑問
視されてきた。我が国の小中学校生徒についての成績では、ワクチンの有効性は全
く証明されていない。動物実験による理論的解析によっても、腸パラワクチンの有
効性は裏付けられていない。ＷＨＯ後援の野外実験の結果も、「そんなによくは効
かないけれども、ある程度の効果がある。」という趣旨のものであり、昭和二六年
から二八年にかけて国の研究費補助により腸チフス・パラチフス研究班が行った研
究も、腸チフスによる入院患者について予防接種を受けていたか否かを調べ、赤痢
患者と比較したものであるが、「正攻法」による調査ではないと評価されているも
のなのである。チフスワクチンの効果は患者が七人出るところを二人に減らすこと
ができる程度のもので、このワクチンを接種すれば、腸チフスにならないというほ
どのものではないのである。戦前の軍隊においても、腸パラワクチンを接種したに
もかかわらず、流行が起きたことがしばしばであった。したがって、早くから軍隊
において腸パラワクチン接種を行っていた英米を始め諸外国では、これを軍隊以外
の一般人に対する一律の集団接種に用いようとは決してしなかった。
　そもそも、腸チフス・パラチフスは経口感染する消化器系感染病であり、上・下
水道の整備を始めとする環境衛生の改善によって感染経路を切断する感染経路対策
が流行を防止する最も有効・適切な防疫対策であることに異論をみないものであ
る。現に、我が国においても、敗戦直後の混乱期をすぎた昭和二二年ころから激減
の傾向を呈している。このように、腸パラワクチンはそもそもその有効性に問題が
あるばかりでなく、これを軍事上の必要性など特殊な目的のために用いる場合であ
ればともかく、流行防止の目的で一律に強制定期接種を実施しても流行を予防する
ことはできないものであった。
　なお、腸チフス・パラチフスに対する特効薬である抗生物質クロラムフェニコー
ルは、昭和二五年ころには既に一般に広く使用されるに至っていたことにも注意を
払わなければならない。
　（３）　さらに、一〇歳以下に対する腸パラワクチン予防接種は、接種の必要性
自体が存在していない。「一〇歳以下では腸チフスはほとんど問題にならない。風
邪引き程度の病気だから気にすることはない」のであり、一〇歳以下の子供に対す
る一律強制定期接種が全く科学的根拠のないまま実施されたことは明白であった。
　（４）　以上のとおり、腸パラワクチン予防接種は、三歳以上六〇歳までの毎年
を定期とする強制接種として採用すべきでなかったことが明らかであり、遅くとも
本件被害児Ｄ１１（一六の一）に対する接種時である昭和三五年四月六日までには
これを中止すべきであった。
　さらに、少なくとも、一〇歳以下の人間に対して接種すべきでなかったにもかか
わらず、控訴人国は、法にこれを規定し、実施した落ち度がある。
　なお、腸パラワクチン予防接種は、昭和四五年法改正によって定期接種から除外
され、昭和五一年に法の対象疾病からも除外された。もともと、腸パラワクチン予
防接種は、昭和二三年の法制定時に、生後三六箇月から四八箇月を第一回として以
後六〇歳に至るまで毎年を定期とする強制接種とされたが、このように全国民を対
象として毎年一律に強制的予防接種を行うという方式は、歴史的にも世界にいまだ
例をみない接種方式で、「実験的な試み」と評されるものであった。しかるに、我
が国では、特にその合理性を基礎付ける具体的なデータも存在しないまま、このよ
うな独自の方式を実施したのであった。
　（５）　本件被害児Ｄ１１（一六の一）は、昭和三五年四月六日、生後三年七箇
月で腸パラワクチン予防接種を受けて死亡したものであって、控訴人国の過失は免



れないというべきである。
　（四）　百日せきワクチンの若年接種を実施させた過失について
　控訴人国には二歳未満の乳幼児に対して百日せきワクチン（シフテリアワクチン
又は破傷風ワクチンとの混合ワクチンを含む。）の一律定期接種を実施すべきでな
かったのに、これを実施したことについて過失があった。すなわち、
　（１）　控訴人国は、昭和五〇年、百日せきワクチンにつき、集団接種の場合
は、二歳以上の者に接種することに制度を改めた。右時点でこのように接種年齢を
引き上げた理由は、「１」昭和四五年、予防接種事故救済措置が発足して以来、百
日せきワクチン接種による脳症が我が国にも欧米並みに存在することが明らかにな
ったからであり、「２」昭和五〇年に三種混合ワクチン接種後の死亡事故が発生し
たことを契機に調査検討したところ、ｉ患者が減少したこと、ⅱワクチンにはまれ
に重篤な副反応を伴うことがあること、ⅲ脳炎・脳症等は一歳未満の乳幼児に最も
多く、次いで一歳児に多いことから、医学的に急く必要のないワクチンは二歳以降
に接種することが望ましいこと、ⅳ百日せきは、幼児、小学校低学年でひそかな流
行を起こしていると推定されること等から、年齢を引き上げるとの判断に至ったと
いうのである。
　（２）　しかしながら、控訴人国が百日せきワクチンについて接種年齢の改訂を
行うにつき根拠とした事項は、以下のとおり、いずれも昭和三三年当時以前から控
訴人国が十分認識し、あるいは容易に認識し得たことである。
　ア　重篤な副作用の発生に関する知見
　百日せきワクチンが乳幼児に脳炎、脳症等の重篤な副作用を発生させることがあ
ることは、昭和八年（一九三三年）デンマークのＦ１７が初めて報告して以来、多
くの報告がなされている。
　昭和三三年当時までに百日せきワクチンによって重篤な神経合併症が発生するこ
とは、広く知られていたものであり、控訴人国も当然右事実を知っていたないし知
り得たはずであった。
　控訴人国は、我が国において欧米並みに重篤な副作用事故が発生していること
は、昭和四五年に救済措置が発足した後知ったと述べるが、同措置によって届け出
られた症例には、昭和四五年以前の接種によるものも多数含まれているのであり、
昭和三三年当時において、控訴人国が百日せきワクチン接種による副作用の発生状
況を調査していれば、重篤な副作用事故が多く発生していたことを容易に把握でき
たものである。また、Ｆ１８らは、既に昭和三四年六月、予防接種に伴い中枢神経
症状を呈した症例を報告しているが、そのうち五例は、百日せきワクチンの接種に
伴うものであった。控訴人国は、右論文によって我が国においても百日せきワクチ
ンによる重篤な中枢神経系障害が発生していることを容易に知り得たはずである。
　イ　副作用事故は二歳未満の乳幼児に多いこと
　控訴人国の予防接種研究班は接種年齢改訂の理由として、百日せきワクチン接種
による事故発生は月齢の小さいほど頻度が高く、二歳までに起こりやすいことをデ
ータが示していること、乳幼児期はストレスに対して激しい反応を呈しやすいから
予防接種を避けるのが望ましいこと、小児急性神経系疾患は二歳未満の乳幼児に多
く発生し、二歳未満では心身障害も未発見のことが多く、また予防接種がこれらの
潜在疾患を顕在化させる引き金となったり、既存の疾患を悪化させたりする危険が
あることを挙げているが、これらの結論は、昭和三三年当時において控訴人国が十
分な調査を尽くしていれば同様のデータを得られたはずであるし、その他の知見も
昭和三三年当時既に存在していたものである。
　したがって、控訴人国は、昭和三三年当時においても、百日せきワクチンを二歳
未満の乳幼児に接種することが特に危険であることを容易に知り得たものであり、
このような危険があるにもかかわらず二歳未満の乳幼児に一律に定期接種を行う必
要性が存在するか否かについて厳しい検討を加えるべきであったのに、これを怠っ
た。
　ウ　患者数の減少等
　百日せき患者の発生数は昭和三〇年ころ既に激減していて、昭和三三年ころには
大きな流行は存在しなかったものである。ことに患者は二歳以上に多く発生し、二
歳未満の乳幼児の罹患率は低かった。また、百日せきによる死亡者数も既に昭和三
〇年ころには激減しているものであり、百日せきは罹患しても死亡する危険の大き
い病気ではなくなっていた。
　昭和三三年当時、既に百日せきはワクチン接種によって達成されるべき百日せき
の予防効果に比べ、ワクチンによる重篤な副作用の危険が余りに大きすぎるもので



あった。ことに二歳未満の乳幼児についてはこの矛盾が最も著しかったものであ
る。
　以上の事実を控訴人国は、昭和三三年当時当然知ることができたはずである。
　エ　流行阻止のため二歳未満の乳幼児に対する接種の必要性が乏しいこと
　百日せきの流行は、幼稚園児や小学生の間において発生するものであり、家庭内
におり、家族以外の者と接触する機会の乏しい二歳未満の乳幼児に免疫を付与して
も流行阻止には役立たず、流行阻止のためには幼稚園児や小学生に免疫を付与する
のが効果的であり、また、それによって二歳未満の乳幼児がその兄姉などによって
家庭内感染を受けることを防止できたのであり、このことは、昭和三三年当時にお
いても常識であった。
　（３）　以上の事実を前提とするならば、控訴人国は、二歳未満の乳幼児につい
ては、遅くとも昭和三三年以降は百日せきワクチンの定期接種の対象から除外すべ
きであった。
　なお、右のように、接種年齢を引き上げることは、控訴人国に与えられた裁量の
範囲内の選択の問題では決してない。予防接種による重篤な副作用の危険が存在す
る以上、控訴人国は、予防接種を実施する必要性、緊急性と予防接種による事故の
危険とのバランスを厳しく図りつつ、可能な限り安全な方法によって予防接種をす
べき高度の注意義務があるから、平常時においては、二歳以上の幼児に免疫を付与
することにより百日せきの流行を防止することが可能であり、他方、二歳未満の乳
幼児はワクチンによる事故発生率が高いことが判明している以上、二歳未満の乳幼
児に対する百日せきワクチンの定期接種は行うべきでなかったのであり、控訴人国
には漫然と二歳未満の乳幼児に対して百日せきワクチンの定期接種を実施したこと
に過失があったというべきである。
　（４）　被害児Ｄ３（一五の一）、同Ａ５８（二四の一）、同Ａ６５（二七の
一）、同Ａ８０（三三の一）、同Ｄ８（四六の一）、同Ｄ１２（四七の一）、同Ａ
１１５（五〇の一）、同Ａ１２１一五三の一）は、いずれも二歳未満で百日せき、
二種混合、三種混合のいずれかのワクチン接種を受けたもので、控訴人国の右過失
によって被害を受けたものである。
　（五）　百日せきワクチン、二種混合ワクチン、三種混合ワクチンの規定量を誤
った過失について
　（１）　百日せきワクチン、百日せき・ジフテリア二種混合ワクチン、百日せ
き・シフテリア・破傷風三種混合ワクチンによる脳症等の重篤な神経系障害は、百
日せきワクチンに含まれる菌体成分（毒素）によって発生するものとされており、
ワクチンの接種量（菌の量）が多ければ多いほど脳症等の神経系の障害の発生も多
くなり、両者の間には相関関係があると考えられている。
　控訴人国は、百日せきワクチン又はその混合ワクチンの接種によって接種を受け
る国民に脳症等の重篤な障害が発生することのないよう、接種の規定量を必要最小
限に定めるべき注意義務があった。ＷＨＯは、昭和三二年（一九五七年）に百日せ
きワクチンの力価基準を定め、一回の接種につき国際標準ワクチン四単位を三回接
種すれば免疫を付与するに十分であり、これ以上の力価を持つワクチンの接種は危
険であるから、最低限度の力価でやるべきであると勧告している。アメリカでも、
古くから百日せきワクチンの力価に上限値を定めている。英国では、昭和二六年
（一九五一年）にメディカル・リサーチ・カウンシルが実施した調査に基づき、副
作用防止のために家庭内感染率が三〇パーセント位のあまり効きすぎない力価を有
する菌量のワクチンを標準ワクチンとして採用した。
　（２）　ところが、控訴人国は、免疫付与の効果のみを考え、必要以上に力価が
高く、したがって菌量も多い接種量を規定量と定め、脳症等の障害を発生させた。
すなわち、控訴人国が定めた規定量によると、昭和三三年当時、百日せきワクチン
第一期第一回の規定接種量は一・〇ＣＣであり、それに含まれる菌数は一五〇億個
であった。また、昭和四八年まで二種混合ワクチン及び三種混合ワクチン第一期第
二回、第三回の規定接種量は一・〇ＣＣであり、それに含まれる菌量は昭和四六年
までは二四〇億個であり、昭和四七年当時は二〇〇億個であった。
　これをＷＨＯが定めた国際標準ワクチンと比較すると、国が制定した「百日咳ワ
クチン基準」において国際単位との関連が定められた昭和四三年以後は、我が国の
百日せき混合ワクチン一・〇ＣＣの力価は一七・二八単位以上、昭和四六年以後の
それは一四・四単位以上であった。これは、四単位三回接種で十分とするＷＨＯの
勧告値のそれぞれ四・三二倍、三・六倍の力価であった。
　昭和四三年以前においても、我が国で使用された百日せきワクチン及びその混合



ワクチンの規定量の力価は、昭和四三年当時のものと同程度であり、ＷＨＯの国際
標準ワクチンやアメリカ、英国その他の標準ワクチンの力価をはるかに上回るもの
であった。
　（３）　かつては百日せきワクチンは玉石混淆といわれ、力価が安定しなかった
が、昭和三一年にＩ相菌ワクチンが使用されるようになり、十分な力価を持つよう
になった。国立公衆衛生院、国立予防衛生研究所などに所属する多数の学者からな
る「百日咳ワクチンの改善に関する研究班」、「混合ワクチンに関する研究会」
は、昭和三一年に当時我が国で使用されていた百日せきワクチンの力価は七・七
で、当時のアメリカのワクチンの力価五・三をはるかに上回るものであることを明
らかにしている。また、血中Ｋ凝集素価は六四〇倍を上回るもので、感染防御に必
要な三二〇倍を上回る効きすぎるものであったことも明らかにしている。さらに、
昭和四〇年にも、「混合ワクチン研究委員会」は、当時の我が国の標準百日せきワ
クチン及び試験製造された百日せき・ジフテリア混合ワクチンの力価は、ＷＨＯの
国際標準ワクチンの力価の約二・六倍であること、百日せきワクチン接種後の血中
凝集価を調べたところ、一回の接種菌数が二四〇億個の場合九〇五倍であり、一回
の接種菌数を一七〇億個に減らした場合でも五五七倍であって、感染を防止するた
めに必要とされる三二〇倍をはるかに上回っていることなどを明らかにしている。
　（４）　ＷＨＯは、百日せきワクチンについて一回の接種菌数を二〇〇億個以下
にしなければならないと定めているが、これは国際基準であるため、菌数当たりの
力価が低い粗悪ワクチンをも想定しなければならず、どんな粗悪なワクチンであっ
ても一回に二〇〇億個を超えてはならないとして定めた上限である。ＷＨＯの国際
標準ワクチンは、百日せき菌五〇億個が三・六単位、すなわち五五億個が四単位で
あり、一回につき四単位五五億個を三回（計一六〇億個）接種すれば、十分な免疫
が得られるものである。そして、前記のとおり、我が国の百日せきワクチン及び混
合ワクチンはＷＨＯの国際標準ワクチンよりも同一菌数について力価が高かったも
のであるから、一回の接種について五五億個以下でも国際標準ワクチンと同程度又
はそれ以上の力価を有しており、感染防御は十分であったものである。
　（５）　ところが、控訴人国は、百日せきワクチンについて、昭和五一年に至る
まで、初回免疫第一回は一ＣＣ一五〇億個を規定量とし、二種混合、三種混合ワク
チンについては、昭和四六年まで第一期第二回、第三回は一ＣＣ二四〇億個、昭和
四八年まで第一期第二回、第三回は一ＣＣ二〇〇個を規定量と定め、接種を実施
し、脳症等の重篤な副作用を防止するための接種量を必要最小限に抑えるべき義務
に違反した。
　控訴人国は、昭和四六年の生物学的製剤基準において百日せき混合ワクチン一Ｃ
Ｃ中の菌量をＷＨＯ基準の上限値である二〇〇億個に減らし、昭和四八年の実施規
則改正において混合ワクチン第一期第二回、第三回の接種量を更に半分に減らした
が、その措置は遅きに失し、なお力価は高すぎるものであった。
　控訴人国は、遅くとも、昭和三三年一〇月（被害児Ｄ１３《三九の一》の接種
時）以前に百日せきワクチンにより脳症等重篤な神経系障害が発生することを知り
又は知り得たものであり、このような副作用の発生を防止するため接種量を必要最
小限に抑えるべきことも知り得たものといわなければならない。この点につき控訴
人国に過失があることは明らかである。
　（６）　被害児Ｄ１３（三九の一）は、昭和三三年一〇月一四日に百日せきワク
チン第一期第一回（一・〇ＣＣ一五〇億個）の接種を受けた。同Ａ１２１（五三の
一）は昭和三七年四月九日に二種混合ワクチン第一期第二回（一・〇ＣＣ二四〇億
個）の接種を、同Ａ１１５（五〇の一）は昭和三七年一二月四日二種混合ワクチン
第一期第三回（一・〇ＣＣ二四〇億個）の接種を、同Ａ５８（二四の一）は昭和四
三年五月二七日二種混合ワクチン第一期第二回（一・〇ＣＣ二四〇億個）の接種
を、同Ｄ１２（四七の一）は昭和四三年四月五日三種混合ワクチン第一期第二回
（一・〇ＣＣ二四〇億個）の接種を、同Ａ６５（二七の一）は昭和四四年九月二二
日三種混合第一期第二回（一・〇ＣＣ二四〇億個）の接種を、同Ｄ８（四六の一）
は昭和四七年六月三〇日三種混合第一期第二回（一・〇ＣＣ二〇〇億個）の接種
を、それぞれ受け、本件被害を受けたもので、いずれも控訴人国の前記過失によっ
て被害を受けたものである。
　（六）　インフルエンザの一律勧奨接種を実施させた過失について
　（１）　予防接種はそれ自体人間の身体への侵襲であり、また、時として生命・
健康に対する重篤な副作用を伴うものであることを考えると、厚生大臣はあいまい
な根拠で接種を実施することは許されない。本件における過失を判断するに当たっ



ては、昭和三二年の集団接種開始当時、厚生大臣には当該方式を採用することによ
ってインフルエンザの流行防止が可能であると判断できる十分な科学的根拠があっ
たかどうか、さらには、本件被害者に対する接種時点までに右判断を変更すべき事
実が存在しなかったか否かという観点から判断しなければならない。
　ところが、インフルエンザ予防接種によってインフルエンザの流行まん延を防止
することはそもそも不可能であり、右事実は当初から明らかであった。インフルエ
ンザ予防接種は、インフルエンザに罹患した場合に生命、身体に重大な影響を及ぼ
すおそれのあるいわゆるハイリスクグループを対象に個体防衛の目的で用いるべき
ものである。すなわち、インフルエンザは、一般的には良性の感染症であり、高齢
者等の罹患した場合に重症化のおそれのあるいわゆるハイリスクグループを除く健
康な者にとっては、仮に罹患したとしても適切な措置をとることによって大事に至
ることはなく、致命率は極めて低いものであるところ、インフルエンザワクチンの
予防効果は確実でなく、その持続力も短い。しかも、インフルエンザの病原体であ
るインフルエンザウイルスの抗原構造は毎年変化し、流行ウイルスと完全に一致す
る抗原構造を持つワクチンを製造することは不可能で、その面からくるワクチンの
有効性の問題もある。そして、このように、ウイルスの抗原構造が変化するため、
毎年繰り返して接種を受けなければならないが、ワクチン製造上除去し難い雑菌の
混入やワクチン液成分中の異種蛋白などによる反応やアナフィラキシーショックな
どの危険性はそれに比例して増大することになる。このようにみていくと、インフ
ルエンザワクチンは、広く一般的に用いられるべきワクチンとしての条件を満たし
ていないのである。このような限界を持つワクチンを用いてインフルエンザの流行
を制圧することは、理論的にも現実的にも不可能といわなければならない。
　ところが、我が国では、昭和三七年（一九六二年）以降、集団生活を営む保育
所、幼稚園、小、中学校の学童を中心に集団の勧奨接種を行ってきた。しかし、こ
のような集団接種によってインフルエンザの流行を防止できなかったことは明らか
で、小・中学校における学童等の集団接種は誤りであったのである。
　（２）　本件被害児らは、控訴人国が実施させた一律勧奨接種によって死亡ある
いは重篤な後遺症の被害を受けた。しかし、このような一律勧奨接種によってイン
フルエンザ流行のまん延を防止できず、他方、事故発生の危険が厳然として存在し
ているのであるから、このような接種は本来実施すべきではなかった。控訴人国の
過失は明らかである。
　（七）　インフルエンザワクチンの乳幼児接種を実施させた過失
　少なくとも、諸外国においては、二歳以下の乳幼児に関し、「１」重篤な副反応
発生の危険性が高いこと、「２」インフルエンザ感染の機会が少ないことが知られ
ており、乳幼児接種が実施されたことはなかったのである。
　このような乳幼児接種の危険性は、乳幼児の本来の性質に由来するものであっ
て、インフルエンザ予防接種が開始された昭和三二年の時点において既に明らかで
あった。
　ところが、控訴人国は、昭和三二年から昭和四一年までの毎年、厚生省公衆衛生
局長の「インフルエンザ予防特別対策について」と題する通達において、二歳以下
の乳幼児に対して必ず予防接種を受けるよう勧奨されたいと特に強力に接種を勧奨
していた。しかるに、昭和四二年になると、公衆衛生局長通達において、「一般家
庭における乳幼児はインフルエンザ感染の機会が少なく、また、成人に比して二歳
以下の乳幼児は副反応の頻度が高いので、慎重な予診、問診等を実施、対象の選定
に留意すること、一般家庭における二歳以下の集団接種は好ましくなく、乳幼児を
持つ保護者等の予防接種の励行を図ること、集団生活を営む保育所等の二歳以下の
乳幼児については、従来どおり特別対策を実施し、実施に当たっては体温測定を全
員に行うなと慎重に行うこと」等を通知し、更に、昭和四六年には、公衆衛生局防
疫課長名で、各都道府県主管部（局）長あてに、「二歳以下の乳幼児は、成人に比
して重篤な副反応の発生の頻度が高いこと、これらの年齢層はインフルエンザ感染
の機会が少ないこと等に鑑み、インフルエンザの流行が予測され、感染による危険
が極めて大きいと判断される十分な理由がある等特別の場合を除いては、勧奨を行
わないよう」通知するに至り、控訴人国も二歳以下の乳幼児に対する一律勧奨接種
が誤りであったことを認めた。
　そこで控訴人国が挙げている乳幼児接種が不適切である理由は、我が国において
も諸外国においても医学上の一般的常識であったのであり、昭和四二年に至って初
めて発見された新事実などではない。感染症としてのインフルエンザの性質と予防
接種の役割の限界を前提とするならば、副反応発生の危険性の高い二歳以下の乳幼



児にインフルエンザ流行のまん延を防止する目的で予防接種を実施する余地がなか
ったことは、世界共通の医学常識であり、インフルエンザ予防接種が開始された当
初から明瞭な事実であった。
　控訴人国は、乳幼児がインフルエンザに罹患すると重篤となりやすいことを根拠
に一時期乳幼児接種を勧奨したことを正当化しようとしているが、乳幼児は同時に
副作用の発生の危険性も高く、また重症化しやすいのであり、控訴人国の主張はこ
の点を看過している点に誤りがある。
　本件被害児Ａ８（一の一）、同Ａ２９（一〇の一）、同Ｄ１４（二〇の一）の三
名は、いずれも接種時二歳以下の乳幼児であった。
　（八）　禁忌該当者の識別を誤った過失について
　（１）　集団予防体制の持つ問題点について
　ワクチンを安全に接種するためには、先進諸外国では、いわゆるホームドクター
による個別接種方式が広く行われている。これに対し、我が国の予防接種は、強制
接種にせよ勧奨接種にせよ、殆どが被接種者を一堂に集め、短時間に多数の者に接
種する集団方式で実施されている。この集団方式を基本とする我が国の予防接種体
制は、禁忌該当者を接種の場で発見し、これに接種しないという見地からみて、以
下のような重大な欠陥を有している。
　ア　医師の知見不十分
　一般に我が国の医師は、国が知識・情報の提供を怠っていることもあって、内科
医や小児科医ですら、ワクチンの性質、安全性、副作用等、予防接種に関する十分
な知見を有しているとはいえない。また、予防接種を担当する医師の資格が限定さ
れていないため、眼科医、耳鼻咽喉科医等の非専門医が接種を担当することも少な
くない。これらの非専門医は、大部分予防接種についての十分な知見を有しないば
かりでなく、接種に当たって個体差や身体の変化が著しい乳幼児の健康状態を適切
に判断する能力に欠けていることも多い。
　イ　担当医師と被接種者の接触の欠如
　個体差の著しい乳幼児の身体的状況を的確に診断するためには、被接種者の体
質、病歴、反応様式、生活環境、保護者の知識水準等を知ることが必要であるが、
予防接種を担当する医師は、ごく例外を除いては、被接種者を過去に診察したこと
もなく、接種の時が初対面であるから、右各事項について全くデータを持ち合わせ
ていない。そのため、接種の際の短時間の予診たけで、これらの事項をふまえて乳
幼児の身体的状況を判断することは極めて困難である。
　ウ　問診のための時間不足
　短時間に多数の者に接種するため（予防接種実施要領では、一人の医師が一時間
に担当する被接種者は、種痘では八〇人程度、種痘以外の予防接種では一〇〇人程
度とされている。
　しかし、一人の医師が一時間に二五〇名に対して種痘を接種した例もある。）、
予診に十分な時間がなく、被接種者の健康状態を的確に判断することは、全くとい
ってよいほど不可能である。
　予防接種実施要領は、「問診及び視診によって、必要があるときには更に聴打診
等の方法によって健康状態を調べる」と定めているが、医師が初めてみる八〇ない
し一〇〇人の被接種者について、問診を円滑に行うために使用される問診票を読
み、補足的な質問を発し、更に視診を行うたけでも到底一時間では足りないはずで
ある。
　エ　画一的な接種スケジュール
　乳幼児は、成長発育差が著しく、健康状態も変化しやすい。したがって、ワクチ
ンを安全に接種するためには個体差や健康状態に応じて接種スケジュールや接種量
を定める必要があるが、我が国の体制では、接種スケジュールや接種量はすべての
乳幼児に画一的に定められている。そのため、個体差や健康状態からみて無理な接
種が行われやすい。
　オ　会場等の問題
　会場や注射器具等の取扱いも、短時間に大勢の者に接種するのに適していない。
一本の注射針で数名の者に接種が行われたり、会場が手狭なため、寒い日に被接種
者が戸外で長時間待たされた例がある。
　以上のように、我が国の集団接種方式を基本とする予防接種体制は、被接種者の
安全を殆ど顧慮しておらず、本来的に危険を内在していたといえる。
　（２）　不十分な禁忌を設定した控訴人国の過失
　ア　控訴人国は、我が国の予防接種体制の前記のような問題点を十分認識し、こ



れを前提に行動することが求められる。したがって、禁忌の設定に当たっては、こ
れを広く、かつ明確に定めるべきであった。
　すなわち、禁忌は、医師が接種の際の予診により禁忌該当か否かの判断を集団接
種の場で容易にできるように設定されなければならず、しかも、非専門医がしばし
ば担当することを考慮すると、非専門医でも確実に判断でき、かつ簡単な予診によ
っても判定できるよう、広範囲かつ明確に設定されなければならないのである。
　イ　しかるに、控訴人国は予防接種の効果面にのみ過大な評価を行い、危険につ
いては無頓着で、予防接種により生ずる副反応の機序についての研究や被害者の追
跡調査、治療を殆ど行わず、禁忌の設定についても極めて不十分な対応しか行わな
かった。
　すなわち、禁忌は、昭和三三年まで十分な規定がなく、同年に至って初めて予防
接種規則（厚生省令第二七号）四条をもって定められたのであるが、この時定めら
れた禁忌は、
　「１」　有熱患者、心臓血管系、腎臓又は肝臓に疾患のある者、糖尿病患者、脚
気患者、その他医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者
　「２」　病後衰弱者、又は栄養障害者
　「３」　アレルギー体質の者又はけいれん性体質の者
　「４」　妊産婦（妊娠六月までの者を除く。）
　「５」　種痘については、前各号に掲げる者のほか、まん延性の皮膚病にかかっ
ている者で、種痘により障害を来すおそれのある者の五項目しかなかった。
　その後これは昭和三九年（一九六四年）に改正され、「５」に「急性灰白髄炎の
予防接種を受けた後二週間を経過していない者」が加えられ、新たに「６」とし
て、「急性灰白髄炎の予防接種については、第一号から第四号までに掲げる者のほ
か下痢患者又は種痘を受けた後二週間を経過していない者」が加えられ、更に昭和
四五年の改正により、四号に妊娠六箇月までの妊産婦が加えられ、五号及び六号に
麻疹の予防接種を受けた者が加えられ、接種間隔も二週間から一箇月に延ばされ
た。
　そして、昭和五一年の法改正に伴い、禁忌は以下のように定められた。
　「１」　発熱している者又は著しい栄養障害者
　「２」　心臓血管系疾患、腎臓又は肝臓疾患にかかっている者で、当該疾患が急
性期若しくは憎悪期又は活動期にある者
　「３」　接種しようとする接種液の成分によりアレルギーを呈するおそれがある
ことが明らかな者
　「４」　接種しようとする接種液により異常な副反応を呈したことが明らかな者
　「５」　接種前一年以内にけいれんの症状を呈したことがあることが明らかな者
　「６」　妊娠していることが明らかな者
　「７」　痘そうの予防接種（以下「種痘」という。）については、前各号に掲げ
る者のほか、まん延性の皮膚病にかかっている者で、種痘により障害を来たすおそ
れのあるもの又は急性灰白髄炎若しくは麻疹の予防接種を受けた後一月を経過して
いない者
　「８」　急性灰白髄炎の予防接種については、第一号から第六号までに掲げる者
のほか、下痢患者又は種痘若しくは麻疹の予防接種を受けた後一月を経過していな
い者
　「９」　前各号に掲げる者のほか、予防接種を行うことが不適当な状態にある者
　ウ　しかし、このような禁忌事項の設定は、集団予防接種体制の下では極めて不
十分なものであった。
　そもそも、強制又は勧奨により予防接種を実施するに当たっては、当初から当該
ワクチンの接種によりいかなる副反応が生ずるか、又はいかなる体質的素因や身体
的状況が重篤な副反応を生ずる蓋然性が高いかを十分調査して禁忌を設定すべきで
あった。そして、昭和三三年及び昭和五一年に設定された禁忌事項は、かかる調査
をすれば容易に分かる事柄であったから、各ワクチンが強制又は勧奨接種の対象と
なったときに既に定められるべきものであった。
　さらに、控訴人国の設定した具体的禁忌事項は、昭和三三年設定のものも、昭和
五一年設定のものも極めて限られており、別に「医師が予防接種を行うことが不適
当と認められる疾病にかかっている者」とか、「予防接種を行うことが不適当な状
態にある者」といった抽象的な禁忌事項が置かれたまま終始してきた。しかし、集
団接種を担当する医師は、必ずしもワクチンの専門家でも小児科の専門家でもな
く、何が不適当な疾病や状態であるかについて知識を殆ど持たない医師が多いので



あり、しかも、集団接種の場においては、個別接種とは異なり、医師が被接種者の
健康上の経過を全く知らない上、短時間で多数の者に接種するため、禁忌該当者を
発見することが極めて困難であるから、禁忌はより広くかつ判定が容易なように設
定されるべきであった。
　エ　具体的にいうと、以下のような身体的状態の者は、当初から禁忌とされるべ
きであった。
　ⅰ　未熟児で生まれた者、出生時に異常のあった者
　未熟児には、満期出産であるにもかかわらず、出産時の体重が二五〇〇グラム以
下であった乳児（ＳＦＤ）と、満期前に生まれた乳児（ＡＦＤ）がある。前者の場
合は知恵遅れとなったり、てんかんを患う可能性が通常の出産児に比して高率であ
ることがよく知られている。これは、脳の発育に問題があることを示している。こ
のような乳幼児に予防接種をすれば、副反応が底上げされて現れる蓋然性は高い。
　ＡＦＤについても、出産の際に黄疸にかかったり、呼吸状態が悪かったり、低血
糖であったり、感染症に罹患したりする等、通常児に比して身体全体にわたり弱点
を有している。脳の発達も通常児より遅れることもある。したがって、予防接種の
副反応も通常児に比し大きい。
　また、腰帯纏絡等による仮死出産により生まれたり、難産であった乳児は、出産
時に脳の細胞を損傷した可能性がある等、予防接種の副反応が底上げされて大きく
なる可能性が高い。
　ⅱ　発育不良あるいは発育の遅れている乳幼児
　出産時には標準の体重があっても、その後発育が標準より遅れている場合には、
身体上何らかの欠陥が隠されているわけであるから、予防接種の副反応が大きくな
る。
　ⅲ　虚弱体質の子
　慢性的に心臓病、結核、ぜんそく等に罹患して不健康な状態にある乳幼児は、何
らかの重大な病気が隠れているおそれがあり、副反応が大きくなる蓋然性が高い。
　ⅳ　かぜにかかっている子
　乳幼児の場合、かぜは発熱がなくともその症状が以後どのように変化するかも知
れないし、他の疾病の始まりであることもある。したがって、予防接種の副反応が
大きくなる蓋然性は高い。
　ⅴ　下痢をしている子
　下痢は、ポリオの生ワクチンについては腸の炎症によりポリオウイルスが腸管か
ら血液中に入り、ポリオを発病させる危険があるから、禁忌であるが、その他のワ
クチンについても、下痢は体力を低下させ、抵抗力が減弱して副反応を増大させる
し、神経疾患の発症であることも十分考えられるから、予防接種を行うべきでな
い。
　ⅵ　病気上がりの子
　かぜ、下痢、水疱瘡、突発性発疹、麻疹等の病気が治ったばかりの乳幼児は、依
然として体力が低下し、抵抗力も弱っているから、副反応も大きくなる蓋然性が高
いので、体力が十分回復するまで予防接種を行うべきではない。
　ⅶ　今までの予防接種で異常な反応を示したり、その兄弟姉妹が予防接種で特に
具合が悪くなった前歴を有する子昭和五一年改正の予防接種実施規則四条四号は、
本人に関し、これから接種しようとするワクチンと同一のワクチンについて異常反
応を示した場合のみを禁忌としているが、他のワクチンについて異常反応を示した
場合も、これから接種しようとするワクチンについて異常反応を示す蓋然性が高
い。また、兄弟姉妹に異常反応があれば、被接種者も同様の体質的素因を有する蓋
然性が極めて高いから、異常反応を示す蓋然性も高くなる。
　ⅷ　アレルギー体質の子供並びに両親又は兄弟にアレルギー体質者がいる子供昭
和三三年制定の予防接種実施規則四条は、「アレルギー体質の者」とあいまいな一
般的定め方をしていた。昭和五一年の改正により、「接種しようとする接種液の成
分によりアレルギーを呈するおそれのあることが明らかな者」と規定されるに至っ
たが、この改正は、「接種液成分に対するアレルギー」のみに限定し、かつ、「ア
レルギーを呈するおそれがあることが明らかな者」に限定するという二重の誤りを
犯した。
　すなわち、アレルギー体質とは、各種の薬物、異種蛋白その他に対して異常反応
を起こして過敏症になりやすい体質をいうのであり、アレルギー体質者は、多くの
異種蛋白、化学物質を含むワクチン接種によって重篤な副反応を生じる蓋然性が高
い。そして、一定の条件の下に一定の特異反応がみられるときには、その他の場合



もアレルギーの疑いがあるばかりでなく、乳幼児の場合には、本人の有するアレル
ギーがいかなる物質に特異反応を示すものかを判定することはもちろん、本人がア
レルギー体質か否かを判定することも集団接種の場では不可能なことが多いのであ
るから、控訴人国は、アレルギー性疾患を具体的に列挙した上、そのいずれかの既
往歴のある乳幼児に対する予防接種は、少なくとも当該アレルギー体質によっても
異常反応が生じないことが明確にならない限り、禁忌とすべきであった。
　また、アレルギー性体質は遺伝性のものであるから、両親や兄弟に右のようなア
レルギー疾患のある幼児は、アレルギー体質の可能性が強い。したがって、この場
合も集団接種の場では禁忌とすべきである。
　ⅸ　ポリオワクチンについては、外傷やおでき等により末端の神経細胞が破壊さ
れていること
腸管から血液中に入ったポリオウイルスは、手術や外傷により破壊された神経細胞
がある場合には、これを経由して中枢神経に達し、ポリオを発病しやすい。したが
って、神経細胞が破壊され、又は破壊されるおそれのある外傷や皮膚疾患のある場
合は、禁忌であって、ポリオ生ワクチンを投与すべきでない。
　ⅹ　ポリオ生ワクチン投与後二週間以内の外科手術
　ポリオ生ワクチン投与後少なくとも二週間以内は、外科手術は禁忌であって、絶
対してはならない。
　しかるに、控訴人国がこの点に関し、実施要領を定め、経口生ポリオワクチン接
種後間もない時期に抜歯、扁桃腺摘出等の外科手術を避けるよう保護者や接種対象
者に周知徹底するよう掲記した通達を発したのは、昭和四五年七月一五日であっ
た。
　ところが、前記のとおり、控訴人国は、集団接種の実情に目を向けず、被接種者
の安全に対する配慮不足から右のような事項を禁忌として定めることを怠った。控
訴人国が定めた禁忌の文言は、右で挙示した禁忌事項を一義的かつ明白に読み取れ
ないようなものであったばかりでなく、集団接種を前提とする禁忌は広くかつ明確
に定められなければならないとの要件にも違反するものであった。厚生大臣にはこ
のような禁忌設定を誤った過失がある。
　したがって、控訴人国は、右ⅰないしⅹの禁忌を看過して接種がされた本件被害
児らの死亡又は後遺症について責任を免れない。
　オ　なお、医学上の問題については意見が対立することもしばしばあるが、人の
生命・健康に重大な影響を持つ以上、禁忌事項の定め方について専門家の間で対立
する意見が存在するからといって、直ちに行政に注意義務違反がないということは
できない。
　（３）　禁忌該当者に接種を実施させないための十分な措置を講じなかった過失
　ア　禁忌該当者であることの推定
　最高裁平成三年四月一九日第二小法廷判決が判示するとおり、予防接種によって
障害が発生したときは、禁忌該当者を識別するため必要とされる予診が尽くされた
が禁忌者に該当すると認められる事由を発見することができなかった等の特段の事
情が認められない限り、被接種者は禁忌者に該当していたと推定される。
　本件被害児六二名は、本件予防接種によって本件後遺障害を受けあるいは死亡し
たものであり、予防接種の禁忌に該当していたものと推定されるものである。
　イ　厚生大臣の過失の内容
　このように、本件被害児は禁忌を看過されたまま本件接種を受けさせられたもの
であるが、これは、厚生大臣が禁忌該当者に接種させないためにとるべき措置を怠
ったことによるものであり、この点につき、厚生大臣は過失を免れない。
　すなわち、前記最高裁判決が予防接種によって事故が発生した場合は特段の事情
がない限り禁忌者に接種がされたものと推定すべきであるとした理由は、予防接種
によって脳炎・脳症等の重篤な副反応が発生するのは、多くの場合、被害者が予防
接種をすべきでない身体の病的状態、すなわち予防接種の禁忌に該当しているから
であり、予防接種による被害防止のためには、万全の手段を尽くして禁忌該当者を
接種から除外するよう務めなければならないとの基本認識に立つものであるからで
ある。この考え方を前提とすると、厚生大臣は、法律及び勧奨によって国民に対し
予防接種を実施する以上、接種担当者によって禁忌者か接種から排除されるよう適
切な措置を講ずるべき高度の注意義務があったというべきである。
　ところが、控訴人国は、法施行以来、少なくとも被控訴人らが本件接種による事
故に遭遇した昭和五〇年ころまで、接種率をいかにして上げ、いかに効率よく接種
を行うかということだけに精力を注ぎ、いかにして接種を安全に行うかという面を



なおざりにしてきた。そのため、被控訴人ら被害児は、禁忌該当者であったにもか
かわらず、接種現場で接種の対象から除外されずに接種を受け、本件被害を被った
のである。
　すなわち、禁忌該当者を的確に識別するためには、予診が極めて重要である。そ
して、このうち問診については、最高裁昭和五一年九月三〇日第一小法廷判決が判
示するとおり、「単に概括的、抽象的に接種対象者の接種直前における身体の健康
状態についてその異常の有無、を質問するだけでは足りず、禁忌者を識別するに足
りるだけの質問、すなわち予防接種実施規則四条所定の症状、疾病、体質的素因の
有無及びそれらを外部的に徴表する諸事由の有無を具体的に、かつ被質問者に的確
な応答を可能ならしめるような適切な質問をする」必要がある。
　しかるに、厚生大臣は、被接種者の保護者である国民に対して、予防接種によっ
て重大な副反応が発生することがあり、禁忌該当者あるいはその疑いがある場合は
接種を行ってはならないことを告知することを怠り、かえって接種を受けなければ
ならないことのみを強調し、保護者をして安易に接種を受けさせ、その結果、保護
者が被接種者の健康状態を注意深く観察し、問診にも的確に応答する機会を奪っ
た。また、必ずしも専門医でない接種担当医師等にも、予防接種の重大な副反応に
ついての知識や禁忌あるいは禁忌該当の疑いのある症状についての具体的知識の提
供、これらの見分け方や的確な質問の方法等について具体的方法や基準を指示する
などの指導を怠り、その結果、接種担当者が、予防接種実施規則四条所定の禁忌の
有無及びそれらを外部的に徴表する諸事由の有無を診断するため、具体的に、か
つ、被質問者をして的確な応答ができるよう質問することのできない状態をもたら
した。
　さらに、重大なのは、厚生大臣は、予防接種実施要領で、「予診の時間を含めて
医師一人を含む一班が、一時間に対象とする人員は、種痘では八〇人程度、その他
の予防接種では一〇〇人程度を最大限とする」と定め、右最大値程度で接種を実施
することを許したが、右時間では、適切な予診・問診を行う時間的余裕は殆どな
く、禁忌の有無を的確に把握できるような予診・問診は不可能であったということ
である。
　厚生大臣は、予診・問診が実際には殆どされずに接種が行われていることを知り
ながら、これを放置、容認したのである。現に本件被害児の殆ども、何ら予診・問
診を受けることなく、接種を受けている。
　なお、この点で模範となる予診体制を採っている東京都渋谷区医師会が設置した
予防接種センターにおいては、昭和四四年二月の開設以来昭和五二年までに各種予
防接種を、集団接種の方法で八〇万七四二七人、個別接種の方法で八万八九四五
人、合計八九万六三七二人に対して行ったが、同センターで接種を受けた者で重篤
な副反応を起こした者は皆無であった。予診体制を充実させることによって、予防
接種の被害の大部分が回避できることは、右の例からも明らかである。
　ウ　過去の予診体制について
　この予診・問診について過去厚生大臣がどのような指導・監督をしてきたかをみ
ると、まず、昭和四五年までの予診体制は、以下のようになっていた。
　昭和三四年一月二一日付けで都道府県知事あて「予防接種の実施方法について」
と題する厚生省公衆衛生局長通達を発したが、それ以前においては、予診の方法に
ついて、みるべき措置をとっていない。
　右通達の別紙として記載されている「予防接種実施要領」には、以下のような記
載がある。
　ⅰ　接種前には必ず予診を行うこと。
　ⅱ　予診はまず問診及び視診を行い、その結果異常が認められた場合には、体温
測定、聴打診を行うこと。
　ⅲ　予診の結果異常が認められ、かつ、禁忌に該当するかどうかの判定が困難な
者に対しては、原則として、当日は予防接種を行わないこと。
　ⅳ　予防接種を受けさせるかどうかを決定するに当たっては、当該予防接種にか
かる疾病流行状況、被接種者の年齢、職業等を考慮し、感染の危険性と予防接種に
よる障害の危険性の程度を比較考慮して決定しなければならないが、この判定を個
々の医師の判断のみに委ねないで、あらかじめ都道府県知事又は市町村長において
一般的な処理方針を決めておくこと。　ⅴ　多人数を対象として予診を行う場合に
は、接種場所に禁忌に関する注意事項を掲示し、又は印刷物として配付して接種対
象者から健康状態及び既往症等の申出をさせる等の措置をとり、禁忌の発見を容易
ならしめること。



　しかしながら、現実には、右予防接種実施要領どおりに集団接種が実施されて
も、禁忌該当者の排除は実行不可能であった。すなわち、同予防接種実施要領は、
予防接種実施計画の作成に当たり、「個々の予防接種がゆとりをもって行われるよ
うな人員の配置を考慮すること」としながらも、「医師に関しては、予診の時間を
含めて医師一人を含む一班が一時間に対象とする人員は、種痘においては八〇人程
度、種痘以外の予防接種では一〇〇人程度を最大限とすること」としている。右の
「八〇人」、「一〇〇人」は一応最大限とされているが、かかる指示を受けて予防
接種を実施する都道府県知事、市町村長又は保健所長においては、この最大限の人
数の者を接種対象として実施計画を立てるということは容易に推察される。一時間
の接種対象を八〇人とすれば、一人当たりの予診及び接種行為に要する時間はわず
か四五秒、一〇〇人とすれば三六秒である。このような短時間に医師が禁忌該当の
有無を判定し得る適切な問診や視診をすることは不可能である。
　医師一人当たり一時間に八〇人ないし一〇〇人に接種を行えと指導することは、
とりもなおさず、予診は十分しなくともよいと指導することである。
　しかも、集団接種の担当医師は、ごく例外を除いて接種担当者とは初対面であ
り、対象者の日常の健康状態について全く予備知識を持ち合わせていないのである
から、健康状態や「疾病、体質的素因の有無及びそれらを外部的に徴表する諸事情
の有無」を把握するためには、家庭医なとよりはるかに時間を要する。
　また、あらかじめ書面で接種対象者の健康状態や既往病歴を記載させる問診表
は、予診に要する時間を短縮するのに有効であるが、昭和四五年までは採用されて
いなかった。
　以上のように、控訴人国の定めた予防接種実施要領は、そもそも予診を十分行う
ことができないような内容のものであって、いくら禁忌を定め、必ず予診を行うよ
う指導しても、禁忌該当者の排除は不可能であった。かかる短時間による集団接種
を実施担当者に指導したこと自体、禁忌該当者の識別除外が不適切であったといわ
なければならず、この点において過失があった。
　また、接種現場において実際に予診が全くなされなかったにもかかわらず、控訴
人国がこれに対して何らの実効的指導をしなかったことも問題である。
　予防接種実施要領の八〇人ないし一〇〇人という人数は最大限と記載されている
が、予防接種を実施する市町村長等は、経費と人員確保の面からも、一応一時間当
たり八〇人ないし一〇〇人を標準的な人員数として実施計画を立てていた。その上
相当数の市町村では、医師一人当たり一時間に一〇〇人を上回る接種対象者を扱っ
ていた。
　かかる短時間による集団接種のため、実際には、多くの本件被害児の場合、予診
は全く行われなかった。行われても、ごく形式的なもので、適切なものではなかっ
た。
　次に、昭和四五年以降の予診体制をみると、以下のようになっていた。
　すなわち、昭和四五年になって種痘を始めとする予防接種による重篤な被害が社
会的に明るみに出たため、厚生省公衆衛生局長は三回にわたり、「種痘の実施につ
いて」と題して都道府県知事あてに通知を発し、その中で予診に関して、それまで
の禁忌に加えて、現に医療を受けている者、妊娠している者等にも種痘を差し控え
るものとし、予診に当たってはこれらの禁忌等及び発熱、既往症、けいれん、発育
の遅れ等について留意するようにとの指示をなし、また、質問票（問診票）を利用
すべき旨の指示をした。さらに、公衆衛生局長及び児童家庭局長は、同年一一月三
〇日、都道府県知事あてに「予防接種問診票の活用について」と題する通知を発
し、種痘以外の予防接種においても問診票を活用すべきものとした。
　問診票の活用はなるほど予診に要する時間をある程度短縮するのに効果的であろ
う。しかし、問診票が効果を上げるためには、それを記入する被接種者若しくはそ
の保護者が禁忌の意味やどのような事項が禁忌に該当するかを理解し、接種に当た
る医師も禁忌について十分な知見を有していることが必要である。しかし、控訴人
国は、後記のように、禁忌について医師に対する指導を怠り、被接種者やその保護
者に対しても禁忌についての情報を敢えて与えようとはしなかった。それ故、問診
票は、それが採用された後も、予診においてどの程度の効果を上げたかは疑問であ
る。その上、昭和四五年以降も、「一時間当たり種痘については八〇人程度、その
他の予防接種については一〇〇人程度」とする接種人員数についての予防接種実施
要領の定めは何ら変更されていない。問診票が効果を上げても、一人当たり三六秒
ないし四五秒という時間では到底満足な予診ができないことは、前記のとおりであ
る。



　したがって、前記公衆衛生局長の通知や問診票活用の指示によっても、前記イで
述べた控訴人国の過失は消滅しない。
　エ　医師に対する指導不十分
　次に、接種担当医が禁忌該当者を的確に識別するためには、接種対象者である乳
幼児の生理や、乳幼児のかかる疾病について、さらには、ワクチンの危険性や禁忌
事項について十分な知見を有していなければならない。
　しかし、従来、医師は、大学で予防接種に関する教育を受ける機会が十分にはな
かった。
　また、医師になってからも予防接種についての知見を得る機会は乏しかった。小
児科を専門としない医師については、乳幼児の生理等の知見も十分でない状況にあ
った。
　したがって、控訴人国は、禁忌該当者を的確に識別排除するために、接種担当医
に対して、単に禁忌該当事由を記載した予防接種実施規則や予防接種実施要領を示
すたけでなく（これすらも、現実には行われていなかった。）、具体的にいかなる
症状が禁忌該当事由になるのか、その根拠は何か、禁忌該当事由を集団接種の場の
短い予診で見分けるにはどのようにしたらよいのか、また、接種後に副反応が生じ
たらどのような手当てをしたらよいかを、明確に指導する必要があった。
　しかるに、控訴人国は、この点に関する実効的な指導を全く行わなかった。その
ため、本件被害児らは、適切な予診を受けられず、禁忌該当事由があったにかかわ
らず、接種対象から除外されずに、本件事故に遭遇したのである。
　予防接種をするかしないかという程度の判断は、医師にとって常識で特別の訓練
を受ける必要はないという考え方は、特に、眼科や耳鼻咽喉科を専門とする医師の
場合には妥当しない。
　オ　接種対象者及びその保護者に対する情報提供を怠った過失
　さらに、禁忌該当者を識別排除するためには、接種対象者又はその保護者に対し
て、予防接種の危険性や禁忌がいかなるものであるか、またいかなる事由が禁忌に
該当するかについてあらかじめ知らせておくことが必要である。そうでなければ、
医師の問診に対して的確な返答をすることができないからである。まして、前述の
ような短時間による集団接種を行う場合には、予診時間を短縮するために接種対象
者又はその保護者に対する禁忌についての情報提供が一層必要である。このような
情報提供がなく、予防接種の効能のみが告知され、危険性についての知識を欠く場
合には、保護者はなるべく予防接種を被保護者に受けさせたいという心理から、そ
の身体の異常や症状、体質的素因等禁忌判定に必要な事実を進んで述べなくなり、
更にはそれに応答しないというようなことにもなりかねない。
　しかるに、接種対象者やその保護者に対して、控訴人国は、当初、禁忌事項すら
知らせる措置をとらず、昭和三四年の「予防接種の実施方法について」と題する通
達のうちの予防接種実施要領の中に、「多人数を対象とする予診を行う場合には、
接種場所に、禁忌に関する注意事項を掲記し、又は印刷物として配布して、禁忌対
象者から健康状態及び既往症等の申出をさせる等の措置をとり、禁忌の発見を容易
ならしめること」との文言が挿入されたにすぎない。
　しかし、たとえ実施主体たる都道府県知事や市町村長等が右要領に従って注意事
項を掲記し、又は印刷物として配布したからといって、接種対象者やその保護者が
予防接種の危険性や禁忌の意味を理解したことにはならない。実際、本件被害児の
保護者らは、右実施要領制定後の本件接種に際し、予防接種が危険であることを全
く知らず、禁忌がいかなる意味を持ち、いかなる事由がこれに該当するかについて
殆ど何の知識もなかったのである。
　控訴人国は、このように接種対象者やその保護者が予防接種の危険性や禁忌の意
味を知らず、接種担当医の問診に際しても、禁忌の発見を容易ならしめるような的
確な返答ができない状態にあることを知りながら、何の措置もとらなかった。昭和
四五年六月一八日付けの公衆衛生局長から各都道府県知事あての「種痘の実施につ
いて」と題する通知の中でも、前述の予防接種実施要領中の掲示又は印刷物の配布
以上の措置については何ら述べられていない。かえって、「種痘による重篤な副反
応の発生は、極めてまれであるが、軽度の発動、発赤、発疹等は従来からかなりの
頻度でみられるものであり、被接種者並びに保護者がいたずらに不安を起こさない
よう、接種に当たってよく周知せしめることが必要である。」として、接種を受け
る側に対する十分な情報の提供よりは、情報を提供することによっていたずらな不
安が生じないようにすることに注意を促していた。
　カ　以上、いずれの点からしても、控訴人国は、接種の場で禁忌該当者を的確に



発見排除する措置をとらず、実施主体にも除外措置を徹底するよう指導監督をして
いなかったのであって、控訴人国の過失は明白である。
　（控訴人）
　（一）　種痘の強制接種を行った過失について
　（１）　痘そうの予防対策における種痘の役割について
　ア　ワクチンの安全性等について
　ワクチンは、伝染病に対する抵抗力を付与するものであり、本来、人の生命、身
体に有益なものである。
　予防接種により重篤な副反応が発生する頻度ないし確率は、最も高いとされる種
痘の場合でも、昭和四八年四月の種痘研究班資料によれば、第一期種痘による種痘
後脳炎、脳症及び重症皮膚合併症の発生状況は、昭和四〇年から四七年において概
ね被接種者一〇〇万人に対し一六人ないし三四人であり、そのうちの死亡者は、
一・七人ないし八・五人とされており、極めてまれなものである。このように、ワ
クチンは、高い安全性を具備して、個人防衛作用と集団防衛作用を果たすものであ
るから、人の生命・身体にとって有益なものであり、被控訴人らのいうように危険
性の高い物質ではない。被控訴人らの主張は、ワクチンの人体に対する危険性を理
由とする限りにおいて、その前提自体が誤っている。
　また、被控訴人らは、伝染病の予防対策においては、感染源対策及び感染経路対
策がまず採られるべき対策であり、予防接種は、例外的、補完的対策であると主張
するが、伝染病の効果的かつ確実な防止を最大の使命としなければならない、現実
問題としての伝染病予防対策の策定とその実施に当たっては、当該伝染病の危険
性、伝染経路の特質、伝染病発見時における伝染の可能性並びに感染源対策及び感
染経路対策の実効性等の諸事情を総合し、想定し得るあらゆる伝染の可能性に対応
した予防対策が要求されるものであり、このことは、痘そうの場合においても同様
である。後述するように、被控訴人らの主張するような感染源対策及び感染経路対
策では極めて不十分であり、到底痘そうのまん延を完全に防止し得るものではない
のである。
　各種伝染病についていかなる対策に重点を置くべきかについては、当該伝染病の
特質等を考慮して予防科学的見地から決定すべきものである。このような考慮の結
果、感受性対策に重点を置くのが相当であると判断された伝染病が予防接種法等に
よる予防接種の対象疾病とされているのである。
　イ　痘そう予防対策における種痘の役割
　痘そうは、死亡率の高い危険な病気であるにもかかわらず、いったん罹患した以
上、有効適切な治療方法がないため、その予防（感染防止）が最も重要である。
　痘そうウイルスは、人間にのみ感染し、患者のくしゃみの飛沫や痘そうの膿、痂
皮の粉塵を吸い込むことによって感染する。したがって、家庭、学校、病院、隣近
所なと患者と密接に接触する狭い地域を中心に流行し、患者が旅行することによっ
て他の地域へと流行していく。そして、人から人へと伝染するため、人が密集して
いる地域ほど流行し、特に我が国のように人口密度が高く、住宅環境が劣悪である
上、交通機関が発達し、人の移動が激しい国では、一度痘そうの患者が発生すれば
大流行は免れない状況にあった。このような痘そうの伝染病としての特質及び我が
国の状況からすると、感染源対策及び感染経路対策のみをもってその流行を防止す
ることは到底期待し得ないものであった。
　痘そう予防の基本対策は、感受性対策としての痘そうワクチンの接種すなわち種
痘であり、痘そうは種痘によってのみ真に予防が可能であり、また、根絶すること
ができたものである。
　被控訴人らは、我が国のような痘そうの非常在国における痘そう予防対策として
は、「１」常在国又は流行地からの国際旅客に対する検疫の強化及び国際旅客に対
する種痘の義務付けによる患者の国内侵入の防止を基本とし、「２」患者が国内に
侵入した場合は、速やかに患者を隔離し、接触者や接触の危険のある者に対し、緊
急種痘（リング・ワクチネーション。包囲種痘という。）を実施する等の方策が相
当であると主張するが、まず、「１」の検疫対策の強化によって痘そうの侵入を阻
止することは基本的に不可能である。すなわち、一九六〇年代になると、我が国と
諸外国を結ぶ主要な交通機関が航空機となったため、以前と異なり、患者が痘そう
の潜伏期間中に我が国に上陸することとなって、潜伏期間中の痘そうの診断は容易
でないため、検疫段階で感染者を発見することは不可能に近く、検疫体制の強化た
けでは、痘そうの侵入を防げなくなってきたのである。また、常在国や流行地から
の入国者に対する種痘の義務付け（これを確保するため「国際種痘証明書《イエロ



ーカード》」の提示制度がある。）も痘そうの輸入防止に十分でなかったことは、
右制度を採った我が国や欧米諸国においてしばしば痘そうの輸入例があったことか
らもうかがえるところである。
　包囲種痘についても、このような方策がＷＨＯで採用されたのは、痘そうが常在
し、流行しているアフリカ及びアジアの地域は、いずれも戸籍制度や衛生行政機構
の整備が遅れているなどの事情から、全面的定期種痘が成果を上げられなかったこ
と、痘そうの伝播は従来考えられていたほど急速なものでないことが分かったた
め、痘そう患者を発見してからその周囲の者に種痘を接種した方が効果的であり、
また、経済的でもあるという理由によるもので、ＷＨＯがこれを実施したのは昭和
四三年になってからであり、しかも、やむを得ない次善の策として採用したもので
ある。
　また、包囲種痘が緊急時においてまん延阻止の機能を十分発揮するには、包囲種
痘の接種対象者側にあらかじめ基礎免疫（過去の接種による免疫記憶）が備わって
いることが必要である。包囲種痘が行われる場合、当該種痘が被接種者にとって再
種痘であるときは、最初の種痘の免疫記憶として抗原の攻撃に対して初めのときよ
り極めて速やかかつ強力に反応するという効果が生ずるから、当該包囲種痘は、早
期にかつ大きな感染防御力を発揮する。ところが、接種を受けた者が過去に種痘を
受けておらず、したがって当該種痘が初種痘である場合には、免疫ができるまでに
二週間、更に発病を阻止し得るレベルまで抗体価が上昇するのに一箇月を要するた
め、その間に痘そうに感染する危険があり、各地で飛び火的に二次感染者が発生
し、流行が拡大するおそれがあるのである。
　さらに、包囲種痘を副反応の発生の関係からみると、年長児や成人に対する初種
痘は、再種痘に比較して副反応発生の危険性が高いことは広く知られている。した
がって、仮に小児に対する定期種痘制度を廃止し、包囲種痘制度のみを採用する
と、痘そう侵入時に初めて種痘を受ける者の年齢は高くなり、その結果、年長児や
成年者に種痘後脳炎や脳症等の重篤な副反応が発生する率も高くなるという危険性
がある。しかも、我が国の場合、人が密接に接触する機会が多く、人の移動も激し
いため、二次感染の危険性が人数的にも地域的にも著しく大きく、包囲種痘の対象
者を著しく拡大しなければならないであろうから、右の年長者初種痘の危険性は決
して無視できない。さらに、大がかりな包囲種痘を迅速に実施するためには、緊急
事態に備え大規模な包囲種痘の実施体制を常時かつ全国的に整備しておかなければ
ならないが、それは、恒常的な定期種痘実施体制が確立していて初めてなし得ると
ころである。
　以上のように、痘そう侵入の場合の緊急対策としての包囲種痘は、乳幼児に対す
る定期種痘体制が確立していて初めて有効かつ安全に実施することができるもので
ある。
　ウ　種痘の効果と副反応
　被控訴人らは、Ｆ８の報告を基に、従来我が国で採用されてきた一歳時、小学校
入学前及び小学校卒業前の三度の種痘の接種を受けても、三〇歳を超えると、種痘
の免疫効果は殆ど期待できなくなると主張する。しかし、Ｆ８の報告は、初種痘に
ついてのものであるが、再種痘の場合の免疫効果は、追加免疫効果により初種痘の
場合に比較し、かなり高く、かつ長くなると考えられるから、三期にわたって追加
種痘を行っている我が国の場合、Ｆ８の右報告はそのまま当てはまらない。
　そして、厚生省の研究班は、昭和三九年に、第一期ないし第三期の三回の定期種
痘を受けた者は、その後二、三〇年たった後においても免疫効果がある旨の研究を
報告している。更に重要なことは、再種痘の場合、最初の種痘の免疫記憶として、
抗原の攻撃が来ると初めての場合より非常に速やかに反応するという追加免疫効果
があり、再種痘は早期かつ大きな防御力を与えるとされていることから、乳児のこ
ろに定期接種を受けている者は、痘そう流行時に再種痘を受けることにより、種痘
後脳炎等の危険性なしに、種痘後数日間で免疫力を回復できる。また、免疫力の低
下したグループに属し、かつ再種痘も間に合わなかったため痘そうに感染しても、
その症状は不全型という著しく軽い、死亡率も低い他人に感染する能力の低いもの
で済むのである。そして、乳児に定期種痘を行うことにより、国内に痘そうが輸入
されても、抵抗力がないため最も感染しやすく、感染した場合には死亡率が著しく
高い乳幼児への感染を防ぐことができるのである。
　確かに、種痘後、極めてまれであるが、脳炎・脳症等の神経系合併症並びに進行
性種痘疹、種痘性湿疹及び全身性ワクチニア等の皮膚合併症といった重篤な副反応
が発生し、ときには死亡に至ることもある（その原因ないし発症機序は未だ十分解



明されていないが、ワクチン側あるいは接種技術に原因があるよりは、被接種者の
個体側の条件が主因を成しているとみられる。）が、その発生頻度は、第一期種痘
による種痘後脳炎、脳症及び重症皮膚合併症の発生状況は、昭和四〇年から四七年
において概ね被接種者一〇〇万人に対し一六人ないし三四人であり、そのうちの死
亡者は、一・七人ないし八・五人である。なお、種痘研究班が別途調査した一歳未
満児の急性神経疾患の年間発生率は、対象者一〇〇万人当たり約四〇〇例であり、
これらの疾患が毎作為に種痘後脳炎・脳症の発症時期と考えられる種痘後三週間の
間に発生する確率は二三例になるので、種痘後脳炎、脳症とされた例の中には、少
なからず非特異的急性神経疾患が種痘と重なって起こったにすぎないものも混入し
ていると解される。
　右種痘による重篤な副反応の発生頻度を我が国の近年における痘そう患者の発生
状況と対比すると、均衡を失するように思われがちであるが、我が国が痘そうの常
在国であるアジアの近隣諸国からの痘そうの侵入の危険にさらされていたにもかか
わらず、我が国の痘そう患者の発生が極めて少なかったのは、何よりも国民皆種痘
の成果であったことに思いをいたせば、均衡を失するとは到底いい得ない。
　（２）　乳幼児に対する定期種痘
　ア　一般に新生児は、生後しばらくは母体からの移行抗体（母子免疫）によって
伝染病の罹患から守られるが、生後六箇月ないし一〇箇月をすぎると、右移行抗体
もほぼ失われる。したがって、乳幼児を危険な伝染病から守るためには、母体から
の移行抗体が失われるころまでにワクチンを接種し、人工的に免疫を付与するのが
相当である。種痘の第一期接種を乳幼児（生後二月から一二月）に対し実施したの
も、右の趣旨に則るものであった。なお、乳幼児期のうちのいつの時期にワクチン
接種を行うかは、副反応の危険性等も考慮して具体的に定められるものである。種
痘にあっては、当初は、母子免疫がよく残っている方が副反応の危険性が少ないと
の考えから生後二月ないし六月とされていたが、その後の研究の結果等を踏まえ、
昭和四五年に生後六月ないし二四月に改められた。
　前記のように、乳幼児期に定期接種を行うことは、乳幼児を痘そうの感染から守
るとともに、早期に基礎免疫を付与することにより、痘そう侵入の緊急時に再種痘
を効果的かつ安全に実施するために必要であった。
　イ　被控訴人らは、乳幼児は行動範囲が狭いから痘そうに感染する可能性も他へ
の感染源となる可能性も少ないと主張するが、昭和三〇年代ないし四〇年代の我が
国では、住宅事情からみて家庭内感染の可能性が高かったし、乳幼児の感染の機会
が少ないとは即断できなかった。現に、痘そうの第二次感染の可能性は、五歳以下
の子供に一番多いとされているところである。
　また、被控訴人らは、Ｆ８の報告を根拠に、第三期種痘後二〇年を経過した概ね
三〇歳以上の成人には種痘の免疫効果が零に近くなっていると主張する。しかしな
がら、種痘による免疫効果は、確かに時間の経過とともに低下するが、種痘を受け
た者の半数は二〇年経過後でも免疫を有し、痘そうに感染しないのである。さら
に、免疫効果が低下し、患者に接触した場合の感染防御効果は失われても、基礎免
疫が維持され、痘そう侵入時等の緊急時における再種痘の際に、追加免疫効果とし
て直ちに感染防御効果を発揮し、痘そうの流行を防止する機能を果たし得るのであ
る。そもそも、成人の種痘免疫効果の低下は、成人に対する追加種痘の必要性の根
拠となっても、乳幼児の定期接種の不必要性の根拠となるものではない。
　なお、リンパ球を中心とする免疫産生細胞には、一度体内に侵入した病原体を記
憶していて（基礎免疫）、二度目以降の再感染に際しては、抗体を前回よりもより
早くかつより多く作りだす性質、すなわち追加免疫効果があることは、免疫学上広
く知られているのであり、予防接種においては、初めに免疫細胞に十分に記憶させ
るための接種を行い、後は抗体が下がってきたころに発病を阻止し得るレベルまで
抗体を再上昇させるために、追加免疫効果を利用して再接種を実施することが行わ
れている。種痘にあっても、それが免疫の作用である以上、追加免疫効果が認めら
れることは当然である。ＷＨＯが制定して痘そう流行地への旅行者に義務付けてい
た国際種痘証明書の携帯においても、初種痘の場合は適切な初期種痘が行われた後
八日間までは無効としていたのに対し、再種痘の場合は免疫記憶による効果がある
から接種日から有効としていた。被控訴人らは、免疫学上確立された知見である種
痘の追加免疫効果について、Ｅ４の見解を引用して否定するが、右見解自体、それ
を裏付けるデータが示されておらず、根拠が不明なものである。
　また、一九二二年に種痘後脳炎の存在が知られるようになって以来、その発生頻
度に関する多くの調査が行われた結果、年長児あるいは成人になって初めて種痘を



行う場合に種痘後脳炎等の重篤な中枢神経系副反応の発生頻度が高率であることが
明らかになっている。確かに、再種痘は乳幼児のときと成人になってからと二回種
痘するわけであり、副反応の危険にも二度遭遇するわけで、この二度の合計危険率
が成人の初種痘の危険率より少ないというデータはない（我が国では、乳幼児の定
期強制種痘が完全に実施されていたため、年長児あるいは成人の初種痘という例が
極めて乏しいことからやむを得ない。）が、成人の初種痘の危険性が極めて高いと
いうことは広く知られており、他方、再種痘による重篤な副反応の発生は殆ど見ら
れないことからすると、二回の危険率を合計しても、成人初種痘の危険率より少な
いことは明白である。
　また、被控訴人らは、予測された痘そう流行による被害者の数と種痘の重篤な副
反応による被害者数を比較しても、種痘の副反応による被害者の数の方が多いか
ら、乳幼児に対する定期接種は社会にとっても利益はないと主張するが、そもそも
定期種痘につきコスト・ベネフィット・バランシングを考える場合、そこでのコス
トである種痘による副反応被害者数に対比すべきは、定期種痘を廃止した場合にお
ける痘そうの侵入流行による被害者数であるべきである。しかるに、被控訴人ら
は、我が国の国民皆種痘制度下における痘そう患者の発生状況を主たる根拠として
種痘による被害者数に達するほど痘そう患者の発生は予測されないとするものであ
って、その主張は前提において失当である（あたかも、消防体制が完備した地域に
おける火災被害の発生状況を根拠に、消防を廃止しても大した被害発生はないとい
うに等しい。）。我が国と人的交流の盛んなインド亜大陸や東南アジア諸国が痘そ
うの流行地域であり、また、中国大陸における痘そうに関する情報が全く得られな
かったという当時の状況下において、定期種痘を廃止した場合における痘そう流行
の被害者数が種痘による重篤な副反応被害者数よりも少ないなどとは到底予測でき
るものではない。
　（３）　我が国の定期接種の廃止時期の妥当性について
　被控訴人らは、我が国が痘そうの事実上の非常在国になった昭和二七年（一九五
二年）、又は遅くとも我が国から痘そうの患者が存在しなくなった昭和三一年（一
九五六年）には乳幼児に対する定期接種を廃止すべきであったし、さらに、英国及
びアメリカが定期接種を廃止した昭和四六年には我が国が定期種痘を継続する合理
的理由の存在しないことが一層明白になったと主張する。
　しかしながら、当時の世界の状況、特に我が国と交流の盛んなアジア地域におけ
る痘そうの流行状況、種痘を巡る医療水準、及び専門家の種痘に対する取組状況等
に照らして、その当時、控訴人国において種痘廃止の行動に出ることが期待され得
るような客観的状況にはなく、控訴人国には定期種痘を廃止すべき法律上の義務は
なかったのであるから、種痘を廃止しなかったことにつき過失はない。すなわち、
我が国が昭和五一年に至るまで定期種痘を廃止しなかったことには、以下のような
合理的理由があった。
　ア　昭和二七年当時又は昭和三一年当時
　確かに、結果としてみると、昭和二七年以降痘そうによる死者は出ていないし、
患者も昭和二七年に二人、二八年に六人、二九年に二人、三〇年に一人出たほか、
昭和四八、四九年の各一人を除いて出ていないが、過失の有無は、当該各時点にお
いて将来に向かっての行動基準としていかにすべきであったかを検討して判断すべ
きであり、当時において、将来痘そうの患者数や死者数を右統計結果のように予測
することはできなかったものである。しかも、昭和二七年当時はもちろんのこと
（被控訴人が指摘する弘前大学のＦ９教授の主張も、種痘の廃止を提言したもので
はない。しかも、右意見に対しては、当時国立公衆衛生院のＦ１０博士が賛成した
以外は反応がなかった。）、三〇年代においても、我が国の学会で定期種痘の廃止
を主張する者は殆どおらず、昭和四〇年代においてさえも、例えば、昭和四三年に
厚生大臣から諮問を受けた伝染病予防調査会は、コスト・ベネフィット・バランシ
ング論を中心に検討した結果、定期種痘の廃止は時期尚早であるという結論を出
し、また、昭和四四年には、日本小児科学会の予防接種委員会において、我が国は
痘そう侵入の危険にさらされているので、現行の定期種痘はなお当分継続する必要
があると報告されているのである。
　諸外国をみても、英国が痘そうの非常在国になったのは、昭和一〇年（一九三五
年）であるところ、同国が世界で初めて種痘を廃止したのは、それから実に三六年
後の一九七一年（昭和四六年）になってからであり、また、アメリカでも、昭和二
四年（一九四九年）以降は痘そうの流入例がなかったにもかかわらず、種痘を廃止
したのはそれから二二年後の昭和四六年になってからであった。この英国及びアメ



リカの例からみても、痘そう非常在国になったことから直ちに定期種痘を廃止し得
るというものではないことが明らかである。そして、英国及びアメリカが定期種痘
の廃止を決定した昭和四六年以前は、世界の殆どすべての国が定期種痘を実施して
いたのである。被控訴人らの主張するように、昭和二七年又は昭和三一年の時点に
おいて、我が国が定期種痘を実施していたのは極めて妥当というべきであって、こ
れを廃止すべき法律上の義務があったとは到底いえない。
　イ　昭和四六年当時
　次に、被控訴人らは、英米両国が定期種痘の廃止を決めた昭和四六年には定期種
痘を廃止すべきであったと主張するが、昭和四五年ころまでは、アジア・アフリカ
及びラテンアメリカの諸国の中には未だ痘そう常在国が多数あって、世界三〇箇国
以上の国々が痘そうで汚染されており、特に我が国と交流の多いインド、パキスタ
ン、バングラデシュ、インドネシア等では毎年痘そうが流行していたから、我が国
は絶えず痘そう流入の危険にさらされていたのである。しかも、そのころになる
と、かつてと異なり、外国との主要な交通機関が航空機となったため、患者が潜伏
期間中に我が国に上陸することになり、検疫体制の強化だけでは、痘そうの侵入を
防ぐのは不可能になってきた。このような状況にあったため、定期種痘の廃止を主
張する者は殆どいなかった。
　また、英国及びアメリカは種痘の廃止に踏み切ったが、これに対しては、世界的
に著名な種痘の専門家等から廃止に疑問ないし反対の意見が出た。ＷＨＯ痘そう専
門委員会は、昭和四九年（一九七四年）に、痘そう流入の危険性の高い非常在国に
おいては、常在国と同しく生下時又は生後間もない時期に種痘を行うべきであり、
再種痘は、すべての子供に対して入学時と一〇歳ころとに確実に行うべきであるこ
と、危険性の高くない非常在国においては、小児期のできるだけ早い時期に種痘を
し、入学時に再種痘をすべきであることに重点を置かなければならないと報告して
おり、ＷＨＯが痘そうの根絶の確認されていない国又はその近隣の国を除いては種
痘を廃止すべきであると勧告したのは、昭和五三年（一九七八年）一二月になって
からであった。それまでは、むしろ世界各国に対し、痘そうを根絶するため種痘の
実施を期待していたのである。
　我が国でも、昭和四六年以降学界や政府の諮問機関において定期種痘の廃止が検
討されるようになったが、その中での議論も、なるべく反応の弱いより安全な種痘
に切り換えていく必要はあるが、全世界、特にアジア地域の痘そうの状況に照らす
と、定期種痘の廃止は時期尚早であるとするのが、一般的見解であった。被控訴人
らが主張するＦ１１教授らの見解はあくまで少数意見にとどまっていた。
　結局、我が国は、ＷＨＯの右勧告の二年前の昭和五一年一月に独自の判断で定期
種痘を廃止したが、英国及びアメリカが定期種痘を廃止した前記昭和四六年から我
が国が廃止した昭和五一年までに定期種痘を廃止した国は、カナダ、アイルラン
ド、オランダ、フィジー、パプア・ニューギニア及びトンガのわずか六箇国にすぎ
ない。西ドイツ、フランス、イタリアを初めとする先進非常在国の殆どが定期種痘
を廃止したのは、我が国の廃止と同時期か後のことであった。
　右のとおり、昭和四六年当時においても、定期種痘を廃止すべきであったといい
得る状況にはなかったのである。
　ウ　我が国における定期種痘の廃止に至る経緯について
　前記のとおり、英国及びアメリカが定期種痘の廃止に踏み切った昭和四六年ころ
から我が国においても定期種痘廃止の是非が本格的に議論されるに至ったが、伝染
病予防調査会でも検討を重ね、右調査会の予防接種部会では、昭和五〇年一二月、
伝染病予防調査会会長あてに予防接種の実施方法について報告をし、このうち定期
種痘については、「初回の種痘を新しい細胞培養痘そうワクチンを用いて生後三六
月から七二月に至る期間に実施することとし、現行の第二期、第三期の種痘を廃止
することとする。」旨の意見を具申した。これを受けて、厚生省公衆衛生局長は、
予防接種による被害防止に万全を期するための当面の措置として、昭和五一年一月
一九日付けで、都道府県知事あて、初回種痘については細胞培養痘そうワクチンの
実施方法が定められるまでの間、その実施を見合わせるとともに、第二期、第三期
の種痘も実施を見合わせることをそれぞれ通達した。その後、伝染病予防調査会
は、昭和五一年三月二二日、厚生大臣に対し、答申をした。右答申は、「痘そう
は、流行地域における根絶計画が最近目ざましい成果を挙げつつあるが、なお、我
が国への痘そう侵入の危険が全くなくなったとは考えられない。しかし、ＷＨＯ根
絶計画が着々とその成果を挙げていること、乳幼児期の種痘に際しては極めてまれ
にであるが、重篤な副反応による事故が発生すること……を検討した結果、当面、



平常時における初回種痘は、生後三六月から七二月に至る期間に細胞培養痘そうワ
クチンを使用して実施し、小学校入学前六月以内及び小学校卒業前六月以内の種痘
はいずれも廃止する等の改正を行うのが適当である。また、将来世界の痘そうの流
行状況が本質的に変化した時には、種痘の継続について再検討を行う。」というも
のであって、定期種痘の実施方法について改善案を示したものの、定期種痘自体を
廃止すべきであるというものではなかった。
　この答申を受けて厚生省は、同年五月、答申の意見どおり定期接種の方法を改め
る内容の予防接種法の一部改正案を国会に提出し、可決成立の運びとなった。
　しかし、ＷＨＯ痘そう根絶計画の進展により、近い将来、痘そうの根絶が達成さ
れると考えられたことから、厚生省は、当面定期種痘の実施を中止して根絶計画の
推移を見守ることとした（昭和五一年九月一四日衛発第七二六号厚生省公衆衛生局
長通知）。
　しかして、昭和五五年（一九八〇年）五月八日のＷＨＯ総会において、天然痘根
絶宣言が出され、それを受けて厚生省は、予防接種法施行令を改正して（昭和五五
年政令第二〇三号）、定期接種の対象疾病から痘そうを除外したものである。
　ところで、定期種痘廃止のためには、「１」痘そう侵入のおそれが極めて低いこ
と、「２」万一痘そうが侵入した場合、早期に発見、隔離できること、「３」至急
に緊急種痘を実施できること、「４」緊急種痘の効果が短期間内に期待できるこ
と、「５」年長児ないし成人に初種痘が行われても、神経系合併症の発生頻度がさ
ほど高くならないこと、「６」以上の結果短期間内に少人数の患者発生のみで流行
を阻止できることの各条件を満たす必要があるといわれているが、その中でも、
「１」が最も基本的条件であるところ、前記のように、常に近隣諸国から痘そう侵
入の危険にさらされていた我が国としては、英国やアメリカが定期種痘に踏み切っ
た昭和四六年以降も定期種痘を継続して実施していたのであるが、昭和五〇年に至
り、ＷＨＯの根絶作戦が実を結び、一〇月にバングラデシュで発症した患者を最後
としてアジア地域での痘そうは根絶され、以後痘そう常在国はエチオピア一国とな
ったため、右「１」の条件が満たされることになった。このような我が国を巡る痘
そうに関する状況の進展を踏まえて、昭和五一年に定期種痘を事実上廃止し、世界
痘そう根絶宣言が出された昭和五五年に法律上も廃止したものであるから、控訴人
国の措置には十分合理性がある。
　（４）　初種痘年齢を早期に引き上げなかった措置の妥当性
　被控訴人らは、一歳未満の乳児に対する種痘は副反応の発生率が高いとする調査
報告が英国、アメリカ等で発表され、西欧諸国が初種痘年齢の引上げを行ったので
あるから、我が国においても、昭和三七年には接種年齢を一歳以上に引き上げるべ
きであったと主張する。
　しかしながら、右主張は、以下に述べるとおり理由がないものである。
　ア　我が国における初種痘年齢の推移
　我が国では、昭和二三年の法制定時、定期種痘の接種年齢を、「１」生後二月か
ら一二に至る期間、「２」小学校入学前六月以内、「３」小学校卒業前六月以内と
定め、これに基づき、初種痘は、昭和四五年八月まで生後二月から一二月以内の乳
幼児に対し実施されていた。その後、右初種痘は、昭和四五年八月五日、厚生省公
衆衛生局長通知をもって、生後六月から二四月の間に引き上げられ、さらに、昭和
五一年法律第六九号による改正に伴い、施行令において、定期種痘は、「生後三六
月から七二月に至る期間」内に一回限り実施されるものとされ、従来の第二期及び
第三期の種痘はいずれも廃止された（昭和五二年二月二二日政令第一七号による改
正前の予防接種法施行令第一条）。しかしながら、現実には、右改正前の法律に基
づく定期種痘の実施は、昭和五一年一月、定期種痘を見合わす旨の公衆衛生局長通
知（昭和五一年一月一九日衛発第二五号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通
知）により見送られ、また、右法律改正後も、ＷＨＯの痘そう根絶作戦が大詰めを
迎えていたところから、定期種痘の実施を見合せ、根絶計画の推移を見守ることと
した（昭和五一年九月一四日衛発第七二六号厚生省公衆衛生局長通知）。そして、
昭和五五年五月八日のＷＨＯ総会における天然痘世界根絶宣言を受け、予防接種法
施行令を改正して（昭和五五年政令第二〇三号）、定期接種の対象疾病から痘そう
を削除した。結局、定期接種は、前記昭和五一年一月一九日付けの厚生省公衆衛生
局長通知で実施が見送られて以来一度も実施されることはなかった。　イ　初種痘
年齢に関する医学的知見と各国の種痘政策
　従来、初種痘の副反応の危険性については、乳児に母子免疫のある期間は、母体
からの移行抗体の働きにより副反応の発現が抑制され、安全であるとの考え方が医



学上一般的であり、また、母子免疫が持続し、かつ免疫産生機構が発達してくるの
は生後数箇月であることから、この時期が接種最適期であるとの見解が広く支持さ
れていた。したがって、初種痘の時期は零歳児が最も安全であり、年長になるにつ
れ、その危険性が高くなるとするのが、我が国のみならず、世界における支配的見
解であった。
　ところが、昭和三四年に、英国の医務官Ｆ１４が、一歳未満児において重篤な副
反応発生の頻度が高く、死亡率は最も高いとの調査結果を示した。これを受けて、
英国保健省は、昭和三七年に、それまで生後四月ないし五月の間とされていた初種
痘年齢を、生後二年目とするよう指示した。また、同国のＦ１５は、昭和三九年
に、Ｆ１４のデータを基に零歳児の種痘後脳炎の発生率が一歳児に比べ高い旨発表
した。オーストリアは、昭和三八年に、初種痘年齢を一歳以上に引き上げた。アメ
リカは、昭和三八年に厚生保健省のＦ１６らが種痘合併症の調査を行い、その結
果、一歳児ないし四歳児に比較して零歳児の方が種痘合併症の発生頻度が高いとの
調査報告を示した。これを受けて、アメリカ公衆衛生局は、昭和四一年、初種痘は
第一と第二の誕生日の間に行うべきであると勧告した。もっとも、州の独立性の強
いアメリカでは、すべての州が右勧告に従ったわけではない。なお、昭和四三年に
Ｆ１９が行った調査でも、種痘合併症の発生頻度は零歳児に高いと報告されてい
る。西ドイツバイエルン州では、昭和四二年に初種痘年齢を生後一八月から三歳ま
でと改めた。
　しかしながら、右Ｆ１４、Ｆ１５、Ｆ１６、Ｆ１９らの前記各研究報告の基とな
ったデータの解釈については、疑問がある。すなわち、右データ上は、母数である
接種数が零歳児と一歳児以上の年齢群とで大きな差があるため、数字の上では零歳
児の発生率の方が高いようにみえるけれども、それは見かけ上の発生率にすぎない
のであって、統計上明らかに有意差があるとはいえない。したがって、右各報告自
体それまでの零歳児の方がより安全であるとする前記通説を覆すに足りる根拠とは
ならないものであった。また、世界の他の機関等も右報告には批判的であった。Ｆ
１４の報告が発表された翌年の昭和三五年のＷＨＯ総会における技術討議の報告
は、「Ｆ１４の観察が是認されるまでは、既に確立されている実際の方法に従って
継続することが最良であるように思われる。」として、乳幼児期の種痘接種の継続
を是認する見解を示し、また、ＷＨＯ痘そう専門委員会は、英国が年齢引上げを行
った昭和三七年の翌々年に、「多くの疫学的研究によれば、種痘を生後一年以内に
行えば、合併症の発生頻度は少ないことが明らかにされてきている。種痘は生後
三、四箇月に行うのが便利であり、効果的であろう。この年齢では、残存する母体
の抗体が全身症状を少なくし、しかも初期のワクチニア反応を最大に起こさせ
る。」旨報告しているのである。西ドイツにおいても、ハンブルク州のワクチン研
究所のＦ２０博士は、昭和四三年、一歳未満児の種痘の死亡率が一歳児、二歳児に
比べて高いことは、年齢別死亡率が高いことによって説明でき、種々の根拠から種
痘至適年齢は生後六月未満及び二歳児と考えられるとし、かえって一歳児の接種は
種痘後の熱性けいれんの頻度を考慮すると、勧められない、一歳未満の種痘による
年齢別死亡が高いという評価は意味をなさず、一歳未満の初種痘を中止する十分な
根拠はないとの見解を示すなどしている。また、アメリカにおいても、初種痘年齢
引上げの勧告に対して、アメリカ小児科学会その他において、多くの医師がこれに
反対した。
　そして、英国、アメリカ等は初種痘年齢の引上げを行ったが、昭和四九年ころの
欧州では、右に追随せず、一歳未満児に対し初種痘を行う国がベルギー、アイスラ
ンド、オランダ、スペイン、スェーデン、スイス、ギリシャと多数存在したばかり
か、スェーデンにおいては、昭和四〇年以降、従来の初種痘年齢一歳ないし四歳を
生後二月以内に改めているのである。　我が国でも、厚生省は、前記英米両国等の
調査結果に関心を抱き、専門家に対する研究費補助等により種痘の副反応の調査を
行ってきた。種痘調査委員会が、昭和四四年に行った種痘後の副反応に関する調査
では、合併症の総頻度、中枢神経合併症、皮膚合併症の発生頻度が一歳以上より一
歳未満に高率であるという傾向は認められないとしている。
　ウ　我が国の政策の妥当性
　以上の状況において、厚生省が、零歳児の方が一歳児より安全であるとして、零
歳児初種痘政策を継続したことは、十分医学的根拠を有する正当な政策選択であ
り、これを違法視することはできない。
　そして、昭和四五年に種痘による副反応事故が多発し、全国的関心を呼んだこと
から、厚生省は、それまで種痘副反応防止として検討されてきた事項のうち可能な



ものはできる限り速やかに実行に移すこととし、伝染病予防調査会予防接種部会に
意見を求めた上で、昭和四五年八月五日付けの厚生省公衆衛生局長通知において、
第一期種痘を生後六月から二四月の間に引き上げた。これは、前記英米両国での研
究結果（一歳児において副反応の発生頻度が最も低い。）や昭和四四年に出された
小児科学会予防接種委員会の検討結果を踏まえ、上限を生後二四月とし、また、一
歳以上の子供になると行動が活発になって接種が大変である等の臨床家の意見や先
天性の免疫異常等の禁忌事由は生後二、三箇月では発見されにくい等の事情も考慮
し、また、当時の英国での合併症の頻度が六月を境にしてかなり違うことに着目
し、最低年齢を生後六月としたものである。その後昭和四五年に種痘合併症の救済
措置が実施され、それ以降救済申請による症例把握が容易になり、その症例集積の
結果、重篤な副反応の発生頻度は必ずしも零歳児が一歳以上の幼児よりも少ないと
はいえないことが徐々に明らかとなってきて、昭和五〇年ころになると、年長児初
種痘の危険性はそれほどでないとの見解が大勢を占めるようになった。そして、先
に厚生大臣から今後の伝染病対策のあり方について諮問を受けていた伝染病予防調
査会は、昭和五一年三月、種痘年齢を生後三六月から七二月までに引き上げるよう
答申し、これが基となって、同年六月一九日、予防接種法及び施行令が改正され、
種痘年齢が生後三六月から七二月の期間とされるに至ったものである。
　以上のとおりであるから、昭和三七年以降昭和四八年までの本件各接種時の間、
零歳児に対する初種痘は医学上十分根拠を有する知見及び諸外国の種痘政策の状況
を踏まえて採用されてきたもので、右措置が医学・防疫上の知見から、明らかに是
認できないと認められる場合には到底当たらない。厚生大臣が専門的技術的裁量の
範囲を逸脱したものということはできない。
　（二）　腸パラワクチンの強制定期接種を実施させた過失について
　以下のとおり、厚生大臣がそれぞれの時期において選択した腸チフス・パラチフ
ス防疫のための政策は、いずれも客観的、合理的根拠に基づくものであって、厚生
大臣に認められている専門的・技術的裁量の範囲を逸脱又は濫用したものでないこ
とは明らかで、これを違法ということはできない。
　（１）　腸パラワクチンの有効性と必要性
　腸チフスは、腸チフス菌の経口感染によって起こり、菌が血流に侵入し、菌血症
を起こすことによって生ずる急性の全身性感染症であり、パラチフスは、パラチフ
ス菌による同様の感染症であるが、腸チフスに比べて症状が一般に軽い。
　腸チフス・パラチフスは、水、牛乳、食物を介して伝染、流行を起こす代表的な
経口伝染病で、衛生状態の悪い地域に多発する。感染源は、患者や保菌者の便や尿
で、水による伝染が一番多く、飲食物、特に牛乳がこれに次ぐ。また、ハエも菌の
伝播の媒介体として重要である。
　患者の約三パーセントが永続保菌者になるといわれる。
　我が国においては、環境衛生の向上、化学療法剤の使用による治療法の進歩、定
期予防接種による集団免疫の効果等により患者の発生数は減少の一途をたとっては
きたが、全国的にはいまだ相当数の発生がみられ、単一感染源から広範囲な地域に
流行の発生する危険性が存在している。
　腸チフス・パラチフスの予防は、公共上水道の整備といった感染経路対策と保菌
者等の監視等の感染源対策に重点を置くのが基本であるが、右両対策では万全を期
しえない状況下においては、感受性対策としての予防接種も重要かつ有効な予防対
策であったものである。
　また、腸パラワクチンの予防効果については、古くからの使用実績（第一次大戦
前の英領インド及び第一次大戦中における米軍や英軍における接種の実績や我が国
の陸海軍における使用実績等）や調査研究の成果（一九六〇年から一九六五年にか
けＷＨＯの厳正な管理下に行われた野外実験の結果やＦ２１の実験等）によって確
認されているところである。
　このことは、本件被害児Ｄ１１（一六の一）に腸パラワクチン接種がされた昭和
三五年の第一三回ＷＨＯ総会におけるソ連医学アカデミー事務総長の「腸チフスに
対する最良のワクチンは、極めて有効であり、また、接種を受けた者については、
十分の一ないし一二分の一の罹患率を減少させ得るであろう。人々の衛生状態が悪
いため、腸チフスに比較的高率に罹患しているような国においては、予防接種は重
要な対策ともなろう。」という演説等からもうかがえるところである。
　なお、パラチフスワクチンの効果については、必ずしもそれを裏付ける調査報告
はなかったが、腸チフスワクチンの効果が明らかである以上、パラチフスワクチン
についても同様にその効果が期待できると考えられる。



　（２）　腸パラワクチンの一律定期接種の必要性
　腸チフス・パラチフスの予防接種は、予防対策としては補助的対策であって、他
の感染経路対策及び感染源対策と併用して有用なものとなる。したがって、腸パラ
ワクチンの定期接種が必要か否かは、右基本的対策の実効性の程度、すなわち、上
下水道の整備等の環境衛生対策と、永続保菌者の監視等感染源対策の完備の状況に
よって流行をどの程度防ぎ得るかにかかっているのである。
　これを法制定当時でみると、終戦後は国内の混乱、極度に悪化した衛生環境等に
より腸チフス・パラチフスが大流行するところとなり、昭和二二年にアメリカより
分与された菌株に基づくワクチンにより全国的に予防接種を実施した結果、昭和二
一年の患者数五万三〇〇〇人が昭和二二年には二万二人〇〇〇余りと激減した。こ
のような予防接種の効果と当時の腸チフス・パラチフスの流行状況、危険性、荒廃
した環境衛生等にかんがみて、昭和二三年に法が制定された際、腸パラワクチンの
予防接種を定期接種と定めたのは当然であったといえる。
　その後昭和三〇年代以降をみると、予防接種等の防疫対策の推進や上下水道の普
及を始めとする生活環境の整備向上等の結果、患者の発生は減少し、抗生物質の普
及等により致命率も減少してきたが、昭和三〇年以降においても、なお相当数の腸
チフス・パラチフス患者の発生をみている。昭和三五年においては、約一九〇〇人
の患者と四五人の死者を出している。　そして、我が国における上水道の整備状況
は、昭和三五年に至っても五三・四パーセントにすぎず、また、昭和三〇年代の我
が国においては公共下水道は大都市の一部を除きほとんど整備されておらず、全国
の大部分の地域では昔ながらの汲み取り式であった。このように我が国の生活環境
は、当時の欧米諸国に比べると著しく劣悪な状況にあった。また、感染源対策とし
ての患者の早期発見と隔離、保菌者の監視も非常に困難な面があり、患者個人の情
報と分離菌株のファージ型別の結果の組合せにより全国的視野で患者の発生状況が
分析されるようになったのは、ようやく昭和四一年以降であった。
　以上のような状況から、感染経路対策及び感染源対策のみをもってしては、流行
を完全に防止することは困難であったところがら、腸チフス・パラチフスの防疫対
策としては、感受性対策としての予防接種に期待する状況が昭和三〇年代において
も続いたのであって、なお腸パラワクチンの定期強制接種の実施を継続する必要性
があったのである。専門家の大勢もこれを支持していた。
　（３）　一〇歳以下の小児に対する腸パラワクチン接種の必要性
　なお、被控訴人らは、腸パラワクチン接種は、一〇歳以下の小児に対しては、腸
チフス・パラチフスの病気の性質からして、当初から必要性がなかったと主張する
が、腸チフス・パラチフスの発生は、青壮年層に多いが、小児における腸チフス・
パラチフスの発生が決して少ないわけではない。また、腸チフス・パラチフスの症
状をみると、小児の場合、その症状は比較的軽症であり、かつ、非典型的な症状を
現すことが少なくないとされており、特に致命率においては、乳幼児が最も低率
で、高年になるほど高くなる傾向を示すことは確かであるが、腸チフス・パラチフ
スが小児において軽症であるとはいっても、それはあくまで非常に重篤かつ危険な
症状を呈することの多い成人における腸チフスとの比較においていわれることであ
って、腸チフス自体は小児においても決して軽い疾病とはいえず、予防措置を講ず
べき必要性は十分にあるのである。　のみならず、更に重要なことは、小児といえ
ども、腸チフス・パラチフスに罹患したときは、菌を体外に排泄して新たな感染源
となり、流行拡大の原因となる点において何ら成人と変わらないということであ
る。
　以上のごとく、小児における腸チフス・パラチフスは、成人に比し一般に軽症と
はいえ、予防措置を不要とするほど軽微なものではないばかりか、新たな感染源と
なって流行を拡大せしめる点においては何ら成人と異なるところはないから、集団
防衛の見地からすると、小児に対しても腸パラワクチン接種を実施する必要性と合
理性が存したのである。被控訴人らの主張は、小児における腸チフス・パラチフス
の症状が成人に比して軽症であることを過大視し、かつ、腸チフス・パラチフスの
予防接種の集団防衛の側面を看過したもので、失当というべきである。
　（４）　腸パラワクチン定期接種廃止時期の相当性
　ア　廃止の経緯
　戦後の混乱が収まり、上水道の普及を始めとする生活環境の整備向上等と予防接
種の効果とが相まって患者発生の急速な減少をみるとともに、抗生物質の普及を主
軸とする治療法の進歩等により患者の致命率の著しい低下をみるに至ったことか
ら、昭和四〇年代に入ると、本来、補助的予防対策である腸パラワクチンの定期接



種の継続の当否を中心として、腸チフス・パラチフス予防対策のあり方に検討が加
えられるに至った。そして、伝染病予防調査会予防接種部会での検討を経て、昭和
四三年一月二九日、「腸チフス・パラチフスの定期予防接種は廃止する。」旨の意
見が承認され、それに基づき、昭和四五年五月の国会において予防接種法の一部改
正案が可決されて、腸チフス・パラチフスの予防接種は定期接種の対象から除外さ
れた（臨時の予防接種の対象疾病としては、昭和五一年の改正により削除されるに
至った。）。
　イ　廃止時期の相当性
　我が国では、昭和三〇年代後半以降の急速な経済発展とともに、上・下水道の整
備等が進み、昭和四〇年代に入ると、一般的衛生状態の改善をみて感染経路対策は
急速に充実し、また、健康保菌者特に永続保菌者の発見と適正な管理の目的で、昭
和四一年一一月一六日付けで「腸チフス対策の推進について」と題する公衆衛生局
長通知が発せられ、これによって腸チフス・パラチフス患者・保菌者の中央管理体
制が確立された。このように、感染経路対策と感染源対策が充実したことによっ
て、感受性対策としての予防接種の廃止が実現できるに至ったのである。
　被控訴人が主張する昭和三五年に腸パラワクチンの接種を行っていない国は、主
要二五箇国中わずか一、二箇国にすぎなかったのであり、他の国では任意又は一部
強制として接種が行われていた。アメリカにおいて腸パラワクチンの予防接種は勧
奨できないとの公衆衛生行政委員会の勧告が出されたのは、昭和四一年五月になっ
てからであった。
　このように、厚生大臣が昭和三五年当時腸パラワクチンの定期接種を廃止しなか
ったのは正当であり、本件予防接種をしたことには何ら過失はない。
　（三）　百日せきワクチン接種の過失について
　（１）　百日せきワクチン及び同ワクチンを含む混合ワクチン採用の経緯
　百日せきは、気管、気管支あるいは小気管支を侵される急性の伝染病で、せきが
一〇〇日続くといわれるように長期に持続することが特徴であり、その伝染力は強
く、感染を免れることは困難とされるほどその罹患率は高い。治療方法としては、
早期においては抗生物質が効果があるが、この時期に治療を開始することは難し
く、痙咳期（一週間ないし二週間後）に入ると、治療は困難であり、また、生後直
ちに罹患することから、早期の予防接種が必要なのである。
　百日せきの予防については、呼吸器系伝染病の常として感染経路対策による感染
予防は極めて困難であり、しかも、感染性の強い初期のカタル症状期については、
右カタル症状が他の原因によって生ずる気管支炎と区別しにくいため、罹患者の隔
離によって百日せき菌の感染を防ぐことは難しい。家庭内で極めて高い罹患率（八
五ないし九〇パーセント）を示すといわれる。
　このような伝染病の場合、既に有効性の認められている百日せきワクチンの予防
接種を行うことが最も効果的である。
　昭和二三年六月の法制定時に百日せきも予防接種の対象疾病と定められた。接種
時期は、「１」生後三月から六月に至る期間、「２」第一期接種後一二月から一八
月に至る期間と定められた。
　その後京都ジフテリア事件により一時接種の中止された時期があったが、その間
各種ワクチンについてそれぞれワクチン基準が作られ、「百日せきワクチン基準
（厚生省告示第一〇一号）」は、昭和二四年五月に制定され、昭和二五年から右基
準による国家試験に合格した百日せきワクチンによる接種が開始され、翌二六年か
らは、右ワクチンによる接種が広く行われるようになった。
　その後、主として予防接種の実施及び被接種者の負担を軽減する目的で、昭和三
三年二月に「百日せきジフテリア混合ワクチン及び沈降百日せきジフテリア混合ワ
クチン基準（厚生省告示第一九号）」が制定され、これを受けて、同年四月、ジフ
テリアの予防接種の第一期及び第二期の時期が百日せきの予防接種の時期と同一時
期になるよう法改正がされ、更に同年九月予防接種法施行規則及び予防接種実施規
則の一部が改正され、百日せき及びジフテリアの第一期及び第二期予防接種は二種
混合ワクチンが使用されることになった。
　さらに、昭和三九年一月、「百日せきジフテリア破傷風混合ワクチン及び沈降百
日せきジフテリア破傷風混合ワクチン基準（厚生省告示第四号）」が制定され、引
き続き、四三年一〇月、予防接種実施規則の一部改正が行われて、百日せき・ジフ
テリアの第一期、第二期の予防接種時において同時に破傷風を希望する旨の申出が
あった場合には、三種混合ワクチンを使用することができるものとされ、今日に至
っている。



　（２）　百日せきワクチンの若年接種実施の経緯
　百日せきワクチンの定期接種の時期については、法制定当初から、生後三月から
六月に至る期間、第二期は右第一期の予防接種後一二月から一八月に至る期間と定
められた。これは、百日せきについては母体免疫が期待できず、乳児早期から罹患
の危険があり、しかも乳児の罹患者には重症例が多く、致命率も高いことから、な
るべく早期に免疫を付与すべきであるとの考え方に基づくものである。その後、昭
和四九年に百日せきの副反応事故が起きるなとしたため、厚生省は、昭和五〇年二
月一日、伝染病予防調査会の結論が得られるまで、各都道府県知事あて百日せきワ
クチン及び二種混合、三種混合ワクチンの定期接種を一時見合わせるよう通知をし
た。そして、伝染病予防調査会予防接種部会は、「１」生後三月から四八月につい
ては個別接種により行うこと、「２」集団接種は平常時生後二四月から四八月の期
間に行うこととし、流行時又は流行のおそれのある時には、生後三月から四八月の
間の必要と認める時に集団接種を行ってもよいこと、「３」乳幼児が保育所や幼稚
園などの集団生活に入る前に接種を完了し、免疫を獲得しておくことなどの措置を
行うことを条件として、百日せきワクチン及びその混合ワクチンの接種を今後とも
継続して実施することが必要であるとの結論に達し、その旨を昭和五〇年三月二五
日厚生大臣に答申し、厚生省公衆衛生局長は、同年四月一四日、各都道府県知事に
対し、右答申に沿った通知を発して、予防接種を再開した。
　その後、伝染病予防調査会は、昭和五一年三月二二日、予防接種のあり方等につ
いて答申を出し、これを受けて昭和五一年六月、法及び予防接種法施行令の一部改
正が実施され、百日せきの予防接種年齢が改められ、第一期は生後三月から四八月
に至る期間、第二期は第一期接種後一二月から一八月に至る期間と定められた。そ
して、この改正に伴い、厚生省は、昭和五一年九月一四日付け「予防接種の実施に
ついて」（衛発第七二六号、各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）におい
て定めた「予防接種実施要領」において、百日せき予防接種につき、先の昭和五〇
年四月の行政通知をもって指示したのと同じ内容の接種時期を定め、実施主体に指
示した。この結果、百日せきワクチンの接種年齢については、現行法上、生後三月
からの接種が可能であり、ただ「予防接種実施要領」において、集団接種の方式に
よる場合でかつ平常時に限っては、生後二四月から四八月の幼児に対して実施する
ものとされているのである。
　（３）　百日せきワクチン接種年齢の定めの合理性
　予防接種、とりわけ第一期接種の至適な時期がいつかという問題は、乳幼児を当
該伝染病の罹患からより安全に守るためにはいかなる時期に最初のワクチン接種を
実施するのが相当かという側面と、接種による副反応の発生を極力抑制するにはい
かなる時期に実施するのが最も適当かという側面の両面からの考察が必要であると
同時に、当該伝染病の現在の流行状況と将来の見通し等をも考慮して決定されるべ
き事項であって、高度の医学的専門的知見が要請される問題である。しかして、百
日せきはいったん罹患すると幼若な乳幼児ほど重症で肺炎・脳症等の合併症を起こ
しやすく、致命率も高い。しかも、母子免疫も期待できないことから、生後早期に
ワクチン接種を開始し、人工免疫を付与する必要がある。右趣旨に則り、法は生後
三月から六月までの間に第一期のワクチン接種を行い、これによって百日せきの被
害の最も大きい乳児期を防御するものとし、更に、第一期接種後一二月から一八月
に至る期間に第二期の追加接種を行うことにより、四、五歳ころまでの幼児期を防
御するものとしているのであって、このようなワクチン接種年齢の定めは十分な合
理的根拠に基づくものである。　その後昭和五〇年の行政通知及び昭和五一年の法
改正により第一期接種時期が生後三月から四八月と改定され、平常時の集団接種は
生後二四月から四八月までの期間に実施することに改められたが、これは、以下の
事情によるものである。
　すなわち、確かに、百日せきの患者数は、昭和三四年ころから著しく減少し、特
に昭和四六年から四九年までの間は年間二、三〇〇人にまで減少をみ、それに伴い
百日せきによる死亡者数も急激な減少をみたが、これは、主として百日せきワクチ
ン接種の普及とワクチン改良による感染防御効果の高いワクチンが製造使用された
ことによるものである。このことは、昭和四九年、昭和五〇年の事故により予防接
種を一時見合わせたことにより、昭和五〇年から五二年までの間ワクチン接種率が
大幅に低下したところ、昭和四六年から昭和四九年までの百日せき届出患者数は年
間二、三〇〇人台であったものが、昭和五〇年には約一一〇〇人、五一年には約二
五〇〇人、五二年には約五四〇〇人、五三年には約九六〇〇人と急増していること
からも明らかである。



　したがって、昭和三〇年代後半から昭和四〇年代にかけて百日せき患者数及び死
亡者数が急激に減少したことから直ちに、接種年齢の引上げ等の乳幼児の免疫度の
低下を来すような百日せき予防接種に関する政策変更が行われなかったことを非難
するのは正当でない。
　また、百日せきワクチン接種による副反応として意識障害を伴う重篤な脳症が発
生することについては、昭和四六年ころまでは医学界一般には知られていなかっ
た。それ以前の時期においても、欧米では百日せきワクチン接種後の脳症状につい
ての症例報告が存在し、我が国でも有馬らによる症例報告があり、その発生の可能
性を指摘する見解もあったが、昭和四六年以前における我が国の支配的見解は、百
日せきワクチンによって脳症は発症しないとするものであった。我が国において
は、昭和四五年閣議決定に基づく予防接種事故救済措置が発足して以来、それ以前
の接種によるものも含め全国からワクチン接種後の疾病症例が予防接種事故審査会
に集まり、その結果、我が国における百日せきワクチン及びこれを含む混合ワクチ
ン接種後の脳症が存在することが知られるようになったのである。
　このように、百日せき患者・死亡者数の減少は主として百日せきワクチン接種の
効果によるものであり、乳幼児の免疫度が低下すれば、流行が再発する危険性があ
り、しかも百日せきは母子免疫も期待できないため、乳児にとってなお重篤かつ危
険な疾病であるところがら、乳児における早期におけるワクチン接種は依然として
必要であると考えられたところ、我が国では、昭和四六年ころまでは百日せきワク
チンによる脳症等の重篤な神経系副反応の症例は未だ医学界一般には報告されてい
なかったのであるから、従前からの百日せきワクチン接種年齢を維持していたこと
は、十分に合理性があった。
　そして、昭和五〇年及び五一年における百日せきワクチンの接種年齢の改定は、
昭和四〇年代後半からの百日せきの患者数及び死亡者数の顕著な減少傾向と同時期
から徐々に明らかにされてきた百日せきワクチンの重篤な副反応の実態を踏まえ、
当時全国的規模で行われた百日せき及び小児神経系疾患に関する調査研究の成果に
裏付けられた疫学的知見に基づき、伝染病予防調査会の答申に基づき決定されたも
のであるから、右変更の時期は正当であるといわなければならない。
　（４）　被控訴人らの主張に対する反論
　被控訴人らは、百日せきワクチン接種により乳幼児に脳症等の重篤な副反応が発
生することがあることは、欧米諸国での古くから症例報告等があり、昭和三三年当
時既に広く知られていたところであり、控訴人においても、当然知っていたか、知
り得たものであると主張する。
　しかしながら、右欧米諸国の症例報告は、要するに中枢神経系神経症状が百日せ
きワクチン接種後に発症したというにすぎないものであって、右症状が当該ワクチ
ン接種によって発生したことを医学的に証明したものではない。この症例報告等の
存在をもって直ちに百日せきワクチンの副反応として脳症が発生すると結論付ける
ことはできない。しかも、右症例報告は、人種・風土を異にし、ワクチンの製法・
基準も異なる外国のものであることを考えると尚更のことといえる。
　そして、我が国においては、昭和四五年に発足した予防接種事故審査委員会の審
査の過程において、百日せきワクチン接種後の脳症の症例が蓄積され、百日せきワ
クチンの副反応として重篤な脳症が存在することが注目されるようになったのであ
る。
　また、被控訴人らは、予防接種研究班が昭和五一年の法改正に際して作成した
「予防接種法の改正をめぐる解説」に基づき、予防接種研究班は、接種年齢改訂の
理由として、「百日せきワクチン接種による事故発生は、月齢の小さいほど頻度が
高く、二歳までに起こりやすいことをデータが示していること」「予防接種が小児
急性神経系疾患の潜在疾患を顕在化させる引き金となったり、既存の疾患を悪化さ
せたりする危険があること」を挙げているとするが、誤りである。前者について
は、右文献中のデータは、百日せきワクチン接種の脳症等についての月年齢別の発
症数であって頻度を示すものではないし、百日せきワクチン接種は、当時の法定接
種年齢からして第一期接種はもとより第二期接種も二歳までに終了するから、右デ
ータにおいて副反応の発症数が二歳未満に集中するのは当然のことであって、これ
をもって百日せきワクチン接種による事故は二歳までに起こりやすいことをデータ
が示しているとはいえない。次に、後者については、右文献中にこれを接種年齢改
訂の理由として挙げていないのである。
　そして、百日せきワクチンについては、前記のように、我が国においては昭和四
六年ころまでは接種後の脳症の報告は皆無であり、同ワクチンの副反応として脳症



等の重篤な中枢神経系副反応が存在するとは認識されていなかったし、認識し得な
かったものである。また、昭和五〇年まで我が国の百日せきワクチンの接種は、法
により第一期接種はもとより第二期接種も二歳までに行うものとされていたから、
二歳未満児と二歳以上の幼児との副反応の発生状況を比較して調査することは不可
能であった。
　以上のように、百日せきワクチンの接種年齢が二歳未満と法定されており、ま
た、同ワクチンの副反応として脳症等重篤な中枢神経系疾患が存在しないと一般に
考えられていた昭和三三年当時はもとより、本件各接種当時において百日せきワク
チンの副反応事故が二歳未満の乳幼児において多いとする知見やデータが得られる
はずはなかったのである。
　また、被控訴人らは、我が国の百日せき患者数及び死亡数について、患者数は既
に昭和三〇年ごろ激減しており、死亡者数も既に昭和三〇年ごろには激減している
のであって、百日せきは罹患しても死亡する危険性の高い病気ではなくなっていた
とした上、昭和三三年当時、百日せきワクチン接種によって達成されるべき百日せ
きの予防効果に比べ、ワクチンによる重篤な副反応の危険は余りに大きすぎるもの
であり、ことに二歳未満の乳幼児については、罹患の危険が少ないのにワクチンの
副作用の危険が大きく、この矛盾は最も著しかったと主張する。しかしながら、昭
和三三年当時の百日せきの患者数は年間約三万人であり、これは法定・指定伝染病
のうち赤痢及びインフルエンザの患者数に次ぐものであって、当時の百日せき患者
数は決して少数とはいえないものであった上、百日せき患者の中で二歳未満児が占
める割合は、厚生省の伝染病統計によると、昭和三一年約三〇パーセント、三二年
二八パーセント、三三年二七パーセントであって、対象年齢層の数を考慮に入れる
と、二歳未満の罹患率が低かったとはいえないし、零歳及び一歳の各患者数は、二
歳以上のどの年齢児よりも多数であることが明らかであって、右主張は誤りであ
る。また、百日せきによる死亡についてみると、昭和三三年当時の百日せきによる
致命率は、一〇〇〇〇対一五九であって、接種年齢の改定が行われた昭和五〇年当
時の致命率（一〇〇〇〇対四六）と比較して約三・五倍という高い致命率を示して
おり、しかも、右死亡者の中で二歳未病児の占める割合は、厚生省の人口動態統計
によると、昭和三一年には約八一パーセント、三二年には約八六パーセント、三三
年には約八一パーセントと極めて高い割合を占めているのである。したがって、百
日せきは昭和三三年当時なお危険性の高い疾患であって、特に二歳未満児の乳幼児
にとっては罹患すると死亡する可能性の高い極めて危険な疾病であったものであ
る。
　しかも、昭和三三年当時、我が国内においては、百日せきワクチン接種後の脳症
例の報告は皆無で、百日せきワクチンにより重篤な神経系合併症が発症するとは一
般には認識されておらず、また、認識し得る状況にもなかったのである。
　さらに、被控訴人らは、百日せきの流行は、幼稚園児や小学生の間において発生
するもので、家庭内にいて他との接触の機会の乏しい二歳未満の乳幼児に免疫を付
与しても、流行阻止には役立たないと主張するが、百日せきの流行が四、五歳児ま
での小児を中心としてみられることは早くから知られていたことであり、しかも罹
患者数、罹患率とも小児の中でも低年齢層ほど高かったのであるから、直ちに二歳
未満の乳幼児に対するワクチン接種の必要性が乏しいとするのは失当である。昭和
三〇年代においては、なお乳幼児が兄姉等あるいは近所の遊び仲間等からの家族内
ないし家族外感染により百日せきに罹患する危険性は相当高かったことから、百日
せき対策は、罹患した場合、致命率の高い乳幼児を百日せきの危険から守ることに
重点が置かれ、たとえ罹患しても危険の殆どない年長児については自然感染による
免疫を期待する政策を採ったのである。なお、家族内感染の少ないとされる欧米に
おいても、乳児期早期にワクチン接種を行い、罹患率、致命率の高い乳幼児を百日
せきの罹患から防衛していたのである。そして、昭和五〇年代に入り、百日せきの
患者数及び死亡者数が著しく減少し、乳児が罹患しても死亡に至る危険が少なくな
るとともに、核家族化による子供数の減少、住宅環境の改善等により乳幼児の家庭
内感染の危険が減少するなど、百日せきを巡る状況が変化し、それが大きな要因と
なって、平常時の集団接種年齢を生後二四月から四八月に至る期間に改定すること
となったものである。
　なお、欧米諸国の動向をみても、昭和三三年に英国保健省は、専門家の提案に基
づき、三種混合ワクチンについて、「１」第一期接種を生後一月から六月の間に四
ないし六週間の間隔で三回、第二期接種を生後一八月から二一月の間とするもの
と、「２」第一期接種を生後九月から一二月の間に二回、第二期接種を生後一八月



から二一月の間とする二つの接種計画を勧告している。また、昭和三八年当時、西
ドイツの小児科学会が推奨した予防接種計画案では、三種混合ワクチン接種の接種
時期は、第一期接種として生後三月、四月及び五月に各一回計三回、第二期接種と
して生後一八月とされている。さらに、アメリカの小児科学会が昭和三九年に勧告
した予防接種のスケジュールでは三種混合ワクチン接種の接種時期を第一期接種と
して生後一・五月から二月の間に一回、三月に一回、四月に一回計三回、第二期接
種として生後一二月、更に第三期接種として四歳とされている。なお、今日におい
ても、世界の殆どの国では、百日せきワクチンの接種は、生後二、三月の乳児早期
から実施されているのである。このように、過去においてはもとより今日において
も、百日せきワクチンは乳児の早い段階から接種を行うべきであるというのが世界
各国に共通した認識である。
　以上のとおりであって、厚生大臣が本件各予防接種が行われた昭和三三年から昭
和四四年当時までの間において、二歳未満の乳幼児に対する百日せきワクチン定期
接種を廃止しなかったのは正当であり、本件各予防接種を実施したことに違法、過
失はないものである。
　（四）　百日せきワクチン及び混合ワクチンの規定量を誤った過失について
　（１）　右過失と本件各健康被害との因果関係
　被控訴人らは、百日せきワクチン及び同ワクチンを含む二種、三種混合ワクチン
の菌量及び価や接種量等につき、必要以上に力価が高く、したがって菌量も多い接
種量を定め、その結果脳症等の障害を発生させたと主張する。
　しかしながら、そもそも、以下のとおり、百日せきワクチンの接種量の定めに過
失がないことは明らかであるのみならず、右過失と本件各被害との間に因果関係が
あることの証明はない。すなわち、被控訴人らは、厚生大臣が必要最低限の菌量を
規定量として定め、これによるワクチン接種をしていれば、被害が発生しなかった
のに、これを超える菌量を規定量として定め、これに従ってワクチン接種をしたた
め、本件各被害が発生したとの事実について具体的な主張、立証をしていない。む
しろ、後述するとおり、百日せきワクチン接種による副反応と菌量との間には、発
熱等の通常の副反応については相関関係がみられるが、重篤な副反応である脳症等
については、むしろ個体側の要因に左右されることが多く、予防接種として用いら
れる程度の菌量の範囲内では、その発生と菌量との間に相関関係があるとは認めら
れないのである。
　したがって、被控訴人らの主張する厚生大臣の過失と本件被害児らの身体的被害
との間には、因果関係はない。
　（２）　百日せきワクチンの接種量・菌量に関する規定と改正経緯
　我が国において百日せきワクチンに含まれる百日せき菌の菌数は、生物学的製剤
基準である各ワクチン基準により定められ、各ワクチンの接種量は予防接種実施規
則等で定められている。
　ア　百日咳ワクチン基準及び百日咳予防接種施行心得による菌量及び接種量の規
定
　「１」　昭和二四年厚生省告示第一〇一号による「百日咳ワクチン基準」
　一・〇ｃｃ（ｍｌ）中に一五〇億個以上の菌を含有しなければならないと定め
た。
　「２」　昭和二五年厚生省告示第三八号による「百日咳予防接種施行心得」
　接種量等について、第一期接種は第一回一・〇ミリリットル、第二回一・五ミリ
リットル、第三回一・五ミリリットルを三ないし四週間の間隔をもって接種すると
規定した。これにより、第一回接種における接種菌量は、一回目一五〇億個以上、
二、三回目各二二五億個以上、総計六〇〇億個以上とされた。
　右の定めは、当時最も優れたものとされていた米国ミシガン州の方法で製造され
たワクチンを使用し、アメリカ及び英国の野外実験で有効性が確認された接種方
法、すなわち、一ミリリットル二〇〇億個の菌量のワクチンを一ｃｃずつ一箇月間
隔で三回、総量六〇〇億個を接種するとの基準を基本的に導入したものである。
　イ　昭和三一年「百日せきワクチン基準」による菌量の改定
　その後の研究成果を受け、厚生省告示第四号により新たに「百日せきワクチン基
準」を制定し、百日せきワクチンの製造用菌株としてＫ抗原を多量に有するＩ相菌
を用いることとし、菌量については、「一ｃｃ中に一五〇億個の菌を……含むよう
に原液を希釈する」ことに変更した。なお、接種量の定めには変更がなかった。
　ウ　昭和三三年「二種混合ワクチン基準」及び「予防接種実施規則」による菌量
及び接種量の規定



　昭和三三年二月には、厚生省告示第一九号により、「百日せきジフテリア混合ワ
クチン及び沈降百日せきジフテリア混合ワクチン基準」が制定され、百日せきジフ
テリア混合ワクチンが使用できることになった。右基準において菌量は、混合ワク
チン一ミリリットル中には百日せき菌約二四〇億個を含むようにすることとした。
　他方、同年九月、前記百日咳予防接種施行心得を廃し、「予防接種実施規則（厚
生省令第二七号）を制定し、その中で、百日せき及びジフテリアについて同時に行
う第一期予防接種は、百日せきジフテリア混合ワクチンを三週間から四週間までの
間隔をおいて三回接種するものとし、「接種量は、第一回にあっては〇・五ｃｃ、
第二回及び第三回にあっては一・〇ｃｃとする」と定め、また、第二期接種につい
ては、混合ワクチンを一回接種するものとして、接種量は〇・五ｃｃとすると規定
した。
　右菌量及び接種量に関する定めにより、二種混合ワクチンを用いる百日せき及び
ジフテリアの第一期接種における百日せき菌の接種菌量は、第一回約一二〇億個、
第二、第三回、各約二四〇億個、総量約六〇〇億個と定められたことになる。
　エ　昭和三九年「三種混合ワクチン基準」等による菌量及び接種量の規定
　昭和三九年一月には、厚生省告示第四号により、「百日せきシフテリア破傷風混
合ワクチン及び沈降百日せきジフテリア破傷風混合ワクチン基準」が制定された。
　右基準において、三種混合ワクチンの菌量について「一ミリリットル中には、百
日せき菌約二四〇億個を含むようにする」と定められた。なお、三種混合ワクチン
を使用して行う百日せき及びジフテリアの第一期、第二期予防接種の接種回数、間
隔、接種量は二種混合ワクチンを使用する場合と同様であるから、各回の接種菌量
及び総接種菌量も二種混合ワクチンの場合と同様である。
　オ　昭和四六年「生物学的製剤基準」の百日せきワクチン、混合ワクチン基準に
よる菌量及び接種量の規定
　生物学的製剤の製造、検定の基準としては、従前から各種ワクチンごとの各別の
基準が定められていたが、昭和四六年七月、厚生省告示第二六三号により、従来の
右ワクチンごとの個別の基準を廃止し、これらの基準を集大成したものとして新た
に「生物学的製剤基準」が制定され、その中で百日せきワクチン、二種混合ワクチ
ン及び三種混合ワクチンの各基準が定められた。右においては、百日せき及び同ワ
クチンを含む混合ワクチンの菌量について、「一ｍｌ中の菌量が、……二〇〇億個
を超えないようにして作る」こととされた。
　これは、当時専門家の間では、百日せきワクチン接種後の発熱は菌量に相関する
という見解が定着するに至り、副反応の発現率を低下させるには接種菌量はなるべ
く少なくする方がよいと考えられていたところ、専門家による研究により、ワクチ
ンの改良・開発が進んでＩ相菌をより多く含む実用的な百日せき混合ワクチンを安
定的に製造できるようになったこと及び我が国の百日せきワクチンの力価（感染防
御効果）がかなり高いものであって、菌量を減らしても良好な免疫効果が期待でき
ることが徐々に判明してきたことによるものである。
　また、一ミリリットル中の菌量が二〇〇億個を超えないものと改められたのは、
ＷＨＯが昭和三九年に定めた国際基準における一回の接種菌量二〇〇億個以下とい
う基準が採り入れられたためである。
　カ　昭和四八年「予防接種実施規則」の改正による接種量の改定
　百日せき混合ワクチンの改良による力価の安定性と混合ワクチン研究委員会等に
よる接種間隔、抗体上昇と抗体保有状況などについての調査研究に基づき、昭和四
八年三月、予防接種実施規則が改正され、百日せき及びジフテリア予防接種の第一
期接種においては、二種又は三種混合ワクチンを毎回〇・五ミリリットルの接種量
で、三週間から八週間までの間隔をおいて三回接種するように改められた。
　右接種量の改定により、我が国の二種又は三種混合ワクチンを用いる百日せき及
びジフテリアの第一期接種における百日せきの接種菌量は、一回当たり一〇〇億個
以下、総量三〇〇億個以下と改められたことになる。
　（３）　百日せきワクチンの菌量及び力価並びに副反応
　被控訴人らは、ワクチンの接種量が多ければ多いほど脳症等の神経系障害の発生
も多くなり、両者の間には相関関係があると主張するが、右主張は医学的根拠があ
るものではなく、失当である。旧型の百日せきワクチン及び同ワクチンを含む混合
ワクチンの接種後の副反応には、接種部位の発赤腫張などの局所反応や発熱等の全
身反応といった通常みられる反応のほか、ごくまれに異常な反応としてけいれんや
意識障害を伴う重篤な脳症やショックの発症をみることがある。
　百日せきワクチンの右副反応は、ワクチンに含まれる副反応惹起物質に起因する



と考えられるが、同ワクチンに含まれる百日せき菌の菌体成分のうちどの成分が副
反応惹起物質なのか、また、副反応のいかなる症状と結び付くか、さらには、右物
質の接種量と副反応発生との関係等については十分に解明されているとはいい難い
が、現時点では以下のように考えられている。
　百日せきワクチンに含まれるものの中で、百日せき感染時又はワクチン接種時の
症状を惹起せしめる毒性に関係ある物質と推定されるものとしては、易熱性毒素
（ＨＬＴ）、内毒素（ＥＴ）及び百日せき毒素（ＰＴ）等が考えられているが、こ
のうち易熱性毒素は、著しく不安定で、通常ワクチン製造工程中でほぼ完全に不活
化されるから、ワクチンの副反応には関係がない。これに対し、内毒素は、強力な
発熱作用を有し、ワクチン接種後の発熱や局所反応の一部に関与していることは疑
いなく、また、熱性けいれんの原因である可能性もあるものであるが、これは非常
に安定しており、ワクチンに百日せき菌体を使用する限り無毒化は不可能であっ
て、百日せき副反応の主要な因子であると考えられている。また、百日せき毒素
は、リンパ球増多因子やヒスタミン増多因子が脳症の原因として疑われるものの、
その薬理作用と脳症との関係は解明されておらず、今日でもなお脳症の原因は不明
である。
　次に、ワクチンの接種菌量と副反応との関連をみると、百日せきワクチン接種に
よる接種部位の発赤、腫張等の局所反応や発熱（発熱に伴う熱性けいれんを含
む。）等通常の副反応は、前記のとおり、ワクチンに使用されている百日せき菌の
菌体成分中の内毒素が主要な発生因子であり、しかも、内毒素は、菌体があれば必
ず存在し、かつ、安定性の高い生体活性物質であるから、接種菌量が多くなれば、
当然体内に接種される内毒素の量も多くなるので、通常見られる副反応の発生度も
高くなるということができる。この意味で、通常の副反応は接種菌量との間に相関
性があると考えられる。これに対し、接種の重篤な脳症やショックのような異常な
副反応については、そもそもその発生の機序自体が明らかでなく、ワクチンに含ま
れる何らかの物質が因子として作用するのであろうとは考えられるものの、ワクチ
ン中のいかなる物質がいかなる機序で副反応を発生させるかは解明されていない。
その発生頻度も、我が国の基準及び規則の改正前後を通じて、予防接種として用い
られる程度の用量、菌量であれば、我が国の百日せきワクチン基準に規定する菌量
とＷＨＯ百日せきワクチン国際基準に定める菌量の差によっては影響を受けるもの
ではない。すなわち、ワクチン接種の重篤な副反応の発生は、被接種者である個体
側の条件に負うところが非常に大きく、その発生頻度は使用量が増えればそれに比
例して増加するというような単純な関係にはない。このことは外国の実験例でも明
らかにされている。また、我が国よりも菌量の少ないワクチンを使用している国で
は、脳症等の発生率が低いとするデータも存在しない。
　（４）　我が国における百日せきワクチン及び百日せき混合ワクチン接種量の規
定の相当性について
　ア　我が国の百日せきワクチンの菌量及び接種量の規定の合理性
　ⅰ　昭和二四年ないし三〇年
　我が国では、当時最も先進的であった米国の基準に依拠して、百日咳ワクチン基
準及び百日咳予防接種施行心得を制定した。
　我が国の百日せきワクチンは、右基準に基づき、当時最も優れたものとして定評
のあったミシガン法に則って製造され、昭和二五年ころから四〇年ころまで広く用
いられた。しかしながら、当時未だに抗原に関する細菌学的知見が得られていなか
ったことから、ワクチン製造用菌株にｋ抗原に富んだＩ相菌ばかりでなく、抗原性
の乏しい菌（Ⅱ相菌及びⅢ相菌）も含まれていたため、この当時の我が国の百日せ
きワクチンの力価は、著しく不十分なものであった。
　ⅱ　昭和三一年ないし三二年
　その後の細菌学的知見により、百日せき菌は、Ⅰ相菌、Ⅱ相菌、Ⅲ相菌に分類さ
れ、マウス脳内接種法により力価を比較すると、このうちⅠ相菌は、新鮮分離菌、
保存菌に関係なくそのマウス力価は強大であり、逆にⅢ相菌にはこれが殆ど認めら
れず、Ⅱ相菌のマウス力価は比較的大きいものから殆どないものまでまちまちであ
ることが明らかになり、野外実験においてもⅠ相菌ワクチンの感染防御効果の大き
いことが実証された。そこで、厚生省は、昭和三一年に新たに「百日せきワクチン
基準」を制定し、製造用菌株についてⅠ相菌を用いるべきものとした。
　このように、Ⅰ相菌ワクチンの採用により力価が高まったが、接種量に関する定
めは変更されず、第一期接種の接種菌量はそのまま維持された。これは、従来、我
が国の接種量は米国の基準による用法、用量に依拠して定められたものであるが、



我が国の従来のワクチンでは、十分な感染防御効果を発揮できず、良好な効果を発
揮するためには、接種量を更に増量しなければならないとすら考えられていたこと
によるものである。そして、Ⅰ相菌ワクチンの採用によって我が国の百日せきワク
チンの力価は米国・英国の水準にまで達していたのであるが、これは右ワクチンを
米国・英国と同量接種する（三回、総量六〇〇億個）ことにより実現されたのであ
るから、接種量に関する定めがそのまま維持されたのは当然のことである。　ⅲ　
昭和三三年ないし三八年
　昭和三三年二月「百日せきジフテリア混合ワクチン及び沈降百日せきジフテリア
混合ワクチン基準」が制定され、ワクチン中の百日せき菌量は一ミリリットル当た
り二四〇億個とされ、また、同年九月、予防接種実施規則が制定された。右規則に
より、混合ワクチンの接種量、接種方法は、第一期について一回目〇・五ｃｃ、
二、三回目各一ｃｃと定められた。したがって、第一期接種における百日せき菌の
接種菌量は、一回目一二〇億個、二、三回目各二四〇億個、総量六〇〇億個であ
る。
　この時期我が国のワクチンは改良の努力が成功し、ようやく力価が先進国である
米国や英国のワクチンと同等以上になった。しかし、この段階で、直ちに我が国の
ワクチンにつき菌量を減らし、力価を下げるということは到底期待できる状態には
なかった。
　ⅳ　昭和三九年以降
　昭和三九年に「百日せきジフテリア破傷風混合ワクチン及び沈降百日せきジフテ
リア破傷風混合ワクチン基準」が制定され、昭和四三年に「予防接種実施規則」が
改正された。その結果、百日せきワクチンの百日せき菌量は一ミリリットル当たり
二四〇億個、第一期接種の接種液量は、一回目〇・五ｃｃ、二、三回目各一・〇ｃ
ｃと定められ、したがって、接種菌量は、一回目一二〇億個、二、三回目各二四〇
億個、総量六〇〇億個となる。この菌量、接種量、接種菌量は、昭和三三年に制定
された前記二種混合ワクチンの菌量及び接種量の定めを踏襲したものであるが、こ
れは当時の研究成果からみて、なお十分な免疫効果を得るためには、従前同様の菌
量及び接種量を維持するのが相当であると考えられたからである。
　なお、昭和三九年にＷＨＯの百日せきワクチン国際基準が採択された。右国際基
準では、「１」回目四ＩＵ以上とし、これを三回、合計一二ＩＵ以上を接種すると
し、「２」一回の接種量中の菌数は、二〇国際濁度単位（二〇〇億個／ｍｌ）以下
とするものと定め、ワクチン製剤の濁度、すなわち単位当たりの菌量は、各国の自
由に委ねるものとされた。
　右国際基準は、米国の基準による百日せきの用法、用量の「二〇〇億個を三回、
総接種菌量六〇〇億個」に依拠したものである。そして、我が国の基準、規則に定
める百日せきワクチンの用法、用量は、菌量及び接種量をもって定めるに対し、国
際基準は、国際単位という力価の単位で表現されているため、両者を数字で比較す
ることはできないが、右国際基準がＷＨＯにおいて採択された当時、我が国のワク
チン関係者においては、右国際基準に定める用法、用量と我が国の基準、規則に規
定する用法、用量並びにワクチンの力価との間に大きな差異があるとは考えられて
いなかった。したがって、ＷＨＯが国際基準を採択した後も、我が国では、従前か
らの菌量、接種量が維持されたのである。
　ⅴ　昭和四〇年ないし四五年
　その後、昭和四三年一〇月に、新たに厚生省告示第四三〇号により新たな「百日
せきワクチン基準」が制定された。新基準では標準百日せきワクチンを、「標準百
日せきワクチンは、製剤の力価を判定するための標準として、国立予防衛生研究所
が交付する特定製造番号の乾燥ワクチンであって、一アンプル中に五〇〇〇億個の
菌を含み、三六〇国際免疫単位に相当するものである。」と定め、菌量とともに力
価を国際単位によって表示した。右基準による百日せきワクチン（菌量一ミリリッ
トル当たり一五〇億個）は、一〇・八ＩＵ、二種混合及び三種混合ワクチン（百日
せき菌量一ミリリットル当たり二四〇億個）は一七・二八ＩＵと算定することがで
きる。なお、新基準における前記標準百日せきワクチンの菌量及び国際単位による
力価の値は、右基準改正の時点における常用標準百日せきワクチンにつき力価測定
を行い、国際単位に換算した結果に準拠したものである。
　右改正後の基準による二種又は三種混合ワクチンの第一期接種における接種量
は、当時の実施規則による接種量によれば、一回目の〇・五ＣＣ一二億個、二、三
回目各一ＣＣ二四〇億個、総計六〇〇億個であるから、これを国際単位に換算する
と、一回目八・六四ＩＵ、二、三回目各一七・二八ＩＵ総計四三・二ＩＵとなる。



この数値は、前記ＷＨＯの国際基準に定める総計一二ＩＵ以上に比較すると相当に
高い。しかし、当時我が国の百日せきワクチンは相当に高い免疫効果を有するとは
見られていたが、同時にこれを疑問とするような実験成績もあったため、果して菌
量を減量しても十分な免疫効果を有するワクチンが安定的に製造、供給できるかど
うか不安がないではなく、右基準の改定に当たっては、取りあえず、検定に用いる
標準ワクチンを菌量及び国際単位による力価をもつて表示するにとどめ、特に菌量
等は減量しなかったものである。
　ⅵ　昭和四六年ないし四七年
　昭和四六年七月に厚生省告示第二六三号をもって、「生物学的製剤基準」が制定
されたが、右においては、百日せきワクチンは、「一ｍｌ中の菌数が二〇〇億個を
超えないようにして作る」と定められ、混合ワクチンにつき菌量が一ミリリットル
当たり二四〇億個であったものが、二〇〇億個を超えないものに減量された（な
お、百日せき単味ワクチンについては右改定により菌量が増加しているが、これは
基準上のことであって、現実には、既に百日せき単味ワクチンは製造、使用されて
いなかった。）。
　右改定は、ＷＨＯの国際基準において安全性の基準として設定している一回接種
菌量二〇〇億個以下という点を採用したものである。これは、当時医学専門家の間
では百日せきワクチンの副反応は、ワクチンの百日せき菌に関係するので、菌の含
有量はなるべく少なくする方がよいとの見解が一般に定着するとともに、昭和四六
年ころには、我が国の百日せきワクチンは、その製造方法の改善によりかなり力価
の高いものとなり、完全Ⅰ相菌による実用的な百日せき混合ワクチンが安定的に製
造できるようになり、菌量を減量しても十分な免疫効果（力価）を確保できるよう
になったことによるものである。
　ところで、昭和四六年制定の右基準では、標準百日せきワクチンについて、「本
剤は、一管中不活化百日せき菌の五〇〇〇億個、三六〇国際単位を含む乾燥製剤で
ある」と定め、これを検定において力価試験に用いるときは、一定の生理食塩液で
溶解し、「一ｍｌ中に二〇〇億個の百日せき菌を含むようにする。」としている。
これは、前記昭和四三年制定の基準と同様である。したがって、昭和四六年制定の
基準によるワクチンの力価は、一四・四ＩＵと算定される。そして、右混合ワクチ
ンの第一期接種における接種量は、一回目〇・五ＣＣ一〇〇億個、二、三回目各一
ｃｃ二〇〇億個、総計五〇〇億個であるから、これを国際単位に換算すると、一回
目七・二ＩＵ、二、三回目各一四・四ＩＵ、総計三六ＩＵとなる。この数値は、Ｗ
ＨＯの国際基準に比べると、なお相当高いものである。しかし、ＷＨＯの国際基準
は「四ＩＵ三回、計一二ＩＵ」を「有効性」の下限としてそれ以上の力価を要求し
ているのであり、安全性は、一回の接種量は二〇〇億個を超えてはならないとして
菌量規制の点に求めていると解されるから、昭和四六年制定の基準による我が国の
混合ワクチンは、安全性の面でも十分であったといえる。
　ⅶ　昭和四八年以降
　昭和四八年三月に予防接種実施規則の一部改正が行われ、百日せき及びジフテリ
ア第一期接種においては二種又は三種混合ワクチンの接種量が〇・五ｃｃあて三
回、三ないし八週間間隔で計一・ｃｃ接種するものと改められた。
　右改定により、百日せき及びジフテリアの第一期接種における接種菌量は一〇〇
億個以下を三回、総量三〇〇億個以下となり、これを前記基準における標準百日せ
きワクチンにつき定める国際単位により換算すると、七・二ＩＵ三回、総計二一・
六ＩＵになる。これは、前記ＷＨＯ国際基準と比較すると、やや多いが、検定誤差
等を考慮して右のように定められたものである。
　ⅷ　まとめ
　以上のように、我が国におけるワクチン基準や実施規則等の制定及びその後の改
定は、ワクチンの効力と副反応に関する実験研究の成果を踏まえ、厚生大臣が専門
家の意見を徴して、その時期における支配的見解に基づいて決定したものであり、
十分合理的根拠を有するものである。したがって、被控訴人らの主張は失当であ
る。
　イ　力価の設定と検定誤差
　百日せき菌は変相しやすく、抗原性を欠くⅢ相菌に変わりやすいため、ワクチン
製造の原材料に適する１相菌を確保するためには、特殊な培養地を用い、かつ温度
その他の条件管理に意を用いなければならない。また、回じⅠ相菌でも、製造に用
いた菌株の相違や製造過程における不活化方法の違い、その他微妙な条件の相違に
よってワクチンの力価が著しく異なるものであることは、広く知られている。他



方、国家検定に用いられる百日せきワクチンの力価に関する試験には、各種の方法
があるが、不確定要素を排除できないことから、検定誤差を考慮して、被接種者の
すべてに感染防御レべルとされる三二〇倍以上の血中凝集抗体産生が可能となるよ
う比較的高い力価を検定基準として採用してきたのである。これは有効なワクチン
を確保するという見地から当然に要請されるものである。
　特に、百日せきワクチンは右感染防御レベルの免疫産生をもたらす力価を超えて
も、免疫産生が比例的に増大するわけではないが、これより力価が僅かでも下回る
と、免疫産生は著しく低減するものである。
　したがって、我が国の百日せきワクチンの力価の設定は、現実に有効性のあるワ
クチンを確保するために必要なものであり、効果のある予防接種を実施するという
見地から合理性を有するものである。
　ウ　我が国のワクチンの安全性管理
　百日せきワクチンの安全性は、菌量や力価の大小のみで決せられるものではな
い。例えば、副反応惹起物質あるいはその可能性が疑われる物質がとの程度含有さ
れているか、ワクチンの不活化が完全かどうか、他の雑菌が混入していないかなど
も、ワクチンの安全性に係わる事項である。
　我が国においては、百日せきワクチンの国家検定に当たり、「無菌試験」、「異
常毒素否定試験」などのワクチン一般につき行う理化学的試験のほか、百日せき菌
の産生する毒素物質を一定水準以下に抑えるため、易熱性毒素に対する易熱性毒素
否定試験、リンパ球増多因子に対するマウス白血球数増加試験、主として内毒素に
対するマウス体重減少試験などの安全試験が生物学的製剤基準に規定され、実施さ
れている。このように、百日せきワクチンの毒性に関して対象とする物質に応じて
それぞれ独立の試験を行っているのは我が国のみで、諸外国に比して、非常に厳格
であり、ワクチンの安全性は高いものである。
　（５）　被控訴人らの主張に対する反論
　ア　前記のように、ワクチンの接種菌量が多ければ多いほど脳症等の神経系障害
の発生も多くなり、両者の間に相関関係があるとの被控訴人らの主張は、これを裏
付ける根拠が全くない。ただし、発熱やそれに伴う熱性けいれんなどの通常の副反
応は、接種菌量と相関性を有するので、このような通常の副反応を防止するために
は、接種量を感染防御に必要な限度でできるだけ少なくすべきであるということは
いえよう。しかし、何をもって必要最小限とするかという点については、ワクチン
の規定接種量は、ワクチン接種による感染防御力の設定の程度、副反応の危険性に
ついての知見、さらに、ワクチン製造過程における不可避的な菌量・力価の検定誤
差などの問題を総合的に検討して決すべきものであって、それ自体専門的技術的な
事項である。
　被控訴人らは、ＷＨＯやアメリカ、英国の例を挙げ、これと我が国の接種量の定
めを単純に比較して論難するが、諸外国の例が、直ちに人種、国土、社会的状況の
異なる我が国にそのまま妥当するものではない。なお、ＷＨＯの国際基準が規定す
る「接種量四ＩＵ三回、計一二ＩＵ」は有効性の下限を定めたものである。また、
アメリカの基準では力価の上限を規定しているが、それは三六単位であって、国際
基準のほぼ三倍になっている。
　イ　被控訴人らは、昭和三三年以前に、控訴人国は、我が国の百日せきワクチン
の力価が高すぎるので、副反応の発生を防止するため接種量を必要最小限に抑える
べきことを知り得たと主張するが、ワクチンの力価は、実際にワクチンを人体に接
種し、百日せき感染に対してどのような予防効果を示すかを調査することによって
確認されなければ、実用に供することはできないものである。しかし、百日せきの
予防接種が普及した時代においては、野外の人体実験において統計学的な批判に耐
えるような実験を行うことは困難である。ワクチンの実験は、使用するワクチンの
条件と被検者側の個体的条件によって実験結果が大きく左右される性質のものなの
であるから、力価に関する一回の実験成績の数値のみから、直ちにその時点におけ
るワクチンの力価につき、一定の結論を引き出すことは誤りである。厚生大臣とし
ては、何回にもわたる実験研究の成果が蓄積され、その結果が十分に信頼性のある
ものとして広く専門家から支持されろに至って初めてその結果に依拠して菌量、接
種量等の改定を行い得るのである。そのためには、事柄の性質上、相当長期の期間
が必要になるのもやむを得ない。厚生大臣は、被控訴人らの挙げる各研究結果とそ
の限界を十分承知しており、これらの研究成果の蓄積を受け、総合的な検討を加え
た上で、菌量、力価等を規定したワクチン基準については、中央薬事審議会に、接
種量等を規定した実施規則については伝染病予防調査会にそれぞれ諮問した上で、



適切な時期にその改定を行ってきたもので、厚生大臣に何らの過失もない。
　（五）　インフルエンザ予防接種実施の過失について
　（１）　インフルエンザ予防接種の必要性と有効性
　ア　インフルエンザ予防接種の必要性
　インフルエンザウイルスの抗原構造は、変異しやすく、また、動物にも伝播する
ので、いかに新種のワクチンを製造し、かつ、多くの人々が接種を受けたとして
も、種全体としては永遠に生き続けることに特徴があることから、人類最後の大疫
病といわれている。しかも、インフルエンザは、患者のせきから発せられたウイル
スを吸い込むなどして感染するため伝播速度が極めて速く、大流行を起こすおそれ
が顕著である。したがって、少数の患者が出ると、抗原変異のため、当該インフル
エンザの型に合う抗体を保有している者が少ないところへ飛沫感染することにより
簡単に伝播していくことになる。そのため、流行が集団化し、増幅され、肺炎、気
管支炎等の合併症を伴いつつ、一般成人はもちろん、比較的抵抗力の弱い乳幼児・
学童等の幼弱者、更には、インフルエンザの罹患によって致命的ないし重篤な結果
を生ずるおそれのある慢性心肺疾患、糖尿病その他の患者や妊産婦又は高齢者にま
で感染が及び、大規模な惨事をもたらす危険が高い。
　インフルエンザは、いったん流行し始めると、急激な勢いで広がり、しばしば世
界中に大流行を巻き起こし、多数の死者を発生させた（大正七、八年のスペインか
ぜ、昭和三二年のアジアかぜ、昭和四七、八年の香港かぜ、昭和五二、五三年のソ
連かぜ等）。また、インフルエンザは、感染、発病しても、普通一週間程度で回復
し、予後は比較的良好な伝染病であるが、しばしば重篤な合併症を併発したり、重
症化し、死亡する例も少なくない。このインフルエンザの合併症として最も多いの
は、気管支炎、肺炎等の呼吸器系合併症である。このうち肺炎には、インフルエン
ザ肺炎と続発性細菌性肺炎とがあるが、前者については、抗生物質の効果がなく、
しかも抗ウイルス剤は未だ開発途上にあることから、今日においても非常に危険か
つ重大な合併症である。また、呼吸器系合併症のほかに、心筋炎、心外膜炎などの
心臓合併症、脳症やライ症候群などの重篤な神経系合併症がある。これらの合併症
の発現頻度は極めて低いものの、症状は著しく重篤なものである。インフルエンザ
による死亡者をみると、死亡率は昭和二七年以降〇・一から八・五となっている。
また、全伝染病患者及び死者に占めるインフルエンザ患者及び死者の割合は、昭和
五二年から六二年をみると患者数中の二四パーセントないし九〇パーセント、死亡
数は五六パーセントから八九パーセントを占めているのであって、伝染病により死
亡する者のうち少ない年でも二人に一人が、インフルエンザ流行の年には一〇人中
九人近くがインフルエンザによって死亡しているのである。更には、インフルエン
ザ流行があると総死亡率が有意に上昇することが古くから知られている（これを超
過死亡という。）。この現象は、インフルエンザの罹患により前記合併症の発症を
伴うことから、既に心肺系疾患などの基礎疾患を持つ者がインフルエンザに罹患す
ると、それが誘因となって、基礎疾患を悪化させることによるものと理解されてい
る。
　このように、インフルエンザは、一般的には予後の良好な伝染病であるが、流行
が激しく、非常に多数の者が罹患する上、かぜ疾患の中でも特に全身症状が強く、
そのためインフルエンザの流行は一国の社会的経済的活動に大きな影響を及ぼすの
みならず、個体の面からみても、重篤な合併症を引き起こして死亡する例も少なく
なく、流行時には超過死亡の顕著な増加があり、決して軽視できない伝染病であ
る。したがって、インフルエンザ流行防止のため積極的な施策が強く要請されると
ころである。
　それゆえ公衆衛生行政を担当する厚生大臣としては、国民の生命と健康を守るた
めに、その流行を阻止し、国民がインフルエンザに罹患することがないように、あ
るいは罹患しても重症化しないように積極的にインフルエンザ予防対策を講ずるこ
とが当然の責務として要請されることになる。
　イ　インフルエンザ予防対策における予防接種の役割
　インフルエンザの伝播形態は、くしゃみやせきによる飛沫を介する空気感染であ
るため、感染源対策や感染経路対策は困難であり、効果も期待できない。したがっ
て、インフルエンザについては、感受性対策としてのワクチン接種が殆ど唯一の防
御手段である。しかも、インフルエンザに対する有効な化学的予防剤はなく、ま
た、ウイルス疾患一般がそうであるように、インフルエンザにはみるべき化学療法
剤も殆と開発されていない。このような現状では、ワクチン接種こそが科学的に有
効な唯一のインフルエンザに対する対策といわなければならない。



　もっとも、インフルエンザウイルスは、その抗原構造が変化を起こしやすく、流
行のたびごとに少しずつ抗原構造のずれを生ずる連続的変異のほかに、特にＡ型ウ
イルスにおいては突発的な不連続変異を起こすことが知られている。その結果、あ
る年の流行でインフルエンザに罹患して免疫を獲得した者が、抗原構造の若干異な
る他の流行にさらされたときは、そのずれの分たけ免疫水準が低いことになるた
め、場合によっては再び罹患することになる。更に、流行株に抗原構造の不連続変
異が起こった場合には、爆発的な流行を起こす。このことは、ワクチンについても
同様であって、ワクチン株と流行株との間に抗原構造のずれが起これば、その分だ
け効果が低下する。しかし、大きな不連続変異が起こった場合は格別、抗原構造の
ずれが生じた場合でも、接種したワクチンのウイルス株と実際に流行したインフル
エンザウイルス株との間に共通抗原が若干でもある限り、一定の免疫効果が期待で
きる。また、そもそも、インフルエンザワクチンの効果は、種痘、ジフテリア、あ
るいはポリオワクチンのような非常に有効なワクチンと比較すると、限られた効果
しかないものである。インフルエンザの自然感染によって獲得される免疫ですら、
その強さや持続時間は限られたものであり、いかに優れたワクチンといえども、自
然感染による免疫以上に強く、かつ、持続時間を作り出すことはできないからであ
る。
　このような点を考慮しても、流行が予測されるウイルス株を用いて製造したワク
チンを接種することが流行抑止に最も有効な手段であって、他に満足し得る手段は
ない。このため、ＷＨＯでは、全世界の情報を集め、これを各国に提供している
し、我が国でも更に独自の調査をして流行株を予測して、ワクチン株を決定してい
る。
　我が国では、このインフルエンザワクチン接種は、昭和五一年までは勧奨接種と
して、昭和五二年以降は法に基づく義務接種として、主として広く学童等を対象
に、集団接種の方式により実施してきたところである。
　このインフルエンザ対策としての予防接種の役割と接種対象については、次のよ
うな三つの考え方がある。
　「１」　防疫的立場―学童等に対する接種
　インフルエンザの流行の増幅の場であると考えられる保育所、幼稚園、小中学校
など集団生活をしている者らを対象に広範囲にワクチン接種を行い、これら集団の
免疫度を一定の水準に維持し、もって当該被接種者の罹患を防ぐとともに、インフ
ルエンザの流行の拡大を防止しようとする考え方である。
　「２」　医学的立場―ハイリスクグループに対する接種
　一般に生体防御機能が弱く合併症が併発しやすい乳幼児や高齢者、心臓、腎臓、
肝臓等内蔵器官の不全、糖尿病、肺結核など慢性疾患を有し、インフルエンザ罹患
により生命の危険がある者なと、いわゆるハイリスクグループを対象にワクチン接
種を行い、もつてハイリスクグループに属する者が危険なインフルエンザに罹患す
ることを防ぎ、これらの者の生命・健康を守ろうとする考え方である。
　「３」　保安的立場―社会活動の基盤となるような業務に従事する者に対する接
種
　インフルエンザに罹患し、休むことによって社会機能に重大な影響を及ぼすおそ
れのある者、例えば、医療、警察、消防、交通・通信関係などの業務に従事する者
を対象にワクチン接種を行い、これらの者のインフルエンザ罹患を防ぎ、もって社
会機能を維持しようとする考え方である。
　しかして、これら三種類の予防接種のとれに重点を起き、これをどのように組み
合わせるかは、当該国のインフルエンザ予防についての政策決定にかかわる事柄で
あり、それ自体高度の専門的技術的な問題であるが、我が国では、従来から右
「１」の予防接種に重点が置かれている。
　昭和五一年以前の勧奨接種の時代にあっては「１」の考え方による予防接種は、
「インフルエンザ予防特別対策」として、また、前「２」「３」の考え方による予
防接種は、「インフルエンザ防疫対策（一般対策）」として、いずれも国の行政指
導により各地方公共団体が勧奨接種として、勧奨に応じた希望者に対して実施して
いた。
　なお、インフルエンザ予防接種の実施形態は、流行が急激であり、流行期までに
学童等多人数の集団に短期間に接種を完了する必要があることから、集団接種の方
式によらざるを得ないものである。
　ウ　インフルエンザワクチンの有効性
　米国におけるＦ２２を中心とした実験結果や我が国における研究によって、イン



フルエンザワクチン接種が感染や発病、重症化等の防止に有効であることは明らか
になっている。
　（２）　我が国におけるインフルエンザ予防接種政策の相当性
　ア　インフルエンザ予防接種政策の推移
　我が国においては、昭和二三年に制定された法においてインフルエンザが予防接
種の対象疾病とされた。その後、昭和三二年から控訴人国の行政指導に基づく一般
防疫対策としての勧奨接種が始まり、昭和三七年からは右と並んで、同じく控訴人
国の行政指導に基づく特別対策としての勧奨接種が実施されてきた。そして、昭和
五二年からは、右勧奨接種に代わり、法に基づく一般的臨時接種が専ら学童を対象
に実施されている。
　「１」　旧法による臨時接種―昭和三二年から昭和五一年まで
　昭和五一年法律第六九号による改正前の法では、インフルエンザは、臨時接種の
対象疾病とされていた。そして、昭和二五年に「インフルエンザウイルスワクチン
基準（厚生省告示第七四号）が制定され、昭和二八年には、インフルエンザ予防接
種実施の細目を定めた「インフルエンザ予防接種施行心得（厚生省告示第一六五
号）」が制定され、インフルエンザ臨時接種の実施に関する法制面が整った。そし
て、昭和二九年一月、厚生省公衆衛生局長は、「インフルエンザ防疫実施要領（衛
発第四〇号）」を発し、予防接種を含むインフルエンザ防疫対策の実施を指示して
いる。しかしながら、昭和二〇年代においては、インフルエンザワクチンの生産が
ようやく緒についたばかりであって、いまだ広く供給するまでに至っていなかった
ことなどの事情から、昭和三一年までの間に同法に基づく臨時予防接種が実際に実
施されたことはなかった。そして、昭和三二年以降は、勧奨接種が広く実施された
ことから、改正前の法に基づくインフルエンザ臨時接種は、昭和五一年の法改正ま
で、現実には殆ど実施されることはなかった。
　「２」　勧奨接種―昭和三二年から昭和五一年まで
　法による定期又は臨時の予防接種とは別に、特定疾患の感受性対策として、特定
の年齢群、集団などに対し、国（厚生大臣）による通達・通知等による行政指導に
よって予防接種の勧奨が行われることがあり、このうち実施主体である市町村、都
道府県に対して、国から一定の国庫補助又は財源措置がされる場合を特別対策と称
している。
　昭和三二年から、インフルエンザ防疫対策として勧奨接種が学童、病弱者、幼児
等を対象として実施され、特に昭和三七年からは、右と並んで学童を対象として特
別対策が実施された。しかし、昭和五一年法律第六九号による改正後の法により、
疾病のまん延予防上必要なときは、一般的な臨時接種を行うことが可能となったの
で（六条）、インフルエンザ予防接種はこれによることとされ、従来の勧奨接種は
行わないこととされた。
　すなわち、厚生省は、昭和三二年のアジアかぜの猛威を契機に、伝染病予防調査
会の答申に基づき、同年九月四日付け衛発第七六八号各都道府県知事及び指定都市
市長あて厚生省公衆衛生局長通知「今秋冬におけるインフルエンザ防疫対策につい
て」を発出し、右通知に示された「インフルエンザ防疫実施要領」に基づき、イン
フルエンザ防疫対策（以下「一般防疫対策」という。）の実施を指導した。右一般
防疫対策においては、予防接種の実施に関し、「１」接種対象につき、「小中学生
等流行拡大の媒介者となる者に対しては、あらかじめ流行前に予防接種を実施する
こと、また、乳幼児、妊産婦、病弱者、老人及び重要職種の勤労者等に対しても、
予防接種の免疫学的特性にかんがみ、できる限り、流行前に接種を受けるよう指導
すること」とし、実施方式については、「予防接種はできる限り勧奨によって実施
することが望ましいが、防疫対策上特に予防接種法六条の規定に基づく臨時予防接
種を実施する必要が生じた場合は、あらかじめ厚生省と協議する」旨、地方公共団
体に対して行政指導がされた。
　右通知を受けて、各地方公共団体において、住民に対し勧奨によるインフルエン
ザ予防接種が開始され、昭和五一年まで継続された。ただし、後記のとおり、昭和
三七年以降は、学童は特別対策による勧奨接種の対象とされ、また、昭和四六年以
降、二歳以下の乳幼児については、接種を勧奨しないこととされた。右接種対象者
の選定は、前記の防疫的立場、医学的立場、保安的立場に立脚してされたものであ
る。
　その後、昭和三七年春にアジアかぜの大流行が起こり、深刻な事態に立ち至った
ことから、伝染病予防調査会の意見等に基づき、インフルエンザ流行の拡大を阻止
するため、流行増幅の場となる集団生活者、特に学童等に対する予防対策の充実強



化を図ることとし、そのためのインフルエンザ特別対策を策定して、「昭和三七年
度下半期におけるインフルエンザ予防特別対策について（昭和三七年一〇月二〇日
付け衛発第九二七号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」により、都道
府県を行政指導し、右特別対策の実施を図った。右特別対策は、前記一般防疫対策
のほかに、特に集団生活のため流行増幅の場となりやすい学校等の児童に対し、勧
奨によりインフルエンザ予防接種を行うことを内容とするもので、前記通知に添え
られた特別対策実施要領によれば、その対象者は、人口密度の高い地域を中心とし
た小・中学校、幼稚園、保育所の児童らであり、実施主体は市町村で、費用は実費
徴収を原則とするが、保護者が生活保護法による被保護者又はこれに準ずる者であ
る場合は公費負担とし、国、都道府県、市町村がそれぞれ三分の一を負担するもの
とされている。
　以来、インフルエンザ予防特別対策としてのインフルエンザ予防接種は、毎年同
趣旨の通知によって厚生大臣の行政指導による勧奨接種として市町村により実施さ
れ、効果を上げてきたが、昭和五一年の法改正により、勧奨による接種という方法
は採られなくなった。
　なお、厚生省は、インフルエンザ予防特別対策に併せ、毎年、前記「今秋冬にお
けるインフルエンザ防疫対策について」によるインフルエンザ防疫実施要領に基づ
き、インフルエンザ一般防疫対策の一環として、特別対策の対象者以外の者に対す
るインフルエンザワクチンの勧奨接種の実施方を行政指導した（なお、右インフル
エンザ防疫実施要領は、昭和四三年に廃止され、更に、右通知も昭和四八年に廃止
された。）。したがって、昭和三七年以降昭和五一年までの間は、インフルエンザ
予防接種は、特別対策による勧奨接種（対象者・学童）と、一般防疫対策による勧
奨接種（対象者・一般住民）とが並行して実施されていた。
　このように、インフルエンザが、法上は臨時接種の対象疾病とされているにもか
かわらず、現実には、国の行政指導による勧奨接種として実施されてきたのは、旧
法による臨時の予防接種は、一般に流行が起こると察せられる時に、最初の流行集
団から流行が拡大しないように予防接種を実施するものとしていたが、インフルエ
ンザの流行の拡大は極めて急速で、右のような臨時の予防接種によっては必ずしも
十分な流行防止の効果を期待できなかったためである。
　「３」　乳幼児に対する勧奨接種
　乳幼児は、妊産婦、病弱者、老人等と並んでハイリスクグループとして勧奨接種
の対象とされてきたが、昭和四〇年ころから、インフルエンザの副反応特に乳幼児
における副反応について関、心が高まったことから、厚生省は、昭和四〇年一二月
及び昭和四二年一二月にそれぞれ公衆衛生局長通知を発し、乳幼児に対するインフ
ルエンザ勧奨接種について慎重な取扱いをするよう指導した。さらに、昭和四六年
九月、「インフルエンザ予防接種特別対策実施上の注意について衛防第二〇号各都
道府県衛生主管部（局）長あて、厚生省公衆衛生局防疫課長通知）」を発し、二歳
以下の乳幼児については、インフルエンザの流行が予測され、感染による危険が極
めて大きいと予測される十分な理由がある等特別な場合を除いては、勧奨を行わな
いよう指導した。
　「４」　新法による臨時接種ー昭和五二年以降
　昭和五一年六月の法改正により、インフルエンザは同法上の「一般の臨時の予防
接種」（新法六条）の対象疾病として位置付けられ、それまで行われてきた勧奨接
種に代わり、法に基づく予防接種として実施されることとなり、今日に至ってい
る。
　「５」　「インフルエンザ流行防止に関する研究班」報告以後
　その後厚生省は、昭和六一年に、改めてインフルエンザ予防接種の在り方を再検
討することとし、専門家が集まって「インフルエンザ流行防止に関する研究班」を
組織して研究をした。その研究報告は、「ここ一〇年程のインフルエンザの流行は
規模が小さく、その症状も軽いものである。今後もこの程度の流行で済むと仮定す
れば、重症化の危険の少ない学童に画一的に接種を行う必要性は低いのではないか
と考えられる。しかし、かつてのアジアかぜのような病原性の強いウイルスによる
大規模な流行が起こる可能性についても否定できず、社会不安を招かぬようにイン
フルエンザ対策に慎重な配慮が必要である。」としていた。
　右研究報告を踏まえ、厚生省は、公衆衛生審議会伝染病予防部会の意見を徴した
上、昭和六二年八月六日、「当面のインフルエンザ予防接種の取扱いについて」
（健医発第九二四号各都道府県知事あて厚生省保険医療局長通知）を発出し、「当
面のインフルエンザ予防接種については、従来どおり予防接種法の規定に基づく予



防接種として実施する」が、その実施に当たっては、「１」インフルエンザ予防接
種に関する説明書を配付し、その意義・効果や副作用等について、被接種者や保護
者の十分な理解を得るよう努めること、「２」問診を従来以上に行うこと、「３」
被接種者の健康状態に着目した被接種者、保護者の意向を記入する欄を問診票に設
けるなどの方法により、その意向にも十分配慮すること、を指示した。
　インフルエンザ予防接種は、かつては、社会全体のために集団の免疫力を一定水
準に維持していこうという社会防衛の考え方に立脚していたが、近年は、健康に対
する国民意識の変化に対応して、国民個人のために個人に免疫力を付与しようとい
う個人防衛の積み重ねであるという考え方に変わってきており、右の改革もそのよ
うな流れに合致するものである。
　イ　学童接種の相当性
　我が国では、主として「防疫上の見地」から流行増幅の場となる小・中学校の学
童等を接種対象とする方式に主眼をおいてインフルエンザ予防接種を実施してき
た。
　この学童接種方式は、学童自身の罹患を予防する個人防衛と同時に、集団の免疫
保有率を高め、もってインフルエンザの流行を防止する社会防衛の達成を目指すも
のであり、インフルエンザ予防において必要かつ有効な方策である。
　このような方策が我が国において採られたのは、以下の理由による。
　すなわち、インフルエンザの流行は、一般の地域住民の流行に先行してまず集団
生活をしている保育所、幼稚園などの児童、生徒を中心に発生する。右流行は、右
段階で増幅され、感染を受けた児童、生徒がウイルスを家庭内に持ちかえり、家族
と接触することによりウイルスの家庭内伝播を引き起こし、その結果、地域社会に
流行が拡大されていく。しかも、統計的にみて、幼稚園や小中学校の児童、生徒層
のインフルエンザ罹患率は最も高い。そこで、伝染病予防理論上、この最も罹患率
が高く、それ故、増幅作用の著しく高い児童、生徒集団に対し重点的に高い率でワ
クチン接種を実施し、児童、生徒の免疫保有率を高めることにより、右集団内での
流行を防止し、もって社会全体への流行に歯止めをかける効果が期待できることに
なるからである。
　なお、インフルエンザワクチンは、最近においてこそ、集団免疫効果、特に地域
社会レベルでの流行防止効果を確実に判断できるまでの十分なデータが存在しない
とされるに至っているが、被控訴人らに対する本件インフルエンザワクチンの勧奨
接種が実施された昭和三九年ないし昭和四四年当時はもとより、昭和五二年以降に
おいても、内外の専門家の間では、インフルエンザの伝播の主要な場である学校の
児童、生徒に選択的にインフルエンザワクチンを接種し、免疫を付与することによ
り社会全体のインフルエンザの流行を防止することが十分期待できると考えられて
いた。
　なおまた、諸外国で我が国のような学童接種方式が採用されなかったのは、義務
教育による就学率自体が我が国と様相を異にする国が多い上、経済事情や医療事
情、国家全体における政府の指導力の差、これに伴う公衆衛生行政組織の充実の度
合、国民の意識の違い等の理由によるものであって、学童接種方式にインフルエン
ザの予防効果がないことを理由とするものではない。
　（３）　乳幼児接種の実施に過失がないことについて
　ア　乳幼児に対するインフルエンザ予防接種は、罹患した場合に死亡する危険性
の高い乳幼児に対してワクチンを接種し、当該乳幼児のインフルエンザ感染を防止
しようとするいわゆる個人防衛を目的として、昭和三二年から開始された。
　昭和三二年から三三年のアジアかぜの大流行に際しては、老人と並んで乳幼児の
被害が特に顕著であったのであり、ＷＴＯにおいても、乳幼児は、高齢者とともに
ハイリスクグループとしてワクチンの優先対象者とされていた。このように、イン
フルエンザが乳幼児にとって危険性が高い疾病であることにかんがみ、厚生大臣
は、伝染病調査会の答申を得て、病弱者、老人、妊産婦などとともに乳幼児は、主
として個人防衛の見地からインフルエンザワクチンの接種を受けるのが相当である
として、乳幼児の保護者に対し勧奨して、希望者に接種するよう市町村等を行政指
導したものである。
　したがって、乳幼児に対するインフルエンザワクチンの勧奨接種の実施に関する
厚生大臣の行政指導は、接種対象（乳幼児）及び接種方式（勧奨による希望者に対
する接種）のいずれの点においても相当なもので、右政策決定に違法な点はなく、
被控訴人ら主張の過失は存しない。
　イ　このように、乳幼児に対するインフルエンザワクチンの勧奨接種は、インフ



ルエンザによる死亡率の高い乳幼児につきインフルエンザの罹患防止あるいは重症
化防止に大きな役割を果たしてきたが、昭和四〇年ころからインフルエンザ予防接
種後の死亡例の発生を契機として、インフルエンザワクチン接種による副反応に対
する関心が高まるとともに、二歳以下の乳幼児につきワクチン接種の是非が問題と
されるようになった。
　厚生省としても、昭和四〇年、昭和四一年、昭和四二年と相次いでインフルエン
ザワクチン接種後の死亡例の報告がされたことから、昭和四二年一二月四日「二歳
以下の乳幼児に対するインフルエンザ予防接種の取扱いについて（衛発第八七六号
各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」を発し、「１」一般家庭における
乳幼児はインフルエンザ感染の機会が少なく、また成人に比して二歳以下の乳幼児
は副反応の頻度が高いので、慎重な予診、問診等を実施し、対象の選択に留意する
こと、「２」一般家庭における二歳以下の乳幼児への集団接種は好ましくなく、乳
幼児を持つ保護者等の予防接種の励行を図ること、「３」集団生活を営む保育所等
の二歳以下の乳幼児については、従来どおり特別対策を実施し、実施に当たっては
体温測定を全員に行うなど慎重に行うこと、等の行政指導をした。
　右行政指導により、一般家庭における二歳以下の乳幼児に対する集団接種の方式
による勧奨接種は行われなくなったが、保育所等で集団生活を営む二歳以下の乳幼
児についてはインフルエンザ予防特別対策による勧奨接種（集団接種方式）がなお
継続された。これは、昭和四二年当時においても、インフルエンザは年間小児の一
〇ないし二〇パーセントが経験する重要なウイルス病因であるから、小児に対する
インフルエンザワクチン接種推進の価値が大きいとするのが支配的見解であり、ま
た、当時、インフルエンザによる乳幼児の死亡者が多かったこともあって、特に感
染の危険性の高い保育所など集団生活を営む二歳以下の乳幼児については、インフ
ルエンザ勧奨接種を廃止することができなかったものである。
　その後、厚生省は、昭和四六年九月二九日「インフルエンザ予防特別対策実施上
の、任意について（衛発第二〇号各都道府県衛生主管部《局》長あて厚生省公衆衛
生局防疫課長通知）」を発して、市町村がインフルエンザ予防特別対策による勧奨
接種を実施するに当たり、二歳以下の乳幼児については、成人に比して重篤な副反
応の発生の頻度が高いこと、これらの年齢層はインフルエンザ感染の機会が少ない
ことなどにかんがみ、インフルエンザの流行が予測され、感染による危険が極めて
大きいと予測される十分な理由があるなど、特別の場合を除いては、接種の勧奨を
行わないよう行政指導した。この行政指導により、保育所等集団生活者を対象とす
る特別対策上の勧奨接種も、二歳以下の乳幼児に対しては、原則として実施しない
ものとされた。
　このような乳幼児に対するインフルエンザワクチン接種の取扱いは、いずれも厚
生省において、乳幼児におけるインフルエンザ感染の状況、感染した場合の危険性
とインフルエンザワクチンの副反応の危険性とを各時期における高度の医学専門的
な知見と情報に基づき、総合的に考慮した結果、決定した行政指導によるものであ
り、昭和四六年に二歳以下の乳幼児につき原則としてインフルエンザワクチン接種
の勧奨を行わないこととした厚生省の取扱いは相当であったことは明らかである。
　被控訴人らは、家庭内に保護されている二歳以下の乳幼児はインフルエンザ感染
の機会が少ないこと、乳幼児接種の危険が高いことは昭和四二年に至って初めて判
明したことではないと主張し、厚生省の行政指導を非難するが、右は、学校等にお
いて感染した兄弟等からの乳幼児の家庭内感染が出生率の大幅な低下や核家族化に
よる一家庭内の小児の数の減少によって減少したこと、乳幼児のインフルエンザ罹
患による死亡ないし肺炎等重篤な合併症の発症が抗生物質による化学療法の普及、
乳幼児の栄養状態の改善、医療施設の充実、国民の医学知識及び衛生思想の向上等
により減少を見たことなど、乳幼児におけるインフルエンザ及びその危険性を巡る
諸状況の変化を無視した議論である。
　（４）　結論
　以上のとおりであるから、本件インフルエンザ予防接種を実施した各市区町村に
対し行政指導した控訴人国のインフルエンザ予防接種政策は、合理的な根拠に基づ
く相当なものであって、何ら違法とされる余地はなく、もとより過失もないことは
明らかである。
　（六）　禁忌者に接種した過失について
　（１）　集団予防接種体制について―禁忌との関連において
　被控訴人らは、予防接種を担当する医師の資格が限定されていないため、眼科
医、耳鼻咽喉科医等の非専門医には、被接種者の健康状態を適切に判断する能力に



欠けていることが多いと主張する。確かに、接種医に内科医又は小児科医を充て、
かつ、接種チームに医師二名以上を配し、予診担当医と接種担当医を区分するのが
より望ましいことはいうまでもないが、医師の偏在等の事情にかんがみれば、各地
域の実情を無視し、全国一律にこれを要求することは、予防接種自体の実施を不可
能ならしめるものといわなければならない。内科医及び小児科医以外の医師をもっ
て接種担当医とした例があったとしても、それはたまたま緊急の介護を要する患者
の発生や地域の医療事情等からやむを得ずとられた例外的なものである。
　また、たとえ接種担当医が内科又は小児科以外の医師であった場合の接種といえ
ども、それらは、内科・小児科を含む医学のすべての科目に関する専門教育を受け
た上、国家試験に合格して医師資格が与えられている医学専門家によって接種が実
施された点に変わりはないのであり、決してそれらが予防接種担当医としての適格
性を欠いた者によって実施されたわけではないのである。
　また、被控訴人らの右主張は、本件被害児のうちどの被害児が被控訴人らのいう
ところの非専門医に予防接種を受けたのかという因果関係について何ら具体的に特
定していないのであるから、仮に被控訴人らの主張するところを前提とするとして
も、主張自体失当である。
　次に、予防接種の場所や接種担当者等集団接種の場における物的・人的設備につ
いても、昭和三四年一月二一日衛発第三二号厚生省公衆衛生局長通知による「予防
接種実施要領」において、必要な事項を定めていた。このうち、人的設備について
は、右要領の第一の六及び七において、「予防接種実施計画の作成に当たっては、
特に個々の予防接種がゆとりをもって行われるような人員の配置に考慮すること。
医師に関しては、予診の時間を含めて、医師一人を含む一班が一時間に対象とする
人員は、種痘では八〇人程度、種痘以外の予防接種では一〇〇人程度を最大限とす
ること」とし、また、「接種を行う者は、医師に限ること。多人数を対象として予
防接種を行う場合には、医師一人を中心とし、これに看護婦、保健婦等の補助者二
名以上及び事務従事者若干名を配して班を編成し、それぞれ処理する業務の範囲を
あらかじめ明確に定めておくこと」との定めが置かれていた。
　また、接種担当者に対する指導監督等については、右要領第一の七及び九におい
て、「市町村長等の予防接種の実施者は、予防接種の実施に当たってあらかじめ予
防接種に従事する者、特に医師に対して実施計画の大要を説明し、予防接種の種
類、対象、関係法令等を熟知させること」、「接種前には必ず予診を行うこと。予
診はまず問診及び視診を行い、その結果異常が認められ、かつ禁忌に該当するかど
うかの判定が困難な者に対しては、原則として当日は予防接種を行わず、必要があ
る場合は精密検診を受けるよう指示すること。予防接種を受けさせるかどうかを決
定するに当たっては、当該予防接種に係る疾病の流行状況、被接種者の年齢、職業
等を考慮し、感染の危険性と予防接種による障害の危険性の程度を比較考慮して決
定しなければならないが、あらかじめ、市町村長等の実施者において、一般的な処
理方針を決めておくこと。」、「禁忌については予防接種の種類により多少の差異
のあることに任意すること。」、「多人数を対象として予診を行う場合には、接種
場所に禁忌に関する注意事項を掲示し、又は印刷物として配布して、接種対象者か
ら健康状態及び既往症等の申出をさせる等の措置をとり、禁忌の発見を容易ならし
めること。」との定めが置かれていた。なお、昭和五一年の法改正にともなって新
たに制定された昭和五一年九月一四日衛発第七二六号厚生省公衆衛生局長通知によ
る「予防接種実施要領」にもほぼ同様の定めが置かれている。
　このように、厚生大臣は、右予防接種実施要領の規定に則って予防接種における
物的・人的設備を整備するよう指示してきた。市町村長等の実施主体は、医師の地
域的偏在や公共施設の整備の度合等によって地域により多少の差異はあっても、右
指示に基づき予防接種を実施してきたのであり、我が国の集団接種方式を基本とす
る予防接種体制は、被接種者の安全を殆ど顧慮していないという被控訴人らの主張
は理由がない。
　また、被控訴人らは、右実施要領のような一時間当たりの接種人員数の定め方で
は予診に十分な時間がとれないと主張する。しかしながら、右数字は伝染病予防調
査会において妥当な数字として是認されたものであるし、また、接種に当たっての
予診は、予防接種実施規則四条によると、「問診、視診、聴打診等の方法によって
健康状態を調べ」と規定されていた（なお、昭和五一年九月一四日厚生省令第四三
号により、同条は、「問診及び視診によって、必要があると認められる場合には、
更に聴打診等の方法によって、健康状態を調べ」と改正された。）が、これは予診
の方法を例示したものにすぎず、そのすべてを行うべきことを規定したものではな



いのである。本来、予診をいかなる程度まで行うべきかは、専ら医学的見地からこ
れを合理的に判断すべきものであって、医学的見地からは、予防接種の必要性、集
団接種における時間的制約等を考慮すれば、予診はまず問診、視診を行い、その結
果異常が認められる場合には、体温測定、聴打診等を行えば足りると考えられるも
のである。また、集団接種においては、通常、医師を中心としてこれに看護婦、保
健婦、養護教諭等の補助者を配した班を構成し、班単位で予防接種の実施に当たる
のであるから、予診及び接種は医師自らが担当すべきであることはもちろんである
が、医師の接種の適否を決定する前段階としては右補助者も問診に当たるなどして
班が一体となって円滑な実施を行うことが予定されているのであり、更に迅速かつ
効果的な予診の実施に資するため問診票の活用が指示されているのである。
　したがって、集団接種方式は、十分安全かつ合理的な方式であり、右方式の採用
に関して、厚生大臣には何らの指導、監督上の過失はなかつたといわなければなら
ない。
　（２）　禁忌事項設定に不明確及び過誤のないこと
　ア　禁忌設定に当たっての基本的方針
　予防接種は時に副反応を伴い、まれには重篤な症状を呈することがあるが、これ
らの副反応の中には、現在の医学水準をもってしても、接種との因果関係すら不明
のものや、発症の機序が十分解明されていないものが数多く存在する。しかし、予
防接種後に時として重篤な副反応が発生することがある以上、できる限り、このよ
うな副反応の発生を防止するという観点からは、副反応・合併症につき因果関係の
明らかなものはもちろんのこと、因果関係は不明であっても、重篤な副反応・合併
症発生の蓋然性が高いと考えられる特定の身体的状態を禁忌として、予防接種の対
象から除外するのは、医学上当然の措置である。そして、いかなる身体的状態を禁
忌とするかは、各時代の医学的知見の進展に応じて決定されるべきものであるが、
前述したように、副反応の発症機序が解明されていないため、いかなる身体的状態
を禁忌とするかは、予防接種の歴史の中から経験の積み重ねによりある程度類型的
に決定していくほかないものであるとともに、最終的には、接種の具体的場面にお
いて、実際に接種を担当する医師の個別具体的な判断に委ねられるべきものであ
る。そして、接種の強制を予定する予防接種制度においては、法制度としてもこの
ような医学上の措置に法的根拠を与える必要があるので、厚生省は、各予防接種施
行心得（厚生省告示）や予防接種実施規則（厚生省令）に予防接種の禁忌を規定し
てきた。
　イ　禁忌事項設定の経緯と趣旨
　我が国における禁忌事項設定の経緯を概観すると、以下のとおりである。
　「１」　昭和二三年六月当時、種痘に関し「種痘施術心得」（明治四二年一二月
二一日内務省告示第一七九号）が施行されていた。その一一条においては、「施術
者ハ受痘者ノ健康状態ニ注意シ左ノ各号ニ該当スル者ニハ成ルヘク種痘ヲ猶予スヘ
シ但シ第四号ヲ除ク外痘瘡流行ノ場合ハ此ノ限ニ在ラス」と規定し、次の一ないし
四が禁忌事項とされていた。
　ⅰ　出生後九〇日未満の者
　ⅱ　著しく栄養障害に陥れる者
　ⅲ　まん延性皮膚病に罹る者
　ⅳ　熱性病又は重症疾病に罹る者
　「２」　昭和二三年一一月一一日、予防接種施行心得（厚生省告示第九五号）が
制定され、右告示によって前記「種痘施術心得」が廃止されるとともに、「種痘施
行心得」、「ジフテリア予防接種施行心得」、「腸チフス、パラチフス予防接種施
行心得」、「発しんチフス予防接種施行心得」及び「コレラ予防接種施行心得」が
定められた。
　このうち、種痘施行心得では、禁忌について「左の各号の一に該当する者にはな
るべく種痘を猶予する方がよい。ただし、痘そう感染のおそれが大きいと思われる
ときにはこの限りでない。（一）　著しく栄養障害に陥っている者、（二）　まん
延性の皮膚病にかかっている者で、種痘により障害を来すおそれのある者、（三）
　重症患者又は熱性病患者」と定めていた。
　また、腸チフス、パラチフス予防接種施行心得は、「有熱患者、心臓並びに血管
系、腎臓その他内蔵に異常のある者、結核、糖尿病、脚気、病後衰弱者、胸腺淋巴
体質の疑いがある者、妊産婦（妊娠第六箇月までの妊婦を除く。）等に対しては接
種を行ってはならない。」との規定が置かれていた。
　「３」　昭和二五年二月一五日、「百日咳予防接種施行心得（厚生省告示第三八



号）が制定されたが、そこには、「高度の先天性心臓疾患患者等接種によって症状
の増悪するおそれのある者に対しては予防接種を行ってはならない。」との定めが
置かれた。
　「４」　昭和二八年五月九日、「インフルエンザ予防接種施行心得」（厚生省告
示第一六五号）が制定され、その中に、「左の各号の一に該当する者に対しては、
接種を行ってはならない。（一）鶏卵に対し特異体質を有するもの（鶏卵を食べる
と、発熱、発疹、喘息、下り、嘔吐等を来す者）、（二）熱性病患者、、心臓、血
管系、腎臓その他内蔵に異常のある者、糖尿病患者、脚気患者、病後衰弱者、胸腺
淋巴体質の疑いのある者、妊産婦（妊娠第六月までの妊婦を除く。）その他の者で
あって、医師が接種を不適当と認める者。」との規定が置かれた。
　（５）　昭和三三年九月一七日、前記各施行心得を統合改善した「予防接種実施
規則」（厚生省令第二七号。以下「旧実施規則」という。）が制定・施行された。
右規則四条においては、以下のように定められた。
　「接種前には、被接種者について、体温測定、問診、視診、聴打診等の方法によ
って、健康状態を調べ、当該被接種者が次のいずれかに該当すると認められる場合
には、その者に対して予防接種を行ってはならない。ただし、被接種者が当該予防
接種に係る疾病に感染するおそれがあり、かつ、その予防接種により著しい障害を
きたすおそれがないと認められる場合は、この限りではない。
　一　有熱患者、、心臓血管系、腎臓又は肝臓に疾患のある者、糖尿病患者、脚気
患者その他医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者
　二　病後衰弱者又は著しい栄養障害者
　三　アレルギー体質の者又はけいれん性体質の者
　四　妊産婦（妊娠六月までの妊婦を除く。）
　五　種痘については、前各号に掲げる者のほか、まん延性の皮膚病にかかってい
る者で、種痘により障害をきたすおそれのある者」
　「６」　右規則は、昭和五一年の法改正に伴い、同年九月一四日改正され、四条
は以下のように改められた。
　「接種前には、被接種者について、問診及び視診によって、必要があると認めら
れる場合には、更に聴打診等の方法によって、健康状態を調べ、当該被接種者が次
のいずれかに該当すると認められる場合には、その者に対して予防接種を行っては
ならない。ただし、被接種者が当該予防接種に係る疾病に感染するおそれがあり、
かつ、その予防接種により著しい障害をきたすおそれがないと認められる場合は、
この限りではない。
　１　発熱している者又は著しい栄養障害者
　２　心臓血管系疾患、腎臓疾患又は肝臓疾患にかかっている者で、当該疾患が急
性期若しくは増悪期又は活動期にあるもの
　３　接種しようとする接種液の成分によりアレルギーを呈するおそれがあること
が明らかな者
　４　接種しようとする接種液により異常な副反応を呈したことがあることが明ら
かな者
　５　接種前一年以内にけいれんの症状を呈したことがあることが明らかな者
　６　妊娠していることが明らかな者
　７　痘そうの予防接種については、前各号に掲げる者のほか、まん延性の皮膚炎
にかかっている者で、種痘により障害をきたすおそれのあるもの又は急性灰白髄炎
若しくは麻しんの予防接種を受けた後一月を経過していない者
　８　急性灰白髄炎の予防接種については、第１号から第６号までに掲げる者のほ
か、下痢患者又は種痘、若しくは麻しん予防接種を受けた後一月を経過していない
者
　９　前各号に掲げる者のほか、予防接種を行うことが不適当な状態にある者」
　以上のような経過をたどり、厚生大臣は、医学水準及び禁忌設定の必要性等に昭
らして禁忌事項を設定・改定して今日に至ったのである。
　これらの禁忌事項は、専ら医学的見地から決定されたものであるが、医学的知見
によれば、予防接種の副反応は発症の頻度、態様、及び症状の程度において一様で
なく、また、一応禁忌と考えられるものでも、特別な注意を払えば接種が可能なも
のもあるので、あらゆる注意事項を禁忌として一律に定めることやすべての予防接
種に共通する禁忌項目を選択することは不可能であるし、実際的でもない。そこ
で、禁忌の規定においては、基本的禁忌事項を定めるにとどめ、禁忌に該当するか
否かを決定するには当該接種を担当する医師の判断を優先させようとの考え方に基



づいて定めてきた。
　ウ　禁忌事項設定の十分性と具体性
　被控訴人らは、昭和三三年以前における禁忌事項の設定は不十分であり、また、
国の禁忌事項の設定の仕方は、集団予防接種体制の下では極めて不十分なものであ
り、より具体的禁忌事項を定めるべきであったと主張するが、昭和三三年の旧実施
規則制定以前における禁忌事項の設定に特段批判されるべき点はなく、各予防接種
施行心得に定める禁忌事項と旧実施規則に定める禁忌事項を対比するとき、右各心
得において定められた禁忌事項には各個別の予防接種における特殊性をみることが
できるものの、その内容自体においては、旧実施規則に定められた禁忌事項と概ね
同様であるということができ、また、一般的禁忌事項を定めるについての前記のよ
うな困難性を考慮すれば、被控訴人らの主張は失当である。
　また、被控訴人らが設定すべきであったと主張する具体的禁忌事項を検討する
に、「未熟児で生まれた者、出生時に異常のあった者」という事項については、こ
のような者であっても、その後の発育が順調で接種時に健康であれば、予防接種を
することに何ら問題はなく、また、ＷＨＯの勧告に基づき、出生体重二五〇〇グラ
ム以下のものを未熟児と呼んでいるところであり、新生児の体重は、成熟度を判定
する上の尺度として有力な方法ではあるが、他に形態学的判定法や神経学生理学的
判定法も有力な方法であって、体重だけで成熟度を決めるわけにはいかないとされ
ていることからしても、右事由のみをもって予防接種を拒否することは許されな
い。また、満期前に生まれた乳児（ＡＤＦ）が、通常児に比して身体全体に弱点を
有していて、発育が順調でなければ、ワクチンに対する抵抗力が十分でなく過剰反
応のおそれがある場合もあるが、その場合には、「病後衰弱者若しくは著しい栄養
障害者」（旧実施規則四条二号）又は「その他医師が予防接種を行うことが不適当
と認める疾病にかかっている者」（一号）等の禁忌に該当することとなる。したが
って、右事項を禁忌事項としなければならないとはいえない。
　「発育不良あるいは発育の遅れている乳幼児」の項目についても、このような者
であっても、先天的に免疫欠損症や中枢神経の障害がある等重大な疾病に罹患して
おらず、体力的にも著しい栄養障害がない等の場合は、禁忌でない。また、右各障
害の可能性がある場合は、「けいれん性体質の者」（三号）又は「その他医師が予
防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」（一号）等の禁忌に該
当することになるから、右事項を禁忌としなければならないとはいえない。
　「虚弱体質の子」という事項については、虚弱体質で慢性的に不健康な状態にあ
る乳幼児には、免疫欠損症等何らかの重大な病気が隠れていることがあるが、その
場合には、「著しい栄養障害者」（二号）又は「その他医師が予防接種を行うこと
が不適当と認める疾病にかかっている者」（一号）等の禁忌に該当するかどうかを
接種担当医の判断に委ね、もしこれに該当する場合には、禁忌として排除されるこ
とになるから、右事項を禁忌事項としなければならないとはいえない。
　「かぜにかかっている子」という事項については、かぜをひいている者でも、普
通感冒のような発熱を伴わない軽症の感染症や治りかけの時期に入っていて、「少
しせきが残っている」、「まだ、鼻水が少し出る」という程度の場合は、予防接種
を実施しても重篤な副反応を起こすとは考えられず、あまり心配はない。かぜが免
疫産生能力低下をもたらすとは考えられない。したがって、「有熱患者」（一号）
に該当すれば禁忌であるとされている現行規定で十分であり、それ以外のかぜをひ
いている者で予防接種をすべきかどうかの判断は、接種担当医の判断に委ねるのが
相当である。
　「下痢をしている子」という事項については、ポリオでは下痢が禁忌とされてい
る（四条八号）が、それは、下痢を起こしているウイルスによってポリオ生ワクチ
ンウイルスが干渉を受けて増殖ができず、ポリオ生ワクチンが効かないという事態
が生ずることを避けるためであり、ワクチンによる副反応の発生を避けるためでは
ない。したがって、右禁忌事項は、他のワクチン接種に適用する必要がない。もっ
とも、下痢をしている者で、「有熱患者」又は「「その他医師が予防接種を行うこ
とが不適当と認める疾病にかかっている者」（一号）等に該当すれば、禁忌である
とされるのであるから、その判断を接種担当医の判断に委ねることで十分である。
　「病気あがりの子」という事項は、病気あがりの子の中で「病後衰弱者」（二
号）は、免疫産生が低下していることが多いため、禁忌ということはできるが、
「病気あがりの子」であっても、病後衰弱といえない程度であれば、予防接種をす
ることに差し支えはない。したがって、「病気あがりの子」を一律に禁忌としなけ
ればならないとはいえない。また、病後衰弱者といえない程度の病気あがりの子に



ついても、「その他医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかってい
る者」（一号）を禁忌事項としているから、その該当性の判断を医師に委ねること
で十分であるというべきである。
　「今までの予防接種で異常な反応を示したり、その兄弟姉妹が予防接種で特に具
合が悪くなった前歴を有する子」という事項についても、従前の予防接種において
異常反応を示した場合でも、その内容及び程度等は様々であり、かつまた、兄弟姉
妹といっても、成長後はその個体差も大きいのであって、これを一律に禁忌とすべ
きであるとはいえない。このような場合は、その異常の程度、内容等から判断し
て、「その他医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」
に当たるかどうか接種担当医の判断に委ねるのが相当である。
　「アレルギー体質の子供並びに両親又は兄弟にアレルギー体質者がいる子供」と
いう事項については、アレルギー性疾患に具体的にいかなるものがあるかは接種に
当たる専門家としての医師の一般的知見に属するものであるとともに、アレルギー
体質の者を予防接種の禁忌とする場合には、その当然の帰結として、アレルギー体
質の者に該当するかどうかは、接種するワクチンに含まれる成分に対してアレルギ
ー体質であるか否かにより決めるべき事柄であるから、何らかのアレルギー性疾患
の既往がある小児がすべて禁忌となるものではなく、疾病によってはそのような小
児こそ予防接種が必要で、かつ、接種が可能な場合もある。このような点を考慮す
ると、「両親や兄弟にアレルギー疾患のある幼児」については、両親又は兄弟のア
レルギー体質の性格、程度等を判断し、当該乳幼児が予防接種を受けることが相当
でないかどうかを接種担当医の判断に委ねるのが相当である。
　「ポリオ生ワクチンについては、外傷や末端の神経細胞が破壊されていること」
という事項については、末端の神経細胞が破壊されるほどの傷を体に受けていれ
ば、当然「有熱患者」又は「その他医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾
病にかかっいる者」等に該当することになり、その判断を接種担当医に委ねること
で十分である。
　「ポリオ生ワクチン投与後二週間以内の外科手術」という事項については、外科
手術は緊急性を有するものが多いのであって、これを一律に絶対視してはならない
という禁忌の設定は不合理であり、また、手術担当医は執刀に際して、感染性疾患
については、細心の庄意を払うのが医学上の常識であるから、禁忌として設定する
必要性、合理性はない。
　以上のように、被控訴人ら主張のような禁忌事項を設定しなければ、禁忌事項の
設定としては不十分であるなどとは到底いうことができず、かえって、被控訴人ら
主張のような禁忌事項を設定することは、それにより、真に予防接種を受ける必要
のある者まで排除されることになって、失当であり、控訴人が定めた禁忌事項に過
誤あるいは不明確なところはないというべきである。
　なお、副反応の医学的機序が解明されていない現状においては、禁忌の定め方に
ついても様々な考え方があり得るところであるが、そのうちどれかが正しく、それ
と異なるものは誤りであるとする医学的根拠も容易に見い出し難いものである。し
たがって、一つの見解に立って、控訴人のした禁忌事項の設定が違法であるとか、
過失があるとかたやすくいうことはできない。
　（３）　禁忌該当の判断と予診体制
　ア　予診体制の強化措置について
　予診は、禁忌事項に該当するかどうかを判定し、禁忌該当者を原則として接種対
象から除外することを目的とするものである。控訴人としても、この予診の重要性
については十分な認識をもって、従来から体制の充実、強化に務めてきた。
　すなわち、
　「１」　昭和二三年一一月一一日、種痘、ジフテリア、腸チフス・パラチフス、
発疹チフス及びコレラにつき、それぞれ予防接種施行心得（厚生省告示第九五号）
を定め、その中で、予診の必要性について、「施行前に被接種者の健康状態を尋
ね、必要がある場合には診察を行わなければならない」と定めた。
　「２」　昭和二五年二月一五日、「百日咳予防接種施行心得」（厚生省告示第三
八号）においても、同様の規定を置いた。
　「３」　昭和二八年二月二四日「予防接種事故防止の徹底について」（衛発第一
一九号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通達）をもって、「接種に従事する
班の長は、……該当接種の予防接種施行心得及び関係法規の主要事項（特に免除及
び禁忌に関する事項）を熟知しておくこと」を指示した。
　「４」　昭和三〇年六月一〇日「予防接種の普及及び事故防止について」（衛発



第三五八号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通達）をもって、「予防接種法
による予防接種の実施は、当然予防接種施行心得によって行われるべきであるが、
そのうち特に予診及び禁忌の項については厳重な注意を払うこと」を指示した。
　「５」　従来の施行心得を統合した昭和三三年の旧実施規則の四条において、
「接種前には、被接種者について、体温測定、問診、視診、聴打診等の方法によっ
て、健康状態を調べ、当該被接種者が次のいずれかに該当すると認められる場合に
は、その者に対して予防接種を行ってはならない。」ことを明らかにした。
　「６」　昭和三四年一月二一日「予防接種の実施方法について」（衛発第三二号
各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）をもって、予防接種の実施に当たっ
ては、同通知で定めた「予防接種実施要領（以下「旧実施要領」という。）に従っ
て接種するよう指示した。
　「７」　旧実施要領においては、以下のように予防接種の実施方法、予診及び禁
忌について詳細に定めた。
　ⅰ　実施計画の作成
　予防接種実施計画の作成に当たっては、特に個々の予防接種がゆとりをもって行
われ得るような人員の配置に考慮すること。医師に関しては、予診の時間を含め
て、医師一人を含む一班が一時間に対象とする人員は、種痘では八〇人程度、種痘
以外の予防接種では一〇〇人程度を最大限とすること。
　ⅱ　予防接種の実施に従事する者
　接種を行う者は医師に限ること。多人数を対象として予防接種を行う場合には、
医師一人を中心として、これに看護婦、保健婦等の補助者二名以上及び事務従事者
若干名を配して班を編成し、それぞれの処理する業務の範囲をあらかじめ明確に定
めておくこと。
　都道府県知事又は市町村長は、予防接種の実施に当たっては、あらかじめ、予防
接種の実施に従事する者特に医師に対して、実施計画の大要を説明し、予防接種の
種類、対象、関係法令等を熟知させること。
　ⅲ　予診及び禁忌
　接種前には必ず予診を行うこと。
　予診は、まず問診及び視診を行い、その結果異常が認められた場合には、体温測
定、聴打診等を行うこと。
　予診の結果異常が認められ、かつ、禁忌に該当するかどうかの判定が困難な者に
対しては、原則として当日は予防接種を行わず、必要がある場合は精密検査を受け
るよう指示すること。
　予防接種を受けさせるかどうかを決定するに当たっては、当該予防接種に係る疾
病の流行状況、被接種者の年齢、職業等を考慮し、感染の危険性と予防接種による
障害の危険性の程度を比較考慮して決定しなければならないが、この判定を個々の
医師のみに委ねないで、あらかじめ都道府県知事又は市町村長において一般的な処
理方針を定めておくこと。
　禁忌については、予防接種の種類により多少の差異のあることに注意すること
（例えば、インフルエンザ、発疹チフス等の予防接種については鶏卵に対するアレ
ルギーに特別の注意を払う必要があること）。
　多人数を対象として予診を行う場合には、接種場所に禁忌に関する注意事項を掲
示し、又は印刷物として配布して、接種対象者から健康状態及び既往症等の申出を
させる等の措置をとり、禁忌の発見を容易ならしめること。
　ⅳ　事故発生時の措置
　予防接種を行う前には、当該予防接種の副反応について周知徹底を図り、被接種
者に不必要な恐怖心を起こさせないようにすること。
　予防接種を行う場所には、救急の措置に必要な設備、備品等を用意しておくこ
と。
　「８」　昭和三六年五月二二日「予防接種実施要領の一部改正について」（衛発
第四四四号各都
　道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）を発して、予診に当たり被接種者の健
康状態等の把握の資料とするため、保護者に対し、予防接種の際に母子手帳を持参
するよう指導することを指示した。
　「９」　昭和四五年六月一八日「種痘の実施について」（衛発第四三五号各都道
府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）、同年六月二九日「種痘の実施について」
（衛発第四六一号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）及び同年八月五日
「種痘の実施について」（衛発第五六四号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長



通知）の各通知を発して、予診の実施に当たっての留意事項、質問票等の利用、禁
忌事項、種痘実施に当たっての留意事項、被接種者及び保護者に対する注意事項の
周知徹底等を指示した。
　「１０」　昭和四五年一一月三〇日「予防接種問診票の活用について」（衛発第
八五〇号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長同児童家庭局長通知）を発して、
予診の充実を図るため問診票の活用等に関して次のとおり指示した。
　ⅰ　問診票の活用について
　所定の様式の問診票を予防接種実施に当たってあらかじめ配布しておき、各項目
について記載の上、これを接種の際必ず持参させること。
　ⅱ　健康審査の活用等について
　予防接種を実施するに当たって、予診により被接種者の現症を把握することはも
ちろんであるが、被接種者の既往症、先天性潜在疾患等についても把握することが
必要であるので、事前に健康診断等が励行されていることが望まれる。このような
趣旨に沿って、今後はできるだけこれらの健康診断等の推進を図ることとされた
い。
　このため、母子健康法に基づく乳幼児健康審査、三歳児健康審査等の結果につい
て、十分その活用を図るとともに、この面からもこれら健康審査の受診促進を図る
ようあわせて配意されたい。母子健康手帳は、予防接種欄によって、従来より予防
接種にも活用が図られてきたが、予防接種の際、その者の健康状態を把握する資料
として活用する見地から、当面（中略）「予防接種参照カード」を問診票とあわせ
て作成し、母子健康手帳の予備欄に貼付する等の方法により、一層有効な活用を図
られるよう配意されたい。
　予防接種の実施に当たっては、保護者の十分な理解と協力を得ることが望まれる
ので、母親学級等を通じ、問診票の趣旨、内容を徹底する等、予防接種に関する知
識の普及を図ることはもちろん、予防接種の実施に当たっては、医師の行う健康状
態の把握のみならず、母親による平常の健康状態についての積極的申出等が必要と
されるものであることを徹底するよう配意されたい。
　「１１」　昭和五一年の法改正に伴って改正された予防接種実施規則四条におい
て、「接種前には、被接種者について、問診及び視診によって、必要があると認め
られる場合には、更に聴打診等の方法によって、健康状態を調べ、当該被接種者が
次のいずれかに該当すると認められる場合には、その者に対し予防接種を行っては
ならない」ことを明らかにした。
　「１２」　右実施規則の改正を受け、昭和五一年九月一四日「予防接種の実施に
ついて」（衛発第七二六号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）を発して
旧実施要領を廃し、新たな予防接種実施要領を制定した。そこでは、予診及び禁忌
につき、以下のように定めた。
　ⅰ　接種前には必ず予診を行うものとし、問診については、あらかじめ問診票を
配布し、各項目について記載の上、これを接種の際持参するよう指導すること。
　ⅱ　体温はできるだけ自宅において測定し、問診票に記載するよう指導するこ
と。
　ⅲ　予診の結果異常が認められ、かつ、禁忌に該当するかどうかの判定が困難な
者に対しては、原則として、当日は接種を行わず、必要がある場合は精密検査を受
けるよう指示すること。
　ⅳ　禁忌については、予防接種の種類により多少の差異のあることに注意するこ
と。例えば、インフルエンザＨＡワクチンについては、鶏卵成分に対しアレルギー
反応を呈したことのある者に特に注意し、また、百日せきワクチンを含むワクチン
については、けいれんの症状を呈したことのある者に特に注意する必要があるこ
と。
　ⅴ　多人数を対象として予診を行う場合には、接種場所において禁忌に関する注
意事項を掲示し、又は印刷物を配布して、接種対象者から健康状態、既往症等の申
出をさせる等の措置をとり、禁忌の発見を容易にすること。
　以上のような措置を講じ、予診の励行を指示してきた。そして、接種現場では、
これらの諸通知を踏まえ、都道府県知事・保健所長の指導の下に、禁忌発見のため
の予診が行われてきたのである。
　イ　医師に対する副反応の周知等
　厚生大臣等は、前記のとおり、予防接種の実施方法、予診及び禁忌、副反応及び
それに対する対応等に関する諸措置を定め、実施主体たる市町村長を指示して接種
を担当する各地域の医師に対し周知せしめる一方、日本医師会長に対して周知徹底



につき協力を依頼する旨通知を発し、同会を通じて、あるいは関係法令通知等の改
廃、接種上注任意事項、副反応等を医学関係雑誌に掲載するなどして、全国の医師
一般に対し、周知を図ってきた。
　さらに、副反応の発現状況、その症状、発症機序等を記載した「予防接種講本
（昭和二四年発行・社団法人細菌製剤協会編）」、「防疫必携（昭和二八年ないし
三四年発行・厚生省防疫課編）」、「防疫シリーズ（厚生省防疫課監修）」、「日
本のワクチン（昭和四二年発行・国立予防衛生研究所学友会編）」、「予防接種便
覧（昭和四六年発行・社団法人細菌製剤協会」等多数の予防接種関係資料や指導書
を厚生省自ら又は関係外郭団体等を通じ刊行し、また、昭和四五年以降は、厚生省
から補助金を受け運営している財団法人予防接種リサーチセンター発行の「予防接
種制度に関する文献集」においてほぼ毎年、症例研究を始め、予防接種の副反応の
詳細な研究成果を公表し、さらに、予防接種副反応の治療に関しては、厚生省の研
究補助により実施された種痘研究班による「種痘後にみられる副作用の治療に関す
る研究」（昭和四四年度から四六年度）、「種痘後副反応及び合併症の治療に関す
る研究」（昭和四七年度から四九年度）、予防接種副反応研究班による「予防接種
副反応の予防及び治療に関する研究」（昭和四七年度から四九年度）などの各研究
報告が前記「予防接種制度に関する文献集」に掲載され、広く医学界に紹介され
た。
　以上のように、厚生大臣等は、予防接種の副反応、その症状、治療につき広く医
師に対する啓発に意を尽くしていたのである。
　ウ　被接種者・保護者に対する周知
　次に、被接種者・保護者に対する周知の措置を挙げると、以下のとおりである。
　「１」　昭和二三年の法制定に際しては、昭和二三年九月二四日「予防接種法施
行に関する件（厚生省発予第七四号各都道府県知事あて厚生省事務次官通知）」を
発して、講演、ラジオ、新聞、雑誌等あらゆる機会を利用して予防接種に関する衛
生思想普及に務めるよう通知し、
　「２」　昭和二三年一二月一〇日「予防接種法講習会開催並びに補助について
（予発第一六九一号各都道府県知事あて厚生省予防局長通知）」を発して、保健所
職員、市町村吏員及び一般医療関係者を対象に予防接種法令等について講習会を開
催すること及び被接種者、保護者等に対し十分納得を得られるよう周知方を指示
し、
　「３」　昭和三三年の旧実施規則の制定を受けて、昭和三四年一月二一日「予防
接種の実施方法について（衛発第三二号各都道府県知事あて厚生省衛生局長通
達）」により定めた旧実施要領において、被接種者、保護者に対し、予防接種の副
反応について周知徹底を図るとともに、副反応事故発生時の措置として、接種後異
常な兆候があったときは、医師の診察を受け、その結果事故と認められたときに
は、当該予防接種の実施者に連絡するよう指示することを指示した。
　「４」　昭和四五年六月一八日「種痘の実施について（衛発第四三五号各都道府
県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」を発して、種痘による重篤な副反応の発生
は、極めてまれであるが、軽度の発熱、発赤、発疹等は、従来からかなりの頻度に
おいてみられるものであり、被接種者並びに保護者がいたずらに不安を起こさない
よう、接種に当たってはよく周知させることが必要であること、種痘の実施後異常
な兆候があった者は、速やかに医師の診療を受けるよう周知することを定め、種痘
による副反応と副反応発生の場合の措置につき被接種者・保護者に対する周知徹底
を指示し、
　「５」　昭和四五年八月五日「種痘の実施について（衛発第五六四号各都道府県
知事等あて厚生省公衆衛生局長通知）」を発して、「種痘実施の手引き」を定め、
前記「３」、「４」をもって指示した注意事項をとりまとめ、改めて被接種者・保
護者等に対する周知徹底方を指示し、
　「６」　昭和四五年一一月三〇日「予防接種問診票の活用について（衛発第八五
〇号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長・児童家庭局長通知）」を発し、予診
の充実を図るため問診票の活用を指示するとともに、問診票には、質問事項のほ
か、接種の際、接種後の注意事項とともに、各予防接種ごとに副反応事故の存在、
その症状（通常の反応、異常な反応）、異常な症状があった場合の対処等を「予防
接種を受ける人並びに保護者の方々へ」と題して掲載して副反応についての周知を
図るよう、書式を示して指示した。
　このように、厚生大臣等は、各種通知等により実施主体である地方公共団体の長
等に対し、副反応が起こることがあること、その症状及び異常な症状があった場合



の対応等につき、被接種者・保護者に周知徹底するよう指示していたのである。　
また、厚生大臣等は、禁忌等予防接種に対する注意事項や副反応について各種のパ
ンフレットや一般向けの啓蒙書等（例えば、昭和三九年発行の厚生省公衆衛生局防
疫課監修にかかる「防疫シリーズＮＯ４痘そう」）を作成配布するなどして、被接
種者・保護者等に対し周知を図ってきた。
　以上のように、厚生大臣等は、被接種者及び保護者に対し、禁忌、接種の際及び
接種後の庄意事項、副反応の存在並びに異常な症状が発生した場合の対処方法等の
周知徹底を図るために必要な措置を講じていたのである。
　２　接種担当者の過失について
　（被控訴人ら）
　（一）　禁忌推定による過失責任
　（１）　禁忌者の推定と立証責任
　最高裁平成三年四月一九日第二小法廷判決は、「予防接種によって重篤な後遺障
害が発生する原因としては、被接種者が禁忌者に該当していたこと又は被接種者が
後遺障害を発生しやすい個人的素因を有していたことが考えられるが、禁忌者とし
て掲げられた事由は、一般通常人がなり得る病的状態、比較的多く見られる疾患又
はアレルギー体質等であり、ある個人が禁忌者に該当する可能性は右の個人的素因
を有する可能性よりもはるかに大きいというべきであるから、予防接種によって右
後遺障害が発生した場合には、当該被接種者が禁忌者に該当していたことによって
右後遺障害が発生した高度の蓋然性があると考えられる。したがって、予防接種に
よって右後遺障害が発生した場合には、禁忌者を識別するために必要とされる予診
が尽くされたが禁忌者に該当すると認められる事由を発見することができなかった
こと、被接種者が右個人的素因を有していたこと等の特段の事情が認められない限
り、被接種者は禁忌者に該当していたと推定するのが相当である。」と判示した。
　右判決によれば、予防接種によって後遺障害が発生した場合には、特段の事情が
認められない限り、被接種者が予防接種実施規則四条所定のいずれかの禁忌者に該
当していたと推定されることになる。すなわち、被害者側は、予防接種によって後
遺障害が発生したことを立証すれば、被接種者が禁忌であったことが推定される。
これに対して、国家賠償責任を追及される控訴人国側は、この推定を覆すために
は、禁忌者を識別するために必要とされる予診を尽くしたが禁忌者に該当すると認
められる事由を発見することができなかったこと、又は被接種者が個人的素因を有
していたこと等の特段の事情を立証しなければならない。
　また、右判決は、単に生存する被接種者だけでなく、予防接種によって重篤な副
反応を生じ、死亡するに至った被接種者にも妥当するべきは当然である。さらに、
右判決は、直接には、昭和四五年厚生省令第四四号による改正前の予防接種実施規
則四条所定の禁忌者について判示したものであるが、昭和四五年改正後の同規則四
条所定の禁忌者及び予防接種実施規則が制定された昭和三三年以前の昭和二三年一
一月一一日厚生省告示第九五号による種痘施行心得所定の禁忌者についても妥当す
ることは、当然である。
　（２）　過失の推定
　前記最高裁判決が「特段の事情」の一つとして掲げる、「禁忌者を識別するため
に必要とされる予診を尽くしたが禁忌者に該当する事実を発見できなかった場合」
とは、接種に当たる公務員が十分な予診を行うことによって、禁忌の識別について
注意義務を尽くしたこと、すなわち、公務員が無過失であったことを意味してい
る。そして、被害者が禁忌と推定される場合に、その推定を覆すために、「注意義
務を尽くしたこと」の立証責任を控訴人国等に課したことは、同時に「接種担当者
の禁忌看過の過失」もまた、予防接種に起因して後遺障害が発生した事実によって
推定され、控訴人国等が国家賠償責任を否定するためにこの推定を覆すには、「禁
忌者を識別するために必要とされる予診を尽くしたが禁忌者に該当する事実を発見
できなかったこと」、すなわち、接種を担当する公務員が無過失であったことの立
証責任を負うとするのが、右判決の意図する論理であるといわなければならない。
　けだし、予防接種は禁忌者に受けさせてはならないのであって、禁忌者に接種し
た以上、接種担当者が予診義務を尽くさなかったと推定されるのは、当然である。
この点については、既に最高裁昭和五一年九月三〇日第一小法廷判決が、「適切な
問診を尽くさなかったため、接種対象者の症状、疾病その他具体的条件及び体質的
素因を認識することができず、禁忌すべき者の識別判断を誤って予防接種を実施し
た場合において、予防接種の異常な副反応により接種対象者が死亡又は罹病したと
きには、担当医師は接種に際し、右結果を予見し得たものであるのに過誤により予



見しなかったものと推定するのが相当である。」と判示し、担当医師が予診義務を
尽くさなかったときは、異常な副反応を予見できるのに過誤により予見しなかった
過失が推定されるとしていたところである。
　（３）　本件における禁忌看過の過失の主張
　右考え方に基づき、接種担当者の禁忌看過の過失につき、以下のとおり主張す
る。
　すなわち、被控訴人ら本件予防接種被害児のうちＡ２３（七の一）、Ａ６３（二
六の一）及びＡ１３９（六二の一）を除く五九名全員は、それぞれその主張の予防
接種によって重篤な後遺障害を負ったか、重篤な副反応によって死亡したものであ
り、いずれも予防接種当時、予防接種実施規則所定の禁忌者であり、接種担当者に
禁忌看過の過失があったものである（従来、接種担当者の禁忌看過の過失を主張し
ていなかったＡ１５（四の一）、Ｄ１５（二五の一）、Ａ６８（二八の一）、Ａ１
０５（四四の一）、Ａ１２１（五三の一）、Ａ５（五六の一）、Ｄ１６（五七の
一）、Ａ１３１（五八の一）、Ａ１３７（六一の一）の九名については主張を追加
するものである。）。
　なお、本件各被害児のうち、予防接種を受けるに際して、前記最高裁昭和五一年
九月三〇日判決がいうような詳細な問診を受けたものは皆無である。そもそも、厚
生省は、予防接種実施要領において、「医師一人を含む一班が一時間に対象とする
人員は、種痘では八〇人程度、種痘以外の予防接種では一〇〇人程度を最大限とす
ること」と指導してきた。この数字を接種対象者一人当たりに割り当てられる接種
時間に引きなおすと、種痘で四五秒、その余のワクチンで三六秒である。このよう
なわずかな時間で十分な予診を行い、そのうえ接種行為も完了させることは不可能
である。
　実際に、このような国の不適切な指導の下で、本件被害者の多くは、問診票の利
用はもちろん、問診その他の予診も全くないまま、またその余の被害者も、問診票
や問診はあっても、禁忌者を識別するに足りる問診とははるかにかけ離れた粗雑な
予診をされただけで、本件予防接種を受け、それぞれその主張する被害を被ったの
である。したがって、本件被害者の各接種に当たって、接種を担当する公務員が
「禁忌者を識別するために必要とされる予診を尽くした」とは到底いえない。
　なお、本件各被害児らが、本件予防接種を受けるに際して受けた予診の状況は、
別紙の「接種及び予診の状況」記載のとおりである。
　（二）　接種担当者に過失がなかったとの主張に対する反論
　控訴人は、本件被害児のうち、四名の接種については、接種担当者には過失がな
かったと主張する。
　（１）　Ｄ７（三〇の一）
　被害児の接種担当の医師がかかりつけの医師であったとしても、被害児の母親が
提出した問診票には、接種の月である六月中に下痢・かぜに罹患した事実が記載さ
れており、かつ、母親は、予防接種を少しぐらい熱があっても大丈夫という程度に
考えている主婦であったのであるから、接種担当医師は、接種の危険を認識してな
い主婦にも理解できるように、慎重に、特に現在熱があるかどうかなどを問診すべ
きであり、更に、母親の予防接種の理解程度が右に述べた程度であったことに照ら
せば、少なくとも体温測定をする必要があり、更に直接聴打診等も行うべき必要が
生じたことも考えられるのである。しかるに、本件では、問診票の検討のみによ
り、それ以上の予診を行った形跡は全くなく、安易に接種を実施したものと認めざ
るを得ない。到底予診を尽くしたとはいえない。
　（２）　Ａ１００（四二の一）
　被害児の母親は、予防接種の禁忌については何も知らず、したがって問診票がい
かなる意味を有するかも知らず、「予防接種はしなければならないもの」という考
えの下に問診票を記入したものである。しかし、問診は、医学的知識を欠く一般人
に対してされるもので、質問の趣旨が正解されなかったり、的確な応答がされなか
ったり、素人的な誤った判断が介入して不十分な応答がされたりする危険を持って
いるから、的確な応答をさせるためには、応答者に質問がいかなる意味を有するか
を理解させることが重要な前提となる。しかし、被害児の母親は、本件では問診票
の質問事項の意味も、禁忌の存在すらも知らなかったというのであるから、問診票
を使用したというだけでは担当医師が予診義務を尽くしたことにはならない。
　（３）　Ｄ８（四六の一）
　接種を担当したＦ２３医師は、胸の聴診、喉の視診、検温は行ったものの、予防
接種実施規則四条所定の症状、疾病、体質的素因の有無及びそれらを外部的に徴表



する諸症状の有無のすべてについて漏れなく問診等を行って異常の有無を確認した
とはいえないから、Ｆ２３医師が無過失であつたとはいえない。
　（４）　Ａ１３６（六〇の一）
　被害児は当時からアレルギー体質であった。そして、当時の予防接種実施規則四
条三号には、「アレルギー体質の者」が禁忌として定められていた。しかるに、本
件接種において使用された問診票には、かかる禁忌を的確に記載する欄はなく、単
に「今、しっしんなどの皮膚の病気がありますか」との問いが記載されているだけ
である。このように、右問診票の記載は被害児の禁忌を的確に記入するようには定
められていなかった。また、問診票に記入した後は、何ら担当医師の問診や視診も
なしに接種がされた。しかし、問診票はあくまで担当医師のする予診の補助手段に
すぎず、担当医師は被接種者が禁忌者に該当するか否かの予診を尽くさなければな
らないのである。しかるに、本件では、問診票が不完全である上に、担当医師自ら
の問診や視診がされていないのであるから、予診を尽くしたということはできな
い。
　（三）　各人ごとの禁忌該当の具体的主張
　（１）　なお、本件被害児のうち別紙「禁忌該当の事由」記載の各被害児（五〇
名）については、「禁忌」ないし「禁忌判定が困難な異常」が具体的に存在した。
このうち、Ｄ１７（一九の一）、Ａ５１（二一の一）、Ｄ１８（五四の一）の各接
種は、当時の種痘施行心得（昭和二三年厚生省告示第九五号）に定められた禁忌に
該当し、又は禁忌該当の疑い（禁忌の判定が困難な異常があり、当日は接種を行わ
ないとすべき事由）があり、それ以外の者は、すべて昭和五一年改正前の旧実施規
則四条各号の禁忌に該当し、又は禁忌該当の疑い（禁忌判定が困難な異常）があ
り、旧実施要領第一の九３により、当日は接種を行うべきでないとする事由があっ
た。
　各人の禁忌の具体的内容は、別紙の「禁忌該当の事由」欄記載のとおりである。
　これを類型別にまとめると、「本人又は両親兄弟のアレルギー」、「接種当時の
かぜその他の感染症」「何日か前までのかぜその他の感染症」「病気の繰り返し、
病後衰弱など」、「体重曲線の異常」、「未熟児」、「分娩異常」、「けいれ
ん」、「下痢」、「まん延性皮膚病」、「化膿」及び「過去の予防接種での異
常」、その他になる。
　ア　本人又は両親兄弟のアレルギー
　「１」　本人のアレルギー
　当時の予防接種実施規則四条三号は、「アレルギー体質の者」を「禁忌」として
明確に定めていた。ぜんそく、じん麻疹、湿疹等のアレルギー性疾患の既往歴のあ
る者は、アレルギー体質の者として、予防接種は禁忌である。
　控訴人国は、「一般的なアレルギー疾患は禁忌でない」と主張するが、生後間も
ない乳幼児が接種しようとする当該ワクチンの成分に対してアレルギー反応を起こ
すか否かをあらかじめ知ることは通常あり得ない。昭和五一年改正後の予防接種実
施規則の「接種しようとする接種液の成分によりアレルギーを呈するおそれがある
ことが明らかな者」という禁忌の定めは、無意味である。一般的に、ある物質に対
してアレルギー反応を起こしやすい体質の人は、他の物質によってもアレルギー反
応を起こしやすいことが経験的に知られており、このことは、アレルギー症状を呈
する人には免疫学的異常があることが明らかにされたことによって裏付けられてい
る。
　したがって、アレルギー疾患の既往歴のある者は、ワクチン接種によってアレル
ギーによる副反応を引き起こす蓋然性があり、予防接種は禁忌とされなければなら
ないのである。
　「２」　両親兄弟のアレルギー
　アレルギー体質は遺伝によるものとされており、両親兄弟がアレルギー疾患の既
往歴を有する場合には、本人もアレルギー体質者（禁忌）である疑いがあり、「禁
忌の判定が困難な異常」がある者として、集団接種による接種は行うべきではな
い。
　（３）　本件被害児について
　本件被害児のうちＡ９０（三八の一）については、Ｇ１証人は、同人の「ただ
れ」「おむつかぶれ」は接触性皮膚炎であり、アレルギー性湿疹ではないと述べて
いるが、乳幼児にみられる湿疹の相当数はアレルギーによるものであり、乳児の顔
や頭に湿疹ができている場合は、アトピー性皮膚炎の始まりと考えられる。したが
って、同人の湿疹もアレルギーによるものであることが十分考えられるものであ



る。
　また、同人の父が生卵に限ってお腹をこわすとしても、加熱処理等によってアレ
ルゲンが変化しアレルギー反応を起こさなくなることもあるのであるから、同人の
父がアレルギー体質でないとは断定できない。また、被害児の兄がアレルギー体質
であることは明らかである。
　イ　かぜその他の感染症
　「１」　かぜその他の感染症にかかっていること自体が予防接種による副反応を
起こしやすいと考えられるのみならず、かぜは万病の基といわれるように、かぜそ
の他の感染症は、様々な合併症を引き起こす危険があること、また、重大な病気が
かぜの症状として現れることがあることからも、かぜその他の感染症にかかってい
るときは、予防接種を避けるべきである。
　したがって、かぜその他の感染症にかかっている者は、有熱状態の場合は、旧実
施規則四条一号の「有熱患者」の禁忌に該当するが、有熱患者でない場合は、同号
の「その他医師が予防接種を行うことが不適当と認められる疾病にかかっている
者」の禁忌に該当するか、あるいは、右各禁忌に該当する疑いがあり、右各禁忌の
判定が困難な異常がある者に該当する。　「２」　Ａ５８（二四の一）は、昭和四
三年五月一〇日にポリオ生ワクチンの投与を受けたが、接種前は見た目には元気で
あったので体温測定はせず（体温測定の指示はなかった。）、接種会場でも体温測
定はしなかったが、当日の夕方、投与を受けて帰ってきてすぐに母親が発熱に気が
ついたものである。この状況からみると、ワクチン投与当時既に発熱していた蓋然
性が高い。
　Ａ７０（二九の一）は、接種の数日前から喉がぜいぜいするかぜの症状が認めら
れた。
　母親は熱がなかったと述べているが、この場合でも、体温測定してみると発熱し
ていることが多い。したがって、同人は、旧実施規則四条一号の「有熱患者」又は
「医師が……不適当と認める疾病にかかっている者」に該当する疑いがあった。　
Ｄ１１（一六の一）は、もともとかぜをひきやすく、お腹をこわしやすいなど病弱
であったが、接種前約二箇月間におたふくかぜ、水痘に罹患したほか、二度かぜを
ひいており、本件接種当時二度目のかぜが冶っていない状態であった。そこで、両
親は本件接種を受けないことに決めていたが、両親不在の間に町内会長の強い指示
で接種に駆り出され、両親の意思に反して副反応の特に強い腸パラワクチン接種が
強行されてしまったのである。同人が旧実施規則四条二号の「病後衰弱者」、一号
の「医師が……不適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当していたこと
は極めて明白である。
　ウ　何日か前までのかぜその他の感染症
　「１」　かぜその他の感染症の症状が治ったとみられる場合であっても、小児の
場合は、体調が元に戻るまでには相当期間を要するのであるから、「医師が……不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する又は「その判定が困難な
者」とすべきである。
　「２」　Ｄ１９（二の一）は、昭和四五年二月一三日に千葉医院で初診を受け、
同月二三日にも受診し、更に三月二日になってもせきが止まらず投薬を受けるな
ど、かなりしつこいかぜにかかっていたことが認められ、回復までには相当な期間
を要すると考えられる状態であった。したがって、三月一一日の本件接種は、「医
師が……不適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する疑いがあり、
「禁忌判定が困難な者」として、当日の接種は行うべきではなかったものである。
　エ　病気の繰り返し、病後衰弱など
　「１」　繰り返し病気にかかる者は、その背後に基礎的な疾病が隠れていること
が考えられ、また、繰り返し病気にかかることにより体力が衰えていると考えられ
る。また、病後衰弱も同様、体力が衰えている。このような場合は、予防接種によ
り副反応が発生するおそれがあり、旧実施規則四条一号の「医師が……不適当と認
める疾病にかかっている者」又は同条二号の「病後衰弱者」の禁忌に該当する、又
は「禁忌の判定が困難な者」に該当するので、予防接種を行うべきでなかった。
　「２」　Ｄ２０（二三の一）は、病気の繰り返しや病後衰弱者とはいえないが、
生後二箇月から六箇月間も足の感染症で入院し、輸血を一〇回も受けており、重大
な病気にかかっていたことが明らかで、接種時まで年月が経過しているとはいうも
のの、右病気が何であったのか、後遺症が残っていないか、本人に体質的弱みがあ
ったのではないかなど、検討すべき点が多々あり、「医師が……不適当と認める疾
病にかかっている者」の禁忌に該当する疑いがあり、右「禁忌の判定が困難な者」



に該当したものである。
　また、Ａ５８（二四の一）は、昭和四三年五月一〇日に発熱し、翌朝から下痢も
始まり、三九度の高熱が続き、五月一七日現在もなお軟便の状態が続いており、体
力は相当消耗していたと考えられる。二種混合ワクチンの接種は五月二七日に行わ
れたが、五月一七日にも軟便で治療を受けており、軟便や不機嫌状態が五月一八日
以後も続いていたものと考えられる。五月二七日の接種直後にも発熱と下痢の症状
が現れており、「病後衰弱」の状態を脱していなかったことは明らかである。
　オ　体重曲線の異常
　「１」　乳幼児の体重の増え方は、その乳幼児の体調、健康状態を総合的に示す
最もよい指標の一つとされている。したがって、乳幼児の体重曲線が通常と異なる
場合は、何らかの病気や異常が隠されていると考えられ、旧実施規則四条一号の
「医師が……不適当と認める疾病にかかっている者」又は同条二号の「著しい栄養
障害者」の禁忌に該当し若しくは右禁忌に該当する疑いがあったか、あるいは旧実
施要領第一の九３の「禁忌の判定が困難な者」に該当するというべきである。
　「２」　Ｄ１（六の一）は、生後一箇月までの体重増加がわずか二三〇グラムに
すぎず、標準の三分の一にも満たない増加でしかなかったもので、極めて異常な状
態であり、体力も非常に弱っていた状態であったと考えられる。本件接種当時は、
右状態から二箇月も経過しない生後八八日にすぎず、また、当時の体重も五〇〇〇
グラムで、標準体重五八〇〇グラムをなお相当下回る状態で、栄養状態は標準と比
べ悪いと考えられる状態であった。したがって、同人は少なくとも「著しい栄養障
害者」の禁忌に該当する疑いがあり、あるいは右禁忌の判定が困難な者として、本
件接種は行うべきでなかった。
　また、Ｄ２（一一の一）は、生後五箇月以降生後一年一箇月ころまで八箇月もの
間体重増加がなかった。これは、極めて異常な事態であり、この背後には何らかの
重大な疾病や異常が存在したと考えるのが当然である。少なくとも「医師が……不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する疑いがあり、「禁忌の判定
が困難な者」として、本件接種は行われるべきでなかった。
　また、Ａ４４（一八の一）は、出生時は平均値を四〇〇グラム上回つていたの
に、生後三箇月二五日には平均値を三五〇グラム下回る結果となっており、体重増
加を妨げる何らかの異常があったと考えられる。生後三箇月から五箇月にかけて
は、保健所で栄養失調気味といわれる状態が続いたが、その後本件接種当時（生後
一一箇月）まで、右状態がどの程度回復したかは明らかではなかった。したがっ
て、同人は、「著しい栄養障害者」の禁忌に該当する疑いがあり、禁忌の判定困難
な者であった。
　カ　未熟児
　未熟児は、満期前三七週未満で生まれた早産未熟児（ＡＦＤ）にせよ、三七週以
後に生まれたが体重が二五〇〇グラム以下の満期産未熟児（ＳＦＤ）にせよ、予防
接種による副反応が異常に強くなる危険性がある。すわなち、ＡＦＤは、強い未熟
性のために仮死出産が多く、哺乳力、感染、黄疸等にも弱い上、体温が不安定であ
り、早く生まれたこと自体、新生児にとっては一つのストレスである。ＳＦＤも仮
死を始めとしてお産のときの問題が多く、低血糖その他の異常が一般の子供に比べ
多い。さらに、ＳＦＤにとって問題なのは、神経系又は他の器官に隠された疾患が
あって、そのためにお腹の中で順調に発育しなかったという蓋然性が高いことであ
る。
　したがって、未熟児は、種痘施行心得（昭和二三年厚生省告示第九五号）九号、
旧実施規則四条二号の「著しい栄養障害者」に該当し、かつ、集団接種の場では、
同条一号の「医師が……不適当と認める疾病にかかっている者」に該当する禁忌者
であったというべきである。
　なお、未熟児であっても、その後体重が順調に増加した場合には禁忌に該当しな
いという主張があるが、体重が順調に増加したとしても、それだけで未熟児が健康
児になったとみるのは早計であって、体重が順調に増加しても、前述のような未熟
児に特有の疾患がなお潜在化している場合がある。特に集団接種の場では潜在的な
疾病を識別することは不可能であって、専門家である小児科医が十分な時間をかけ
て隠れた疾病の有無を調べてから、予防接種の適否を判定すべきである。
　キ　分娩異常
　Ｄ２１（八の一）は、出産の際、分娩子癇と陣痛微弱があり、分娩時にメトリイ
リーゼ、鉗子手術がされた。したがって、同人は、母親の妊娠中毒症のために体内
で酸素不足の状態にあった可能性があり、また、分娩時に仮死出産によって酸素不



足の状態になった可能性がある。その上、分娩時に脳細胞を傷っけた可能性が大で
ある。
　Ａ８０（三三の一）は、出産に際し臍帯けんらくがあり、仮死出産であった。そ
うすると、同人も、出産後脳に酸素不足による障害があった可能性がある。
　そうすると、両名は、これらの隠れた障害によって予防接種の副反応が重大にな
る危険性があったから、「医師が……不適当と認める疾病にかかっている者」に該
当していた。
　ク　けいれん
　けいれん性体質の子は、旧実施規則四条三号により明らかに禁忌者に該当する。
　控訴人は、Ｄ２２（三二の一）について、禁忌者とされる「けいれん性体質の
者」とは、「てんかん等基礎疾患があってけいれんを症状として繰り返す者」が対
象であって、同人はこれに該当しないと主張する。
　しかし、右規則は、「けいれん性体質の者」を控訴人のいうように限定していな
い。そもそも、けいれんが熱性けいれんであるか、てんかんを表すけいれんである
かは区別することが困難であり、熱性けいれんの中にも良性なものと悪性のもの等
いろいろな種類がある。このような事情もあって、昭和五一年の予防接種実施規則
は、けいれんについて、「接種前一年以内にけいれんの症状を呈したことが明らか
な者」と定め、「けいれん性体質の者」であることも要件としなくなった。けいれ
ん性体質の者を控訴人主張のように限定することは誤りである。
　その上、同人は、本件二種混合ワクチン接種の二週間前に本件種痘の接種を受け
たが、その後本件二種混合ワクチン接種までに三回けいれんの発作を起こしてい
る。一過性の熱性けいれんでなかったことは明らかである。
　ケ　下痢
　乳幼児が下痢を起こすと、脱水が起きて、そのために体液のバランスが崩れ、け
いれんや急性脳症などが非常に起きやすくなる。下痢は、体力を低下させ、抵抗力
が減退して予防接種による副反応を増大させるし、神経疾患の発症である場合もあ
る。
　したがって、下痢をしている乳幼児は、予防接種を避けるべきであり、旧実施規
則四条一号の「医師が……不適当と認める疾病にかかっている者」に該当し、禁忌
者としなければならない。特に、ポリオ生ワクチンの投与については、急性脳症を
起こしやすくしないためにも、下痢を禁忌としなければならない。かくして、昭和
三九年の予防接種実施規則の改正で、同条六号に「急性灰白髄炎については、第一
号から第四号までに掲げるもののほか、下痢患者」との文言が加わったのである。
　控訴人は、Ａ３５（一三の一）につき、接種の前日に通院治療中の医師の診察を
受け、ポリオ生ワクチンの投与を受けても大丈夫といわれたから禁忌でないと主張
する。しかし、前日に診断した医師の判断は、明らかに前記規則の禁忌条項に違背
しているばかりでなく、接種当日の被害児の下痢症状が前日と同じであったという
証拠は何もないのであるから、接種に際して担当医師は、改めて禁忌に該当するか
否かを診断すべきであったにもかかわらず、かかる予診は全く行われていないので
ある。接種担当医師の予診義務違反は明らかであり、約一箇月前から下痢症状が続
いていた被害児が禁忌者であることも明白である。
　コ　まん延性皮膚炎
　控訴人は、Ａ３３（一二の一）について、頭部に「くさ」ができていて、そのた
めに種痘の接種が延期されたこと、生後一一箇月の時点だおいても「くさ」のあっ
たことを認めながら、「くさ」は、本件接種当時軽快していたとする。
　しかしながら、「くさ」は、脂漏性湿疹であると考えられるところ、脂漏性湿疹
のある子供は、頭部のほかに全身各所に湿疹のあることが多く、実際、被害児は、
接種時に頭部及び身体各所に湿疹様の皮膚の変化があったのである。
　したがって、頭部のくさがやや軽快したからといって、被害児が予防接種実施規
則にいう「まん延性皮膚病にかかっている者」に該当しなくなったとは到底いえな
い。
　Ｄ１７（一九の一）は、生来皮膚が弱く、あせも、湿疹、あせものよりなどに悩
まされ、下痢をすると肛門の回りが長期間発赤し、頭部にも治療を要する湿疹があ
った。このように、同人は絶えず皮膚病に悩まされていたことからすると、生後一
二箇月の本件接種の際にも、湿疹その他の病変があった可能性が大である。
　しかるに、同人は、この貞について何ら予診を受けず、本件接種がされた。少な
くとも、同人は、「異常が見られ、禁忌に該当するかどうかの判定が困難な者」に
該当する。



　サ　化膿
　Ａ１００（四二の一）は、昭和四三年五月二二日、ポリオ生ワクチンの投与を受
けたが、接種当時同人は顔色が青白く、ちょっとおとなしく、普段は活発に体を動
かすのに、乳母車に乗せても動かなかったことは、同人の母親が供述するところで
ある。また、同人は、接種を受けた約五時間後に三九度の高熱があり、熱は六月に
なっても続いたこと、接種を受けてから一、二日後に母親は被害児の肛門の周囲に
おできを見つけ、五月末頃には切開の手術を受けた事実がある。
　以上の事実からみると、被害児は、本件接種時点で既に肛門周囲膿瘍を発症して
いたものである。したがって、被害児は、当時の旧実施規則四条一号の「有熱患
者」の禁忌に該当するか、「その他予防接種を行うことが不適当と認められる疾病
にかかっている者」に該当する。あるいは、右各禁忌に該当する疑いがあり、右禁
忌の判定が困難な異常がある者に該当する。
　シ　過去の予防接種での異常
　本人や兄弟が過去の予防接種で発熱その他の異常を示したことがある場合は、予
防接種によって異常な反応を示す危険があり、「医師が……不適当と認める疾病に
かかっている者」との禁忌の判定が困難な異常がある場合に該当し、集団接種にお
いては接種を見合わせるべきものである。
　（四）　ワクチン過量接種の過失及び複数ワクチン同時接種の過失
　（１）　被害児Ｄ４（三四の一）につき過量接種を行った過失
　多圧法による接種方法が採られ、接種箇所が二箇所になっている本件では、二倍
の量の接種がされたと推認するのが合理的である。
　また、接種による脳炎・脳症等の神経系障害の原因は、痘苗に含まれる物質によ
るものであり、接種量が多ければ多いほど脳炎・脳症の副作用の危険も増大すると
考えられており（Ｇ１「Ｆ２４」参照）、事故防止のため痘苗の接種量は必要最小
量にすべきであるとされているのである。
　控訴人は、我が国の痘苗を規定量の二倍程度接種しても十分に安全と主張する
が、我が国の痘苗は、本件接種以前から実際にはポック形成単位１×・以上の力価
を有することが国家検定で確認されていたものであり、我が国の痘苗の力価がＷＨ
Ｏ基準の二分の一であった事実はない。我が国の痘苗を規定量の二倍接種すれば、
やはりＷＨＯ基準の二倍接種することになるのであって、規定量の二倍の接種は、
予防接種事故の危険性、蓋然性があり、安全とはいえない。
　（２）　複数ワクチン同時接種を行った過失について
　ワクチンの接種は人体にストレスを加えることであり、副反応を発生させること
のある接種が一つでなく二つ同時に行われれば、人体に対するストレスが同時に二
つ加えられることになり、それだけ副反応の発生する危険が増大し、また、副反応
が二つ重なることにより重大な結果が発生する危険がもたらされることは医学の常
識である。
　また、ウイルス感染が免疫不全をもたらすことがあることは医学上確立された知
見であるが、同時接種を行った場合には、一方のワクチン接種によって免疫産生能
力が奪われ、他方のワクチンについて免疫不全状態となり、重大な副反応がもたら
されるおそれがある。
　このように、予防接種実施要領等が複数のワクチンの同時接種を禁止しているの
は、同時接種が副反応の危険を増大させ、副反応が重なることによって重大な結果
をもたらすおそれがあるからである。なお、控訴人のいうＷＨＯ専門委員会の報告
は、具体的な調査、研究による結論とは認め難いものである。
　（控訴人）
　（一）　最高裁平成三年四月一九日第二小法廷判決について
　右最高裁判決には看過し難い誤りが存在する。すなわち、右判決が二者択一の関
係であるとする禁忌該当者と個人的素因を有するものという区別が必ずしも明確で
はないということである。
　後者の個人的素因を有する者を、予防接種実施規則四条には定められていないけ
れども、なお後遺傷害を発生しやすい個人的素因を有するものと一応理解するとし
ても、それがどのようなものを指すのかの実態は一切不明である。さらに、最大の
問題点は、予防接種によって後遺障害が発生した場合に、その原因については、右
判決の考え方のように、禁忌該当の可能性と個人的素因を有する可能性とに一応区
別できるとしても、そのいずれの原因によるかということは確定し難く、ましてや
それが禁忌者に該当していた高度の蓋然性があるなどとは到底いえないのであっ
て、そのような医学的知見ないし経験則は存在しないという点である。



　以上のとおり、右判決が痘そうの予防接種によって後遺障害が発生した場合には
特段の事情の認められない限り被接種者が禁忌者に該当していたと推定されるとし
た判示は誤りというべきである。
　（二）　接種担当者に禁忌看過に関し過失がないことについて
　なお、仮に前記判決の判示に従ったとしても、以下の被害児四名については、最
高裁昭和五一年九月三〇日第一小法廷判決に照らし、接種担当者において禁忌者を
識別するために必要な問診が尽くされていたというべきであり、それにもかかわら
ず禁忌者に該当する事由を見い出せなかったものである。したがって、これら各接
種担当者には過失は存しないというべきである。
　（１）　被害児Ｄ７（三〇の一）
　右被害児は、昭和四八年六月二二日、東京都世田谷区所在のｅ１１会館において
種痘の定期接種を受けたものであるが、当日の種痘の予防接種を担当した医師は、
被害児かかりつけのＦ２５医師であった。右接種の際、Ｆ２５医師がとのようにし
て被害児の健康状態を確認し、接種可能と判断したのかは必ずしも明らかでない
が、同医師は、被害児のかかりつけの医師として、かねてより同人の健康状態、そ
の他予防接種実施規則所定の症状、疾病、体質的素因等を熟知していたものと考え
られるところ、右知識・経験に基づいてもなお被害児について禁忌に該当する事由
を見いだせなかったことは明らかである。このように、被接種者の健康状態を熟知
しているかかりつけの医師が問診票の内容を検討し、当日の被接種者を視診してい
る場合には、少なくとも前記最高裁昭和五一年判決が集団接種の場において必要と
判示しているのと同程度には被接種者について禁忌該当事由の有無が検討されてい
るといえるから、このような場合には、右最高裁判決が要求するのと同等の予診が
尽くされたものと解するのが相当であり、それにもかかわらず、本被害児について
は禁忌に該当する事由を発見できなかったのであるから、右接種担当者には過失は
ないというべきである。
　（２）　被害児Ａ１００（四二の一）
　右被害児は、昭和四三年五月二二日、倉敷市の幼稚園においてポリオ生ワクチン
の定期接種を受けたが、その際には、予防接種実施規則四条所定の症状、疾病、体
質的素因等を具体的かつ詳細に質問事項として掲げた問診票が使用されている。そ
の記載内容は極めて分かりやすく、被質問者から適切な回答を得ることができると
思われるところ、いずれの事項についても、異常を示す記載はなかった。そして、
当然のことながら、予防接種実施担当者は、右問診票を受け取って各項目をチェッ
クし、被接種者の視診を行い、特に異常がないと認めて予防接種を実施したものと
思われる。
　したがって、右被害児については、予診が尽くされたというべきであり、それに
もかかわらず右被害児については禁忌に該当する事由が発見できなかったのである
から、右接種につき接種担当者に過失はないというべきである。
　（３）　被害児Ｄ８（四六の一）
　右被害児は、昭和四七年六月三〇日、岡山市のＦ２３小児科医院において、三種
混合ワクチンの第二回目の接種を受けたものであるが、その際の接種担当者である
Ｆ２３医師は、右接種前の六月一九日から、右被害児を診察して投薬治療するな
ど、かかりつけの医師として同人の健康状態を熱知していた。そして、接種の際に
も、問診はもちろん、視診、聴打診、検温等必要な限りの予診を尽くしたが、結
局、同人が禁忌者に該当するとするだけの事由を見い出せなかったのである。この
ように、本件接種は、被害児の健康状態等を熟知するかかりつけの医師により十分
な予診がされた上で実施されたものであって、その過程でＦ２３医師は右被害児を
禁忌に該当しないと判断したのであるから、右Ｆ２３医師には過失はないというべ
きである。
　（４）　被害児Ａ１３６（六〇の一）
　右被害児は、昭和四九年四月一二日、ｏ１０町立母子健康センターにおいて、種
痘の予防接種を受けたものであるが、その際、予防接種実施規則四条所定の症状、
疾病等が具体的かつ詳細に記載されている問診票が使用されたところ、右票には異
常を示す記載はされていない。そして、予防接種実施担当者は、右問診票を受け取
ってその内容をチェックし、接種に際しては被接種者を視診し、異常がないと判断
した上で予防接種を実施したものと推定される。
　したがって、右被害児についても、禁忌者を識別するために必要とされる予診を
尽くしたというべきであり、それによっても禁忌に該当する事由を発見できなかっ
たのであるから、接種担当者には過失がないというべきである。



　（三）　各人ごとの禁忌該当の具体的主張に対する反論
　被控訴人らの各人ごとの禁忌該当に関する主張（（三））については、争う。
　（四）　ワクチン過量接種の過失及び複数同時接種の過失について
　（１）　被害児Ｄ４（三四の一）につき、過量接種の過失の不存在
　予防接種実施規則八条では、種痘の痘苗の接種量につき、「痘苗は、〇・一ＣＣ
をおよそ一〇人に対して用いるものとする」と定め、同規則一〇条三項では多圧法
における接種数につき、「接種数は一箇とする。」と定めているが、右痘苗に含ま
れるウイルス菌量の点については、力価試験において、ふ化鶏卵上のポック形成単
位が「試料一ｍｌ当たり５×・以上」でなければならないとしている。ところで、
ＷＨＯの基準では、この二倍に当たる「１×・ポック形成以上」とされており、し
かも、日本の力価決定に際して、実際の接種時における力価は「１×・ポック形成
単位」で十分であるが、保存中の力価低下を見込んで「５×・ポック形成単位以
上」とされたものである。
　このような点を考えると、種痘に関し仮に二倍の過量接種を行ったとしても、十
分安全な量と考えられるのであって、予防接種事故発生の危険性、蓋然性を有する
ものではない。
　また、種痘後まれに発生する脳炎・脳症等の重篤な神経系副反応については、そ
の発生機序は必ずしも十分に解明されていないが、量が増えれば右副反応がそれだ
け増加するというような単純な関係にあるものではない。被控訴人らの引用するＧ
１論文は、接種量と局所反応との医学的機序は不明であるが、局所反応をできる限
り弱くすることが望ましいとの観点から、体内に入るウイルス量を少なくすること
も一方法であるといったことを述べているにすぎず、接種量が多ければ直ちに脳
炎・脳症の副反応の危険が増大するとの医学的根拠を明らかにしているものではな
い。
　以上のように、予防接種実施規則に違反して種痘の過量接種を行ったことが直ち
に予防接種事故を引き起こすものではないし、事故発生についての過失の存在を推
認させるものでもない。
　また、接種個数が二個になったことから、直ちに接種量が通常の二倍になったと
推認することもできないものである。
　（２）　被害児Ｄ３（一五の一）につき、ワクチンの複数同時接種を行った過失
の不存在
　複数同時接種が禁止された趣旨は、「１」生ワクチン相互のウイルスの干渉作用
による免疫産生の低下の防止、「２」副反応が発生した場合、原因となったワクチ
ンを特定するための混乱の防止、という二点にある。特に、生ワクチンと不活化ワ
クチンの同時接種については、ウイルスの干渉作用による免疫産生の低下という現
象は生じないから、それが禁止されるのは「２」の事情を考慮したためにすぎず、
同時接種により副作用が発生する危険が増大したり、二つの副作用が重なることに
よって重大な結果をもたらす危険があるからではない。このことは、ＷＨＯの専門
委員会の報告や原審のＥ４証人の証言により明らかである。
　被害児Ｄ３が接種を受けた種痘は生ワクチンであるが、二種混合ワクチンは不活
化ワクチンであって、これを同時に接種することは、予防接種事故を引き起こす原
因となるものではないし、事故発生についての過失を推認させるものでもない。　
３　接種担当者の過失についての控訴人国の帰責事由
　（被控訴人ら）
　（一）　本件接種担当者の過失と控訴人国の賠償責任
　本件各被害児に対する法による強制接種は、いずれも控訴人国の機関である市区
町村長又は保健所長が実施したものであるが、接種担当者による右接種は国の公権
力の行使としてされたものであり、控訴人国が国家賠償法一条により損害賠償責任
を負うことは明らかである。
　仮に本件各被害児に対する強制接種のうち法定期間外にされた接種の一部が国の
機関たる市区町村長又は保健所長によってされたものではなく、地方自治体の事務
としてされたものであるとしても、控訴人国は、その監督者又は費用負担者とし
て、接種担当者の過失につき、国家賠償法三条により損害賠償責任を負うべきであ
る。
　また、勧奨接種は、都道府県又は市町村が実施したものであるが、被控訴人国
は、その接種担当者の監督者又は費用負担者として、国家賠償法三条により損害賠
償責任を負うべきである。
　（二）　法の定める期間後にされた接種についての控訴人国の責任



　（１）　市町村長は、地方自治法一四八条三項により国の機関委任事務として、
「予防接種法の定めるところにより、定期又は臨時の予防接種を行うこと」とされ
ている（同法別表第四、二、（一三））。そこで、市町村長等は、昭和五一年改正
前の法以下の法令等に従って予防接種を実施したものであるが、法律が接種を義務
付ける接種は、種類が多く、生後間もない短期間に数多くの接種を行わなければな
らないものとされており、しかも、集団接種の方法を採る場合には年間何回も接種
を実施することはできにくい状況にあったため、定期接種として集団接種を実施す
る場合にも、接種対象として設定された乳幼児の年齢、月齢は必ずしも法律が定め
る期間内のものに限られず、それを超えることもしばしば起こった（例えば、被害
児Ｄ３（一五の一）は、昭和四〇年二月一日生まれであるが、昭和四〇年九月八
日、生後七箇月余で二種混合ワクチンと種痘の接種を受けるよう通知され、その接
種を受けているが、この通知によれば、生後九箇月、八箇月、七箇月の幼児を接種
の対象としていたのである。）。さらに、予防接種には禁忌事項が定められてお
り、接種当日の体調により接種を受けられない者がいることが当然予想され、市区
町村長等はこれらの者に対して体調回復後に定期接種を行う法律上の義務があった
が、法が定める期間内にこれらの者のため接種を実施することは容易でなかったた
め、その後に実施する定期集団接種の際（法が定める期間経過後）にこれらの者に
対する接種を実施していたのが実際であり、このような接種も五条の定期接種であ
るとの理解の下に接種を実施していたのである。すなわち、市区町村長等は、定期
集団接種の際に都合により接種を受けられない者に対しては、次の定期集団接種の
際に接種を受けるよう指示し、右集団接種においては、法の定める期間内の接種と
期間後の接種とを区別することなく、定期接種として接種を行ったものである。
　（２）　以下の一〇名の被害児は、以下のとおり、市区町村長等が定期接種のた
め定めた接種日が被害児との関係では法の定める定期を徒過した後に設定された
か、本人に疾病、健康状態等やむを得ぬ事情があって定期の接種が受けられず、そ
れがやんだ後直ちに、指示により、市区町村長又は保健所長の実施する接種を受け
たものであり（Ａ１２、Ｄ２３、Ａ６５、Ｄ１３、Ａ１０５、Ｄ１２、Ａ１１５の
七名については、当初の通知に指定された接種日自体が法の定める期間を経過して
おり、Ａ１２、Ｄ２３、Ｄ１３、Ａ１０５は、右通知の日に接種を受けた。Ｄ１
７、Ｄ１２、Ａ１１５は右通知の指定日は体調が悪く、指定された次の定期接種日
に接種を受けた。Ｄ２０、Ａ９５、Ｄ８は、当初の通知に指定された接種日は法の
定める期間内であったが、当日は体調が悪く、次の定期接種日に接種を受け
た。）、その接種の実施主体は、控訴人国の機関たる市区町村長等であることが明
かである。
　「１」　被害児Ａ１２（三の一）
　生後一年一箇月で種痘第一期の接種を受けた。同人は、静岡県磐田市長からの通
知に基づき、同市長が小学校で実施した集団接種において、昭和四一年度種痘第一
期の定期種痘として本件接種を受けたものである。本件接種の実施主体は、控訴人
国の機関としての磐田市長である。
　「２」　被害児Ｄ２３（一四の一）
　生後一年二箇月で種痘第一期の接種を受けた。同人は、宮城県ｆ１１町長からの
通知を受け（通知にいう「生まれて一度も接種を受けないもの」に該当する。）、
同町長が小学校で実施した集団接種において、種痘第一期の定期接種として本件接
種を受けたものである。本件接種の実施主体は、控訴人国の機関としてのｆ１１町
長である。
　「３」　被害児Ｄ２０（二三の一）
　満四歳を過ぎた昭和四一年一二月に、同年秋ころ回覧されてきた室蘭市役所の広
報により知った北海道室蘭市長の実施する第一期種痘の定期接種を室蘭保健所で受
けた。Ｄ２０は生まれつき虚弱体質で入退院を繰り返していたところ、数えで四歳
ころから体力もつき健康になってきたので、市の広報で知った定期の種痘を受けた
ものである。この種痘は控訴人国の機関たる室蘭市長が実施したものである。
　「４」　被害児Ａ６５（二七の一）
　生後一年二箇月で三種混合ワクチンの接種を受けた。同人は、東京都世田谷保健
所からの通知に基づき、世田谷区長が小学校で実施した集団接種において、三種混
合ワクチン第一期第一回定期接種として本件接種を受けたものであり、その実施主
体は、控訴人国の機関たる世田谷区長であった。
　なお、Ａ６５は、生後九箇月で三種混合ワクチン第一期第一回の接種を受け、引
き続き第二回の接種を受けようとしたが、かぜのため受けることができず、その後



再び保健所から通知があったので、改めて第一期第一回の接種として本件接種を受
けるに至ったものである。
　「５」　被害児Ｄ１３（三九の一）
　生後一歳で百日せきワクチンの接種をＦ２６医院で受けた。同人は、福岡県ｍ７
町長からの回覧板による通知に基づき、同町長が接種をＦ２６医院に委託して実施
した集団接種において、百日せき第一期第一回の定期接種として本件接種を受けた
ものであり、その実施主体は、控訴人国の機関たるｍ７町長であった。
　「６」　被害児Ａ９５（四〇の一）
　生後一年二箇月で種痘第一期の定期接種を練馬保健所で受けた。これは生後七、
八箇月のときに種痘の定期接種の通知を受けたが、下痢のため受けないでいたとこ
ろ、その後練馬保健所でポリオの予防接種を受けた際、保健婦から同保健所で種痘
の接種を受けるよう指示され、これに従って接種を受けたものである。したがっ
て、実施主体は、控訴人国の機関である練馬保健所長である。
　「７」　被害児Ａ１０５（四四の一）
　生後一年三箇月で島根県浜田市長の実施した種痘第一期の定期接種を小学校で受
けた。同人は、回覧板により接種の実施を知らされ、接種を受けたものであるが、
それ以前には種痘の定期接種の通知はなかった。その実施主体は、控訴人国の機関
たる浜田市長である。
　「８」　被害児Ｄ８（一四六の一）
　生後一〇箇月で百日せき・シフテリア・破傷風の三種混合ワクチンの接種をＦ２
３小児科医院で受けた。Ｄ８は、昭和四七年一月二七日に岡山市長が実施した集団
接種において百日せき・シフテリア・破傷風第一期第一回の接種を受け、引き続き
第二回の接種を受けようとしたところ、微熱があったため、接種から除外された。
しかし、岡山市の市政だよりにより右接種を受けるようにとの指示があったため、
Ｄ８は、同年六月六日、岡山市長から市医師会を通じて接種の委託を受けていたＦ
２３小児科医院において、三種混合ワクチン第一期第一回のやり直し接種を受け、
引き続き同医師から第一期第二回の定期接種として本件接種を受けたものである。
　したがって、本件接種の実施主体は、控訴人国の機関たる岡山市長である。
　「９」　被害児Ｄ１２（四七の一）
　生後八箇月で百日せき・ジフテリア・破傷風の三種混合ワクチンの接種をＦ２７
医院で受けた。同人は、兵庫県西宮市長からの通知に基づき、指定された小学校で
三種混合ワクチンの第一期第一回の定期接種を受けたが、その後かぜをひいたの
で、Ｆ２７医院において第一期第二回の接種として本件接種を受けた。その実施主
体は控訴人国の機関たる西宮市長である。
　「１０」　被害児Ａ１１５（五〇の一）
　生後一〇箇月で百日せき・ジフテリアの二種混合ワクチンの接種をＦ２８病院で
受けた。
　同人は、大阪府吹田市長からの通知に基づき、同市長がＦ２８病院において実施
した定期接種において、二種混合ワクチン第一期第三回接種として本件接種を受け
たものである。すなわち、Ａ１１５は、回覧板による市長からの通知に基づき、二
種混合の第一回、第二回の接種を指定された小学校で受けたところ、第三回に指定
された当日は体調が思わしくなく接種を見送った。しかし、吹田市長の前記通知に
は、指定された当日接種を受けられない人は前回接種から四週間以内にＦ２８病院
で接種を受けるよう指示されていたので、Ｆ２８病院で本件接種を受けたものであ
る。したがって、本件接種の実施主体は控訴人国の機関たる吹田市長である。
　なお、以上一〇名の接種を実施したのが控訴人国の機関である市区町村長ないし
保健所長であることは、弁護士会を通じての照会に対し、市区町村長自身がこれを
認めているところである。
　（３）　なお、仮に前記一〇名の者が、控訴人国の機関である市区町村長等では
なく、市区町村の実施した接種を受けたとしても、控訴人国は、地方公共団体の行
う予防接種についても、行政指導の方法で広範かつ強力な監督を行ってきたから、
控訴人国は、本件接種の接種担当者の監督者に該当し、接種担当者の過失につき国
家賠償法上の責任を負う。
　しからずとするも、昭和五一年改正前の法二二条は、地方財政法一〇条五号によ
り予防接種に要する経費の全部又は一部を負担することとされているのを受けて、
控訴人国が、同法二〇条、二一条により都道府県が支弁又は負担する額（市町村の
支弁する額の三分の二）の二分の一を負担することとしていた。したがって、控訴
人国は地方自治体の実施する法九条の接種についてその経費の三分の一を負担して



いたことになる。そうすると、控訴人国は、費用負担者として国家賠償法上責任を
負う。なお、法二〇条の文言は、特に五条及び六条の接種には限定しておらず、九
条の接種についても控訴人国が費用を負担することを定めていると解される。
　また、控訴人国は、「各年度において、定期内に予防接種を受けると推定される
者の人数を基礎として」計算した金額を負担したのであるから、定期接種を受ける
予定の者に対する負担分は全額負担していたことになる。したがって、たまたまた
法の定める期間経過後に接種を受けた本件被害児一〇名の分についても、控訴人国
は接種の費用を負担していたことになる。また、接種を実施した市区町村長等も、
期間内と期間外とを区別することなく接種を実施していたので、法の定める期間外
に接種を受けた者についても控訴人国の負担金を受入れ、これを接種の費用に充当
していたことになる。
　（三）　勧奨接種を受けた者についての控訴人国の責任
　（１）　監督者としての控訴人国の責任
　国家賠償法三条にいう「公務員の選任又は監督に当たる者」と民法七一五条の使
用者とは同義であって、法律上、事実上公務員を指揮監督する者を指すと解され
る。ところが、本件勧奨接種は、インフルエンザワクチンにせよ、ポリオ生ワクチ
ンにせよ、日本脳炎ワクチンにせよ、国の政策として実施が決定され、国が実施の
すべての側面を決定し、それを通知等の形で地方自治体に流してその実施方を管理
し、指導し、国がいわば地方自治体を手足のごとく使って全国的、統一的に実施し
ていたといえるのであるから、控訴人国が実際に接種を担当した市町村の公務員の
「監督に当たる者」に該当することは明らかである。これを具体的にみると、以下
のとおりである。
　「１」　インフルエンザワクチン
　インフルエンザワクチンの幼児に対する勧奨接種は、昭和三二年以来行われてき
たものであるが、その基本となった行政の発動は、昭和三二年九月四日衛発第七六
八号厚生省公衆衛生局長発各都道府県知事あて「今秋冬におけるインフルエンザ防
疫対策について」と題する通知であった。この通知は、都道府県知事に対し、イン
フルエンザ防疫対策全般について実施すべき事項を指示するものであるが、そのう
ち予防接種については、「特に小中学生等流行の拡大の媒介者となる者に対して
は、予め流行前に予防接種を実施すること、乳幼児、妊産婦、病弱者、老人及び重
要職種の勤労者等に対しても、予防接種の免疫学的特性にかんがみ、できる限り流
行前に接種を受けるよう指導すること」を求め、予防接種の実施方法は、「『イン
フルエンザ予防接種心得』に定められている方法を厳守すること」を指示してい
る。
　国は、昭和三七年以降、毎年都道府県知事あてに「インフルエンザ特別対策につ
いて」と題する通知を行い、学童児童等を対象とするインフルエンザワクチンの勧
奨接種を指示したが、その中で乳幼児等については、一般防疫対策として前記昭和
三二年九月四日付け厚生省公衆衛生局長通知によることとし、「必ず予防接種を受
けることを勧奨されたい」と指示してきた。被害児Ａ８（一の一）、Ａ２９（一〇
の一）、Ｄ１４（二〇の一）は、いずれも右一般予防対策としての乳幼児に対する
勧奨接種を受けた者である。また、Ｄ６（五五の一）は、昭和四四年の特別対策と
しての勧奨接種を受けた者である。
　このように、乳幼児及び学童に対するインフルエンザの勧奨接種は、厚生省の強
い指導の下で、都道府県知事が市町村をして実施させてきたもので、市町村は単な
る実行部隊であり、勧奨接種を細部にわたって指揮していたのは、厚生省公衆衛生
局長である。
　「２」　ポリオ生ワクチン
　ポリオ生ワクチンの勧奨接種については、昭和三五年八月三〇日「急性灰白髄炎
（ポリオ）緊急対策要綱」と題する閣議了解により、「急性灰白髄炎患者の急激な
増加の状況にかんがみ、直ちに緊急対策を講ずる必要がある」として、予防接種の
実施による予防が強調され、さらに、昭和三六年九月二二日「急性灰白髄炎（ポリ
オ）特別対策要綱」と題する閣議了解によって、「引き続き経口生ポリオワクチン
の緊急投与を実施し、流行の未然防止を期す」ことが宣言された。
　これらを受けて、厚生事務次官は、昭和三六年六月二七日都道府県知事及び指定
都市市長あて「今夏の急性灰白髄炎流行における緊急対策について」と題する通達
を発し、経口生ポリオワクチンの勧奨接種を行うよう指示した。右通達において
は、ワクチンの入手状況に照らして投与を受ける者の年齢等による順位の指定や、
ワクチンは国が買い上げ、必要な検査を実施して都道府県に交付するので、都道府



県はこれを保存管理すること、投与のための経費の負担といった細部の事項につい
ての指示も含まれていた。
　さらに、右通達を受けて厚生省公衆衛生局長から出された「今夏の急性灰白髄炎
緊急対策における経口生ポリオワクチン投与要領について」と題する通知には、ワ
クチンの投与の際には予診を行うことといったワクチン投与の仕方や禁忌事項等に
つき細かく指示がされていた。昭和三七年下期以降に実施された勧奨接種は、厚生
省公衆衛生局長、薬務局長の通知によって実施されたが、その内容も、右次官通達
及び公衆衛生局長通知と同旨であった。
　以上のように、ポリオ生ワクチンの勧奨接種は、ポリオの流行を防ぐため、国の
事業として、国の指導監督の下に実施されたのである。
　なお、右勧奨接種を受けた者は、被害児Ａ８４（三六の一）、Ａ８７（三七の
一）、Ｄ９（四八の一）、Ｄ１０（五一の一）である。
　「３」　日本脳炎ワクチン
　本件被害児のうち日本脳炎ワクチンによる被害者は、昭和四三年五月に県立Ｆ２
９高校で高校生として接種を受けたＤ２４（四五の一）のみである。厚生省公衆衛
生局長は、昭和四三年四月一六日付衛発第二七六号により、日本脳炎予防特別対策
として予防接種の勧奨接種をするよう指示したが、この接種対象者には高校生は含
まれていない。しかし、右通知には、特別対策のほか、昭和三二年七月一八日付衛
発第五九二号厚生省公衆衛生局長通知「日本脳炎の予防対策について」を参考とし
て一般防疫対策を実施されたいとの指示が含まれていたところ、右第五九二号通知
には、「感受性対策として積極的に予防接種を受け免疫性を得ておくことは、本予
防対策の一環として重要であるので、勧奨によりその普及に努めること」と記載さ
れていた。したがって、厚生省公衆衛生局長は、右特別対策の重点対象実施者以外
の者についても勧奨接種を実施するよう行政指導を行ったものというべきである。
そして、これら特別対策の対象者でない者の接種についても、控訴人国は自ら実施
主体として指示した市町村に対し、実施期間、接種方法、禁忌等を具体的に指定し
ていた。
　したがって、被害児Ｄ２４に対する勧奨接種についても、控訴人国は事実上接種
担当者に対する指揮監督を行ってきたのである。
　（２）　費用負担者としての控訴人国の責任
　本件の勧奨接種については、控訴人国がその費用の一部を負担してきたから、控
訴人国は国家賠償法三条にいう費用負担者としても賠償責任を負う。
　これをポリオの勧奨接種についてみると、ポリオの勧奨接種については、事務費
（人件費、材料費等）は都道府県の支弁とするが、控訴人国がその二分の一を補助
し、かつ、六歳未満の投与に使用するワクチンは控訴人国から都道府県に無償交付
されたのである。控訴人国がこのように事務費の二分の一等を負担していた以上、
しかも、本件勧奨接種は、自右体を手足として使いつつ、控訴人国の政策として行
われてきたものであり、その実施に当たり、安全の問題を含め、技術的、専門的側
面は全面的に控訴人国が決定し、指導し、監督してきたものであることを考慮する
と、控訴人国は、費用負担者として国家賠償法上の責任を免れないものである
　（最高裁昭和五〇年一一月二八日第三小法廷判決、民集二九巻一〇号一七五四頁
参照）。
　（控訴人）
　（一）　法六条の二所定の予防接種について
　昭和五一年改正前の法六条の二の予防接種は、開業医等の民間医療機関が、控訴
人国と無関係に接種を実施するものであり、控訴人国の公権力の行使と擬制するこ
とはできないものである。
　なお、被害児Ａ４４（一八の一）の受けた予防接種につき、被控訴人らは、国の
機関である横浜市長がＦ３０病院で実施したものと主張するが、右予防接種は、Ｆ
３０病院を経営する医療法人柏堤会が実施したもので、六条の二の予防接種に該当
するものである。
　（二）　法の定める期間後にされた接種について
　（１）　国の機関委任事務に該当しないことについて
　国の機関委任事務として市町村長が実施する予防接種は、定期接種及び臨時接種
のみであり、このことは、地方自治法別表第四の二（一三）に、市町村長が管理・
執行しなければならない機関委任事務として、定期及び臨時の予防接種のみが掲げ
られていることからも明らかである。法の定める期間外にされた接種が定期接種に
該当しないことは明らかである。



　したがって、定期外の予防接種が市区町村の公務員によってされたとしても、そ
れは控訴人の機関委任事務としてではなく、当該地方公共団体が自らの事務（固有
事務）として実施したものと解される。なお、定期外の接種がかかりつけの医師な
どの一般の開業医においてされたときは、右医師が実施主体ということになる。
　そうすると、本件で昭和五一年改正前の法九条所定の予防接種を受けた被害児一
〇名のうち、被害児Ｄ１２（四七の一）を除く九名については、市、町又は区が実
施主体であり、Ｄ１２は、かかりつけの医師から三種混合ワクチンの予防接種を受
けたものであるから、同人については国家賠償法上の責任を問題にする余地はない
ものである。
　なお、被控訴人らは、期間外にされた被害児の予防接種につき、弁護士法二三条
の二の照会に対する市長等の回答をもって、機関委任事務であることの根拠として
いるが、九条所定の予防接種であっても、五条所定の予防接種と法的効果が同じで
あることから、その後の処理も定期接種を実施したものとして扱われるため、この
ような誤りを生じたものと推察される。
　（２）　監督責任について
　また、被控訴人らは、控訴人国が接種担当者の監督者に該当するとして、国家賠
償法一条一項に基づく責任を主張するようであるが、このような責任を問うという
のであれば、控訴人国の公務員が予防接種を実施した民間の医師ないし地方公共団
体の公務員に対して、予防接種に関し直接指揮・監督し得るような法律関係が明ら
かにされなければならない。ところが、被控訴人らは、予防接種に関し厚生大臣が
公権力の行使に当たる行政指導をしたから、控訴人と右医師あるいは地方公共団体
の公務員との間に右の法律関係が生ずるというもののようであるが、控訴人の右行
政指導は各地方公共団体に対してされたものであって、接種を担当した民間の医師
ないし地方公共団体の公務員に向けられたものではない。
　そうすると、右主張をもってしては、控訴人国が右医師ないし地方公共団体の公
務員に対して予防接種の実施を直接指揮・命令・監督していたことを基礎付けるこ
とはできず、控訴人国が国家賠償法一条一項の監督責任を負う根拠はない。
　（３）　国家賠償法三条について
　さらに、被控訴人らは、控訴人国が国家賠償法三条の費用負担者に該当すると主
張するが、昭和五一年改正前の法二〇条ないし二二条に基づく控訴人の経費負担
は、控訴人の機関委任事務である定期及び臨時の予防接種に関するものであって、
地方公共団体が実施主体となる予防接種については、勧奨接種の特別対策を除き、
控訴人国が経費を負担することはないものである。控訴人国は、各年度において、
定期内に予防接種を受けると推定される者（生年月日によって決まる。）の人数を
基礎として、標準団体規模に応じた積算方法により、地方交付税交付金を都道府県
に支出するにすぎないのであり、定期後に予防接種を受けようとする者に対しその
経費を支出することはない。したがって、地方公共団体が実施する予防接種につい
ては、当該地方公共団体においてその費用を負担しているものである。
　（三）　勧奨接種について
　（１）　監督責任について
　地方公共団体が実施主体となりその公務員が担当する予防接種の場合、右公務員
に対する関係で指揮・監督の権限を有するのは、当該地方公共団体であって、控訴
人国は右接種に当たる公務員の行う予防接種を直接指揮・命令・監督し得る地位に
ない。被控訴人らは、都道府県知事等あての通知等をもってその根拠とするが、右
通知は都道府県知事等に対するものであって、そのことから控訴人国と接種担当の
公務員との間に事実上の監督関係が生ずるものとはおよそいえないものである。控
訴人国が各都道府県知事等に発した通知には特別対策実施要領が添付されている
が、これは、厚生省設置法四条一項を踏まえ、地方自治法二四五条五項に基づき技
術的な指導・助言を行ったものであり、勧奨接種の実施主体において、これらを踏
まえ、地域住民の健康及び福祉保持の観点から、その固有事務として勧奨接種を実
施したのにすぎず、控訴人国が各接種担当公務員を指揮・監督するような内容のも
のではない。
　したがって、控訴人国は、勧奨接種の接種担当者である地方公務員を指揮・監督
する立場にはないから、仮に接種担当公務員に過失があるとしても、控訴人国が国
家賠償法一条一項に基づき、責任を負ういわれはない。
　なお、被害児Ｄ２４（四五の一）は、三重県立Ｆ２９高等学校在学中に、日本脳
炎の予防接種を希望して受けたものであり、厚生省公衆衛生局長が各都道府県知事
あてに日本脳炎特別対策として予防接種を勧奨した接種対象者ではなかったから、



勧奨接種ではなく、単なる任意接種にすぎない。
　（２）　国家賠償法三条の責任について
　勧奨接種においては、被接種者が実費を負担するのであって、いわゆる特別対策
（勧奨接種のうち、地方自治体に対して国から一定の財源措置ないし国庫補助が行
われるものをいう。）の対象者の一部を除き、控訴人国において費用を負担するこ
とはないのが原則である。
　そこで、以下特別対策について検討する。
　「１」　インフルエンザ及び日本脳炎の特別対策
　インフルエンザ及び日本脳炎の特別対策は、本来勧奨接種に要する費用は被接種
者又は保護者から実費を徴収してこれに充てるのが原則とされていたが、保護者が
生活保護法による被保護者又はこれに準ずる者である場合には、実費を徴収せず、
これを公費負担とするというものであった。そして、特別対策の実施対象は、小中
学校、幼稚園及び保育園の児童である。しかるところ、インフルエンザの予防接種
を受けた被害児Ａ８（一の一）、Ａ２９（一〇の一）及びＤ１４（二〇の一）は、
その接種時の年齢からして、一般予防対策としての乳幼児に対する勧奨接種を受け
たものであり、特別対策の該当者に当たらない。また、被害児Ｄ６（五五の一）
は、接種時年齢が九歳二箇月であり、年齢的には特別対策の該当者となり得るが、
その保護者が生活保護法による被保護者又はこれに準ずる者に該当するとして公費
負担がされているとは認められない。
　なお、日本脳炎の予防接種を受けたＤ２４（四五の一）は、高校在学中に接種を
受けたから、特別対策の対象者に含まれていない。
　なおまた、特別対策にかかる経費の負担方法は、都道府県が実施市町村に対し公
費負担額の三分の二相当額を交付し、控訴人国は、都道府県が市町村に交付した右
補助金の二分の一に相当する額（すなわち全体の三分の一）を都道府県に交付する
という間接補助方式を採っていたところ、右のように事業主体との関係で直接的で
ない費用負担につき国家賠償法三条の責任を認めることは相当でない。さらに、控
訴人国は、インフルエンザ及び日本脳炎の特別対策にかかる公費負担につき法律上
負担義務を負っているものではなく、勧奨接種全体に占める補助金の割合は極めて
小さかったものであるから、控訴人国に国家賠償法三条の責任が生ずることはあり
得ない。
　「２」　ポリオの特別対策について
　被控訴人らは、ポリオの勧奨接種について、事務費の二分の一を控訴人国が補助
し、かつ六歳未満の者への投与に使用するワクチンを無償交付していることを根拠
に、控訴人国は国家賠償法三条の責任を負うと主張するが、六歳未満用のワクチン
の無償交付をもって三条にいう「俸給、給与その他の費用」に当たるとすることに
は解釈上無理がある。また、事務費の二分の一の補助をもって控訴人国が国家賠償
法三条の費用負担者に当たると解することにも疑問がある。
　なお、ポリオの勧奨接種を受けた四名の被害児のうち昭和三九年二月二八日に予
防接種を受けたＡ８４（三六の一）については、特別対策の対象者には該当しな
い。すなわち、ポリオ特別対策による経口ポリオ生ワクチン投与の費用について
は、昭和三六年七月から昭和三八年度上半期までは、投与のための事務費を実施主
体である都道府県が支弁し、控訴人がその二分の一を補助するというものであった
が、昭和三八年度下半期（ワクチン投与実施期間が昭和三九年一月から三月上旬ま
で）の特別対策では、ポリオの流行も下火となったことなどから、経口生ポリオワ
クチンの投与は、他の勧奨接種と同様、市町村が実施するものとされ、その費用負
担も、事務費、ワクチン代を含んだ実費を市町村が被投与者から徴収することを原
則とし、生活保護法の被保護者等一定の低所得者については実費徴収を免除して、
これらの者に対する投与を公費負担とし、その三分の一につき間接補助方式により
国庫補助をするというように改められた。Ａ８４については、この昭和三八年度下
半期のポリオ特別対策として、名古屋市が実施した勧奨接種を受けたものである。
そして、同人が実費免除により公費負担とされたとの証拠はないから、控訴人国
は、同児の右予防接種につき、国家賠償法三条の費用負担者に該当しないといわな
ければならない。
　４　実施主体の過失による国家賠償責任について
　（控訴人）
　被害児Ｄ３（一五の一）につき、東京都中野区長が二種混合ワクチンと種痘の同
時接種の計画を立案したとしても、予防接種事故発生についての過失を推認させる
ものではないことは、前記２（四）（２）記載のとおりである。



　第五　損失補償請求について
　一　国家賠償請求に損失補償請求を併合することの可否
　（控訴人）
　１　本件は国家賠償法一条に基づく損害賠償請求事件として、昭和四八年六月、
東京地方裁判所（ワ）第四七九三号事件として提起され、その後同様の請求原因に
基づき、同裁判所同年（ワ）第一〇六六六号事件、昭和四九年（ワ）第一〇二六一
号事件、昭和五〇年（ワ）第七九九七号事件及び同年（ワ）第八九八二号事件が順
次追加提訴され、いずれも併合の上、民事訴訟法に基づき審理が進められた。
　しかるところ、被控訴人らは、昭和五三年九月二九日付けの準備書面（十六）
（昭和五三年九月二九日の第二七回口頭弁論期日に陳述）において初めて憲法二九
条三項に基づく損失補償の請求をするに至った。
　その後右事件に同裁判所昭和四七年（ワ）第二二七〇号事件（併合前は国家賠償
法一条に基づく請求）及び昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事件（併合前から国家
賠償法一条及び憲法二九条三項に基づく請求）が併合され、また、前記昭和五〇年
（ワ）第八九八二号事件は取下げにより終了している。
　以上の経過からすると、東京地方裁判所昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事件以
外の事件においては、国家賠償法一条に基づく請求に憲法二九条三項に基づく損失
補償請求の訴えの追加的変更の申立てがされ、昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事
件においては、国家賠償法一条に基づく損害賠償請求と憲法二九条三項に基づく損
失補償請求とが併合して提起されたものということになる。
　２　ところで、国家賠償法一条に基づく損害賠償請求と憲法二九条三項に基づく
損失補償請求とは、訴訟物を異にする別個の訴えであることは明らかであるとこ
ろ、前者は民事訴訟法に基づき審理されるべき訴え（以下「民事訴訟」という。）
であり、後者は損失補償請求という公法上の法律関係に関する事件（行政事件訴訟
法四条の実質的当事者訴訟）として行政事件訴訟法に基づき審理されるべき訴えで
あることも明白である。
　そうすると、昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事件以外の事件についてみると、
本件では、民事訴訟に行政訴訟の訴えの追加的変更の申立てがされたものというこ
とになる。
　しかしながら、後記３記載のとおり、民事訴訟に行政訴訟を併合することは許さ
れないから、右行政訴訟への訴えの変更の申立てについては、原裁判所は、これを
許さないとの裁判をするべきであったところ、誤って訴えの変更を許したものであ
るから、右裁判を取り消し、訴え変更を許さずとの裁判をするべきである。
　なお、前記東京地方裁判所昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事件については、も
ともと併合要件を欠く訴えが同一の訴状をもって提起された場合で、しかも二つの
訴えは選択的併合の関係にあるから、損失補償請求に係る訴えを分離して独立の訴
えとして取り扱う余地はない。したがって、右の訴えは、不適法として却下される
べきである。
　３　訴えの変更は、従前の請求のために開始された訴訟手続において新たな請求
につき審判を求めるものであるから、訴えの変更が許されるためには、数個の請求
が同種の訴訟手続によって審判され得ることという民事訴訟法二二七条の要件を満
たす必要がある。そうすると、民事訴訟に行政訴訟を併合することは許されないこ
とになる。
　もっとも、行政事件訴訟法一六条及び一九条は、関連請求の関係にある民事訴訟
を行政訴訟に併合し得ることを認めている。しかし、民事訴訟と行政訴訟とが関連
請求の関係にあるとしても、これとは逆に、民事訴訟に係る請求にこれと関連請求
の関係にある行政事件訴訟を併合することは許されないと解すべきである。
　すなわち、行政事件訴訟法一六条、一七条、一八条及び一九条は、取消訴訟の管
轄裁判所に関連請求に係る訴えの併合管轄が生ずることを認め、同裁判所に関連請
求に係る訴えを移送し又は併合提起し得ることを定めたものであるが、他方、行政
事件訴訟法は、関連請求に係る訴訟の管轄裁判所に取消訴訟の併合管轄権が生じ、
同裁判所に取消訴訟を移送し又は併合提起し得る趣旨の規定は一切設けていない。
これらの点からすると、行政事件訴訟法は、係争処分等の早期確定を図る趣旨の下
に、その取消訴訟に併合し得る請求を行政事件訴訟法一三条所定の関連請求に限定
した上、取消訴訟を中心にすえ、これに関連請求に係る訴訟を併合する建前を採っ
ているのであって、取消訴訟を関連請求に係る訴訟に併合することは許容していな
いと解される。
　そして、当事者訴訟には行政事件訴訟法四一条二項により取消訴訟に関する前記



諸規定が準用されているので、当事者訴訟を関連請求に係る訴訟に併合することは
許されない。
　そして、損失補償請求と損害賠償請求とは同種の訴訟手続による場合に当たらな
いから、民事訴訟法二二七条により追加的に訴えを変更することもできない。
　４　以上のとおりであるから、被控訴人らの原審における損失補償請求の訴えの
追加的併合は許されず、この点を看過した原審の訴訟手続の違法が治癒される余地
はないから、当審において速やかに損失補償請求を認容した原判決を取り消し、訴
え変更不許の裁判をするべきである。
　また、東京地方裁判所昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事件については、原判決
を取り消し、訴えを却下するべきである。
　（被控訴人ら）
　１　時機に遅れた主張
　控訴人の主張は正に時機に遅れた防御方法であり、却下されるべきである。すな
わち、被控訴人らが、本件において憲法二九条三項に基づく損失補償の請求を主張
したのは、原審における昭和五三年九月二九日付けの準備書面（十六）においてで
あり、それ以来既に一三年の歳月が経過している。右準備書面以降被控訴人らは、
損失補償請求を中心として法律上の主張を展開したが、控訴人は、原審において併
合審理の不適法を主張していないのである。当審においても、平成三年六月一〇日
付けの準備書面（十七）までは、控訴人は、損失補償請求についての併合審理が不
適法である旨の主張を一切していなかった。
　控訴人は、被控訴人らが損失補償の請求をした当初から右主張を行うことができ
たにもかかわらず、結審を目前に控えた右時期まであえてこれを行わなかったので
あって、控訴人の主張が時機に後れたものであることは明らかである。
　２　併合審理の適法性
　（一）　損害賠償請求と損失補償請求とを同一訴訟手続において併合審理するこ
とが適法であることは、最高裁判所の判例（昭和四七年五月三〇日第三小法廷判
決・民集二六巻四号八五一頁、昭和五七年二月五日第二小法廷判決・民集三六巻二
号一二七頁）であり、実務上もこれに従った取扱いがされている。
　（二）　また、本件損失補償請求と国家賠償請求訴訟とは訴訟手続的に相容れな
い異質のものではない。本件損失補償請求は単純な金銭の給付請求訴訟であって、
これがいわゆる実質的当事者訴訟に該当したとしても、その審理手続は民事訴訟手
続そのものといってよいものである。当事者訴訟については行政事件訴訟法四一条
に「抗告訴訟に関する規定の準用」規定があるだけであり、同条によれば当事者訴
訟に準用される同法の規定は、行政庁の訴訟参加（二三条）、職権証拠調べ（二四
条）、判決の拘束力（三三条一項）、訴訟費用の裁判の効力（三五条）、関連請求
に係る訴訟の移送（一三条）及び併合（一六条ないし一九条）であるが、原則とし
て民事訴訟の規定に従って審理される実質的当事者訴訟、特に単純な金銭給付請求
においては、職権証拠調べの規定以外はそもそも理論上及び実務上も適用される余
地がない。すなわち、行政事件訴訟法は、民事訴訟法を基礎として、行政処分及び
行政過程の持つ特殊性を手続的に規定しているのであって、その実は抗告訴訟法と
でもいうべきものであり、行政処分の介在することのない、また、行政過程に直接
影響を及ぼすこともない単純な金銭的請求である実質的当事者訴訟においては、行
政処分の効力、関係行政庁の訴訟参加、判決の拘束力等行政過程の特殊性を手続に
反映させる必要性が存在せず、行政事件訴訟法の規定が適用される余地がない。
　併合の規定である一六条ないし一九条の規定に関していえば、これらの規定は同
一の行政処分に関連する紛争を一挙に解決することを目的とした規定であるから、
実質は民事訴訟である実質的当事者訴訟を関連請求に追加的に併合することは、同
法の趣旨に何ら反するものではない。
　しかも、適用の余地があるとされる職権証拠調べ（二四条）の規定については、
同規定の適用の有無によって「行政訴訟手続」と「民事訴訟手続」を区別したとし
ても、一般に職権証拠調べの規定が活用されていないことは周知の事実であって、
そのために訴訟当事者に不利益が生ずることはなく、そのことが併合審理の可否を
論ずる根拠とはなり得ない。本件においても、職権証拠調べの規定の適用が問題と
なったことはなく、応訴上控訴人がそのことによって不利益を受けたこともない。
　したがって、本件損失補償請求が行政訴訟手続によって審理されなければならな
い理由は存しない。
　そうすると、本件損失補償請求は、民事訴訟法二二七条に基づき併合審理が可能
であり、行政事件訴訟法に基づき別個の訴えを提起しなければならないとする控訴



人の主張は失当である。
　二　損失補償請求権の存否
　（控訴人）
　１　憲法一三条、一四条一項、二五条と損失補償請求権
　（一）　憲法一三条は個人主義を基調とする自由権的基本権ないし基本的人権を
一般的、抽象的、包括的に宣言しているものである。したがって、同条が裁判規範
として現実に機能する余地があるとすれば、それは基本的人権を制約する法令、処
分等の合憲性が争われた場合に同条が憲法の基本理念を表明するものとして、同条
の趣旨により法令、処分が違憲無効とされる場合に限られるというべきである。
　憲法一三条の規定の趣旨、目的、内容、性質等に照らすと、国民が国に対し直接
同条に基づき何らかの実体法上の請求権を取得するということはおよそ考えられな
いところである。
　（二）　憲法一四条一項は、近代憲法の持つ平等主義の大原則を一般的に宣言し
たものであり、法の内容についての制約として立法に基準を与え、また、法の執行
に対する制約として、行政と裁判とを指導するものであって、いわば高次の国政指
導原理たるべきものであり、裁判規範としての効力は、差別を内容とする行為（法
律ないし処分）を違法とし、無効とするものにとどまり、それ以上に、国民が実質
的平等を実現するように国家に要求し得る権利を含むものではない。
　右条項を根拠として国民の国に対する実体法上の請求権を認める余地は存しな
い。
　（三）　憲法二五条は、いわゆる生存権を保障した規定であるが、累次の最高裁
判決が明らかにしたように、国民の生存権確保のための国の責務を宣言したもので
あって、国が個々の国民に対して具体的・現実的に義務を有することを規定したも
のではない。
　（四）　そして、憲法一三条、一四条一項、二五条の各規定の法意は右のとおり
であるから、そのような規定を総合して解釈したとしても、それらの規定から直接
国民の国に対する何らかの実体法上の具体的な請求権が導き出されるということは
ない。
　２　憲法二九条三項と損失補償請求権
　（一）　初めに
　憲法二九条三項の趣旨は、同条一項が財産権の不可侵を規定して私有財産制を制
度的に保障していること、同条二項が公共の福祉を図る見地から財産権の内在的制
約あるいは政策的制約としてその内容を立法的に定め得るとしていることを前提と
した上、公共の利益のために私有財産を同条二項によって許される右内在的制約あ
るいは政策的制約の域を超えて剥奪、制限等する必要がある場合にこれを適法にな
し得る道を開くとともに、その場合には、当該財産権を価値的に保障する意味で正
当な補償をすべきものとしていると解するのが相当である。したがって、憲法二九
条三項の意味、内容を解釈し、確定するに当たって、一項、二項との有機的関連性
を何ら考慮することなく、三項のみ独立して解釈するといった手法は不適当であっ
て、同項を正しく理解するためには、同条が全体として一定の意義を有しているこ
とを念頭におき、その中における同項の位置付けを踏まえた上でその意味内容を解
釈し、確定することが必要である。
　（二）　憲法二九条三項の要件
　憲法二九条三項の「公共のために用いる」の意義については、判例は、公共のた
めにする財産権の制限が一般的に当然受忍すべきものとされる制限の範囲を超え、
特定の人に対し特別の犠牲を課したものと認められる場合をいうものと解してお
り、特別の犠牲の概念を中心に右条項を解釈している。
　もっとも、この特別の犠牲の概念は本来極めて抽象的、多義的、相対的概念であ
って、個別具体的事案の下で何をもって特別の犠牲というかを判断するのは容易な
ことではないということに注意を要する。また、同条項のいう「正当な補償」の意
義については、学説上完全補償説と相当補償説の対立がある。そして、完全補償説
にも、「１」損失補償の目的は、平等原則の実現にあるから、生じた損失の全部を
保障するものでなければならないとする説、「２」損失補償は、財産権の補償に対
応するものであるから、被侵害財産の客観的価値を保障するものでなければならな
いとする説に分かれ、相当補償説も、「１」正当な補償とは、完全な補償を意味す
るものではなく、時の社会通念に照らし、客観的に公正妥当であれば足りるとする
説「２」私有財産制の下では完全な補償を原則とするが、合理的理由があるとき
は、例外的にそれを下回ることも許されるとする説、に分けられる。



　ところで、正当な補償の意義を完全補償と捉えると、財産権の剥奪、侵害、制限
の多種多様性に応じた補償を困難かつ現実性のないものとすることから、相当補償
説が通説であり、最高裁の判例（昭和二八年一二月二三日大法廷判決）も、相当補
償説のうち「１」の説に立つことを明らかにしている。
　相当補償説の「１」説の論拠は、財産権はもともと憲法二九条二項に基づき内在
的ないし政策的制約を受けるものであって、そのような制約による財産権の価額の
低下自体は財産権者において当然受忍すべきであり、同条三項により補償の対象と
なるのは、それを超えて価額が低下し、あるいは財産権を喪失したときであるか
ら、正当な補償の内容も財産権の内在的制約あるいは政策的制約の大小との関係で
相対的にならざるを得ないこと、特別の犠牲といっても、土地収用法に基づく土地
収用のように特別性の極めて高度なものから憲法二九条二項に基づく財産権の内在
的制約との限界事例まで多種多様であり、正当な補償も特別の犠牲における特別性
の程度に応じて相対的なものとならざるを得ないことにある。
　相当補償説の「１」説に立った場合、何をもって正当な補償とするかの基準につ
いては、「具体的な権利の侵害を認める法律の目的及び侵害行為の態様を考え、被
侵害利益の性質及び程度に鑑み、補償が与えられる当時の社会通念に照らし、社会
正義の観点からみて、客観的に公正妥当であるかどうかを判断して決するほかはな
い。」といわれている。
　なお、最高裁昭和四八年一〇月一八日第一小法廷判決は、土地収用法における損
失補償について、「完全な補償」という文言を用いているが、相当の補償で足りる
とした前記最高裁昭和二八年一二月二三日大法廷判決を変更したものとは解されて
いない。すなわち、相当補償説の「１」説の立場からは、右最高裁昭和四八年一〇
月一八日判決は、土地収用法による収用の場合、特定の財産権の所有者に対する犠
牲の特別性が極めて高い場合であることに着目して、「収用の前後を通じて被収用
者の財産的価値を等しくならしめるような補償」が要求されることを判示したもの
と理解できる。
　（三）　憲法二九条三項に基づく損失補償請求の限界
　（１）　直接憲法二九条三項に基づき損失補償請求ができるかどうかの問題につ
いては、補償についての法律規定がなくとも右条項が直接に具体的な補償請求権の
成立とその内容を規律する実体法規としての効力を持つとする実体法規説が通説・
判例と目されつつある。
　しかし、憲法による直接請求を認めるとすると、まず、二九条三項に民法や商法
と同じく実体決すなわち権利義務ないし法律関係そのもの、あるいはその実質的な
事項、すなわちその種類、変動、効果、帰属すべき主体などを規定する法としての
性質・効力を肯認することになる。しかし、憲法の数ある条項の中で憲法二九条三
項についてのみ立法を待たずして直接国民の国に対する実体法上の請求権が発生す
るとする実体法としての性質、効力を解釈上認めることは極めて特異なことにな
る。
　また、特別の犠牲の概念そのものが極めて相対的なものであり、同じ「特別」で
も特別性の程度が一般に近いものから極めて高度なものまで千差万別であるため、
個別具体的事案について何をもって特別の犠牲というかを判断することは容易なこ
とではない。憲法二九条三項に実体法としての性格・効力を肯認し、右条項に基づ
く損失補償請求権を認めようとすると、その要件は極めて抽象的・多義的・相対的
なものとならざるを得ないのであって、右条項は、法律要件の点からみると、裁判
規範として機能する実体法規範としてはおよそ不明確かつあいまいな内容の規定で
あるといわざるを得ないことになる。これは、憲法の一条項に実体法規性を認める
こと自体に法理論上の難点があるからである。
　憲法二九条三項に実体法規性を認めることに法理論上の難点がある以上、本来、
いかなる場合に損失補償をすべきか、その要件の具体的定立は個別の立法に委ねる
のが財産権の補償と法的安定性の確保に資するとともに、憲法規範としての特質に
も合致するのである。
　また、憲法二九条三項から発生するとされる法的効果の内容である正当な補償の
意義、内容についても、特別の犠牲の程度や憲法二九条二項に基づく財産権の内在
的制約あるいは政策的制約の大小との関係で相対的にならざるを得ない。このよう
に正当な補償の意義内容は、特別の犠牲の概念の相対性及び憲法二九条二項との相
対的関係に対応して極めて相対的なものであり、概念自体の抽象性、多義性とあい
まって法解釈上その意義、内容を一義的明確に把握し、確定することは著しく困難
であるといわなければならない。このように、何をもって正当な補償とするかにつ



いて、直接憲法二九条三項の解釈からこれを導き出すことに関して法理論上右のよ
うな難点がある以上、右条項にいう正当な補償の内容の具体化は、当該法律関係を
規律する損失補償関係法規の個別立法の中で図られるべきである。
　以上のとおり、憲法二九条三項に基づく損失補償請求権を認めるとき、その要件
の中核をなす特別の犠牲の意義、内容、並びにその法的効果の内容をなす正当な補
償の意義、内容は余りに抽象的、多義的、相対的であって、右条項は、法律要件、
法律効果のいずれの点からみても、裁判規範として機能する実体法規範としてはお
よそ不明確かつあいまいであるといわなければならない。憲法二九条三項の持つ右
のような実体法規範としての難点は、裁判所が法解釈の名の下に補うには余りに重
大すぎるというべきである。
　（２）　そして、損失補償につき憲法二九条三項の規定を受けて具体的に立法さ
れた法律において、具体的な法律関係あるいは事実関係ごとの補償原因や補償内
容、それに補償額確定手続等が規定されている場合には、憲法の右条項の趣旨を踏
まえた上で、当該法律の解釈適用によりこれを解決すべきであり、また、補償規定
がない場合であっても、同様の法律関係ないし事実関係について規律する法律に補
償規定があるときは、同様の法律関係は同様に扱うとの法解釈の普遍的原則に照ら
しても、当該法律の類推適用によって解決すべきであり、それとは別個に、直接憲
法の右条項に基づき損失補償請求をすることは許されないというべきである。この
ような立場こそ憲法の右条項が本来有すべき憲法規範としての特質に合致するもの
であるばかりでなく、それによって初めて右条項に実体法規性を承認したときに不
可避的に生ずる損失補償の要件及び効果の抽象性、多義性、相対性に由来する裁判
規範としての限界の問題を合理的かつ現実的に解決し、損失補償を巡る法律関係の
法的安定性を確保することができるのである。
　（３）　ところで、このように法律優先適用説的な考え方を採った場合、法律の
定める補償内容が憲法二九条三項にいう正当な補償に及ばないと解されるときは、
これをいかに考えるかが問題となるが、そのような場合は、まず、当該補償規定の
意味・内容を憲法の右条項の趣旨によって補充した解釈により正当な補償との乖離
を回避すべきであり、右のような解釈によってもなお正当な補償との乖離を回避で
きないときは、当該補償規定の違憲性が問題とされるべきである。そして、右違憲
性が肯定されて初めて当該補償規定のうちの補償内容の上限を画する部分の効力が
否定され、当初より補償規定を欠く場合に準じて直接憲法二九条三項に基づく損失
補償請求の適否が論じられるべきである。
　（４）　結局、このように財産権の制限を課している法律に補償規定がなく、他
に類推適用すべき法律の補償規定もない場合に、初めて直接憲法二九条三項に基づ
く損失補償請求が問題となり得るが、右の直接請求を認めることには、憲法の実体
法規性の有無、右条項の要件及び効果の抽象性、多義性及び相対性から問題が多
く、仮にこれを肯定する立場に立ったとしても、法律要件の中核をなす特別の犠牲
と法律効果の内容をなす正当な補償のいずれの意義・内容についても裁判規範とし
て裁判所の公正、安定的な使用に耐えるだけの一義的に明白かつ客観的な判断基準
が定立されなければならないのである。
　（四）　生命・身体被害と憲法二九条三項
　（１）　生命・身体被害に対する憲法二九条三項の類推適用の困難性
　憲法二九条一項は、個々の国民に対しその財産権に対する国家の侵害からの自由
権を保障するとともに、経済制度の基礎秩序として私有財産制を制度的に保障して
いるものであり、同条二項は、同条一項が私有財産制を制度的に保障していること
を前提とした上、その制約として、公共の福祉の見地から「財産権の内容」を定め
ることを法律に委ねたものであり、三項は、公共の利益のため私有財産について同
条二項によって許される内在的制約の域を超えて剥奪、制限等をする必要がある場
合にこれを適法になし得る道を開くとともに、その場合には当該財産権を価値的に
保障する意味で正当な補償をするべきものとしているのである。
　このような憲法二九条三項の位置付けないし趣旨、目的にかんがみると、そもそ
も生命・身体被害の場合に同条の中から同条三項のみを取り出してこれを類推適用
し、生命・身体被害に対する損失補償の道を開こうとする発想そのものが極めて問
題である。
　また、憲法二九条三項の要件の点から検討すると、憲法二九条三項により正当な
補償が必要とされるのは、財産権を「公共のために用いた」場合であり、それによ
って生じる「特別の犠牲」に対して損失補償が必要とされてきたのであるが、そこ
ではかかる特別の犠牲といわれる財産権の侵害は、公権力の意図的ないし目的的侵



害行為に基づくものであり、結果的に偶然発生したような損害を含むものではない
ことはむしろ当然のこととされてきたのである。
　このような観点からみるとき、憲法上、生命・身体について右に述べた財産権に
対する特別の犠牲と同じ意味での特別の犠牲を許容する余地のないことは明らかで
ある。憲法二九条三項に規定する損失補償は、当初から適法な行為の結果として一
定の損失が生ずることが意図されており、だからこそ当該損失に対して補償が必要
とされるのである。そのような前提なしにたまたま損害が発生したからといって、
この損害という結果にのみ注目して憲法の損失補償の法理を類推適用するというこ
とは、許されない。財産権に対する特別の犠牲について妥当する損失補償の論理
は、生命・身体に対する特別の犠牲の場合に妥当する余地はない。生命・身体に対
する特別の犠牲については、そのような特別の犠牲を課すこと自体が違憲違法な行
為であるとして、差止めの法理ないし国家賠償法一条に基づく損害賠償の法理で解
決されるべきものである。
　（２）　本件予防接種禍に対する憲法二九条三項の類推適用の困難性
　前記のように、憲法二九条全体の構造からして生命、身体について特別の犠牲と
いうことを許容する余地はなく、その意味で本件予防接種禍について同条三項を類
推適用することはできないものであるが、その点を別にしても、予防接種禍が財産
権に係る損失補償請求権の要件の中核をなす特別の犠牲と同じ意味で特別の犠牲に
当たるかが検討されなければならない。
　この特別の犠牲に当たるかどうかの点は、侵害行為の対象が一般的であるかどう
か、いいかえれば広く一般人を対象としているかそれとも特定人又は特定の範疇に
属している人を対象としているか、被侵害者が全体に対してどういう割合を占めて
いるかという形式的基準、及び侵害行為が財産権の本質的内容を侵すほど強度なも
のであるかどうかという実質的基準の両要素について客観的・合理的に判断される
べきものである。
　まず、形式的基準との関係でみると、本件各予防接種は、特定人又は特定の範疇
に属する人を対象としているのではなく、広く国民一般を対象としているものであ
る。ごくまれにではあるが一定の確率で発生する重篤な副反応の可能性を予防接種
の危険性と呼ぶならば、国民一般が社会防衛、集団防衛の観点から等しくその危険
性を負担するものであり、重篤な副反応が発生した者のみがその危険性を負ってい
るものではない。このように本件予防接種禍の場合、侵害行為の態様においては何
ら特別性がない。
　次に実質的基準との関係でみると、予防接種という侵害行為はその本来の性質
上、当然に生命・身体に対して重大な損傷を与えるというような強度なものではな
い。予防接種による重篤な副反応の発現という結果は、決して意図的ないし目的的
なものではなく、この点において、意図的、目的的侵害行為を特徴とする収用概念
とは完全に乖離しているのである。
　このように、本件予防接種禍が財産権に係る損失補償請求権要件の中核をなす特
別の犠牲と同じ意味で生命・身体に対する特別の犠牲に当たるとすることには法理
論上多大の疑問があり、これを否定せざるを得ない。
　なお、予防接種を実施することではなく、重篤な副反応が生じたことをもって特
別の犠牲を課したと解する立場もあるが、その立場については、なぜに憲法二九条
三項にいう「公共のために用いる」ということを個別具体的な接種行為以外の点に
求め得るのかが説明されなければならないであろう。このような論法を用いると、
義務教育における体育の授業実施中の人身事故についても（全国的視野でみるとこ
のような人身事故の発生はある程度不可避的とさえいえなくもないのである。）、
損失補償の対象ということになるのでなかろうか。学校事故が発生したことによっ
て他の児童生徒の健全な発育が達成されるものではないが、予防接種にあっても特
定の者に副反応が生じたことによって社会防衛が達成されるものでないことは同様
なのである。
　また、副作用としての特別な犠牲は意図された結果ではないとしても、単なる偶
然の結果ではなく、当初から予測され、しかもやむを得ないものとしてではあれ、
当初から認容された結果であるから、発生した結果に対する補償の必要性の観点か
らは、当初から意図された結果としての特別な犠牲と同視し得るとする説もある
が、そこでいう予防接種禍の予測、認容というものは、予防接種を受けた特定人に
被害が生ずることに対する予測、認容でないことはもとより、損失補償を要する場
合における意図性、目的性と対比すると、全く質的に異なるものである。このよう
に意図性、目的性の要件を極度に緩和、抽象化することはできないといわなければ



ならない。
　そのほか、勧奨接種については、特に以下の点を指摘し得る。すなわち、勧奨接
種は、特定疾病の感受性対策として、国の地方公共団体に対する行政指導により、
特定の年齢群、集団などに対し、勧奨して主に市町村が実施主体となって実施した
ものであるが、罰則による強制若しくは法による義務化を伴わない点で強制接種と
は基本的な法構造を全く異にするものである。そして、勧奨接種の対象となったイ
ンフルエンザ、日本脳炎、急性灰白髄炎のいずれも伝染性が極めて強いか一度罹患
すると極めて重篤な症状を呈するものなど、疾病自体が国民から恐れられているも
のであり、勧奨接種を受けた国民には、勧奨によって啓発されて自発的に接種を受
けたという場合も相当割合存在すると考えられる。むしろ、勧奨により接種を受け
る個々人が自己の防衛という観点を離れて専ら社会防衛、集団防衛という観点から
接種を受ける場合は例外というべきで、個々人の防衛という観点から接種を受ける
場合の方がむしろ一般的である。このようにみてくると、本件勧奨接種に伴う予防
接種禍については、強制接種の場合に比べて国家権力による強制の要素が極めて希
薄であり、この点からも、特別の犠牲に当たると解する余地はないといわなければ
ならない。
　なおまた、日本脳炎の勧奨接種については、日本脳炎は主としてコガタアカイエ
カ、豚、コガタアカイエカという循環によってコガタアカイエカの感染が増幅さ
れ、ときに人が感染を受けるというものであり、人間相互の感染ということは全く
考えられないのであるから、日本脳炎ワクチンは被接種者個人につき罹患した場合
の重篤な症状を防ぐという個人防衛の面において存在意義を有するのであり、社会
防衛、集団防衛という側面は極めて希薄である。したがって、社会防衛、集団防衛
のため国家権力が国民に強制するという要素はなく、「公共のために用いる」との
要件において類似性を認めることは不可能である。したがって、日本脳炎ワクチン
の勧奨接種を受けたと主張する被控訴人Ｄ２４（四五の一）については、その面で
も損失補償請求は失当である。
　（３）　本件予防接種禍と正当な補償
　仮に憲法二九条三項が生命・身体被害の場合にも類推適用されるという前提の下
に、本件予防接種禍が生命・身体に対する特別の犠牲に当たるという見解を採った
としても、本件予防接種禍について何をもって正当な補償とするか、その内容、金
額を司法の場において一義的明確に確定することは不可能である。
　すなわち、正当な補償とは完全な補償を意味するのではなく、時の社会通念に照
らし客観的に公正妥当であれば足りるとする相当補償説が正当であるところ、特別
の犠牲における特別性の程度等に応じて、これに対する正当な補償の内容も相対的
に決せられることになる。
　ところで、損害賠償と損失補償の関係についてみると、損害賠償の場合は、加害
行為に起因するすべての損害が賠償の対象となるのに対し、損失補償は、特別の犠
牲に対する補償であるとはいえ、それは適法な国家の公益活動によってもたらされ
るものであるから、国家行為により直接奪われた財産上の積極損失に対して正当な
補償を与えるシステムであり、間接被害については限られた範囲で付随的に補償が
されるにすぎないといわれる。したがって、生命、身体に対する特別の犠牲につい
ての正当な補償を論ずるとき、判例上確立した賠償法理における損害賠償額の概念
及び算定方法をそのまま類推適用ないし流用すべきではないが、この問題について
具体的な立法もない状況下において、司法の場でこの問題に明確な回答を与えるこ
とは著しく困難というべきである。
　また、侵害行為に当たる本件各予防接種に伴う危険性は国民一般が等しく負担す
るものであること、予防接種を受けた個々人は等しく伝染病の危険性から免れると
いう利益を直接的に享受するものであり、侵害行為の態様において何ら特別性のな
いこと、予防接種の副反応の発現という結果は、決して意図的、目的的なものでは
なく、極めて偶然的に発生すること等からすると、本件予防接種禍は特別の犠牲の
典型である収用概念に相当する生命・身体に対する特別犠牲と比べて極めて特別性
が低いことは明らかである。特に、勧奨接種に伴う予防接種禍は、本件強制接種に
伴うそれと比べて一段と特別性の程度が低い。
　そうすると、このような予防接種禍に対する正当な補償もかかる事情を反映して
相対的に決定されざるを得ないものであるから、仮に特別の犠牲の典型である収用
概念に相当するような生命・身体に対する特別の犠牲に対する正当な補償を最高限
度のものと観念すると（この場合であっても、法理論上賠償法理における損害賠償
額から慰謝料及び弁護士費用を除いた額を超えることはないというべきであろ



う。）、本件予防接種禍の場合における正当な補償は相対的に低額なものとならざ
るを得ないであろう。
　しかし、このように相対的に低額なものとならざるを得ない本件予防接種禍の場
合の正当な補償について、その意義、内容、算定方法を司法の場において法的安定
性を確保するに足りるだけの一義的明確性をもって認定判断することは、著しく困
難である。
　（４）　その他の問題点
　ア　損失補償の責任の主体に関する問題点
　勧奨接種については、控訴人国が各都道府県知事等に対して勧奨接種の実施方を
指示する通達を発し、これに基づいて右地方公共団体が当該行政区域内の住民に対
し接種を勧奨する行政指導をして実施してきたものである。すなわち、国民との関
係で接種を勧奨しこれを実施したのは、各地方公共団体であることは明らかであ
り、控訴人国がこれを法律等によって強制したことはない。
　そうすると、仮に本件で憲法二九条三項を類推適用して損失補償請求を認めるに
しても、その相手方は、勧奨接種を実施した地方公共団体であるといわなければな
らない。
　イ　被害児以外の者の損失補償請求について
　憲法二九条三項を背景として個別の損失補償請求を定めた法律等に基づいて損失
補償が必要とされる場合には、公共のために財産を用いられた者、すなわち当該財
産の帰属主体に対してその財産の価値に応じた正当な補償を行い、かつ、それで足
りるのが原則である。本件でも、生命、身体の帰属主体たる被害児に対して被害を
金銭的に評価した正当な補償がされれば足りるはずである。そうすると、被害児の
両親に対してまで損失補償を認める理由はない。親固有の問題としては、子供に重
篤な副反応が生じたことによる精神的な苦痛というのが考えられないでもないが、
これは通常の財産権における収用概念に相当する「公共のために用い」るというこ
とを前提としていないから、もともと損失補償の対象となり得ないというべきであ
る。
　（五）　いわゆる手続的類推適用説について
　なお、損失補償請求権の実質的根拠を憲法一三条、一四条、二五条に求め、ただ
実体法上の請求権の形式的根拠として憲法二九条三項を類推適用する（いわば訴権
性の借用である。）という説がある。
　しかしながら、憲法一三条、一四条、二五条を根拠に具体的な損失補償請求権が
発生すると解することは困難である。せいぜい、これらの規定は、控訴人国に対し
その被害を救済すべきであるという一般的責務を負わせることの根拠になり得る程
度であり、損失補償責任という控訴人国の具体的な法的責任の発生根拠と理解する
ことはできないというべきである。また、この説は、憲法二九条三項の訴権性を当
然の前提としているが、その前提においても問題があるところであって、かかる見
解を採用する余地はない。
　３　もちろん解釈説について
　大阪地裁昭和六二年九月三〇日判決及び福岡地裁平成元年四月一八日判決は、憲
法二九条三項のもちろん解釈説を採用した。このもちろん解釈というのは、「規定
されていない事項について、『より強い理由で』適用されると解釈する」ことをい
うのであって、類推解釈とともに、一定の規定を基にして、その法理が妥当する類
似の事項についてかかる規定が存するのと同様の法的処理を行おうとする解釈手法
であり、類推解釈よりも類似性が強い等の場合に妥当するものである。
　しかるところ、前記で検討したとおり、憲法二九条三項の類推適用には数々の問
題点があり、同条を類推適用することは不可能なのであるから、もちろん解釈によ
ってこれを適用することが可能になるということはあり得ないものである。
　４　本件救済制度と損失補償請求
　（一）　本件救済制度と損失補償請求の可否
　控訴人国は、予防接種禍により健康被害を受けた者について、簡易迅速な救済を
図る当面の措置として、昭和四五年七月三一日の閣議了解に基づく行政上の救済制
度（以下「本件行政救済措置」という。）を講じ、さらに、昭和五一年法律第六九
号による法改正により恒久的な法律上の救済制度として、一六条以下に救済制度
（以下「本件救済制度」という。）を確立した。
　本件救済制度は、予防接種禍の特質にかんがみて、相互扶助及び社会的公正の理
念に立脚した公的補償ないし国家補償の精神に基づいて創設された法的救済制度で
あり、講学上の体系においては、国家賠償法を根拠とする違法行為に基づく損害賠



償及び憲法二九条三項ないしは右条項を受けた損失補償関係法規を根拠とする適法
行為に基づく損失補償のいずれの類型にも直接的には属さないいわば第三の類型と
しての国家補償に属するものである。
　ところで、予防接種禍につき損失補償請求権を肯定する実質的根拠として挙げら
れる予防接種の集団防衛としての性格、接種における強制の契機、ごく少数ではあ
るが不可避的に発生する重篤な健康被害の可能性といった点は本件救済制度創設の
趣旨として挙げられる点でもあるから、損失補償請求権と本件救済制度に基づく請
求権とは実質的には同一の趣旨に基づくものであるということができる。したがっ
て、本件救済制度は、憲法上の損失補償請求権の趣旨を具体化した実体法であると
いうべきであるし、仮にそこまではいえないとしても、同種の法律関係ないし事実
関係について規律する実体法に補償規定がある場合と同視することができる。
　そうすると、予防接種禍については、憲法に基づく損失補償請求が可能であると
しても、それと同趣旨の補償規定たる本件救済制度が憲法に優先して適用されるべ
き法律上の制度として法定され、その給付額は補償の上限を画していると解される
から、右制度に定められた以上の補償を請求することはできないものというべきで
ある。仮に、本件救済制度が直接的には被控訴人らに対する損失補償を定めたもの
ではないとしても、同制度が予防接種禍を巡り国家補償的見地から社会的な公平を
図る趣旨で制定されたものであることからすると、損失補償額の確定に当たって
は、少なくとも本件救済制度が定めているところが可能な限り類推適用されるべき
で、それが立法府の合理的裁量を斟酌してもなお低額にすぎて違憲無効であるとい
うような例外的な場合でない限り、これを上回る請求は認められないというべきで
ある。
　なお、本件救済制度が訴訟によらない簡易な手続により迅速な救済を与えるもの
で、最低の保障として定型化されたものとして立法化されたということはない。
　したがって、本件救済制度が存在する以上、憲法二九条三項等に基づき、これと
は別途の又はこれを上回る損失補償請求をすることは許されない。
　そうすると、被控訴人らのうち、原告番号一、三ないし五、七、九ないし一三、
一八、二一、二四、二六ないし二九、三一、三三、三四、三六ないし三八、四〇な
いし四四、五〇、五三、五五、五六、五八ないし六三の各被害児に係る被控訴人ら
は、いずれも本件救済制度を定めた法一六条以下の適用を受け、別紙給付一覧表の
とおり支給決定を受け、所要の給付を受けているものであるから、同人らの本件損
失補償請求は、この点からしても、理由がない。
　また、いずれにせよ、本件救済制度を定めた法一六条以下の規定は本件予防接種
禍に類推適用すべきであるから、被控訴人ら全員との関係においても、本件救済制
度を上回る損失補償請求は理由がないものというべきである。
　（二）　給付に関する処分と損失補償請求との関係
　本件救済制度における給付に際しては、法令の根拠に基づき、市町村長が支給決
定ないし不支給決定を行うことになっているが、右決定はいわゆる公定力のある行
政処分に該当する。
　そして、支給決定を得た者は、それにより所定の給付を受ける法的地位を取得す
るが、支給決定の効力はそれにとどまらないものであり、当該支給決定の内容が当
該予防接種禍に対する補償の給付内容、額の上限を画することになり、それとは別
個の、又はそれを上回る補償請求は許さないという効果をも有するものである。受
益的行政処分である支給決定が別段の法律上の留保や行政庁の意思表示もなく、予
防接種禍に対する補償の一部としてされるなどということは、法常識上あり得ない
のである。
　そうすると、支給決定は、予防接種禍に対する補償の給付内容、額の上限を画す
る効力を有するものであるから、支給決定を受けた者がこの効力はそのままにして
おきながら、それとは別途の損失補償請求をするというようなことは、支給決定の
公定力に反し、許されない。
　のみならず、右のような損失補償請求は、その実質において支給決定の給付内
容、額に対する不服をその内容とするものであるから、行政処分に対する不服とし
て、専ら抗告訴訟において争うべきである。したがって、本件救済制度を定めた法
一六条以下の適用を受ける被控訴人らの請求は、支給決定の公定力に抵触して許さ
れず、失当というべきである。
　（三）　本件救済制度による被害者救済の相当性
　（１）　本件救済制度による給付の種類は以下のとおりである（なお、本件行政
救済措置の内容は、原判決事実摘示抗弁末尾添付の別紙一イ記載のとおりであ



る）。
　ア　医療費　予防接種を受けたことによる疾病について、診察、薬剤又は治療材
料の支給、医学的措置、手術及びその他の治療並びに施術、病院又は診療所への収
容、看護等を受けた場合に、これに要した費用を支給するものである。
　イ　医療手当　予防接種を受けたことによる疾病について、診察、薬剤又は治療
材料の支給等一定の医療を受けた場合に、月を単位として支給される。その額につ
いては、別紙「本件救済制度一覧表」参照。平成二年度末では通院医療手当月額は
三万一〇五〇円（月三回以上通院）又は二万九〇五〇円（月三回未満通院）、入院
医療手当月額は三万一〇五〇円（月八日以上入院）又は二万九〇五〇円（月八日未
満入院）となっている。
　ウ　障害児養育年金　予防接種による健康被害を受け、一定程度の障害の状態に
ある一八歳未満の者を養育する者に支給される。その額については、別紙「本件救
済制度一覧表」参照。
　平成二年度末では、在宅障害児養育年金年額は一二九万九〇〇〇円（一級）又は
七六万七〇〇〇円（二級）、施設入所障害児養育年金年額は、六二万七五〇〇円
（一級）又は四一万八三〇〇円（二級）となっている。
　エ　障害年金　予防接種による健康被害を受け、一定程度の障害の状態にある一
八歳以上の者に支給される。その額については、別紙「本件救済制度一覧表」参
照。平成二年度末で、年額は二七四万八六〇〇円（一級）、一七九万四八〇〇円
（二級）又は一三四万七九〇〇円（三級）となっている。
　オ　死亡一時金　予防接種を受けたことにより死亡した者の配偶者又は死亡した
者の死亡の当時その者と生計を同じくしていた子、父母、孫、祖父母若しくは兄弟
姉妹に支給される。その額については、別紙「本件救済制度一覧表」記載のとおり
である。平成二年度末で一九二〇万円となっている。
　カ　葬祭料　予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者に支給され
る。その額については、別紙「本件救済制度一覧表」記載のとおりである。平成二
年度末で一三万円となっている。
　（２）　ところで、予防接種禍による健康被害が発生した場合の正当な補償の額
及び補償方法は、損失補償請求権の根拠を憲法二九条三項に求める以上、憲法二九
条三項の趣旨に照らして解釈されるべきであることは、当然である。
　そして、前記のように、同条項の正当な補償の範囲については、判例・通説であ
る相当補償説に従うと、侵害行為の目的、態様、被侵害利益の性質、程度等の諸要
素を、当該補償を要する事態が発生した時における社会通念に照らしてどのように
評価するかの問題に帰着し、一義的に確定し得ないものである。
　そこで、これを予防接種禍についてみると、予防接種制度は、伝染病の被害から
社会の個々人を防衛するためのものであり、右目的を達成するためには、強制の契
機が不可欠であること、侵害行為としての接種行為それ自体は格別危険とはいい難
いこと、副反応事故の危険は被接種者全員が等しく受けるものであり、もとより特
定個人に対する侵害を意図するようなものではなく、予防接種禍は全くの偶然に基
づく不幸な事故というほかないものであること、しかし、被害の程度としては時に
生死にかかわる重篤な被害をもたらすものであることなどの特質を有する。
　そして、人身被害という結果に係る面では、人身被害に係る国家賠償の場合が最
も類似しているといえるが、違法有過失行為に基づく国家賠償の場合と対比する
と、予防接種の目的たる公共の必要性の程度、それを必要とした社会的事情、接種
行為の態様、侵害の具体的意図性の欠如等の諸点からみて、少なくとも接種態様に
おいて違法性を有しない予防接種禍による損失補償の額は、国家賠償責任が問われ
る場合の賠償額を相当下回るものであることは明らかである。
　そうすると、予防接種禍に対する具体的な補償のあり方については、以上のよう
な相対的性格に照らして立法裁量が相当広く認められることになり、立法が違憲と
される場合は極めて限定されることになろう。この点では、他の類似の公的補償制
度や社会補償制度との比較衡量という視点も必要であろう。
　したがって、裁判所としては、本件救済制度において実現されている補償が、各
予防接種禍当時の社会通念からみて、前記の諸要素に照らし、著しく低額ないし不
合理と認められ、右裁量権の広さを考慮してもなお本件救済制度の上限を画する規
定が裁量権の逸脱と断ぜざるを得ないものかどうかを検討する必要がある。
　（３）　そこで、本件救済制度の具体的内容をみると、障害児養育年金及び障害
年金が本件救済制度の主力をなすものであるが、これらは被害児に終身支給すると
いうものであり、医学の進歩やインフレーションの進行等社会情勢に即応できる柔



軟性を有しており、一時給付に比較すると、費消、散逸等を防止する意味も認めら
れるのであって、相当の合理性があるというべきである。そして、現在の生存障害
児につき、将来の給付分につき今後あり得べき法令改正に伴う増額を度外視して平
均寿命に達するまでの将来給付の金額を試算してみると、別紙「予防接種法の救済
制度に基づく将来給付一覧表」記載のとおりとなり、総支給額は、被害児一人当た
り一級で一億六七〇八万二一〇〇円ないし一億一〇四四万一一〇〇円、二級で一億
一八三四万二四〇〇円ないし八六九〇万七七〇〇円を下回ることはなく、三級でも
七九一六万一六〇〇円ないし七二二一万七六〇〇円に上るのである。
　結局、生存被害児につき、各予防接種禍発生当時における身体障害を生じた場合
の不法行為に基づく損害賠償額（慰謝料及び弁護士費用は除く。）と対比しても、
本件救済制度における支給金額は特に不相当ということはできない。
　また、死亡者に対する死亡一時金の金額についても、平成二年度において一九二
〇万円となっていて、損失補償の額としてみた場合、社会通念上それほど低額とは
いえない。なお、昭和五二年二月二四日の本件救済制度施行以前に死亡した被害児
に対する給付についても（死亡時期や死亡年齢に応じ、二七〇万円から一一一〇万
円の幅がある。）、それぞれの死亡時点に照らし、社会通念上いずれも決して不相
当な金額とはいえない。
　なお、本件救済制度における障害児養育年金、障害年金及び死亡一時金は、公的
補償を加味し、約二割の慰謝料的上積みをしていることにも留意すべきである。
　（４）　以上のとおりであるから、本件救済制度が憲法に違反するということは
ないというべきである。
　５　消滅時効及び除斥期間
　本件予防接種禍につき損失補償請求権があるとしても、以下のとおり、消滅時効
を援用し、除斥期間の経過を主張する。　（一）　会計法三〇条の五年の時効期間
の経過
　本件損失補償請求権は、国に対する公法上の権利で、金銭の給付を目的とするも
のであるから、右請求権の消滅時効期間は、会計法三〇条により五年ということに
なるところ、その消滅時効の起算点は、民法一六六条により権利を行使し得る時、
すなわち、権利を行使することに法律上の障害がない状態に至ったときから五年を
経過することによって消滅するので、本件で問題となっている各予防接種がされた
ことによりそれに起因する事故と思われる症状が発生したときから五年を経過して
本訴を提起した被控訴人らについては、消滅時効が完成しているというべきであ
る。したがって、次表記載の各被害児に係る被控訴人らについては、消滅時効が完
成しているものである。
＜記載内容は末尾６添付＞
　（二）　民法七二四条前段の類推適用による三年の消滅時効期間の経過
　仮に本件損失補償請求権につき民法七二四条が類推適用されるとした場合には、
以下の被害児につき民法七二四条前段による消滅時効を援用する。
　なお、民法七二四条前段の消滅時効の起算点は、「被害者又ハ法定代理人カ損害
及ヒ加害者ヲ知リタル時」であるところ、不法行為による損害であれば、それが不
法行為に起因するものであることを認識することが必要と解する余地があるが、損
失補償の場合は適法行為により損失が発生したわけであるから、行為の違法性を認
識することはあり得ない。そうすると、損失補償請求権について右三年の短期消滅
時効の起算点たるべき認識の内容は、控訴人国又は地方公共団体の行為に起因する
損失の発生と解すべきであり、これを知った時から消滅時効が進行するというべき
である。
　この立場に立って、以下起算点として二つの場合を想定し、それぞれ消滅時効を
援用する。
　（１）　次の表に掲げる被控訴人らは、同表記載のころまでに予防接種事故が発
生し、その際、法定代理人において事故の発生を知ったもので、同時にそれが控訴
人国又は地方公共団体の行為に起因するものであることも知るに至ったというべき
であり、そのころから訴え提起まで三年以上を経過している。
＜記載内容は末尾７添付＞
　（２）　仮にそうでないとしても、次表の被控訴人ら又はその法定代理人らは、
同表記載の日に予防接種事故に対する行政救済措置に基づく給付申請書を作成して
これを市町村長等に提出したが、同申請書には当該予防接種の種別、実施年月日、
実施者、実施場所等を記載し、これに当該予防接種済証、医師の作成した書面、都
道府県の作成した調査票等を添えて提出するものとされていたから、当該被控訴人



ら又はその法定代理人らは、遅くとも右申請書作成の日（申請書の作成年月日の記
載されていないものは、市町村等の受付の日）までには控訴人国又は地方公共団体
の行為に起因する予防接種事故の発生を知るに至ったというべきである。次表の被
控訴人らは、その日から訴え提起まで既に三年以上の期間が経過している。＜記載
内容は末尾８添付＞
　（三）　民法一六七条一項による一〇年の時効期間
　損失補償請求権については、一般債権として一〇年の経過により消滅時効にかか
るとする見解も存する。この説に立つと、その起算点については、前記（一）と同
様、予防接種事故発生時ということになる。そうすると、以下の表の被害児に係る
被控訴人らについては、一〇年の消滅時効を
援用する。
＜記載内容は末尾９添付＞
　（四）　民法七二四条後段の類推適用による二〇年の除斥期間
　Ａ５（五六の一）については、予防接種時から提訴まで二〇年を経過しているか
ら、民法七二四条後段の規定を類推適用して除斥期間の経過を主張する。
　（五）　時効援用権の濫用について
　時効は、永続した事実状態を権利関係にまで高める制度であり、その効果の発生
を援用権者の援用にかからしめているのは、時効援用を潔しとしない者のためにそ
の利益を受けない自由を留保したものであって、所定の事実状態が継続し、かつ援
用がされたときは、時効の効果を認めることが当該事案の当事者間の個別具体的関
係において妥当であるか否かについて判断することなく、画一的にその効果の発生
を認める制度である。長期間経過後に権利濫用等一般条項の名の下に安易に個々の
援用の妥当性を検討することは、本来不可能を強いる側面があるばかりでなく、と
きとして時効制度自体を無意味にする危険を招来するものといわなければならな
い。
　したがって、信義則違反ないし権利の濫用の法理を時効制度に適用するに当たっ
ては、特に慎重な考慮を必要とするのであり、債務者が債権者を欺罔するなどして
債権者が時効中断の措置に出るのを殊更に遅らせたような事情、その他当該債務の
成立及びその後の当事者間の折衝等に特殊、異常な経緯があって時効の効果を認め
るのが著しく不合理であり、正義に反する結果となるような事情が存するごく例外
的な事案に限定されるべきである。
　これを本件にみるに、控訴人国において被控訴人らの権利行使を妨げるといっ
た、右例外に当たる事情は存在しないから、本件における控訴人国の消滅時効の援
用が信義則違反ないし権利の濫用に当たるという余地はない。
　（被控訴人ら）
　１　生命・健康に対する特別の犠牲と憲法二九条三項の類推適用
　本件被害児らは、公共目的実現のための行為たる予防接種により、当然受忍すべ
き不利益の限度を著しく逸脱した特別の犠牲を余儀なくされた。本件被害児及び両
親が被った生命・健康に対するこの特別の犠牲をやむを得ない犠牲と解するか、国
民全体の負担においてこれを償うべきものと解するべきかは、憲法秩序上の一つの
選択の問題である。
　憲法一三条、二五条、一四条一項の趣旨からみて、財産権に課せられた特別の犠
牲による損失には憲法二九条三項により正当な補償が義務付けられているのに、生
命・健康の特別の犠牲による損失は、本人及び家族のみの負担に帰せしめるとする
ことは合理性がない。
　すなわち、憲法一三条は、「人間社会における価値の根元が個人にあるとし、何
にもまさって個人を尊重しようとする原理」の表明である。個人の財産権に対する
特別な犠牲には補償するが、生きた個人そのもの、すなわち個人の生命や健康に対
する特別な犠牲には補償しないということは、本条項の趣旨に反するものであるこ
とは明らかである。
　憲法一四条一項からは、同じ法の下に強制実施された予防接種によってそれまで
健康であった幼児が、一方は免疫を、他方は死又は重篤な障害を与えられるという
不公平を与えられたのであり、そのような不公平を放置することは法の下の平等の
趣旨に反するということが導き出される。特別な犠牲に対する補償の法理念は憲法
一四条一項によって支持されるものである。
　憲法二五条も、本件は、予防接種によって被接種者たる国民に健康で文化的な最
低限度の生活を営む権利を全く奪ってしまったものであるが、このような健康被害
に対しては補償がないとすると、憲法二五条の保障は空文と帰するのであって、同



条の趣旨によれば、公共目的の行為によって健康に対し特別の損害を生じた場合
は、財産権の特別損失より厚く、あるいは少なくとも同等に保護するように法の解
釈適用を図るべきことになる。
　そして、公共のためにする財産権の制限が、社会生活上受忍すべき限度を超え、
特定の個人に対し、特別の財産上の犠牲を強いるものである場合には、これについ
て損失補償請求を認めた規定がなくとも、直接憲法二九条三項を根拠として補償請
求をなし得るとされている。
　このようなことからすると、生命身体に対して特別の犠牲が課せられた場合にお
いても、憲法二九条三項を類推適用してかかる犠牲を強いられた者は直接同条項に
基づき補償請求ができるということができる。
　なお、このように憲法一三条、一四条一項、二五条は、憲法二九条三項を類推適
用することの合理性の説明、換言すれば財産上の特別犠牲には国に補償義務がある
が、より厚く保護されるべき生命・健康に対する特別犠牲には補償義務はないとす
る説の憲法上の不合理性の説明のために引用されるものである。したがって、控訴
人のように右三条項をばらばらにしてその一つずつについてそこから実体法上の請
求権が発生しないと攻撃するのは、前提において失当である。
　そして、憲法の原理上、このような考え方は、我が国憲法秩序と同様の制度をと
る国の裁判所（例えばドイツの連邦裁判所）においても当然の事理として承認され
ている普遍的な条理といえる。
　２　控訴人の主張に対する反論
　（一）　生命・健康被害に対する憲法二九条三項の類推適用
　（１）　憲法二九条が全体として私有財産制を保障したものであること、同条三
項が直接的には財産権の収用の場合を前提にしていることは控訴人主張のとおりで
あるが、このことから、もちろん解釈による人身被害への類推適用が否定されるこ
とにはならない。なぜならば、我が憲法上、生命・健康が財産権より強い保護を受
けていることは明白な事実であるし、損失補償の対象が財産権に限られないこと
は、講学上人的公用負担の観念が存在し、この場合にも損失補償の問題があること
が指摘されていることからも明らかである。また、ドイツの連邦通常裁判所の判例
などからみてもこの点は肯定される。　また、家畜伝染病予防法は、家畜の伝染性
疾病の発生を予防し及びまん延を防止することを目的としているが、六条一項にお
いて、「都道府県知事は、家畜の伝染病の発生を予防するため、必要があるとき
は、家畜の所有者に対し、家畜について家畜防疫員の検査・注射、薬浴又は投薬を
受けるべき旨を命ずることができる。」旨規定しており、違反者は処罰される（六
五条二項）ところ、五八条一項は、「国は次に掲げる動物又は物品の所有者に対
し、それぞれ当該各号に定める額を手当金として交付する。」との規定を置き、四
号で「第六条第一項の規定による検査・注射を行ったため死亡した動物にあって
は、当該検査、注射時における当該動物の評価額全額」として、予防接種により家
畜が死亡したときは全額を補償すべきことを定めているのである。また、植物防疫
法は、植物に有害な動植物を駆除し及びまん延を防止することを目的としている
が、同法一八条一項一号、三号によれば、農林水産大臣は、有害動物又は有害植物
が付着したり、又は付着しているおそれのある植物の栽培を制限禁止したり、その
ようなおそれのある植物を所有する者に対し、当該植物の消毒、除去、廃棄等の措
置を命ずることができる旨規定しており、違反に対しては罰則の制裁がある（三九
条四号）が、二〇条一項は、「国は第一八条の処分により損失を受けた者に対し、
その処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。」と定めているので
ある。このように、国が家畜に対する予防接種又は植物に対する防疫のために家畜
や植物に被害を与えたときは、その所有者に対し社会共同の利益の維持に必要な伝
染病の予防・防疫のために特別な犠牲を与えたことになるから、その所有者に国が
全額の損失補償をするというのが我が国の実定法制度の構造なのである。しかる
に、国民が国の法律に従って予防接種を受け、そのため死亡し、又は重篤な後遺障
害を受けたときは、国家はその損失の補償をしない、あるいは一方的裁量によりそ
の損失の何分の一、何十分の一しか補償しないとすることができるというのであれ
ば、国家は国民を牛馬や草木にも劣った扱いをすることになる。このような主張
は、国民に対して健康で文化的な最低限度の生活を保障することを定めた憲法を頂
点とし、家畜や植物の予防接種・防疫の被害についてまでその全額を補償する法制
度をとる我が国法秩序と根本的に背馳し、憲法解釈論として到底採りえないもので
ある。
　（２）　次に、予防接種禍が意図的、目的的侵害行為でないことを理由に憲法二



九条三項が類推適用されないとすることは、同条項の「公共のために用ひる」は財
産権の意図的侵害に限定されるわけではないから、失当である。「公共のために用
ひる」という意味は、我が国最高裁の累次の判決（昭和四三年一一月二七日大法廷
判決、昭和五〇年三月一三日第一小法廷判決、昭和五〇年四月一一日第二小法廷判
決）が判示するとおり、「公共のためにする財産権の制限が社会生活上一般に受忍
すべきものとされる限度を超え、特定の人に対し特別の財産上の犠牲を強いるもの
である場合」、すなわち特別犠牲を指すものであって、収用に限らず法令による制
限や強制などもこれに該当するものであり、非意図的な侵害もこれに含まれること
はドイツの判例が明らかにしているところである。
　もとより生命・健康は意図的な侵害である収用の対象とはならないが、一般的な
法令によって強制を加えた結果非意図的な被害を被ることはあり得るのであって、
「収用的侵害」の対象とはなり得る。この場合においても、右の被害者は平等原則
に反し、受忍限度を超える特別の犠牲を公共のために強いられたものであることに
変わりはなく、意図的な侵害による特別犠牲と非意図的な侵害による特別犠牲とを
補償の面で区別すべき合理性はない。
　（３）　憲法が生命・健康に対する収用とこれに対する補償を定めなかったの
は、生命・健康の収用が認められるべきものではないからであり、このことから直
ちに公共の目的のために設けられた制度の執行上、生命・健康の侵害が起こった場
合、事後的にもこれを正当に補償することなく放置しておいてよいとする趣旨でな
いことは明らかである。
　また、いったん発生した被害に対し事後的に正当な補償をすることが意図的な生
命・健康の収用を認めることにならないのは論理上も当然である。
　（二）　予防接種禍に対する憲法二九条三項の類推適用
　（１）　控訴人は、形式的基準からみても、予防接種は特定人を対象としたもの
ではなく、広く一般国民を対象としており、重篤な副反応の可能性（予防接種の危
険性）は、国民一般が等しく負うものであるから、侵害行為の態様において何ら特
別性がなく、また、実質的基準からみても、予防接種は本来の性質上当然に生命・
健康に対して重大な損傷を与えるというような強度なものではなく、重篤な副反応
の発生は意図的・目的的なものではないから、そこに特別性はみられないというべ
きで、予防接種禍は特別の犠牲ということはできないとするが、本件で問題となっ
ている侵害行為は、予防接種行為そのものではなく、接種が起こす重篤な副反応で
ある（予防接種に重篤な副反応が全く生じないものであるならば、侵害行為が問題
となることもなく、また、被控訴人らが損失補償を請求する必要もないのであ
る。）。脳炎・脳症といった重篤な副反応による被害がその発生割合、症状の重さ
から形式的基準、実質的基準の双方を満たす特別の犠牲であることは疑いをいれな
いところである。控訴人の主張は、予防接種における接種行為とその結果たる被害
を殊更に切り離して論じているが、法的判断において侵害とその結果とを峻別する
ことはできないのであって、その論旨は基本的において誤りである。
　なお、最高裁昭和四三年一一月二七日の判決は、河川地附近制限令四条三項の定
める制限は公共の福祉のためにする一般的制限であり、原則的には何人もこれを受
忍すべきものであるが、これにより特定の個人が特別の犠牲を課されたとみられる
場合には損失補償の規定がない場合でも直接請求の余地ありとしたものであり、侵
害行為又は制限が広く一般的であることは、特定の人について起こる砂利採取事業
を営み得なくなるという結果の特別犠牲性を否定するものではないのである。問題
は、結果がどの範囲にどの程度深刻なものとして発生したかである。
　（２）　また、予防接種における侵害の意図ないし目的について検討すると、国
は、予防接種にはまれにではあるが不可避的に重篤な副反応が伴うことを知悉した
上であえて一定年齢に達したすべての幼児に接種を義務付けているのであるから、
何人かの犠牲者が出ることを欲してはいないとしても、不可避的にそのような結果
が生ずることについて認識と認容があったことは否定できないというべきである。
したがって、被害者が出ることは法が積極的に意図するところでも目的とするとこ
ろでもないとはいい得ても、予防接種を行えば被害者が発生するという事実を認識
した上であえてこれを強制する立法を制定したのであるから、被害者が出ることを
消極的に許容したということができる。このように予防接種の結果特定少数者に不
可避的に重大な被害を生ずるという認識と許容がある以上、意図も目的もなかった
ということは困難であって、そのことを理由に被害者を特別犠牲に当たらないとい
うことはできない。
　（３）　なお、控訴人は、一定の確率をもって発生する予防接種事故をもって学



校事故と同様であるとし、学校事故によって他の児童の健全な発育が達成されたと
いうことができないのと同じく、重篤な副反応の発生によって社会防衛が達成され
たということができないから、特別犠牲に当たらないと主張するが、右主張は、学
校事故と予防接種事故との本質を見誤るものである。すなわち、両者を統計的数値
によってのみみれば、一定の確率をもって発生しているようにみえるが、学校事故
は、学校教育に不可避的に発生するものではなく、その間には学校の施設の不備、
学校当局者による監視・指導の誤り、保護者、児童の過失があって発生しているの
であって、関係者が注意すれば防ぐことのできる結果回避可能性がある。しかる
に、予防接種事故は、ごくまれではあるが接種に不可避的に伴うものであって、人
為的ミスもないわけではないが、原因不明のまま不可避的に発生するものであるか
ら、結果回避可能性が存在しない。
　このようにある制度と事故との間を完全に遮断する方法が現実に存在しない以
上、両者は不可分の関係に立たざるを得ないのであって、伝染病まん延防止という
社会防衛のため、あえて予防接種制度を採用する以上は、その不可避的事故による
被害者は、正に社会防衛のための特別の犠牲者に当たるのである。
　（三）　「特別犠牲」、「正当補償」の観念の多義性と裁判規範としての適応性
　控訴人は、憲法二九条三項の特別犠牲の観念は極めて抽象的、多義的、相対的で
あり、それに伴う正当補償の範囲の決定も同様であって、司法の場で一義的に決定
できないと主張する。
　しかしながら、控訴人の主張は、殊更に憲法二九条三項の解釈の中に判例・学説
も認めていない政策的要素なるものを混入させるなどして、必要以上に同法条を抽
象的、多義的、相対的に解釈しようとしている。特別犠牲に該当するかどうかの判
断は、政策的制約なる概念によって左右されるものではない。政策的制約なるもの
が財産権の収用や侵害を必要とする国の政策を意味するならば、それがどのように
強度のものであれ、財産権を無償ないし低額で強制的に用いてよいということには
ならない。憲法二九条三項は正にそのような場合における国民の財産権の保障なの
である。まして、本件で侵害の対象となっているのは、国民の生命・健康である。
国民の生命・健康に対する権利は、少なくとも政策的制約を受けるものではなく、
政府の政治的裁量によって左右されるものではない。それ故、特別の犠牲の要件を
考えるに当たって政策的な配慮や裁量を考慮すべき余地は存在せず、また、正当補
償の範囲を決定する上においても全く同様である。正当補償の範囲を決定するに当
たって、権利の内在的制約を考えることはあり得ても、それ以外の政策的、経済的
配慮によって変化することはあり得ない。
　控訴人は、「予防接種の目的たる公共の必要性の程度、それを必要とした社会的
事情、接種行為の態様、侵害の具体的意図性の欠如等の諸要素を考慮すると、予防
接種禍による損失補償額は国家賠償責任が問われる場合の賠償額を相当下回る」と
述べるが、控訴人の挙げるような諸要素を正当補償の観念の中に入れることは、憲
法二九条三項を空文化するものである。現に財産権の収用の場合において、補償額
が賠償額を下回るなどということは行われていないのである。そもそも損失補償の
範囲は、侵害行為の目的や態様によって決まるのではなく、被害の度合によって決
まるのである。控訴人の主張は、この両者を混淆する誤りを侵している。
　正当補償とは、「収用の前後を通じて被収用者の財産的価値を等しくならしめる
ような補償」であって、本件予防接種禍についていえば、「予防接種による副反応
発生の前後を通じて被接種者の状態を等しくならしめるような補償」である。この
ような基本観念に立つ限り、生命・健康被害の損失額と賠償額の算定方法が異なっ
たり、その額に著しい差が生ずるということはあり得ない。生命・健康被害につい
ての正当補償の算定に当たっては、同種被害について不法行為の領域で確立した算
定方式を用いるのが道理というものである。
　（四）　勧奨接種と特別の犠牲
　勧奨接種についても、予防接種を受ける国民にとっては強制接種同様これを受け
ることを社会的、心理的に強制されていたと認められるから、勧奨接種に特別犠牲
の観念があり得ないとする控訴人の主張は誤りである。
　すなわち、インフルエンザ、ポリオ、日本脳炎の勧奨接種はいずれも国が伝染病
の発生及びまん延を防止するという行政目的のために、都道府県知事及び指定都市
市長あてに、特定の年齢群、集団等に対して予防接種を受けることを勧奨するよう
行政指導したものである。この行政指導は、二重の意味で法に定める強制接種と同
様の効果を有するものであった。まず、行政指導の直接の相手方であるすべての都
道府県知事等や通達等で実施主体となるように定められた地方公共団体は、行政指



導に従って予防接種を実施するか否かの選択の自由を有するものと意識することは
なく、行政指導で定められたとおりに勧奨接種を実施してきた。国も、地方公共団
体が国の行政指導に従うことを当然のこととして、毎年、行政指導を繰り返してき
た。また、勧奨を受ける国民も、実施主体となる地方公共団体等からの回報、個別
通知その他の広報による勧奨を受けて、強制接種と勧奨接種との区別を意識するこ
ともなく、国民の義務として子供に接種を受けさせなければならないと考え、あわ
せて勧奨された接種を受けさせることは安全であり、子供を伝染病から守ることに
なると信じて接種に応じたのである。勧奨は一方的に接種をすることだけを求めた
のであり、しかも、国民は、予防接種によって重篤な副反応が生ずる危険のあるこ
とについて殆ど知らされておらず、禁忌の意味についても十分理解していなかった
のであるから、そこに被接種者の自由意思による選択があったとするのは、事実と
かけはなれたフィクションにすぎない。正に勧奨接種は、社会的心理的に強制され
た状況下での接種であるというべきであるから、勧奨接種による被害者に対して
も、強制接種の場合と同様に、控訴人国の防疫行政の一環としての予防接種によっ
て特別の犠牲を被ったものとして、控訴人国が損失補償義務を負うべきである。
　なお、控訴人国は、日本脳炎の予防接種については、個人防衛の面で存在意義を
有すると主張するが、本件被害児にかかわる昭和四三年四月一六日付け衛発第二七
六号各都道府県知事あて「昭和四三年度における日本脳炎予防特別対策について」
と題する厚生省公衆衛生局長通知には、「（日本脳炎の）疾病の流行が社会各般に
及ぼす影響は著しいものがあり、今後もなお一層強力な予防行政を推進する必要が
ある」と述べられており、特別対策実施要領の予防接種の目的欄には、「日本脳炎
は毎年多数の患者が発生し、かつ他の伝染病に比して致命率が高く多くの死亡者を
生ぜしめ、またその後遺症は重篤であり国民の不安が著しい疾病である。したがっ
て、……予防接種を勧奨し、日本脳炎の流行を未然に防止を図るものとする。」と
掲げられていたのであり、これらによれば、日本脳炎の勧奨接種は、日本脳炎の流
行により社会の不安が引き起こされるのを防止することを目的として実施されたも
のであり、個人防衛に主眼をおいて実施されたものでないことが明らかである。ま
た、昭和五一年改正後の法も、その目的を「伝染の虞がある疾病の発生及びまん延
を予防するために、予防接種を行い、公衆衛生の向上及び増進に寄与する」という
社会防衛に置きつつ（一条）、同法の定めるところによって予防接種を行う疾病に
日本脳炎も加えているのである（二条二項九号）。したがって、同法も、予防接種
を単に感染源対策や感染経路対策として考えているのではなく、社会に伝染病が発
生すること自体を防止する手段としても考えていることが明らかである。伝染病の
発生を防止すること自体が公衆衛生の向上及び増進にも寄与するし、あわせて社会
の安定にも繋がるとの理解に基づくのである。以上のとおり、日本脳炎の勧奨接種
は、社会から伝染病を防止するという国の公衆衛生行政の一環としてされたもので
あり、この点では、他のワクチンの勧奨接種や強制接種と何ら変わるところはない
ものである。
　なお、ドイツの判例も勧奨接種による被害者が損失補償請求権を有することを認
めている。
　（五）　生命・健康被害の補償と慰謝料・弁護士費用
　（１）　慰謝料
　土地などの財産権の収用に際しては、それに伴う精神的損失に対し補償は必要で
ないとの見解が有力であった。この説の実質的根拠は、「１」財産的損失に対する
補償が十分与えられれば、精神的損失はこれによって当然回復されるとみなされる
こと、「２」物的損失について正当な補償が得られれば、それ以外に精神的損失を
伴っても、それは社会構成員としての受忍義務の範囲内であること、「３」目に見
えない精神的損失を客観的に評価して金銭に換算することは甚だ困難であり、かえ
って不公平になりかねず、補償の性質に馴染まない、ことにある。
　しかしながら、人の生命・健康に対する公的侵害について憲法二九条三項が類推
適用される場合には、「１」生命・健康に対する侵害は、労働能力の毀損による損
害のほか、本人はもとより両親や近親者の重大な精神的苦痛を必然的に伴うもので
あり、被害としては、むしろその方が一般的であり、かつ重大である。労働能力喪
失についてさえ補償すれば、精神的苦痛の部分は受忍すべきであるというような社
会常識は存在しない。むしろ、親や子の死や重大な健康被害が大きな精神的苦痛を
伴うことは極めて一般的であり、他の何にもまして慰藉の対象となるとするのが、
少なくとも我が国の一般的社会通念である。
　そうであるとすると、労働能力喪失や介護費に対して補償すれば、侵害の精神的



苦痛はこれによって当然回復されるとか、受忍義務があるとかいうことはできな
い。
　また、精神的苦痛に対する評価方法は難しいが、不法行為による生命、健康の被
害の場合には、裁判所はこれを算定している。本人や近親者の死あるいは重大な健
康被害が生じた場合の苦痛は、一般的にかつ社会構成員に共通に生ずる事象である
から、これを定型的に捉えて金銭的に評価することは可能というべきである。
　なお、ドイツの場合は、精神的被害に対する慰謝料は、加害者に対する制裁的、
懲罰的な作用を重要な目的としているから、適法行為による損失の場合はこれを除
外するというのは論理一貫性があるが、我が国の場合は、慰謝料の根拠として制裁
的、懲罰的目的は殆どなく、被害者のトータルな被害填補に対する補完作用が主た
る目的とされているのであるから、これを適法行為による損失補填の場合に除外す
べき実質的理由はないものである。
　（２）　弁護士費用
　不法行為に基づく損害賠償請求権を有する者が義務者たる相手方から容易にその
履行を受け得ないため、自己の権利擁護上、訴えを提起することを余儀なくされた
場合に、弁護士に委任しなければ十分な訴訟活動をなし得ないと認められるときに
は、弁護士に訴訟遂行を委任したことによって負担することとなるいわゆる弁護士
費用は、当該不法行為と相当因果関係に立つ損害と認められることは、確立した判
例であるところ、権利者が自己の権利を擁護するために訴えの提起を余儀なくさ
れ、弁護士に委任しなければ十分な訴訟活動をなし得ない場合が多々あることは、
何も不法行為に基づく訴訟に限られない。損失補償請求権の履行を求める訴訟に要
した弁護士費用についても、不法行為に基づく損害賠償請求訴訟と別個に考えなけ
ればならない理由は全くない。弁護士費用は、権利者がその権利擁護上必要に迫ら
れて支弁するもので、これを権利者の負担に帰属させるのは、権利者に犠牲を強い
るもので、衡平の観点からみても不合理である。
　特に本件のごとき生命・身体の特別犠牲による損失は、収用などの場合と異な
り、損失が初めから意図されたものでなく、結果的に違法と同じ状態が生じたにす
ぎないから、犠牲者の損失は、国家賠償法による損害と実質的に同一であるといえ
るのである。このような観点からも、本件における損失の類型及び算定を国家賠償
における損害の類型及び算定と別個に考える実益と合理性は存在しない。
　本件で被控訴人らの主張する生命・身体に対する特別犠牲について、損失補償を
認容した判例は存在せず、被控訴人らが弁護士に依頼せずに本人訴訟によって本件
訴訟活動を展開することは殆ど不可能であった。そこで、被控訴人らは、中平健吉
ら六名の弁護士にその訴訟の遂行を依頼したのである。
　（六）　本件救済制度との関係
　（１）　控訴人は、法一六条以下の規定に基づく法律上の救済制度の下において
は、直接憲法二九条三項に基づき、右救済制度とは別個に、又はこれを上回る損失
補償請求をすることは、法理論上許されないと主張する。
　しかしながら、本件において被控訴人らが主張している補償とは、損害・損失発
生の原因が国にあり、したがって国が法的義務として損失を填補する場合をいうの
である。ところが、これに対して国が社会政策・産業政策など様々な政策的見地か
ら個人の損失を補填する場合もしばしば補償と呼ばれる。本件救済制度は正にこれ
に該当するのである。このように現行救済制度は、憲法二九条三項を前提とし、そ
れを具体化するために設けられたものではなく、国が社会政策的見地から設けた救
済措置である。この点は、控訴人自身も主張しているところであり、厚生省公衆衛
生局長の国会における答弁等からも明らかである。この救済制度により給付された
金員が損益相殺の限度において憲法二九条三項の補償の額に影響を与えることはあ
っても、それ以上に同項による補償を限定したり制限したりする性格のものでは本
来ないものである。
　形式的にみても、本件救済制度を定める法一六条ないし一九条の規定は、一定の
給付を行う旨を定めるのみであって、憲法を根拠とする正当補償であるとの趣旨は
うかがわれないばかりか、給付の内容は著しく低額であって、増額請求を認める規
定も存在していない。要するに、個人の生命・健康被害全体を評価し、その損失を
憲法二九条三項に基づいて補償する仕組みになっていないのである。
　したがって、本件救済制度自体が、本件救済制度としての給付の上限を画してい
ることはそのとおりであるが、それはあくまでも同制度に基づく給付額についてそ
のようにいえるにすぎず、被控訴人らが主張している損失補償とは無関係であり、
損失補償の上限を画するものではない。



　もっとも、本件救済制度による給付が憲法に基づく正当補償を定めた制度でない
としても、給付内容及び給付額が正当補償と同一内容になっていれば、損失がもは
や存在しないとして、これと別途にする請求が認められない場合があるかもしれな
いが、本件救済制度による給付額が憲法二九条三項の観点から客観的妥当性を有し
ないと認められる以上、損失全体について補償請求が可能とされなければならな
い。
　（２）　なお、控訴人は、予防接種被害についての損失補償請求は、専ら抗告訴
訟において争うべきであると主張するが、本件救済制度による給付の支給決定が行
政処分であるとしても、それはあくまで本件救済制度の給付に関してそのようにい
えるだけであって、本件において被控訴人らが主張する憲法上の請求権について
は、当てはまらない。被控訴人らは、本件救済制度における給付額を争っているの
でなく、憲法に基づく特別犠牲に対する正当な補償を求めているのであり、本件救
済制度に基づく給付を受けるにつき支給決定にいわゆる公定力が認められるとして
も、それは被控訴人らの請求には無縁である。
　（七）　本件救済制度による給付の相当性
　（１）　法による救済制度による給付内容は、その金額からみても極めて不十分
なものであり、予防接種による被害の損失を填補するものでは全くない。
　平成二年四月改定の障害年金、養育年金を基にＡランク被害者、Ｂランク被害
者、Ｃランク被害者のうちから一名ずつにつき生涯給付額を算定し、最新の平均賃
金及び介護料の金額を用いて損失額を算定すると、別紙「国の給付と損失額との比
較表」（１）ないし（３）記載のとおりとなり、国の給付額の損失額に対する割合
は、極めて低率となっている。
　死亡被害者については、その後の給付の追加支給はないので、最新の平均賃金で
損失額を計算した場合、救済制度による給付額と損失額との格差は、なお一層拡大
している。
　また、救済制度では、後遺障害を受けた被害者が平均余命を待たずに死亡したと
きは年金は打切りとなり、わずかな死亡一時金のみが支給されるにすぎないことに
なってしまう（平成二年現在の死亡一時金は、一九二〇万円であるが、障害年金の
支給を受けた期間に応じて減額される。たとえば、支給期間が一一年以上のとき
は、三三パーセントが支給されるにすぎない。）。
　（２）　控訴人の主張は、将来給付が予想される障害年金を単純に加算して、将
来給付額が高額であるかのごとき印象を与えようとしているが、中間利息を控除せ
ず単純加算により比較することが不当であることはいうまでもない。
　法による障害年金の将来給付の相当性を検討する場合は、これを接種時現価で示
さなければならないところ、控訴人の主張する別紙「予防接種法の救済制度に基づ
く将来給付一覧表」記載の金額を接種時現価でみると、一級で一億六七〇八万二一
〇〇円ないし一億一〇四四万一一〇〇円とあるのは、一七三五万一三三四円ないし
七四八万七四七円にすぎず、二級で一億一八三四万二四〇〇円ないし八六九〇万七
七〇〇円とあるのは、一五三八万八九四九円ないし一一八六万七三三八円にすぎ
ず、三級で七九二八万一六〇〇円ないし七二二一万七六〇〇円とあるのは、七六六
万八五三六円ないし五八九万二九五六円にすぎない。
　なお、控訴人は、予防接種法施行令が定める年金額に給付予想年数を乗じている
が、予防接種法による給付は、障害児養育年金については特別児童扶養手当等の支
給に関する法律による特別児童扶養手当、障害児福祉手当が全額控除され（予防接
種法施行令六条）、障害年金についても国民年金法による障害基礎年金の四割及び
同法等の一部を改正する法律による福祉手当が控除される（予防接種法施行令七
条）ので、予防接種被害に対する年間の給付額は、実際には、施行令が定める金額
を相当額下回るものである。
　３　損失補償請求と消滅時効・除斥期間
　（一）　時機に遅れた主張
　控訴人は、控訴審における最終準備書面において、初めて本件損失補償請求権に
つき、消滅時効及び除斥期間の経過を抗弁として主張するに至った。
　しかし、被控訴人らが本件訴訟において損失補償請求権を主張したのは、原審に
係属中の昭和五三年九月二九日のことである。ところが、控訴人は、損失補償請求
権の発生を争っただけで、その時効による消滅ないし除斥期間の経過については何
ら主張することがないまま、弁論を重ねてきたものである。原審において被控訴人
らが損失補償請求権の主張をした以降、控訴人が、右請求権について時効による消
滅ないし除斥期間の経過を主張するについては、何らこれを妨げるべき事情はなか



ったものであり、控訴審の最終準備書面において右主張を行うのは、明らかに「故
意又は重大な過失により時機に遅れて提出した」ものといわなければならない。ま
た、右主張の提出により、時効の中断の再抗弁の主張の提出のため、及び時効期間
の経過、中断事由の存否等についての証拠調べのため、訴訟が遅延することも明ら
かである。
　したがって、右主張は、却下されるべきである。
　（二）　会計法三〇条の五年の時効期間について
　（１）　会計法三〇条の時効の規定が適用されるのは、国の権利義務を早期に決
済する必要があるなどの行政上の便宜を特に考慮する必要があるものだけに限定さ
れる（最高裁昭和五〇年二月二五日第三小法廷判決、民集二九巻二号一四三頁）と
ころ、予防接種禍による損失補償請求権は、予防接種によって不可避的に発生する
ことのある被害に対する補償請求権ではあるが、右被害は、予防接種によって通常
発生するものではなく、法律や行政の意図に反して極めて例外的に発生するもので
ある。すなわち、右請求権は、法律の規定やこれに基づく行政庁の権限行使によ
り、法律や行政の意図するところに従い通常発生する債権、あるいは大量かつ画一
的に発生する債権ではない。したがって、予防接種禍による損失補償請求権は、行
政上の便宜のために特に早期に消滅を確定させる必要があるものではなく、これに
ついて会計法三〇条は適用されないと解すべきである。
　（２）　また、仮に損失補償請求権について会計法三〇条が適用されるとして
も、同条の消滅時効の起算点については民法一六六条が準用されるところ、本件被
害児の両親らが本件被害が予防接種により発生したことを知ったのは、予防接種被
害に対する行政救済措置において予防接種によるものであるとの認定を受け、これ
に基づいて支給の通知を受けたときからであるが、当時予防接種被害について損失
補償請求ができるとの法的見解は全く知られておらず、本件被害児の両親らが、本
件被害について国に損失補償請求ができることを知ったのは、本件訴訟において損
失補償請求の主張を追加する直前のころであった。
　したがって、消滅時効は完成していない。
　（三）　民法七二四条前段の類推適用による三年の消滅時効期間について
　（１）　予防接種による人身被害が発生した場合に、国の公権力の行使に当たる
公務員に故意又は過失がある場合は国家賠償責任が発生し、右損害賠償請求権の消
滅時効については民法七二四条が適用されるが、予防接種禍についての損失補償責
任は、「公務員の故意又は過失」の要件を不要とするものの、同じ被害についての
填補を求めるものであり、請求権の消滅についても異別に取り扱うべき理由は認め
られないので、損失補償請求権についても民法七二四条が類推適用されるべきであ
る。
　（２）　控訴人は、右の時効の起算点は予防接種による被害であることを知った
ときであるとし、本件ではそれは本件事故発生を被害者の法定代理人が知ったとき
であり、仮にそうでないとしても、予防接種事故に対する行政救済措置に基づく給
付申請書作成の日であると主張する。
　しかしながら、本件被害児の両親らは、事故発生当時、事故が予防接種に起因す
るものであることを知らされることなく、むしろ、医師その他の者から予防接種で
このような被害が発生するはずはなく、事故は被害児の体質に起因するものである
との説明を受けていたのである。
　また、被害児の両親らは、行政救済措置による給付申請書を作成して提出した
が、右の時点では予防接種によるという可能性は認識したとしても、予防接種と被
害との因果関係の認定を厚生大臣ないし予防接種事故審査会の判断に委ねたものに
すぎず、高度な専門的知識によらなければ判定し得ない因果関係について被害児の
両親らが認識したとはいえない。
　また、本件被害児の両親らが本件被害が予防接種によるものであることを知った
のは、右給付申請に対し予防接種による被害児であるとの認定がされ、これを告知
されたとき、すなわち給付の通知を受けた時であるが、前記のとおり、少なくとも
本件被害児の両親らが本件訴訟において損失補償の主張を追加する当時まで、予防
接種被害について国に対して損失補償請求ができるとの法的見解は知られていなか
ったのであるから、「加害者を知りたる時」は、右主張追加の直前であった。　本
件被害児の両親らは、「加害者を知りたる時」の直後に本件訴訟において損失補償
請求の主張を追加し、時効は中断されている。
　（四）　民法一六七条一項による一〇年の時効期間について
　控訴人は、損失補償請求権については、一般債権として一〇年の消滅時効が適用



されるとの説もあるとするが、予防接種禍による損失補償請求権については、民法
七二四条が準用されるべきであり、民法一六七条は適用されないというべきであ
る。
　また、その適用があるとしても、時効の起算点は、「権利を行使し得る時」であ
り、右時点は、本件については本件訴訟において損失補償請求の主張を追加する直
前であるから、時効は中断している。
　（五）　二〇年の除斥期間の主張について
　控訴人は、予防接種による損失補償請求権については、民法七二四条後段が類推
適用されると主張し、また、後段の二〇年は除斥期間と解すべきであると主張す
る。
　しかし、民法七二四条後段は、文言上時効期間を定めたものであることが明白で
あり、また、除斥期間は画一的基準により法律関係の速やかな確定を図ることを目
的とするが、二〇年という期間の長さは、法律関係の速やかな確定を図る期間とし
ては長すぎるのであって、これらの点からすると、同条後段も、前段同様、被害者
保護の見地から、起算点を被害者の主観にかかわりなく規定する代わりに長期の時
効期間を定めたものと解するのが合理的な解釈というべきである。
　（六）　権利濫用
　控訴人の損失補償請求権の時効消滅及び除斥期間の経過の主張は、権利濫用であ
り、許されない。
　すなわち、本件被害児の両親は、控訴人国の制定した法又は勧奨に従い、国民の
義務として本件被害児に予防接種を受けさせたものである。
　控訴人国は、予防接種に不可避的に伴う重大な危険性を自らは十分知りながら、
これを本件被害児の両親らに告知せず、被害児の両親は予防接種を回避すべき立場
になかった。本件被害児の両親らは、控訴人国の制定した法とその実施の安全性を
信じてこれに従ったのである。予防接種についてのすべての情報は控訴人国が独占
していたのであって、本件被害児の両親らは被害児の被った重大な被害についてそ
の原因すら知らされていなかった。
　国家はその制定した法に忠実に従った国民を保護する道義的責任がある。それな
くして近代法治国家は支配の正当性の根拠を持ちえない。兵役法のように、それに
服すること自体が危険をもたらすものであって、また、危険がやむを得ないもので
あることが法によって承認されている場合と異なって、予防接種法は、伝染性の疾
病及びまん延を防止するために制定されたもので、予防接種によって被接種者に死
又は重篤な後遺障害をもたらすことを法が予定し、許容しているわけではない。何
ら過失がないにもかかわらず、法を遵守したことのみによって致命的な打撃を受け
た善良な国民を保護することは、法治主義の上に立つ国家の最大の義務である。
　しかるに、このような弱い立場に立つ犠牲者、しかも自ら被った被害の原因や請
求の根拠となるべき諸事実について知識を有し得ない被害者に対して、控訴人国が
時効の援用ないし除斥期間の経過の主張をして自らの法的責任を免れようとするこ
とは、法治国家の最大の存在理由を放棄したものというべきであり、到底許されな
い。
　被控訴人らのうちに訴訟提起が遅れた者がいるとしても、それは本件の請求原因
となる予防接種の危険性につき高度の医学的、疫学的、法律的知識と専門的調査が
必要とされるからである。
　その知識と情報を持つ控訴人国は、被害者を放置した上何ら情報を提供しなかっ
たのであるから、そのために訴訟に必要な調査や法律専門家への委任が遅れたのは
誠にやむを得ないところであって、これを権利の上に眠る者ということができな
い。訴えの提起が遅れたのは、被害者に対し保護義務を有する控訴人国が必要な何
らの行為もしなかったからであり、控訴人国は、被控訴人らの訴訟の提起の遅延に
責任を有する。また、予防接種被害について損失補償請求をなし得るかについて
は、従来定説がなく、控訴人国も強くこれを否定する立場で行政を行ってきたので
あるから、被控訴人らが本訴によって損失補償請求をするまで、その主張をしなか
ったとしてもやむを得ない事情があるというべきである。
　このような本件の特殊性にかんがみると、訴え提起の遅延の原因を作った控訴人
国が消滅時効を援用し、除斥期間の経過を主張することは、正義に反し、権利の濫
用というほかはない。
　なお、民法七二四条後段が当事者の援用を要しない除斥期間の定めであるとして
も、裁判所が除斥期間の経過を認め、権利の救済の道を閉ざすことそれ自体が正義
と公平に著しく反する結果をもたらし、法秩序に反することになるのであるから、



裁判所は、除斥期間の経過を認定するべきではなく、また、認定しないことができ
るというべきである。
　第六　損益相殺について
　（被控訴人ら）
　控訴人国が損益相殺の対象として主張するものの中には、昭和四五年七月三一日
の閣議了解に基づく行政上の救済措置及び法一六条以下の規定に基づく法律上の救
済制度に基づくものにとどまらず、「地方自治体単独給付分」及び「他制度」と表
示された「特別児童扶養手当」、「障害児福祉手当」、「特別障害者手当」、「福
祉手当」、「障害基礎年金」に基づく給付金額も記載されている。
　しかしながら、右「障害基礎年金」及び「地方自治体単独給付分」、さらには、
現行救済制度に基づく「医療費」、「医療手当」、「葬祭料」を被控訴人らの損害
額から控除することは、損害填補の基本理念である公平の原則に反し、許されな
い。
　控訴人の主張は、各種制度に基づく様々な性格を有する各給付の趣旨、目的を個
別に検討することなく、そのすべてを一律に控除することを主張する点で誤りであ
る。
　以下、個別に検討する。
　一　障害基礎年金について
　１　障害基礎年金は、国民年金法に基づく老齢、障害、遺族の各基礎年金の一つ
であり（同法一五条）、「憲法二五条二項に規定する理念に基づき、老齢、障害又
は死亡によって国民生活の安定がそこなわれることを国民の共同連帯によって防止
し、もって健全な国民生活の維持及び向上に寄与することを目的」として給付され
る年金である。
　右目的に従い、「国民年金事業に要する費用に充てるため」被保険者は保険料を
拠出しており（八七条）、一定の国庫負担も予定されているものの（八五条）、国
民年金事業における障害基礎年金の給付に要する費用は、基本的に被保険者等の拠
出金によって賄われている。すなわち、障害基礎年金の性格は、国庫の負担による
救済事業ではなく、「国民の共同連帯」の理念に立脚し、各人の保険料の拠出によ
ってその給付に要する費用を支弁する保険制度であり、本件における障害基礎年金
である国民年金法三〇条の四に基づく年金も同様である。
　したがって、障害基礎年金の給付は、拠出している保険料を還元しているという
性格を有している点において、法による障害年金と異なっていることはもちろんの
こと、単純な社会保障的給付とも性質を異にしており、障害保険等の給付金の場合
と同様に、保険料の対価としての性質を有しているものであるから、損益相殺とし
て控除されるべき利益には当たらないというべきである。
　２　仮に、障害基礎年金について控除する余地があり得るとしても、それは年金
給付額の四割相当額に限られるというべきである。
　なぜなら、右年金給付額のうち国庫負担の割合は四割であり、その余の六割は、
被保険者等の拠出金によって賄われているからである（同法八五条一項三号）。
　ところで、現行の予防接種法施行令七条によれば、予防接種による障害に関して
国民年金法上の障害基礎年金を受ける場合は、同年金給付額の一〇〇分の四〇に相
当する額を法に基づく障害年金から控除して支給するとされている。すなわち、法
による障害年金を受けている者については、障害基礎年金は、実質的にはその六割
相当額しか給付されていないのである。
　このように、併給の調整を行うこととされており、かつ、その範囲を右障害基礎
年金の四割相当額に限定しているのは、国民年金法三〇条の四の規定による右障害
基礎年金が、その給付に要する費用の一〇〇分の四〇に相当する額を国庫負担によ
って賄っている（同法八五条一項三号）ことを根拠としていると考えられる。つま
り、国民年金法三〇条の四の規定による障害基礎年金の給付に要する費用のうち六
割相当額の部分は、被保険者等が拠出する保険料によって賄われているのであるか
ら、法に基づく障害年金とは併給の調整を行わないことにしているのである。
　右障害基礎年金は、国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六〇年法律第三四
号）附則二五条に基づいて、昭和六一年四月から、それまでの障害福祉年金が切り
替えられたものである。予防接種法施行令旧七条三項は、障害福祉年金の支給全額
を法の障害年金から控除する旨を定めていたのであるが、障害福祉年金の障害基礎
年金への切替えに伴い、その四割相当額を控除することに変更されたものであり
（現行施行令七条三項）、これは、六割相当額が被保険者等の拠出した保険料の対
価としての性質を有していることを反映したものということができる。このこと



は、特別児童扶養手当等の支給に関する法律の規定による特別児童扶養手当、障害
児福祉手当、特別障害者手当及び国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六〇年
法律第三四号）附則九七条一項の規定による福祉年金が支給されるときは、その全
額が法の障害基礎年金の給付額から控除されることと対比することによっても裏付
けられる（予防接種法施行令七条三項）。
　損益相殺においても、併給の調整の場合と同様に、国庫負担部分についてはこれ
を控除する余地があるとしても、被保険者が自ら拠出した部分については年金の給
付を受けたからといって、これを損害額から控除すべき理由はない。
　したがって、本件における障害基礎年金について損益相殺を行う余地があるとし
ても、同年金給付額の四割相当額に限られるべきである。
　３　国民年金法二二条は、「障害若しくは死亡又はこれらの直接の原因となった
事故が第三者の行為によって生じた場合において」、「給付をしたとき」に、政府
が「第三者に対する損害賠償請求権」を代位し（一項）、また、「第三者から同一
の事由について損害賠償を受けたとき」に、政府は給付を免責される（二項）旨を
定めているが、この規定によって被控訴人らに対する障害基礎年金の給付額を控除
することはできない。
　すなわち、前記のとおり、障害基礎年金は被保険者等が拠出している保険料を還
元している保険制度であるから、同年金に基づく給付額を被控訴人らの損害額から
控除するということは、加害者である控訴人が負うべき損害賠償責任の一部分を、
被害者の拠出によって賄うことを意味するのである。
　しかしながら、このようなことが損害の公平な負担を目的とする損害填補の基本
理念に反することは明らかであり、国民年金法二二条の存在を根拠に控除を認める
ことはできない。
　二　第三者からの見舞金について
　地方自治体が被控訴人らに給付した見舞金等は、被控訴人らの被害の窮状に対
し、当面の生活上の援助に資するため、あるいは弔慰を示すために給付された金員
である。このような金員は、地方自治体独自の住民福祉の立場から給付されたもの
であって、いわば第三者からの任意の見舞金とでもいうべきものであるから、損害
填補の性質を有しておらず、その性質上、損益相殺が許されるべきものではない。
　また、仮に右金員が損害填補の性質を有する場合があったとしても、当該地方自
治体は、損害が填補されたことを理由として、被控訴人らを代位して控訴人に対し
損害賠償請求権を行使し得るものではないのであるから、この点においても、控訴
人において右金員を控除すべき理由はない。
　三　「医療費」、「医療手当」及び「葬祭料」について
　１　控訴人は、前記閣議了解に基づく「医療費」及び現行予防接種法に基づく
「医療費」、「医療手当」及び「葬祭料」をも控除すべきであると主張している
が、これは損害額の公平な負担という観点からも許されない。
　すなわち、「医療費」は、「予防接種を受けたことによる疾病について医療を受
ける者」の医療費の実費であり（施行令四条）、「医療手当」は、「通院に要する
交通費、入院に伴う諸雑費等に充てるためのもの」とされている。また、「葬祭
料」は、いうまでもなく葬儀費用である。このように、これらはいずれも実費であ
る積極損害の補填を目的とした給付であり、被控訴人らは、本件請求において、右
給付に対応する医療費及び治療、入通院に伴う諸雑費、葬祭料等の積極損害を請求
していない。
　これは、被控訴人らの本件各被害が後遺症を有する者の場合、極めて長期にわた
るものであり、控訴人国が初めて公式に予防接種事故の存在を認めた昭和四五年以
前の費用については、現時点においてそれを積算することが事実上困難であり、ま
た、昭和四五年以降の右諸費用については、右各制度に基づく給付によって一応充
当がされていると考えられることから、あえて請求しなかったことによるのであ
る。
　被控訴人らが本件において請求している逸失利益、介護費、慰謝料、弁護士費用
等の消極損害は、右各制度に基づく給付とは全く性質を異にしており、費目として
もこれと対応するところがないことは明らかである。
　そもそもこのような医療費及び医療手当等の実費は、控訴人国が負担すべき費用
であることは明らかであって、被控訴人らが右費用を請求していない以上、これを
被控訴人らの損害額から控除すべき理由はない。
　２　最高裁昭和六二年七月一〇日第二小法廷判決（民集四一巻五号一二〇二頁）
は、民法上の損害賠償の場合において、損害の填補がされたものとして控除するこ



とのできる給付とは、当該「保険給付の趣旨目的と民事上の損害賠償のそれとが一
致すること、すなわち、保険給付の対象となる損害と民事上の損害賠償の対象とな
る損害とが同性質であり、保険給付と損害賠償とが相互補完性を有する関係にある
場合をいうと解すべきであって、単に同一の事故から生じた損害であることをいう
ものではない。」ことを明らかにしている。
　前記のとおり、被控訴人らは、本件請求において、医療費、治療、入通院に伴う
諸雑費、葬祭料等の積極損害を請求していない。すなわち、被控訴人らの請求して
いる損害の費目には、控訴人が控除を主張している「医療費」、「医療手当」、
「葬祭料」に対応する「同性質であり、相互補完性を有する」損害の費目は存在し
ていないから、右判決の判示に従うと、右費目についてこれを被控訴人らの損害額
から控除すべき理由はない。
　第三節　証拠関係（省略）
（別　紙）
＜記載内容は末尾１０添付＞
（別紙）請求金額一覧表
＜記載内容は末尾１１添付＞
（別紙）死亡被害者の請求損害損失額一覧表（１）
＜記載内容は末尾１２添付＞
（別紙）死亡被害者の請求損害損失額一覧表（２）
＜記載内容は末尾１３添付＞
（別紙）死亡被害者の請求損害損失額一覧表（３）
＜記載内容は末尾１４添付＞
（別紙）死亡被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）
＜記載内容は末尾１５添付＞
（別紙）死亡被害者両親の請求損害損失額一覧表（２）
＜記載内容は末尾１６添付＞
（別紙）死亡被害者両親の請求損害損失額一覧表（３）
＜記載内容は末尾１７添付＞
（別紙）死亡被害者両親の請求損害損失額一覧表（４）
＜記載内容は末尾１８添付＞
（別紙）Ａランク生存被害者の請求損害損失額一覧表（１）
＜記載内容は末尾１９添付＞
（別紙）Ａランク生存被害者の請求損害損失額一覧表（２）
＜記載内容は末尾２０添付＞＜記載内容は末尾２１添付＞
（別紙）Ａランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表（１）
＜記載内容は末尾２２添付＞
（別紙）Ａランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表（２）
＜記載内容は末尾２３添付＞
（別紙）Ａランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表（３）
＜記載内容は末尾２４添付＞
（別紙）Ｂランク生存被害者の請求損害損失額一覧表
＜記載内容は末尾２５添付＞
（別紙）Ｂランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表
＜記載内容は末尾２６添付＞
（別紙）Ｃランク生存被害者の請求損害損失額一覧表
＜記載内容は末尾２７添付＞
（別紙）Ｃランク生存被害者両親の請求損害損失額一覧表
＜記載内容は末尾２８添付＞
（別　紙）
＜記載内容は末尾２９添付＞
　（別　紙）
　接種及び予診の状況
　一　被害者　Ａ８
　Ａ８は、昭和三九年一一月九日茨城県ｇ１１村が同村立母子センターで実施した
インフルエンザワクチンの勧奨接種を受けたが、同接種においては、あらかじめ禁
忌についての説明や体温測定は行われず、また、問診票は用いられなかった。
　右接種当日は、医師が一名であったにもかかわらず、午後一時三〇分から四時三
〇分までの三時間に七二六名が接種を受けており、そもそも予診ができる状況では



なかった。本件接種は、問診その他一切の予診が行われないまま、接種担当者（看
護婦）によって機械的に接種された。
　二　被害者　Ｄ１９
　Ｄ１９は、昭和四五年三月一一日大阪府吹田市ｈ１１地区公民館において、国の
機関である吹田市長が実施した種痘の定期接種を受けた。
　右接種に際し、あらかじめ禁忌についての説明もなく、問診票が使用されること
もなく、接種当日、担当医師は母Ａ１１から「二月末にかぜをひいたが大丈夫でし
ょうか。」と質問を受けたのに対し、「今何ともなければかまわない。」と答えた
のみで、他に何らの問診その他の予診も行わないまま、接種を行った。
　三　被害者　Ａ１２
　Ａ１２は、昭和四二年三月七日国の機関である静岡県磐田市長が同市立Ｆ３１小
学校で実施した種痘第一期の定期接種を受けたが、同接種においては、あらかじめ
禁忌についての説明や体温測定はなく、また、問診票の使用はなかった。
　接種担当者は、被控訴人Ａ１４に「熱がありませんね」と質問しただけで、通院
治療中であったＡ１２の体調についてそれ以上の問診その他の予診を一切行うこと
なく本件接種を実施した。
　四　被害者　Ａ１５
　Ａ１５は、昭和三九年四月二四日国の機関である奈良市長が実施した種痘第一期
の接種を奈良市庁別館で受けた。
　右接種に際しては、接種担当者から禁忌についての説明はなく、問診票の使用も
問診も一切ないままに接種が行われた。　五　被害者　Ａ１８
　Ａ１８は、昭和三八年六月一六日埼玉県浦和市ｉ１１町ｊ１１丁目ｋ１１番ｌ１
１号Ｆ３２医院において、国の機関である浦和市長が実施した種痘の定期接種を、
浦和市長から接種の委託を受けた開業医Ｆ３２医師から受けた。
　右接種は、あらかじめ禁忌についての説明もなく、問診票が使用されることもな
く、接種を担当したＦ３２医師は何ら予診を行わないまま、行ったものである。
　六　被害者　Ｄ１
　Ｄ１は、昭和三五年一二月一九日岡山県ｕ１町町立病院で、国の機関であるｕ１
町長が実施した種痘の定期接種を受けたが、あらかじめ禁忌についての説明もな
く、問診票が使用されることもなく、医師やその他も担当者による問診も全くない
まま接種が行われた。
　八　被害者　Ｄ２１
　Ｄ２１は、昭和三八年九月一〇日新潟市立Ｆ３３小学校体育館で、国の機関であ
る新潟市長が実施した種痘の定期接種を受けたが、あらかじめ禁忌についての説明
もなく、問診票が使われることもなく、医師の問診もなく、全く予診がないまま接
種が行われた。
　九　被害者　Ａ２７
　Ａ２７は、昭和四〇年四月七日、国の機関である福岡県北九州市長が同市ｉ２区
ｍ１１所在のＦ３４診療所で実施した種痘第一期の定期接種を受けたが、同接種に
おいては、禁忌についてあらかじめ説明されることもなく体温測定もなされず、ま
た、問診票が使用されることもなかった。接種にあたって看護婦が被控訴人Ａ２８
に対して「熱はないですか」と質問したが、医師等によるそれ以上の問診その他の
予診は一切行われることなく、接種担当者（Ｆ３５医師）によって本件接種は実施
された。
　一〇　被害者　Ａ２９
　Ａ２９は、昭和四〇年一一月二九日神奈川県茅ケ崎市が同市立Ｆ３６小学校で実
施したインフルエンザワクチンの勧奨接種を受けたが、同接種においては、あらか
じめ禁忌についての説明や体温測定も行われず、また、問診票の使用もなかった。
被控訴人Ａ３０は、接種会場受付において「鼻水が出ているが、受けてもよいか」
と尋ねたところ、接種時に医師に聞くようにとの指示があった。そこで被控訴人Ａ
３０は接種時に医師に対して質問したところ、これに対して医師は返答せず他の者
が「熱がなければいいんですよ」と応答したのみで、医師等の関係者による問診そ
の他体温測定を含む予診は一切行われることなく接種担当者によって本件接種が実
施された。甲第四一〇号証の四（事故報告書）には、「各会場には、医師、看護補
助者、受付事務等万全を期して、被接種者に対する問診等適正に実施しており」と
の記載があるが、事実に反している。
　一一　被害者　Ｄ２
　Ｄ２は、昭和四二年一〇月二二日大阪市ｎ１１保健所ｏ１１出張所で、国の機関



である大阪市長が実施したポリオ生ワクチンの定期接種を受けたが、医師による問
診は全くないまま投与が行われた。
　一二　被害者　Ａ３３
　Ａ３３は、昭和四一年九月一三日神奈川県藤沢市役所ｐ１１支所において、国の
機関である藤沢市長が実施した種痘の定期接種を受けた。
　その際、あらかじめ禁忌についての説明もなく、問診票が使用されることもな
く、担当した医師は、何ら予診を行わないまま、接種を行ったものである。
　一三　被害者　Ａ３５
　Ａ３５は、昭和四二年一〇月二三日横浜市神奈川保健所で、国の機関である横浜
市長が実施したポリオ生ワクチンの定期接種を受けたが、接種を担当した医師は、
立ったまま「異常はありませんか」と聞いただけで、その余の問診その他の予診は
全くないまま投与がなされた。
　一四　被害者　Ｄ２３
　Ｄ２３は、昭和四五年三月一二日、国の機関である宮城県ｆ１１町長が同町立Ｆ
３７小学校で実施した種痘第一期の定期接種を受けたが、同接種の通知に用いられ
た回覧には三項目の禁忌が記載されてはいたものの、あらかじめ禁忌について具体
的に説明されることもなかった。接種会場は大混雑で混乱しており、「受付はどこ
ですかと話しましたら、先に接種して下さい。接種したら自分でここに保護者と接
種した子の名前を書いて、こっちで判を押してあげます」というような状況のなか
で、一切の問診その他の予診なしに本件接種は行われた。
　一五　被害者　Ｄ３
　Ｄ３は、昭和四〇年九月八日、国の機関である中野区長が中野区立Ｆ３８小学校
で実施した集団接種において百日咳・ジフテリア二種混合ワクチンおよび種痘の同
時接種を受けたが、あらかじめ禁忌についての告知や体温測定の指示はなく、ま
た、問診票は用いられず、医師その他の者による問診その他の予診は一切行われな
かった。なお、本件接種のお知らせには禁忌について若干の注意事項が小さな文字
で記載されているが、禁忌事項の一部を記載したにすぎない（Ｄ３はアレルギーで
あったがアレルギーが禁忌であるとの記載もない）。また、通知に禁忌事項を記載
しただけで予診を尽くしたといえないことは当然である。
　一六　被害者　Ｄ１１
　Ｄ１１は、昭和三五年四月六日、国の機関である新潟県ｑ１１町長が同町立Ｆ３
９小学校で実施した腸チフス・パラチフスワクチンの定期接種を受けたが、本件接
種は両親の留守中に強引に連れ出されて接種されたものである。当時の予防接種法
は腸チフス・パラチフス予防接種について特に規定を設け、「あらかじめその予防
接種に対する禁忌徴候の有無について健康診断を行わなければならない。禁忌徴候
があると診断したときは、その者に対して予防接種を行ってはならない。」（同法
一二条二項）と定めていたが、本件接種は、禁忌についてあらかじめ説明がないこ
とはいうまでもなく、体温測定、聴打診、問診等一切の予診が行われずに実施され
た。なお、甲第四一六号証の三「（９）（ⅰ）（ｉ）予診」の項には、「受付で問
診」と記載されているが、受付では名前の確認があったのみであり健康状態につい
ての問診は行われておらず、右記載は事実に反している。
　一七　被害者　Ｄ２５
　Ｄ２５は、昭和三三年一〇月六日、国の機関である大阪市長が実施した種痘の第
一期接種を大阪市立Ｆ４０小学校の講堂で受けた。
　右接種は、医師は立ち会うだけで、保健婦によってなされたが、禁忌の説明はな
く、問診票の使用も問診も全く行われることなく、接種が行われた。
　一八　被害者　Ａ４４
　Ａ４４は、昭和四一年四月二三日、国の機関である神奈川県横浜市長がＦ３０病
院で実施した種痘第一期の定期接種を受けたが、同接種では、禁忌についてあらか
じめ説明されることもなく、体温測定もなされず、また、問診票が用いられること
もなかった。接種担当者（Ｆ４１医師）は、問診その他の予診を一切することなく
本件接種を行った。
　なお、本件接種は、四月一六日に実施した種痘が不善感であったため、検診の際
にその場で実施されたものである。
　一九　被害者　Ｄ１７
　Ｄ１７は、昭和三一年一二月一一日、国の機関である市川市長がＦ４２小学校で
実施した集団接種において種痘の定期接種をうけたが、あらかじめ禁忌について何
らの説明もなく、問診票は用いられず、口頭による、注意も全くなされず予診はさ



れなかった。
　二〇　被害者　Ｄ１４
　Ｄ１４は、昭和四一年一一月八日愛媛県ｒ１１町が同町ｓ１１公民館で実施した
インフルエンザワクチンの勧奨接種を受けたが、同接種の通知に用いられた回覧に
よれば、注意事項として、「鶏卵アレルギー」「心臓疾患」「発熱」の三項目が記
載されてはいたものの、禁忌についての具体的説明はなく、接種会場においては、
問診票も用いられず、医師ら関係者による問診、体温測定、聴打診等一切の予診が
行われることなく本件接種は実施された。
　二一　被害者　Ａ５１
　Ａ５１は、昭和三三年五月八日東京都荒川区ｔ１１保健所において、国の機関で
ある東京都ｔ１１保健所長が実施した種痘の定期接種を受けた。
　その際、あらかじめ禁忌についての説明もなく、問診票が使用されることもな
く、接種を担当した医師はまったく予診を行わないまま、接種を行った。
　二二　被害者　Ｄ２６
　Ｄ２６は、昭和四三年二月二一日、国の機関である三重県ｕ１１町長がｕ１１町
Ｆ４３保育園で実施した集団接種において種痘の定期接種をうけたが、その際接種
担当者からＤ２６について何らの予診、問診も行われなかった。
　二三　被害者　Ｄ２０
　Ｄ２０は、昭和四一年一二月一三日北海道室蘭市役所保健室において、国の機関
である室蘭市長が実施した種痘の接種を受けた。
　その際、あらかじめ禁忌についての説明もなく、問診票が使用されることもな
く、接種を担当した保健婦は、母Ａ５７が健康上の理由で接種が遅れているが現時
点で接種が適当であるか否かを質問したのに対し、「今は異常はないのでしょう。
熱もないのでしょう。」とおざなりな応答をしただけで、その他の問診も予診もし
ないまま接種を行った。
　二四　被害者　Ａ５８
　（昭和四三年五月一〇日の本件ポリオワクチン接種について）
　国の機関である川崎市長が川崎市立Ｆ４４小学校で実施した本件集団接種では、
あらかじめ禁忌についての告知や体温測定をするようにとの指示はなく、また、問
診票は用いられず、医師その他の者による問診その他の予診は一切行われなかっ
た。
　（昭和四三年五月二七日の本件二種混合ワクチン接種について）
　国の機関である川崎市長が川崎市立Ｆ４５小学校で実施した本件集団接種におい
ても、あらかじめ禁忌についての告知や体温測定をするようにとの指示はなく、ま
た、問診票は用いられず、医師その他の者による問診その他の予診は一切行われな
かった。
　二五　被害者　Ｄ１５
　Ｄ１５は、昭和三六年三月二七日、国の機関である京都府宮津市長が実施した種
痘第一期接種を同市公民館ｖ１１会館で受けた。
　右接種に際しては、禁忌の説明はなく、問診票の使用も問診も一切行われなかっ
た。
　二七　被害者　Ａ６５
　Ａ６５は、昭和四四年九月二二日、国の機関である世田谷区長が世田谷区立Ｆ４
６小学校で実施した集団接種において百日咳・ジフテリア・破傷風三種混合ワクチ
ンの接種を受けた。問診票は用いられたが、受付で「熱はありませんね」と質問さ
れ、さらに接種担当医師から「熱はないね。下痢はしてないね」と質問されただけ
で、それ以上の問診その他の予診は一切行われなかった。Ａ６５は、本件接種の一
週間前から鼻かぜにかかっており、本件接種の翌日のＦ４７医師や慈恵医大の診断
では喉頭発赤、口内炎が認められ、体重曲線に異常があったが、これらの症状等の
有無を確かめる具体的質問はまったくなされなかった。
　二八　被害者　Ａ６８
　Ａ６８は、昭和三九年五月一三日、国の機関である東京都ｗ１１保健所長がＦ４
８小学校で実施した集団接種において種痘の定期接種をうけたが、その際、Ａ６８
について禁忌の告知や予診が尽されたとみられる証拠は全く存在しない。
　二九　被害者　Ａ７０
　Ａ７０は、昭和三六年一月一六日、国の機関である千葉県東金市長が実施した種
痘第一期の接種を東金市立Ｆ４９小学校で受けた。
　接種を行ったＦ５０医師は禁忌の説明も、問診票の使用も、問診も全くなさない



ままに接種を行った。
　三〇　被害者　Ｄ７
　Ｄ７は、昭和四八年六月二二日東京都世田谷区ｅ１１会館において、国の機関で
ある世田谷区長が実施した種痘の定期接種を受けた。
　その際、問診票の「最近、お医者さんにかかったことがありますか。」との項目
について、母親が「ある（病名下痢、風邪）（四八年六月頃）」と記載提出したに
もかかわらず、接種担当医師は十分な予診を行うこともなく接種をした。
　三一　被害者　Ａ７５
　Ａ７５は、昭和四四年一二月二日、国の機関である平塚市長が平塚市土屋公民館
で実施した集団接種において種痘の接種を受けたが、あらかじめ禁忌についての告
知や体温測定の指示はなく、また、問診票は用いられず、医師その他の者による問
診その他の予診は一切行われず、接種を担当したＦ５１医師は知り合いの他の母親
らと世間話や雑談をしながら漫然と接種をした。
　三二　被害者　Ｄ２２
　Ｄ２２は、昭和四二年一一月七日、国の機関である東京都大田区長が同区ｘ１１
所在のＦ５２小児科医院で実施した種痘第一期の定期接種を、同じく同月二一日百
日咳・ジフテリア二種混合ワクチン第一期第二回目の定期接種をそれぞれ受けた
が、各接種時において、あらかじめ禁忌についての説明をうけることもなく、ま
た、問診その他の予診も全く行われなかった。接種担当者（Ｆ５２医師）は、Ｄ２
２の健康状態に対して全く注意を払うことなく接種したものであって、種痘後には
Ｄ２２に発症したけいれんを診察しているにもかかわらずこれも無視したまま二混
接種を行っている。
　三三　被害者　Ａ８０
　Ａ８０は、昭和四〇年六月七日、国の機関である川越市長が川越市立Ｆ５３小学
校で実施した集団接種において、百日咳・ジフテリア二種混合ワクチン第一期第一
回の定期接種を受けたが、あらかじめ禁忌の告知や体温測定の指示はなく、また、
問診票は用いられず、医師その他の者による問診その他の予診は一切行われなかっ
た。
　三四　被害者　Ｄ４
　Ｄ４は、昭和四六年一〇月二一日、国の機関であるいわき市長がいわき市役所ｙ
１１支所で実施した集団接種において種痘の接種を受けたが、あらかじめ禁忌につ
いての告知や体温測定の指示はなく、また、問診票は用いられたが、接種担当医師
は問診票に目を通したのみでなんら質問することなく、医師その他の者による問診
その他の予診は一切行われなかった。なお、問診票には注意事項として「今湿疹が
できている子」との記載があったとされているが、Ｄ４に湿疹ができやすいアレル
ギー体質などの異常があったことはこの問診票では把握できず、不十分なものであ
った。
　三五　被害者　Ｄ２７
　Ｄ２７は、昭和三九年一二月一五日、国の機関である福島県ｚ１１町長が実施し
た種痘第一期の定期接種を同町本宮公民館で受けた。接種は保健婦が行ったが、禁
忌の説明も、問診票の使用も、問診も一切ないままに接種がなされた。
　三六　被害者　Ａ８４
　Ａ８４は、昭和三九年二月二八日名古屋市（実施主体が国の機関である名古屋市
長であるとの当審での主張は撤回する）が名古屋市Ｆ５４小学校で実施した集団接
種においてポリオ生ワクチンの投与を受けたが、その際問診票を用いられたことも
なく、問診も行われなかったが、同人の母Ａ８６がこの子は鼻水を出しているが大
丈夫ですかと尋ねたにもかかわらず接種担当者は熱さえなければよろしいと答えた
だけでそれ以上Ａ８４の健康状態について尋ねることは一切なかった。
　三七　被害者　Ａ８７
　Ａ８７は、昭和三六年七月二五日八尾市Ｆ５５小学校において大阪府が実施した
ポリオ生ワクチンの勧奨接種を受けた。当時Ａ８７は、熱っぽく、会場でその旨を
申し出、体温測定をしたら三七度二分であった。担当の医師は、「そんなの小さな
子だから熱が平常の熱より少し高くてもいいから、受けてもよろしいよ」といい、
他に健康状態について問診もなく、その余の予診もないまま投与が行われた。
　右のような体温測定だけで、予防接種実施規則所定の禁忌を識別できる予診が行
われたといえないことは明らかである。　三八　被害者　Ａ９０
　Ａ９０は、昭和四五年一〇月一五日、国の機関である大和高田市長がＦ５６市立
幼稚園において実施した集団接種において、ポリオ生ワクチンの投与をうけたが、



その際接種担当者はＡ９０の上半身に二、三回聴診器を当てたうえ、母Ａ９２に
「熱はありませんね、かぜをひいていませんか」と尋ねただけでその他の禁忌症状
にはまったくふれることなく、それ以上問診をつくさなかった。
　三九　被害者　Ｄ１３
　Ｄ１３は、国の機関である福岡県ｍ７町長が昭和三三年一〇月一四日Ｆ２６医院
で行った集団接種において百日咳ワクチンの接種を受けたが、あらかじめ禁忌につ
いての告知や体温測定の指示はなく、問診票も用いられず、医師その他の者による
問診その他の予診は一切行われなかった。
　四〇　被害者　Ａ９５
　Ａ９５は、昭和三七年一二月八日、国の機関である東京都練馬保健所長が実施し
た種痘第一期の接種を練馬保健所で受けた。
　右接種に際しては、禁忌の説明はなく、問診票の使用も問診も全く行われなかっ
た。
　四一　被害者　Ａ９７
　Ａ９７は、昭和四五年五月一八日、国の機関である荒川区長が荒川区Ｆ５７小学
校で実施した集団接種において種痘の定期接種をうけたが、その際、問診票は用い
られず、予診も全く行われなかったので、母Ａ９９が心配して「実はかぜをひいて
鼻水がでるんですけれど」と申し出たにもかかわらず、接種担当医は熱の有無を尋
ねただけで「熱がなければ大丈夫」といってそれ以上何らの問診も行わなかった。
　四二　被害者　Ａ１００
　Ａ１００は、昭和四三年五月二二日倉敷市Ｆ５８幼稚園で、国の機関である倉敷
市長が実施したポリオ生ワクチンの定期接種を受けた。会場では予診票の用紙が配
布され、接種を受ける乳幼児の付添人がこれに記入をしたが、Ａ１００の場合、担
当医師は、Ａ１００の母Ａ１０２の記入した予診票を受け取っただけで、問診も視
診も一切せず、その余の予診もないまま、Ａ１００の投与が行われた。
　四三　被害者　Ｄ５
　Ｄ５は、昭和三五年三月三〇日、国の機関である福岡県遠賀郡ａ１２町長が実施
した種痘第一期接種を同町内の日本炭鉱株式会社ｂ１２区社宅集会所で受けた。
　右接種は医師でない女性が行ったが、禁忌についての説明も、問診票の使用も、
問診も一切なしに行われた。
　四四　被害者　Ａ１０５
　Ａ１０５は、昭和三四年一一月一〇日、国の機関である島根県浜田市長が実施し
た種痘第一期接種を同市Ｆ５９小学校で受けた。
　右接種に際して、接種担当医は禁忌の説明もせず、問診票の使用も問診も一切行
わずに接種を行った。
　四五　被害者　Ｄ２４
　Ｄ２４は、昭和四三年五月三〇日尾鷲市が三重県立Ｆ２９高等学校で実施した集
団接種において日本脳炎ワクチンの予防接種をうけたが、その際に担当者がＤ２４
に対し禁忌特にアレルギーについて予診をつくしたとみられる証拠は全く存在しな
い。　四六　被害者　Ｄ８
　Ｄ８は、国の機関である岡山市長が昭和四七年六月三〇日Ｆ２３小児科Ｆ２３医
師に委託して行った接種において百日咳・ジフテリア・破傷風三種混合ワクチン第
一期第二回の接種を受けた。
　Ｄ８は同年同月六日にＦ２３小児科で百日咳・ジフテリア・破傷風三種混合ワク
チン第一期第一回の接種を受けた後、下痢症状となり、同月一九日Ｆ２３医師によ
って消化不良症と診断され投薬治療を受けていたもので、本件接種当時も完全には
治癒していない状態であったが、市政だよりに記載されていた第一回接種と第二回
接種との間隔の期限が迫っていたことから、母親がＦ２３小児科に赴き接種が可能
か尋ねたところ、Ｆ２３医師は聴診、体温測定その他の予診を行ったうえで本件接
種を行ったものである。
　しかし、Ｆ２３医師は実施規則四条所定の症状、疾病のすべてについてその有無
を確かめるような問診はおこなっておらず、問診義務を尽くしたとは言えない。
　四七　被害者　Ｄ１２
　Ｄ１２は、国の機関である西宮市長が昭和四三年四月五日Ｆ２７病院のＦ２７医
師に委託して行った個別接種において百日咳・ジフテリア・破傷風三種混合ワクチ
ンの接種を受けた。
　Ｄ１２は同年三月三一日ころから風邪を引き、熱を出し、咳や鼻水が出ており、
機嫌が悪かったもので、本件接種日には、まだ風邪は治っておらず、咳をしてい



た。母親は江原医師に風邪を引いていることを告げたが、同医師は、聴診をしただ
けで、問診や体温測定もせず、口を開けさせて喉の状態を見ることもなく接種を行
ったものである。したがって、同医師が、「予防接種実施規則四条所定の症状、疾
病の有無およびそれらを外部的に徴表する諸症状の有無」について予診を尽くした
とはとうてい言えない。
　四八　被害者　Ｄ９
　Ｄ９は、昭和三八年六月一〇日東京都荒川区立Ｆ６０小学校において東京都が実
施したポリオ生ワクチンの勧奨接種を受けた。
　当日会場では、問診票もなく、担当医師による問診も行われず、その他の予診も
ないままＤ９の投与は行われた。
　五〇　被害者　Ａ１１５
　Ａ１１５は、国の機関である吹田市長が昭和三七年一二月四日吹田市立Ｆ２８病
院で実施した接種において百日咳・ジフテリア二種混合ワクチンの接種を受けた
が、あらかじめ禁忌についての告知や体温測定の指示はなく、また、問診票は用い
られず、医師その他の者による問診その他の予診は一切行われなかった。
　Ｆ２８病院での接種は、同市長が実施した集団接種当日接種を受けられなかった
者に対し吹田市長がＦ２８病院で接種を受けるよう通知して行ったものであるが、
接種当日集められた者に対しなんら予診・問診をすることなく接種し、集団接種と
なんら変わりないものであった。
　五一　被害者　Ｄ１０
　Ｄ１０は、昭和三八年三月二二日藤沢市ｃ１２体育館において神奈川県が実施し
たポリオ生ワクチンの勧奨接種を受けた。
　当日会場においては、医師の問診その他の予診は一切なく、Ｄ１０を含む接種対
象者は次々とスプーンで生ワクチンの投与を受けた。
　五二　被害者　Ｄ２８
　Ｄ２８は、昭和四八年六月一九日、国の機関である足立区長が足立区Ｆ６１小学
校で実施した集団接種において種痘の定期接種をうけたが、事前に渡された問診票
に父Ａ１１９は異常のあることを記入しなかったものの、Ｄ２８が一〇日位前から
かぜをひいて当日も鼻水を出していたことに不安を感じた母Ａ１２０が接種の際
「かぜをひいている」と申告したにもかかわらず、接種担当医は「熱がなければ大
丈夫」といってそれ以上何の問診もしなかった。
　五三　被害者　Ａ１２１
　Ａ１２１は、昭和三七年四月九日、国の機関である富士吉田市長が下吉田中央会
館で実施した集団接種において百日咳・ジフテリア二種混合ワクチンの接種を受け
たが、あらかじめ禁忌についての告知や体温測定の指示はなく、また、問診票は用
いられず、医師その他の者による問診その他の予診は一切行われなかった。
　五四　被害者　Ｄ１８
　Ｄ１８は、昭和三二年九月二六日、国の機関である三重県四日市市長が実施した
種痘の第一期接種を四日市保健所で受けたところ、これが不善感だったので、同年
一〇月三日右同所で再度の接種を受けた。
　右接種に際して、担当医は禁忌の説明もせず、問診票の使用も問診も一切行わず
に接種を行った。
　五五　被害者　Ｄ６
　Ｄ６は、昭和四四年一一月六日及び一三日に岩手県釜石市が同市立Ｆ６２小学校
で実施したインフルエンザワクチンの勧奨接種を受けたが、同接種においては、あ
らかじめ禁忌について説明もなく、また、体温測定、問診票の使用もなかった。医
師等の関係者は、Ｄ６について問診その他の予診を一切行うこともないままに、接
種担当者（看護婦）がＤ６に対し本件接種を行った。
　五六　被害者　Ａ５
　Ａ５は、昭和二七年一〇月二〇日、国の機関である広島県呉市長が同市保健所で
実施した種痘第一期の定期接種を受けたが、同接種においては、禁忌についてあら
かじめ説明されることもなく、体温測定もなされず、問診票も使用されていない。
　本件接種は、Ａ５の健康状態について問診その他一切の予診がなされることなく
行われた。
　五七　被害者　Ｄ１６
　Ｄ１６は、昭和四四年四月一〇日秋田県鹿角郡ｄ１２村Ｆ６３診療所において、
国の機関であるｄ１２村長の実施した種痘の定期接種を受けた。
　右接種に際し、あらかじめ禁忌について説明が行われたとか、接種担当医師が問



診を行ったとか、また体温測定を行ったとか、予診が行われたとかについて何らの
証拠もない。
　五八　被害者　Ａ１３１
　Ａ１３１は、昭和四一年三月三日、国の機関である福岡県ｅ１２町長（当時）が
同町ｆ１２町公民館で実施した種痘第一期の定期接種を受けたが、同接種において
は、あらかじめ禁忌について説明されることもなく、問診票が用いられることもな
かった。Ａ１３１の健康状態について医師ら関係者による問診その他の予診は一切
行われることがないまま、接種担当者（Ｆ６４医師）によって本件接種は行われ
た。
　五九　被害者　Ａ１３３
　Ａ１３３は、昭和四八年一一月一三日静岡市ｇ１２保健所において、国の機関で
ある静岡市長が実施した種痘の定期接種を受けた。
　当日会場では、Ａ１３３の母Ａ１３５が母子手帳に添付されていた問診票用紙に
記入をして提出したが、医師による問診は全くなかった。Ａ１３５は、一週間前に
Ａ１３３が鼻水を垂らしていたことを担当の保健婦に告げたが、「全然気にするこ
とはない」といわれ、そのままＡ１３３の接種は行われた。
　六〇　被害者　Ａ１３６
　Ａ１３６は、昭和四九年四月一二日静岡県大井川町立母子健康センターで、国の
機関である大井川町長が実施した種痘の定期接種を受けた。
　当日会場では、Ａ１３６の母Ｃ１７が受付の保健衛生課の職員に問診票を提出し
たが、担当の医師からは問診も全くなく、そのほかの予診も行われないまま接種が
行われた。
　六一　被害者　Ａ１３７
　Ａ１３７は、昭和三七年一一月六日、国の機関である東京都ｈ１２保健所長が実
施した種痘の第一期接種をｈ１２保健所で受けた。
　右接種に際して、接種担当者は禁忌の説明もせず、問診票の使用も問診も一切行
わなかった。
　六三　被害者　Ａ１４１
　Ａ１４１は、昭和四九年九月一八日、国の機関である茨木県ｇ１１村長が同村立
母子センターで実施した種痘第一期の定期接種を受けたが、同接種においては問診
票が使用されており、被控訴人Ｃ２１が同票に「生れた時」欄に、「体重二二七五
グラム、分娩異常」と記載し、また、「最近一か月内の病気」として「かぜ」と各
記載して申告していたにもかかわらず、問診票を受けとった保健婦はこれに関心を
示さず、「一〇か月で生れたにしては随分小さかったのね」とつぶやいたただけで
あり、また、「かぜ」については、「今は鼻水も咳もありませんか」ときいただけ
で「治ゆ」と書き込んで、それ以上医師による予診を行うことなく「大丈夫です。
接種を受けてください」と返答して、Ａ１４１に種痘を受けさせた。Ａ１４１は、
同人の健康状態の経過等について、具体的かつ適切な質問にもとづく問診、体温測
定その他の予診をなされることがなかった。
　（別　紙）
　禁忌該当の事由
　一　被害者　Ａ８
　禁忌該当の事由
　「１」　病後衰弱者
　被害者Ａ８は、生後一〇か月ころの昭和三九年夏、三七・五度～三八度の熱が出
て約二か月間も下らず、いわゆる夏期熱（暑さに負けて熱が出る状態）となった。
　また、被害者は、本件インフルエンザ接種の直前である一〇月二一日ころ、被控
訴人Ａ９の実家のある山形へ家族旅行したが、その際兄Ｆ６５とともにかぜをひき
医師の治療をうけた。
　このようにＡ８の健康状態は、本件接種数か月前から不順であった。しかもＡ８
は、このような体調にもかかわらず昭和三九年九月二九日の種痘以降、同年一〇月
一三日にジフテリア、百日咳二種混合ワクチン第一期第一回、同月三〇日同じく二
混第二回の各接種を短期間にうけている。
　右の事実を、当時の予防接種実施規則四条二号の「病後衰弱者」の禁忌に該当す
る。
　「２」　アレルギー体質者
　被害者Ａ８の兄Ｆ６５は、幼児期に鶏卵によりストロフルスが現われたり、高校
時代には蚊に刺されたときに全身に発疹が出るなどアレルギー体質が推認される。



　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号の「アレルギー体質の者」の禁忌
に該当する。
　「３」　接種不適当
　被害者Ａ８は、昭和三九年九月二九日第一種種痘をうけたが、接種後一週間経過
したころに四〇度近く発熱する副反応があった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　二　被害者　Ｄ１９
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ｄ１９の父Ａ１０は、幼少のころから皮膚が異常に過敏で、虫さされなど
に弱く、全身がかゆくなったり赤くはれたりするというアレルギー体質を持ってい
る。このように親がアレルギー体質の場合は、本人についてもアレルギー体質が推
認される。したがって、本人にいまだこれがあらわれていない場合（被害者Ｄ１９
は生後五か月である）でも予防接種をすべきではない。現にＤ１９の弟Ｆ６６は父
親に似て皮膚にアレルギーがあり、姉Ｆ６７は呼吸器系にアレルギーを生じてきて
いる。Ｄ１９の体質に接種の禁忌があった可能性は高い。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質者」の禁忌に該
当する。
　「２」　かぜ患者
　被害者Ｄ１９は、本件接種の直前二月中旬から三月はじめにかけてかぜをひき診
療をうけていた。
　本件接種当日は、平熱であったが、母親のＡ１１はＤ１９の体調について懸念が
あり、治癒していたか否が疑問であった。　右の事実は、当時の予防接種実施規則
四条一号「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」の
禁忌に該当する。
　「３」　仮に前記「１」及び「２」事実が直ちに禁忌とはいえないとしても、予
防接種実施要領第一の九「３」の「禁忌の判定が困難な異常」に該当するものであ
るから、本件接種は行うべきではなかった。
　三　被害者　Ａ１２
　禁忌該当の事由
　「１」　接種不適当
　被害者Ａ１２は昭和四一年一〇月三種混合ワクチンの接種をうけたが、当日午後
発熱する副反応があった。
　以前に予防接種で異常な反応を示したことのある者は、接種にあたって注意深い
配慮が必要である。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　「２」　有熱患者、栄養障害者、けいれん性体質者
　被害者Ａ１２は、昭和四二年三月二日に頻回の下痢（白い便）と発熱があり、近
所のＦ６８医院の治療をうけた。体温は三九・四度にものぼっていた。Ｆ６８医師
は当時この症状を「下痢をともなうかぜ」と診ていたようであるが、症状からみて
これは乳児冬期下痢症（仮性小児コレラ）であったと考えられる。
　翌三日は朝ひきつけを起した。「ミルクを飲ませようと抱っこしたら、急に息が
止まる様になり、目を変な方向に向け手足をまげて力を入れ歯をガタガタさせ」と
ひきつけ、三九度前後の熱が続いていた。三月四日、五日は、熱が下がってきたも
のの下痢は続いており、本件接種前日の六日は、「朝目覚めても起きず、力のない
目をしてたるそうに寝ている。牛乳一五〇ＣＣ寝たままのむ。その後も起きず、し
ばらくして眠る。午前中診察に行く。待合室でもゴロリと寝ころんだままで力がな
い……枕もとで針仕事をしても、ねたままじっとみているだけ。午前中下痢便一
回。一日中殆ど眠っている。」という状態であった。
　七日には「前日に比べたらすごく元気」となっていたが、乳児冬期下痢症及びか
ぜに罹患して体力が弱まっており、しかも四日前にひきつけを起したような状態
（「接種前一年以内にけいれんの症状を呈したことがあることが明らかな者」はそ
れだけで禁忌である。）にあるＡ１２に対して本件接種は行われた。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「有熱患者、その他医師が予防接
種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」、同条二号「著しい栄養障
害者」、同条三号「けいれん性体質の者」の禁忌に該当する。



　五　被害者　Ａ１８
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ａ１８は、日ごろからかぜをひきやすくまた汗もや湿疹のできやすい体質
であった。のみならず、母親Ｃ３もアレルギー体質であり、Ａ１８の弟Ａ２０もひ
どいアレルギー体質である。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質の者」の禁忌に
該当する。
　六　被害者　Ｄ１
　禁忌該当の事由
　「１」　著しい栄養障害者
　Ｄ１は予定日より二週間早く出生し、出生時の体重は、二、七七〇グラムしかな
かった。そのうえ、生後も体重の増加が順調ではなく、生後一か月の体重は、出生
時よりわずか三二〇グラムしか多くない三、〇〇〇グラム、二か月は四、〇〇〇グ
ラム、三か月は約五、〇〇〇グラムで、いずれも標準体重を約一、〇〇〇グラム下
回っていた。特に、生後一か月の定期検診の際は、医師から栄養失調気味であると
いわれ、栄養剤の注射の接種を受けていた。
　したがって、生後八八日目になした本件種痘の接種時も、Ｄ１は、栄養状態は標
準に比べて相当程度悪い状態にあり、当時の予防接種実施規則四条二号の「著しい
栄養障害者」に該当していたといわねばならない。
　かりにＤ１の栄養障害の程度が「著しい」とまでは言えないとしても、本件接種
当時Ｄ１がまだ生後三か月足らずであり、栄養障害の原因も解明されていなかった
ことを考慮すると、Ｄ１は同実施規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不
適当であると認める疾病にかかっている者」に該当していた。
　また、少なくとも、右禁忌該当の疑いが強く、「禁忌の判定が困難な異常」があ
ったのであるから、予防接種実施要領第一の九（３）により、本件当日は接種を行
うべきでなかった。
　八　被害者　Ｄ２１
　禁忌該当の事由
　「１」　出産異常
　被控訴人Ａ２６は、Ｄ２１出産の際、分娩子癇（分娩中に突然発症するけいれん
を主徴とする急性症状。多くの場合意識障害、浮腫、蛋白尿、高血圧を合併する。
母体死亡の可能性もあり、児も無酸素性脳症、早産児、体内発育遅延などにより胎
児死亡、新生児死亡の例もある。）を患い、メトロイリーゼ（児を急いで分娩させ
る必要が生じたときに、特殊なゴム嚢を用いて子宮口を人工的に開大させる操作）
と、鉗子（児の頭部を挟んで下方に牽引する器械）を使用して分娩した。
　したがって、分娩子癇とメトロイリーゼおよび鉗子手術により、Ｄ２１に、けい
れん発作を起こしやすい体質等の脳組織等の隠れた異常があった蓋然性は相当程度
存在する。幸いにして、生後六か月の本件種痘の接種時までにＤ２１の発育は特に
問題はなかったが、分娩子癇とメトロイリーゼおよび鉗子手術によりＤ２１が脳組
織等にいかなる影響を受けたかは、さらに同児の発育と発達を観察しなければ判明
しなかったはずである。
　したがって、右の出産時における異常は、すくなくとも実施要領第一の九（３）
の「禁忌の判定が困難な異常」に該当すると言わねばならず、本件当日は接種を行
うべきでなかった。
　九　被害者　Ａ２７
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児、栄養障害者
　被害者Ａ２７は軽い仮死状態で出生し、在胎一〇か月の満期産であったが体重
二、二〇〇グラムの未熟児であり、出生後約一か月間保育器に入っていた。
　その後発育は順調であったが、標準には達しておらず「顔色がすごく白くて、青
白いという感じたったので、一見見ると病的な感じを受けました。」という発育遅
れを回復するまでには至っていなかった。
　本件接種は、被害者Ａ２７の以上のような出生前後の体質的弱点が改善されてい
ない生後四か月で行われた。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」及び同条二号「著しい栄養障害者」の禁忌に
該当する。



　「２」　アレルギー体質者
　被害者Ａ２７の双児の姉（一卵性双生児）Ｆ６９及び母親である被控訴人Ａ２８
は、アレルギー性鼻炎があり、被控訴人Ａ２８の父もアルコールによって湿疹が生
じるなとアレルギー体質である。
　したがってＡ２７もアレルギー体質者であったことが推認される。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質の者」の禁忌に
該当する。
　一〇　被害者　Ａ２９
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　被害者Ａ２９は、本件接種当日、朝から鼻水が出る状態となっており、これは同
人の出生後初めてのことであった。しかも、「普通の鼻水」ではなく、かぜをひい
たようすであった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　「２」　アレルギー体質者
　被害者Ａ２９は、本件事故後卵アレルギーが顕著に現われるようになった。この
卵アレルギーは生来のものであると推認される。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質の者」の禁忌に
該当する。
　二　被害者　Ｄ２
　禁忌該当の事由
　「１」　発育異常
　被害者Ｄ２の体重は、生後九月一七日目の昭和四二年六月二日で八、二五〇グラ
ム、一〇月二三日目の同年七月七日で同じ八、二五〇グラム、一年一か月二一日目
の同年一〇月六日で八、〇五〇グラムであった。また、Ｄ２の身長は昭和四二年六
月以降いずれも標準数値を下まわっていた。このように、体重が、九か月目と一〇
か月目で全く増加がなく、さらに一年一か月目では九か月目より減少しており、そ
の間身長も標準数値を下回っていることは、Ｄ２に何らかの重大な異常が起こりつ
つあることを示している。そして、その異常は、同年八月一五日の本件接種時に
は、全く解明されていなかった。
　したがって、前述のようにＤ２に体重の増加がなかったことは、予防接種実施規
則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当であると認める疾病にかかって
いる者」または同条二号の「著しい栄養障害者」に該当する。
　また、かりにこれらの禁忌に直接該当しないとしても、予防接種実施要領第一の
九「３」の「禁忌の判定が困難な異常」に該当したのであるから、本件集団接種に
よる接種は行うべきではなかつた。
　一二　被害者　Ａ３３
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者、まん延性皮膚病患者
　被害者Ａ３３は、出生時の体重が二、六〇〇グラムしかなく、生後頭頂部にいわ
ゆるくさ（重度の湿疹）を生しており、強いアレルギー体質であった。昭和四一年
三月八日の第一回目の接種指定日には、くさがひどく接種は延期された。本件接種
のときもくさは全快していなかった。
　また、Ａ３３の両親及び兄Ｆ７０がいずれも当時アレルギー体質であった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質の者」及び同条
五号の「まん延性皮膚病にかかっている者で種痘により障害をきたすおそれのある
者」の禁忌に該当する。
　「２」　仮に、前記「１」の事実が直ちに禁忌とはいえないとしても、禁忌該当
の可能性が高く、「禁忌の判定が困難な異常」に該当するものであるから、本件接
種は行うべきではなかった。
　一三　被害者　Ａ３５
　禁忌該当の事由
　「１」　下痢患者
　被控訴人Ａ３５は、本件ポリオの接種を受ける約一か月前から消化不良で三日に
一度程度の通院治療を受け、通院の都度投薬を受けていた。便は、当初緑茶色であ
ったが、その後白っぽい黄色にかわり、白いつぶつぶが混しっていた。便の回数も
多く、下痢気味であった。そのため離乳食をやめて母乳たけを与えられていた。本



件接種時の前日も便は白っぽくゆるかった。
　右は、昭和四二年当時の予防接種実施規則四条六号に定めるポリオワクチンの禁
忌である「下痢患者」に該当した。
　また、仮りに何らかの理由で右の状態が禁忌に該当しないとしても、「禁忌の判
定が困難な異常」に該当したから、予防接種実施要領第一の九（３）により集団接
種による接種を行うべきではなかった。
　一四　被害者　Ｄ２３
　禁忌該当の事由
　（１）　アレルギー体質者
　被害者Ｄ２３は、気管支炎、上気道炎に頻繁に罹患し医師の治療をうけている。
受診日時は、昭和四四年七月二一日～二五日、九月一六日～二二日、一〇月七日～
一一月八日、一二月一二日、昭和四五年一月二〇日～二二日、同月二四日～二九
日、三月三日～五日等であり、Ｄ２３のアレルギー体質は顕著であった。
　また湿疹の既応歴もあった。
　母親である被控訴人Ａ３９もアレルギー性鼻炎があり、Ｄ２３の兄Ｆ７１、妹Ｆ
７２も気管支炎、扁桃腺肥大であった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質の者」の禁忌に
該当する。
　「２」　病後衰弱者
　被害者Ｄ２３は、本件接種直前の三月三日ころからかぜをひいてＦ７３医院の治
療をうけていた。三月八日ころにはまだ鼻水が出るような状態で、かぜは治ってい
なかった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条二号「病後衰弱者」の禁忌に該当す
る。
　「３」　感染症の繰返し
　被害者Ｄ２３の前記「１」及び「２」の事実、すなわち短期間に感染症を繰り返
す症状は、同人の基礎疾患の存在を推認させるものである。また、頻繁な感染病罹
患によって、同人に負担がかかり体力が弱まっていたということができる。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　「４」　仮に前記「１」ないし「３」の事実が直ちに禁忌とはいえないとして
も、予防接種実施要領第一の九「３」の「禁忌の判定が困難な異常」に該当する。
　したがって、本件接種を行うべきではなかった。
　一五　被害者　Ｄ３
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ｄ３は、本件接種当時、牛乳を飲むたびに口のまわりに発疹が出ており、
頭部に湿疹ができやすかった。したがってＤ３はアレルギー体質であり、当時の予
防接種実施規則四条三号の禁忌に該当していた。
　また、前記事実はアレルギー体質者であることを強く推認させるものであるか
ら、少くとも「禁忌の判定が困難な異常」があったというべきである。したがっ
て、予防接種実施要領第一の九「３」により、本件集団接種による接種は行うべき
でなかった。
　一六　被害者　Ｄ１１
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　被害者Ｄ１１は、仮死状態で出生し、すぐ呼吸をはじめたものの、その後の体重
の増加も標準以下で血色の悪い子どもであった。かぜを頻繁にひき、それが悪化し
やすく、また下痢をおこしやすかったため、近所のＦ７４医院においてしばしば診
療をうけていたが、Ｆ７４医師から「虚弱体質、かぜをひきやすい体質」であると
いわれていた。全体に抵抗力の弱い子どもであった。
　また、被控訴人らは、当時船に乗組んでいた被控訴人Ａ４０の仕事の都合上、昭
和三五年二月初旬ころ水痘に罹患していた被害者Ｄ１１の水痘が治りきらない二月
末から三月一〇日ごろまで、同人を連れて広島県呉市まで旅行をし、その後三月末
から四月はじめにかけて新潟県村上市に旅行をしたが、その影響もあってかぜ気味
の状態が続いていた。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。



　「２」　病後衰弱者
　被害者Ｄ１１は、前記のとおりかぜをひきやすく下痢しやすい子どもであった
が、本件接種前後数か月は特に体調がすぐれず昭和三五年一月末ころには、耳下腺
炎にかかり二週間ほど保育園を休み、さらに耳下腺炎が治った二月初旬ころ水痘に
かかり二週間くらい保育園を休んで、いずれもＦ７４医院で治療をうけた。
　さらに前記のとおり被控訴人らは、水痘に罹患していた被害者Ｄ１１を連ねて昭
和三五年二月末から三月一〇日ごろまで旅行しており、その後三月末から四月はじ
めにかけてまた旅行したが、Ｄ１１は当時かぜをひき、その状態が続いていた。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条二号「病後衰弱者」の禁忌に該当す
る。
　一七　被害者　Ｄ２５
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児
　被害者Ｄ２５は、在胎一〇か月で出生したが、母Ａ９９は妊娠中、妊娠中毒症が
ひどく、Ｄ２５は出生時体重二二〇〇グラムの超未熟児として出生し（ＳＦＤとい
う）、約四五日間保育器で保育された。
　そして生後六か月で種痘の接種を受けた時も、尚標準体重より一キログラム小さ
かった。
　このような児は、予防接種に特別な危険をもっているのであるから、充分な問診
その他の診察を行ったうえで接種すべきか否かを決定すべきであった。すなわちＤ
２５は予防接種実施規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める
疾病にかかっている者」に該当する疑いがあり、「禁忌の判定が困難な者」であっ
たから、実施要領第一、九「３」により本件集団接種は行うべきでなかった。
　一八　被害者　Ａ４４
　禁忌該当の事由
　「１」　栄養障害者
　被害者Ａ４４は、出生時の体重は三、四〇〇グラムであったが、生後約四か月こ
ろには五、四五〇グラムで標準体重を下回り（標準体重六、〇〇〇グラム）、母親
の母乳が不足気味なこともあって健康状態は必ずしも順調ではなかった。生後三か
月から五か月くらいの間は、保健所で栄養失調気味であるといわれていた。
　〇歳児の栄養失調状態は、栄養障害をもたらし子どもの生育に大きな負担を与え
る。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条二号「著しい栄養障害者」の禁忌に該
当する。
　「２」　過去の予防接種での異常反応、体調不良
　被害者Ａ４４は、昭和四〇年一一月一三日近所のＦ７５医院で三種混合ワクチン
第一期第二回目の接種をうけたが、本来右接種の規定量は一・〇ＣＣのところを
〇・八ＣＣ減量して接種したにもかかわらず、接種後発熱があり、三回目の接種は
さらに減量し〇・五ＣＣ一規定量一・〇ＣＣ）で行った。
　右三種混合ワクチン接種は、Ｆ７５医院においてＡ４４の体調及び接種量等につ
いて慎重な配慮のうえ行われたため不測の事態の発生を回避することができた。
　さらに、Ａ４４の両親にアレルギーがあることも看過されてはならない。
　前記「１」及び右の事実に加え、被害者Ａ４４は、本件接種の少し前保健所で行
われた接種の時期にはかぜをひいていたため接種をとりやめており、同人の体調は
悪い状態にあった。
　Ａ４４に対する接種は、同人の栄養状態、健康状態が少くとも標準的な生育の水
準にまで回復し、アレルギー等の懸念が解消され体力も回復したことを確認してな
されるべきであった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかつている者」の禁忌に該当する。
　「３」　仮に前記「１」ないし「２」の事実が直ちに禁忌とはいえないとして
も、予防接種実施要領第一の九「３」の「禁忌の判定が困難な異常」に該当するも
のであるから、本件接種は行うべきではなかった。
　一九　被害者　Ｄ１７
　禁忌該当の事由
　「１」　まん延性の皮膚病
　被害者Ｄ１７は皮膚が弱く、あせも、湿疹、あせものよりが頭部、顔面、手足に
ほとんと常時でていた。母Ａ４８も湿疹性の体質であった。



　従って、Ｄ１７は種痘施行心得の定める「まん延性の皮膚病にかかっている者
で、種痘により障害を来す恐れのある者」に該当する疑いがあったものであるか
ら、少くとも集団接種の場においては接種すべきではなかった。
　二〇　被害者　Ｄ１４
　禁忌該当の事由
　「１」　頻回の発熱、アレルギー体質
　被害者Ｄ１４は、よく熱を出す子どもであり、月に一～二回は発熱していた。原
因は、かぜであったりあるいは扁桃腺であったりしたが、いずれにせよよく熱を出
していた。この傾向は他の兄弟にも共通しており、長男Ｆ７６は四歳まで熱を出す
たびにひきつけていた。
　Ｄ１４は、生後三か月ころ肺炎で日赤病院へ入院し治療を受けたことがある。熱
はあまり高くなかったが下熱せず、咳が出て止まらない症状であった。
　このような事実は、Ｄ１４のアレルギー体質を推認させるものであるが、それに
とどまらず、同人の生育経過における頻回の発熱は検疫系などの何らかの基礎疾患
が存在する可能性を示すものである。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」、あるいは同条三号「アレルギー体質の者」
の禁忌に該当する。
　「２」　仮に前記「１」の事実が直ちに禁忌とはいえないとしても、被害者Ｄ１
４の生育経過における前記の問題点は、予防接種実施要領第一の九「３」の「禁忌
の判定が困難な異常」に該当する。
　本件接種は行うべきではなかったのである。
　二一　被害者　Ａ５１
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児、アレルギー体質者
　被害者Ａ５１は、在胎九か月、予定日より三週間の早産で、出生時体重は二、三
五〇グラムの未熟児であった。また母親Ａ５３は幼児からのぜんそく患者であり、
姉Ｆ７７もストロフルスがあり長してからはアレルギー性鼻炎が発現している。本
件接種時には、いまだ本人にアレルギー体質又はぜんそく体質が顕在化していたか
否かは不明であるが、三歳ころからぜんそくがあらわれている。
　Ａ５１が未熟児であったこと、また母親のぜんそくや姉のストロフルスの各症状
はＡ５１の禁忌該当を疑わせるに十分であった。
　右の事実は、当時の痘そう予防接種施行心得によれば、第八項一号「著しい栄養
障害に陥っている者」あるいは同三号「重症患者又は熱性病患者」に該当し、少く
とも「禁忌の判定が困難な異常」に該当するものであるから、本件接種は行うべき
ではなかった。
　二二　被害者　Ｄ２６
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ｄ２６の母Ａ５５は気管支喘息を患っており結婚したときから気候の変り
目などに呼吸困難に陥るような症状があり、同人の父Ａ５４も四〇数年にわたり皮
膚病的なかゆみに悩まされていた。したがって、母Ａ５５には明らかなアレルギー
があり、父Ａ５４もアレルギー体質の疑いがあったものであり、Ｄ２６が遺伝によ
り実施規則四条三号にいう「アレルギー体質者」であった疑いが強い。
　したがって、実施要領第一の九「３」により、本件集団接種においては接種は行
うべきでなかった。
　二三　被害者　Ｄ２０
　禁忌該当の事由
　「１」　けいれん性体質者
　被害者Ｄ２０は、三歳ころからかぜに罹患した際にひきつけを起すようになり、
本件接種までに五回くらいもひきつけを起していた。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「けいれん性体質の者」に明らか
に該当する。
　「２」　虚弱体質者
　被害者Ｄ２０は出生時二、七七〇グラムの体重であったが、生来虚弱体質で、生
後まもなく生存が危ぶまれてＦ７８病院に入院し約半年にわたって加療を受け、そ
の間約一〇回にわたり父親の血液を輸血するなどして、ようやく生命の危機を脱し
退院した。退院時医師から予防接種は医師に相談のうえ行うように指示された。



　その後徐々に体力を回復してきたが、なお依然かぜをひきやすく十分に健康にな
ったとまではいかなかったばかりでなく、三歳ころから前記のとおりかぜの際にひ
きつけをおこすようになった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　仮に、この点が直ちに禁忌に該当するとはいえないとしても、予防接種実施要領
第一の九（３）の「禁忌の判定が困難な異常」に該当するから、本件接種は行うべ
きではなかった。
　二四　被害者　Ａ５８
　禁忌該当の事由
　「１」　有熱患者
　被害者Ａ５８はポリオ生ワクチンの接種を昭和四三年五月一〇日に受け、接種直
後の同日夕方発熱していることが確認されている。右ポリオワクチン接種にあたり
体温測定がなされるべきであったにもかかわらず接種担当者は体温測定を実施して
おらず接種時の発熱の有無は確認されていないが、規則的に体温を測定する入院中
の乳児についての臨床経験によれば、乳児は、元気がない、ミルクを飲まない、下
痢をする、咳をする等母親によってキャッチされうる異常症状に先立って発熱して
いることが通常であり、Ａ５８の場合もワクチン接種後の当日夕方母親によって発
熱が確認される以前、すなわち右接種当時から発熱していたものと推定される（ポ
リオワクチンによって短時間内に発熱することは考えられない）。
　すなわち、本件ポリオワクチン接種当時Ａ５８は有熱患者であったもので、当時
の予防接種実施規則四条一号の禁忌に該当していた。
　「２」　Ａ５８は昭和四三年五月一〇日のポリオワクチン接種当時から発熱し、
翌日朝から下痢がはじまり、発疹、発熱、下痢、咽頭炎で五月一二、一五、一七と
Ｆ７９医院に通院したが、その間機嫌が悪く、ぐずって泣いてばかりいた。その後
もこのような状態は相当期間続いたものと考えられる。五月二七日の二混ワクチン
接種直後にも下痢が確認されている。
　五月一〇日からはじまった右症状はウイルス感染症である突発疹であり、五月二
七日の本件二混ワクチン接種時には右疾病による体調異常は回復していなかったも
のである。
　したがって、Ａ５８は本件二混ワクチン接種当時病後衰弱者であり、当時の予防
接種実施規則四条二号の禁忌に該当していたものである。
　「３」　また、前記「１」「２」記載の事実は、前記禁忌の存在を強く疑わせる
ものであり、Ａ５８は少くとも「禁忌の判定が困難な者」であったから、実施要領
第一の九「３」により、本件集団接種では接種を行うべきではなかった。
　二七　被害者　Ａ６５
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　被害者Ａ６５は、本件接種の約一週間前から鼻かぜをひいており、医師の治療を
受けていたもので、本件接種当日は熱はなかったが鼻水が出、咳をしていた。
　したがって、Ａ６５は本件接種当時「医師が予防接種を行うことが不適当と認め
る疾病にかかっている者」であったもので、当時の予防接種実施規則四条一号の禁
忌に該当していたものである。
　「２」　栄養障害者
　母子手帳によれば、Ａ６５は二九八〇グラムとほぼ標準体重で生まれたにもかか
わらず、その後の体重増加が不良で、生後二か月以降一〇か月までの間は「小」の
基準値を大きく下回わっており、栄養障害があったものと考えられる。
　したがって、本件接種当時Ａ６５は栄養障害者であり、当時の予防接種実施規則
四条二号の禁忌に該当していたものである。
　「３」　前記「１」「２」記載の事実が、ただちに禁忌に該当しないとしても、
右の異常は、禁忌の存在を強く疑わせるものであり、「禁忌の判定が困難な者」に
該当したから、実施要領第一の九「３」により、本件集団接種では接種を行うべき
ではなかった。
　二九　被害者　Ａ７０
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　被害者Ａ７０は、接種前数日のどがぜいぜいしており、かぜの症状があったもの
であり、接種当日熱のあった可能性もあった。



　従って、Ａ７０は当時の実施規則四条一号の「有熱患者」または「医師が予防接
種を行うことが不適当と認める症状にかかっている者」に該当する疑いがあり、
「禁忌の判定が困難な者」であったから、実施要領第一の九（３）により本件集団
接種においては接種は行うべきでなかった。
　三〇　被害者　Ｄ７
　禁忌該当の事由
　「１」　病後衰弱者
　被害者Ｄ７は、健康に発育を続けていたものであるが、昭和四七年一二月には突
発性発疹をおこしたことがあり、また昭和四八年六月ころ五、六日下痢が続き、そ
の終りころにはかぜ気味となり、二、三日鼻水をたらしており、かぜは一週間くら
い続いていた。
　本件接種はその一〇日くらい後のことであり、問診票にもこれが記載されてい
る。
　下痢をともなうかぜがＤ７の体調に負担を及ぼしたことは明らかであった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条二号「病後衰弱者」あるいは同条一号
「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該
当する。
　「２」　仮に前記の事実が直ちに禁忌とはいえないとしても、予防接種実施要領
第一の九「３」の「禁忌の判定が困難な異常」に該当するものであるから、本件接
種は行うべきではなかった。
　三一　被害者　Ａ７５
　禁忌該当の事由
　「１」　体調不調
　被害者Ａ７５は、出生時に身長が五一ｃｍ、体重が三三八〇ｇと比較的大きかっ
たにもかかわらず、ミルクの飲み方が悪くミルクを吐くこともあり、身長、体重と
も伸びが悪く発育が遅れていた。
　そして、昭和四四年一一月二一日、平塚保健所で検診を受けた当時はかぜをひい
ており、その後二回ほどｉ１２の診療所に通院をしており、本件接種当日まで毎日
ぐずってだらだらと泣いていた。
　このように、Ａ７５は発育不良であるうえに、かぜをひいて体調を崩し、本件接
種当時は毎日のようにだらだらと泣いていたものであるが、このような状態は何か
隠された疾患の存在を示唆するものであり、当時の予防接種実施規則四条一号の
「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」に該当した
ものである。また少くとも右に該当する疑いがあり、「禁忌の判定が困難な者」で
あったから、実施要領第一の九（３）により、本件集団接種による接種は行うべき
ではなかった。
　三二　被害者　Ｄ２２
　禁忌該当の事由
　「１」　けいれん性体質者
　被害者Ｄ２２は、昭和四二年一一月二一日本件二種混合ワクチンの第二回目接種
をうけたが、同月七日の本件種痘ののち一六日に発熱、けいれんがあり、その後も
本件二種混合ワクチン接種までに一～二回のけいれん発作を起しＦ５２医院で治療
をうけている。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「けいれん性体質の者」の禁忌に
該当する。
　三三　被害者　Ａ８０
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児、出生時の異常
　被害者Ａ８０は出生時に臍帯けんらく（へその緒が巻きついていた）状態であ
り、仮死出産であった。
　また、同児は出生時体重が二五〇〇グラムであり、未熟児（満期産、ＳＦＤ）で
あった。
　このような児は、異常が隠されていることが多いので充分な問診その他の診察を
行ったうえで接種すべきか否かを決定すべきである。すなわち、Ａ８０は当時の予
防接種実施規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にか
かっている者」に該当する疑いがあり「禁忌の判定が困難な者」であったものであ
るから、実施要領第一の九（３）により、本件集団接種においては接種を行うべき
ではなかった。



　三四　被害者　Ｄ４
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ｄ４は、生後一〇か月ころ頭部にひどい湿疹ができ医師の治療を受けてお
り、絆創膏を張るとひどくかぶれるなどアレルギー体質であった。また、父Ａ３も
魚や酒でじん麻疹がでるなどアレルギー体質であった。
　したがって、Ｄ４は当時の予防接種実施規則四条三号（アレルギー体質者）の禁
忌に該当していたものである。
　また、被害者Ｄ４には右の異常があり、少くとも「禁忌の判定が困難な者」に該
当し、実施要領第一の九（３）により、本件集団接種では接種を行うべきではなか
った。
　三五　被害者　Ｄ２７
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者及び軟便症状
　被害者Ｄ２７の父Ａ８２はアレルギー性鼻炎があり、アレルギー体質者であっ
た。妹のＦ８０も湿疹ができて、幼稚園から小学校の一、二年まで皮膚科の病院に
大分通ったことがあり、Ｄ２７本人も接種前の夏に通常のあせもとは違うような湿
疹ができ、二、三度通院したことがあった。
　Ｄ２７は又、本件接種の四、五日前に軟便症状を呈していた。
　アレルギー体質は親から子に遺伝しやすいものであることに、右本人及び妹にあ
った湿疹を合わせ考えれば、Ｄ２７は当時の実施規則四条三号の禁忌に該当してい
た疑いが強かった。このことに軟便症状をも合わせ考慮すれば、Ｄ２７は、少くと
も実施要領第一の九（３）により、本件集団接種においては、接種をすべきではな
かった。
　三六　被害者　Ａ８４
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　被害者Ａ８４は、生後五か月で本件ポリオワクチンの投与を受けたのであるが、
投与を受ける前日からかぜを引き、当日は鼻水が出ていた。
　Ａ８４の母である被控訴人Ａ８６は、接種会場で担当の医師にその旨を告げたと
ころ、担当医は、「熱さえなければよろしい」と言って、他に何らの問診、視診そ
の他の予診を行うことなく、ワクチンを投与した。
　Ａ８４は、当日かぜのひき初めで、かぜがその後どのような経過をたどるか不明
であったこと、Ａ８４がかぜと症状の類似する他の疾患にかかっている恐れもある
こと等を考慮すれば、Ａ８４は、当時の予防接種実施規則四条一号の「有執患者」
または「医師が予防接種を行うことが不適当であると認める疾病にかかっている
者」に該当していた。
　また、右事実は少くとも右禁忌の存在を強く疑わせるものであったから、「禁忌
の判定が困難な異常」に該当し、予防接種実施要領第一の九（３）により、本件集
団接種では接種を行うべきではなかった。
　三七　被害者　Ａ８７
　禁忌該当の事由
　「１」　有熱患者
　被控訴人Ａ８７は、昭和三五年一一月一九日ポリオ生ワクチンの投与を受けた
が、接種当日熱っぽかった。そこでＡ８７の母である被控訴人Ａ８９は、接種会場
であるＦ５５小学校で担当の看護婦にその旨を述べ、体温測定をしたところ、Ａ８
７は三七度二分の熱があった。被控訴人Ａ８９は、この状態で接種を受けてもよい
か否かを訪ねたところ、看護婦は担当医師に意見を聞いたうえ、「小さな子だから
熱が平常の熱より高くてもよいから受けてもよろしいよ。」と述べた。そして、担
当医は、直接問診や視診を行うこともなく、本件接種を行った。しかし、Ａ８７の
平熱は三六度から三六・五度であったこと、本件接種の翌日には、体温は、三七・
五度から三七・八度に上昇したことを総合すれば、Ａ８７は、本件接種当時平熱で
はなかったといわねばならない。
　したがって、Ａ８７は、当時の予防接種実施規則四条一号の「有熱患者」であ
り、禁忌に該当した。
　また、少くとも、右禁忌該当の疑いが強く、Ａ８７は、「禁忌の判定が困難な
者」に該当していたのであるから、予防接種実施要領第一の九（３）により、本件
集団接種による接種は行うべきではなかった。



　三八　被害者　Ａ９０
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ａ９０は、生後九か月の昭和四五年一〇月一五日に本件ポリオワクチンの
投与を受けたのであるが、Ａ９０には顕著なアレルギー体質があった。
　すなわち、Ａ９０は、湿疹が出来やすく、おむつかぶれでできてただれることが
多く、本件生ワクチン投与の二か月前には、顔面に湿疹ができ、同年八月四日には
付近のＦ８１医院で顔面湿疹の治療を受けた。Ａ９０の父である被控訴人Ａ９１
は、生卵を食べると下痢を起こすし、Ａ９０の兄Ｆ８２も、じん麻疹のできやすい
体質である。
　したがって、Ａ９０は、当時の予防接種実施規則四条三号の「アレルギー体質の
者」に該当していた。
　また、少くとも、右禁忌に該当する疑いが強く、「禁忌の判定が困難な異常」に
該当したのであるから、予防接種実施要領第一の九（３）より、本件集団接種によ
る接種は行うべきではなかった。
　三九　被害者　Ｄ１３
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　被害者Ｄ１３は、本件接種当日はかぜをひいており、鼻水が出ていた。
　したがって、Ｄ１３は当時の予防接種実施規則四条一号の「医師が予防接種を行
うことが不適当と認める疾病にかかっている者」に該当していたものである。
　また、少くとも右に該当する疑いがあり、「禁忌の判定が困難な者」であったの
であるから、実施要領第一の九（３）により本件集団接種では接種を行うべきでは
なかった。
　四〇　被害者　Ａ９５
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児
　被害者Ａ９５は母Ａ９６の分べん異常（早期破水）により予定日より約四〇日早
く生れ、生下時体重二、〇五〇グラムの未熟児であり、自然哺乳不能の為約一週間
強制哺乳を行わなければならなかった程であった。
　早産による未熟児は予防接種に特別な危険をもっているのであるから、充分な問
診その他の診察を行った後接種すべきか否かを決定すべきであった。すなわちＡ９
５は当時の実施規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病
にかかっている者」に該当する疑いがあり、「禁忌の判定が困難な異常」があっつ
たものであるから、実施要領第一の九（３）により本件接種は行うべきでなかっ
た。
　四一　被害者　Ａ９７
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ａ９７は、生後七か月で昭和四五年五月一八日に本件種痘の接種を受け
た。
　Ａ９７は、もともと湿疹ができやすい体質であった。たとえば、風呂上りなどに
湿疹状の赤い斑点が背中などに生し、また、頭部にもよく湿疹ができた。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号の「アレルギー体質の者」に該当
する。
　「２」　かぜ患者
　そのうえ、Ａ９７は、本件接種の一か月ないし一〇日前から結膜炎に罹患し通院
加療中であった。さらに、接種の一週間前からは、かぜをひいて鼻水が出る状態で
あった。そして、本件接種後数日して麻疹様の発疹がでた。
　以上の状態からすると、Ａ９７は、当時の予防接種実施規則四条一号の「医師が
予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかつている者」に該当していた。
　「３」　また、前記「１」「２」の事実が禁忌に該当するといえないとしても、
前記「１」の事実は「アレルギー体質者」であることを強く疑わせるものであり、
また、Ａ９７のかぜの発熱の有無を含む当時の状態および今後の経過が不明であっ
たうえ、感染症として結膜炎との関連も否定できなかったから、当時の予防接種実
施規則四条一号の「有熱患者」または「医師が予防接種を行うことが不適当と認め
る疾病にかかっている者」に該当する疑いが、強かったものであり、Ａ９７には
「禁忌の判定が困難な異常」があったことが明らかであるから、予防接種実施要領



第一の九（３）により本件集団接種による接種は行うべきではなかった。
　四二　被害者　Ａ１００
　禁忌該当の事由
　「１」　有熱患者その他
　被害者Ａ１００は、生後七か月一〇日の昭和四三年五月二二日本件ポリオ生ワク
チンの投与を受けたのであるが、接種当日顔色が悪く、接種当日夜には三九度の高
熱を発した。また、接種して一・二日後には肛門周囲の化膿巣が発見され、同月末
には、切開手術をした。
　以上の事実からすると、Ａ１００は、接種当日すでに肛門周囲に炎症があって痛
みを伴っていたため、顔色が悪く、動きも悪ったと考えられる。そして体温の測定
はされていないが、当日夜の発熱の状態からみて、すでに投与を受けた時点で、発
熱していたと考えられる。
　したがって、Ａ１００は、予防接種実施規則四条一号の「有熱患者」ないし、
「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」に該当して
いた。
　「２」　アレルギー体質者
　Ａ１００の祖父Ｆ８３および兄Ｆ８４は、いずれもペニシリンやピリン系薬品な
どに対するアレルギー体質の者であり、本件接種当時、Ａ１００がかかるアレルギ
ー体質でないとのデータは存在しなかった。
　この事実によると、当時の予防接種実施規則四条三号の「アレルギー体質者」に
該当する疑いが強く、実施要領第一の九（３）により、本件集団接種での接種は行
うべきでなかった。
　「３」　おでき患者
　Ａ１００は、前述のように、本件接種当時、肛門周辺のおできにより局部の末端
神経細胞が破壊されていたと推認されるから、当時の予防接種実施規則四条一号の
「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」に該当して
いた。
　「４」　外科手術を受けた者
　Ａ１００は、前述のように、本件ポリオ生ワクチンの接種を受けてから僅か一週
間以内に肚門周辺のおできの切開手術を受けた。
　しかし、ポリオウイルスは、接種後二週間は腸内で増殖しているから、その間に
外科手術を受けることは禁忌である。
　四三　被害者　Ｄ５
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児
　被害者Ｄ５は満期産であるにもかかわらず、出生時体重わずか二二五〇グラムの
未熟児として出生し（ＳＦＤ）、その後の発育も十分でなかった。
　このような児は予防接種に特別な危険をもっているのであるから、充分な問診そ
の他の診察を行った後、接種すべきか否かを決定すべきであった。すなわち、Ｄ５
は当時の実施規則四条一〇号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病
にかかっている者」に該当する疑いがあり、「禁忌の判定が困難な者」であったか
ら、実施要領第一の九（３）により、本件集団接種においては接種を行うべきでは
なかった。
　なお、Ｄ５は、右種痘接種後の昭和三五年五月二五日、二混の二回目の接種を受
けたところ、発熱及びけいれんを起こし、そのため三回目の接種を中止し、更にや
り直しのため受けた二混の接種の二回目（三五年一〇月二九日）にも、発熱、けい
れんをおこしているのであり、このことからも種痘接種時、Ｄ５が禁忌に該当して
いたことはうかがえるのである。
　四五　被害者　Ｄ２４
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　Ｄ２４は中学生時代から喘息の持病があり、Ｆ８５大学等で減感作療法を受けて
いた。また、本件日本脳炎ワクチン接種の六日前から喘息の治療を受けていた。
　このように、Ｄ２４は顕著なアレルギー体質者であり、当時の実施規則四条三号
の禁忌に該当していた。
　四六　被害者　Ｄ８
　禁忌該当の事由
　「１」　下痢患者



　被害者Ｄ８は、昭和四七年六月中旬ころから下痢状態となり、同月一九日にはＦ
２３医師によって消化不良症と診断され投薬を受けていた。本件接種当日も右の健
康状態は充分に回復していなかった。
　すなわち、Ｄ８は当時の予防接種実施規則四条一号の「医師が予防接種を行うこ
とが不適当と認める疾病にかかっている者」又は同条二号の「病後衰弱者」として
禁忌に該当するものであった。また、少くとも右禁忌に該当する疑いがあり、「禁
忌の判定が困難な者」であったから、実施要領第一の九（３）により、本件当日は
接種をみあわせるべきであった。
　四七　被害者　Ｄ１２
　禁忌該当の事由
　「１」　過去の予防接種での異常反応等
　被害者Ｄ１２は、昭和四三年三月七日、百日咳・ジフテリア・破傷風三種混合ワ
クチン第一期第一回の接種を受けたが、同日夕方から接種部位が異常に腫れあがり
一晩中機嫌が悪く、ぐずり医師の治療を受けた。また、被害者Ｄ１２（四七の一）
の兄Ｆ８６は昭和四二年三月二日麻疹のワクチン接種を受けたが、高熱を発し下痢
となり医師の治療を受けたが、このような状態が数日間続いた。
　過去に同種のワクチンの接種で異常反応を呈したことのある子は同種のワクチン
接種は禁忌であり、Ｄ１２は本件接種につき禁忌に該当していた。
　当時の予防接種実施規則には、昭和五一年改正の規則四条四号のような定めはな
かったが、当時の規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾
病にかかっている者」として禁忌に該当していたものと解すべきである。
　「２」　かぜ患者
　被害者Ｄ１２は、本件接種の直前である昭和四三年三月二二日ごろからかぜをひ
き、熱を出し、せきや鼻水が出ており、機嫌も悪かった。本件接種日である同年四
月五日には、まだかぜはなおっておらずせきをしていた。
　すなわち、Ｄ１２はウイルス感染症に罹患していたもので、当時の予防接種実施
規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める者」として禁忌に該
当していたものである。
　「３」　また、前記「１」「２」記載の事実は、少くとも前記禁忌該当を疑わせ
るものであり、「禁忌の判定が困難な者」に該当したから、実施要領第一の九
（３）により、本件集団接種による接種は行うべきではなかった。
　四八　被害者　Ｄ９
　禁忌該当の事由
　「１」　接種液で異常反応
　被害者Ｄ９は、生後四か月二二日の昭和三八年六月一〇日本件ポリオ生ワクチン
の投与を受けたが、接種会場から戻ってきてミルクを吐き、当日夜には下痢状態と
なり、発熱した。下痢と発熱はその後一層ひどくなり、同月一四日に死亡した。こ
れより三週間前の同年五月二〇日に第一回ポリオ生ワクチンの投与を受けた際に
も、当日夕方から、発熱、嘔吐、下痢等の異常な反応を呈した。
　昭和五一年に改正された予防接種実施規則は、「接種しようとする接種液により
異常な副反応を呈したことが明らかな者」を禁忌と定めており、それ以前の規則に
は、かかる者を禁忌とする明確な規定はないが、過去においてワクチンの接種によ
って異常な副反応を呈した者は、同一のワクチン接種については、再度異常な副反
応が生じる恐れが高いのであるから、当然昭和五〇年以前においても禁忌とされな
ければならず、同規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾
病にかかっている者」に該当する。
　したがって、Ｄ９は、本件接種については禁忌に該当した。
　「２」　アレルギー体質者
　前述のように、Ｄ９がポリオのワクチンの投与を受ける度に嘔吐、下痢発熱の症
状が出現したことは、ポリオワクチンによるアレルギー性の反応であると考えられ
る。
　Ｄ９の母である被控訴人Ａ１１４も、ピリン系薬品、牛乳等にアレルギーであっ
た。
　この事実は、当時の予防接種実施規則四条三号の「アレルギー体質の者」に該当
する。
　「３」　また、前記「１」「２」記載の事実が禁忌に該当するといえないとして
も、少くとも禁忌の存在を強く疑わせるものであり、Ｄ９は「禁忌の判定が困難な
者」に該当しており、実施要領第一の九（３）により、本件集団接種では接種を行



うべきではなかった。
　五〇　被害者　Ａ１１５
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ａ１１５は一か月検診のときに滲出性体質であると診断され、当時額部か
ら頭部にかけて苔が生えたように湿疹ができ治療に約三か月かかり、耳の中にまで
湿疹ができたこともあった。また、へその緒がとれたあとがいつまでもじゅくじゅ
くしていた。父Ｃ１３も肘や脇腹によく湿疹ができる体質であり、被害者Ａ１１５
の兄弟も湿疹やかぶれがでやすい体質である。
　すなわち、Ａ１１５は当時の予防接種実施規則四条三号の「アレルギー体質の
者」として禁忌に該当していたものである。
　「２」　けいれん性体質者
　Ａ１１５は、本件接種の一二日前である昭和三七年一一月二二日にけいれん、ひ
きつけを起こし、発熱し、食べた物を吐いた。このとき同児は目が一点をみつめる
ようにすわってしまい、意識を失ない、医師の治療を受けている。
　すなわち、Ａ１１５は当時の予防接種実施規則四条三号の「けいれん体質者」と
して禁忌に該当していた。けいれんやひきつけの既往歴の者については、百日咳ワ
クチンを含むワクチンの接種は特に危険であるとされており、昭和五一年改正の予
防接種実施規則は「百日咳ワクチンを含むワクチンについては、けいれん症状を呈
したことのある者に特に注意すること」と定めている。
　「３」　過去の予防接種での異常反応
　被害者Ａ１１５は、昭和三七年九月一三日種痘の接種を受けたが、そのため同月
一七日ころから約一週間にわたり高熱を発し、また、同年一〇月一二日と一一月六
日には百日咳・ジフテリア二種混合ワクチンの接種を受けたが、このときも接種後
発熱し、体調を崩した。
　過去の予防接種で異常反応を呈した子は予防接種について禁忌であり、Ａ１１５
は本件接種について禁忌に該当していた。当時の予防接種実施規則には昭和五一年
改正の規則四条四号のような定めはなかったが、当時の規則四条一号の「医師が予
防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」に該当していたもので
ある。
　「４」　体調不調
　Ａ１１５は、昭和四七年一一月二二日前記のとおり、ひきつけ、けいれんを起
し、発熱し、吐き、医師はウイルス性のかぜによるものだろうと診断したが、その
後も体調は正常に戻らず、二混の第三回の接種が予定されていた一一月二七日当時
もかぜ気味で、機嫌が悪くぐずっていたので接種を受けなかった。
　一一月下旬頃は下痢が続き医師の治療を受けているが、同月三〇日には便秘とな
り浣腸をしている。
　本件接種日（一二月四日）も鼻水がでておりかぜはなおっておらず、体調は回復
していなかった。しかし、吹田市からの通知に、二混の三回目の接種は二回目の接
種から四週間以内に受けないと全然効果がなくなるとあり、一一月二七日に接種を
受けなかった者は一二月四日にＦ２８病院で接種を受けるようにとの指示があった
ので、接種を受けたものである。
　このように、Ａ１１５は昭和四七年四月頃から本件接種当時まで、発熱、下痢、
便秘、かぜをくりかえし、たびたび通院していたもので、ことに予防接種を受けた
あとは必ず体調を崩していたものである。
　すなわち、本件接種当時Ａ１１５は予防接種をうけるには好ましくない体調であ
り、当時の予防接種実施規則四条一号により「医師が予防接種を行うことが不適当
と認める疾病にかかっている者」として禁忌に該当していたものである。
　「５」　また、前記「１」乃至「４」記載の事実は、少くとも前記各禁忌該当を
強く疑わせるものであり、Ａ１１５は「禁忌の判定が困難な者」に該当していたも
のであるから、本件当日の接種は行うべきでなかった。
　五一　被害者　Ｄ１０
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児
　被害者Ｄ１０は、出生時の体重が二、五〇〇グラム以下で、生後一週間保育器の
なかで育った。したがって、仮死、低血糖、先天異常等の隠れた疾病がある蓋然性
が高い。
　したがって、生後六か月未満でなされた本件ポリオワクチンの投与においては、



右の事実は禁忌であり、当時の予防接種実施規則四条一号の「医師が予防接種を行
うことが不適当と認める疾病にかかっているもの」の疑いがあったから、予防接種
実施要領第一の九（３）所定の「異常」に該当し、本件接種は行うべきでなかっ
た。
　「２」　アレルギー体質者
　Ｄ１０の父である被控訴人Ａ１１７は皮膚アレルギーがあり、目や背中にしばし
ば痒みを生じ、なかなか治らない。Ｄ１０の姉Ｆ８７もアレルギーで目のまわりが
痒くなる。他にＡ１１７の母や姉も同様のアレルギーがある。
　したがって、この事実は禁忌であり、当時の予防接種実施規則四条三号の「アレ
ルギー体質者」に該当する疑いが強く、「禁忌の判定が困難」であったから実施要
領第一の九（３）により、本件集団接種による接種は行うべきでなかった。
　五二　被害者　Ｄ２８
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　Ｄ２８は、かぜをひきやすい体質であったが、本件種痘接種の一〇日ないし一五
日位前からかぜをひいていた。本件接種当日は鼻水が出ており、かぜはなおってい
なかった。接種当日接種前に自宅で体温を測ったときは熱は下がっていたが、接種
会場では検温をしておらず接種当時発熱していたことも考えられる。
　このように、Ｄ２８は本件接種当時かぜをひいていたものであり、当時の実施規
則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている
者」の禁忌に該当していた。
　「２」　アレルギー体質者
　Ｄ２８は皮膚に湿疹ができやすく、アレルギー体質者であった。したがって、Ｄ
２８は当時の実施規則四条三号の「アレルギー体質の者」の禁忌に該当していた。
　「３」　仮に、前記「１」「２」の禁忌に該当していたといえないとしても、Ｄ
２８は前記「１」「２」の禁忌又は実施規則四条一号の「有熱患者」の禁忌に該当
する疑いがあったもので、「禁忌の判定が困難な者」であったから、実施要領第一
の九「３」により、本件集団接種による接種は行うべきではなかった。
　五四　被害者　Ｄ１８
　禁忌該当の事由
　「１」　未熟児
　被害者Ｄ１８は在胎三六週で出生し、出生時体重はわずか二一七〇グラムの未熟
児であった。そして接種時の体重も標準体重より約一キログラム小さかった。
　すなわちＤ１８は当時の種痘施行心得にいう「著しく栄養障害に陥っている者」
に該当する疑いがあったものであるから、少くとも集団接種の場においては接種す
べきでなかった。
　五五　被害者　Ｄ６
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ｄ６は幼児期よりアレルギー体質が顕著であった。昭和四〇年ころには父
親（被控訴人Ａ１２５）の勤務先であるＦ８８病院アレルギークリニックで治療を
うけたが体質の改善はできなかった。またＤ６の父方の祖父も気管支喘息であり、
弟Ｆ８９は気管支喘息の発作によって死亡している。
　Ｄ６は、かぜをひきやすく、幼児期には中耳炎、気管支炎、小学校一年生のとき
にアデノイド、二年生では扁桃腺炎などの既往症がある。小学校二年生の後半から
は「以前に比べて少し良くなったかな」という健康状態であったが、かぜをひきや
すい傾向は変わっておらず、また前記のとおりアレルギー体質も改善されておら
ず、Ｆ８８病院やＦ９０病院などで頻繁に治療をうけていた。
　Ｆ８８病院だけをみても、二年生の後半である昭和四三年一二月二七日から翌四
四年二月三日まで、小学校三年生になってからも同年六月五日から八日まで、九月
一二日から一〇月一五日まで、それぞれ気管支炎、かぜなどの治療をうけているの
である。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質の者」の禁忌に
該当する。
　「２」　有熱患者
　被害者Ｄ６は、第二回目の接種の二日前からかぜをひき三七度程度の発熱と咳が
あり、元気のない状態であった。
　また接種当日朝は平熱であったが、午後三時ころ帰宅したときにはＤ６は三八度



三分の熱があった。
　この熱は接種時においてすでに発熱していたと推認される。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「有熱患者」あるいは「医師が予
防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　「３」　ヘルペス患者
　前記「１」及び「２」の事実に加えて、本件接種当日、被害者Ｄ６には体調の悪
い状態のとき現われるヘルペス性口唇炎が口のまわり一面に出ており、真っ赤にな
っていて一見して体調の異常が認められた。ヘルペスはウイルス性感染症である。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　五九　被害者　Ａ１３３
　禁忌該当の事由
　「１」　かぜ患者
　被害者Ａ１３３は、本件種痘の接種を受ける約一週間以前からかぜを引いてい
て、鼻水が出ていた。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが
不適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　Ａ１３３の母である被控訴人Ａ１３５は、本件接種場所において右の事実を担当
の保健婦に告げたが、全く看過された。
　「２」　アレルギー体質者
　被害者の父が鯖に対するアレルギーがあり、本人は当時の予防接種実施規則四条
三号の「アレルギー体質者」に該当する疑いがあった。
　「３」　けいれん体質者
　Ａ１３３の兄であるＦ９１（昭和四〇年三月一三日生）は、Ａ１３３の本件接種
前に三種混合ワクチンの第一回接種を受けた際に、四〇度近い高熱を発し、ひきつ
けを起こしたことがあった。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号又は三号の禁忌に該当する。
　「４」　仮に前記「１」及び「３」の事実が直ちに禁忌とはいえないとしても、
予防接種実施要領第一の九「３」の「禁忌の判定が困難な異常」に該当するもので
あるから、本件は接種を行うべきでなかった。
　六〇　被害者　Ａ１３６
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ａ１３６は、アレルギー体質であった。右事実は、当時の予防接種規則第
四条三号の「アレルギー体質の者」に該当する。
　すなわち、被害者Ａ１３６は、虫や蚊に刺されると、刺されたところが大きく腫
れ上がり、必ずそのあとがたたれた状態になり、治りが遅くて病院で治療を受けた
ことも、本件接種前に七回程度あった。
　なお、Ａ１３６の父Ｃ１６も、Ａ１３６の姉Ｆ９２もアレルギー体質である。
　「２」　発育不良
　Ａ１３６は、出産予定日より一七日早く出生し、その後の身長体重も標準値を下
まわったことがあり、発育も決して順調ではなかった。
　右の事実は、当時の予防接種規則四条一号の「医師が予防接種を行うことが不適
当と認める疾病にかかっている者」に該当する。
　「３」　仮にそうでないとしても、前記「１」「２」の事実は前記禁忌の存在を
強く疑わせるものであり、Ａ１３６には「禁忌の判定が困難な異常」があったので
あるから、予防接種実施要領第一の九（３）により、本件集団接種による接種は行
うべきではなかった。
　六三　被害者　Ａ１４１
　禁忌該当の事由
　「１」　アレルギー体質者
　被害者Ａ１４１は、出生後半年くらい経過してから、かぜをひきやすい傾向が目
立つようになった。二か月に一回はかぜで医者にかかり、かぜをひくと、熱が出て
一週間くらいは薬を飲むという状態となり、医師から気管支喘息であると診断され
ていた。なお、Ａ１４１の兄であるＦ９３も幼児期にかぜをひいて高熱を出し、し
ばしば扁桃腺が腫れる症状があった。
　Ａ１４１の右症状は、禁忌とされるアレルギー体質である。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条三号「アレルギー体質の者」の禁忌に



該当する。
　「２」　未熟児、かぜ患者
　被害者Ａ１４１は、昭和四八年一月九日在胎期間一〇か月で出生したが、出生時
の体重は二、二七五グラムの未熟児であった。
　そのため保育器に約一〇日間入るなど、約一か月間入院している状態であった。
　また、Ａ１４１は、本件接種の直前である九月初旬ころかぜをひき、医師の治療
をうけていた。いつもの気管支喘息の症状であった。
　一八日の接種当日には、熱もなく鼻水もせきも出ていなかったが、Ａ１４１は、
いわゆる病気あがりの状態であり、たまたま当日朝は熱が下がっていたものの体調
が回復していたとはいえなかったものである。
　右の事実は、当時の予防接種実施規則四条一号「医師が予防接種を行うことが不
適当と認める疾病にかかっている者」の禁忌に該当する。
　「３」　仮に前記「１」および「２」の事実が直ちに禁忌とはいえないとして
も、未乳児で出生した被害者Ａ１４１の生育経過の問題点及ひ直前にひいたかぜの
経過とその影響について慎重に診察を行うべきであったのであり、予防接種実施要
領第一の九（３）の「禁忌の判定が困難な異常」に該当する。
　したがって、本件接種は行うべきでなかった。
（別　紙）
＜記載内容は末尾３０添付＞
（別　紙）
＜記載内容は末尾３１添付＞
（別　紙）
＜記載内容は末尾３２添付＞
（別　紙）
＜記載内容は末尾３３添付＞
（別　紙）
＜記載内容は末尾３４添付＞
　　　　　　　　　理　　　　由
　第一　請求原因一（当事者）と同二（事故の発生）等について
　一　請求の原因第一項（当事者）の事実（ただし、右のうち当事者間に争いのあ
る「実施主体」の点及び被害児Ａ４４（一八）の「接種の性質」の点は除く。）が
認められることについては、原判決理由第二の一記載のとおりであるから、これを
引用する。
　二　請求の原因第二項一事故の発生一の事実が認められることは、原判決理由第
二の二記載のとおりであるから、これを引用する。
　三　なお、事実認定に供した書証等の成立（写しが証拠であるものについては原
本の存在及びその成立を含み、写真については各当事者が主張するとおりの写真で
あること。以下同じ。）について、原審提出の書証は原判決理由第一記載のとおり
であるから、これを引用し（なお、書証の表示の仕方についても、原判決の表示に
倣うこととする。）、当審提出の書証については、別紙「当審提出の書証成立関係
一覧表」記載のとおりである（右一覧表に記載のない書証等で、事実認定の用に供
したものの成立については、いずれも当事者間に争いがない。）。
　第二　因果関係について
　本件各事故が本件各接種に起因するものであることについては、原判決理由第二
の三記載のとおりであるから、これを引用する。すなわち、当裁判所も、ポリオ生
ワクチン接種により脳炎、脳症が発生すること及びインフルエンザワクチン接種に
よりアレルギー性脳炎が発生すること、並びに被害児Ｄ１（六の一）、同Ｄ２１
（八の一）、同Ａ２９（一〇の一）、同Ｄ２（一一の一）、同Ｄ３（一五の一）、
同Ａ５８（二四の一）に関する本件各事故が本件各接種に起因するものであるとの
事実についての控訴人の自白の撤回が、自白の内容が真実に反するものとは認めら
れず、許されないこと、被害児Ｄ２２（三二の一）、同Ａ８０（三三の一）、同Ｄ
２７（三五の一）、同Ａ９０（三八の一）、同Ｄ２４（四五の一）、同Ｄ９（四八
の一）、同Ｄ１０（五一の一）、同Ｄ６（五五の一）、同Ａ１３７（六一の一）に
関する本件各事故は本件各接種に起因するものであると認める。ただし、当事者双
方の当審における主張に対応して以下のとおり付加することとする。
　１　因果関係を認めるための要件
　訴訟上の因果関係とは一点の疑義も許さない自然科学的証明ではなく、経験則に
照らして全証拠を総合検討し、特定の事実が特定の結果発生を招来した関係を是認



し得る高度の蓋然性を証明することであると解される（最高裁昭和四八年（オ）第
五一七号、同五〇年一〇月二四日第二小法廷判決・民集二九巻九号一四一七頁参
照）ところ、この観点に照らすと、原判決の定立した、因果関係を認めるための四
要件は、充分合理性がある。
　控訴人は、原判決挙示の四要件のうち、空間的密接性は科学的概念で構成された
ものではないと主張するが、これは、疾病の生ずる部位（脳の各部位、脊髄、末梢
神経等）により予防接種後当該症状発生までの時間が変化する事情にあることに着
目して立てた条件であり（このことは、被控訴人らの主張及び甲第二〇六号証並び
に原審における証人Ｅ１の証言によって明らかである。）、時間的密接性の要件と
相俟って因果関係の認定が適切に行われることに資するものといわなければならな
い。控訴人の主張は採用することができない。
　また、控訴人は、「ワクチン接種のほかに原因となるべきものの考えられないこ
と」という要件は実質上立証責任の転換を図るもので不当であると主張する。
　しかしながら、予防接種による事故発生のメカニズムが既存の科学的知見と整合
し、それらによって合理的に説明されることを前提とした上、ワクチン接種と疾病
が時間的、空間的に密接しており、副反応の程度が他の原因不明のものよりも質量
的に非常に強いという要件が充足されている場合、当該疾病がワクチン接種により
生じたことの蓋然性は相当高度であるというべきであるから、他に明らかな原因が
考えられない以上、当該疾病をワクチン接種と因果関係あるものと認定すること
は、経験則上合理性があるものというべきであり、これを立証責任の転換を図るも
のというのは当を得ない。予防接種後の神経系疾患の臨床症状や所見は予防接種以
外の原因による疾患のそれと異ならないため、具体的に発生した疾患が予防接種に
よるものか、他に原因があるかを的確に判定することは困難であり、特に、脳炎・
脳症においては、原因不明のものが六〇ないし七〇パーセントを占めるから、その
判定はより困難であるとしても、その理は異ならない。なお、控訴人は、この要件
の代わりに、「少なくとも他の原因による疾病と考えるよりはワクチン接種による
ものと考える方が妥当性があること」を要件とすべきであるとするが、その妥当性
をどのようにして判定するかが正に問題なのであって、意味のある基準とはいえな
い。
　また、「副反応の程度が他の原因不明のものによるよりも質量的に非常に強いこ
と」という要件についても、他の原因による事故である可能性を薄めるための要件
であるから、この要件を置くことが特に不合理とはいえない。
　以上のとおりであって、厳密な病理学的な因果関係が不明で、かつ、ワクチン接
種後の疾病発生状況についての疫学的観点からの正確な調査も行われていない本件
においては、原判決採用の四要件は特段不合理なものとはいえず、控訴人の主張は
採用することができない。
　２　ポリオ生ワクチンと脳炎・脳症との因果関係について
　控訴人は、ポリオ生ワクチン接種により脳炎、脳症が生ずることは極めてまれで
あり、仮に生ずるとしてもポリオ様の手足の弛緩性麻痺を伴うと主張し、Ｅ１の説
は妥当性を欠くと主張する。そして、当審提出の乙第二四九号証及び当審における
証人Ｇ１の証言はこれに沿うものである。
　しかしながら、右Ｇ１証人の説は、ポリオ生ワクチンには、弱毒化したポリオの
生ウイルスの毒性以外毒性物質は何も含まれておらず、アレルゲンになるものが存
在しないため、Ｅ１説がいうところの遅延アレルギー型の脳炎が生じる余地がな
く、また、赤痢菌の場合のようにヒスタミン様物質が腸管内で産生することはない
こと、仮にポリオのような生ワクチンによって脳炎・脳症が引き起こされるとする
ならば、それは生きたウイルスそのものによって引き起こされる（Ｅ１説にいうウ
イルス血症型）以外にないことを前提とする。しかしながら、甲第一七六号証、第
二〇六号証、乙第七九号証、原審における証人Ｅ１の証言によれば、動物の腎細胞
内で繁殖させるポリオの生ワクチンの場合、その過程において様々な要因が働く可
能性があり、弱毒化したポリオ生ウイルスの毒性以外毒性物質が存在しないとは断
定できず、動物の神経組織と同じ成分を持った物質が生成されている可能性がある
こと（国立予防衛生研究所を中心とした多数の専門家により執筆された「日本のワ
クチン」《乙第七九号証》も、「基準に規定された製造法に従って製造され、ま
た、各種の試験法に合格した製品が、との程度に、重大な障害の起こる危険線から
離れているのか、また、動物を使う試験法の、免れ得ない試験結果のばらつきを、
十分カバーするたけの隔たりがあるのか、といった点でも、これまでの経験上たい
した事故がなかったという程度の答えしかできないことが少なくないのである。」



《四〇六頁》とか、「無菌試験や不活化試験で、菌やウイルスが検出されなかった
ことは、その検体にいかなる生きた微生物も全く存在しないことを意味するもので
はない。規定された方法、使われた方法では検出できなかっただけにすぎない。無
毒化試験や各種物質否定試験でも、同様に、その方法で検出できる濃度以下の含有
まで否定しているわけではない。」《四〇七頁》などと述べているところであ
る。）が認められるのである。そうすると、Ｅ１説を批判する説の前提である、ポ
リオ生ワクチンには弱毒化したポリオウイルス以外含まれていないということ自体
に疑問があることになる。
　さらに、前掲各証拠によれば、ポリオ生ワクチンによって腸内に増殖するポリオ
ウイルスとそれに関連する物質は赤痢菌と同様の毒素を産生しないとするＧ１証人
の説自体も、科学的に実証がされているわけではないのであるから、ポリオ生ワク
チンの投与によって腸内に増殖するポリオウイルスが、赤痢菌の場合と同様、ヒス
タミン様物質を産生するという理論は、なお一つの科学的仮説として意味を持つこ
とを否定できないと認められる。また、Ｇ１証人は、ヒスタミン様物質が脳という
臓器に特異的に作用するということはいえず、それは全身の血管について血管の拡
張を起こすはずであるから、ヒスタミン様物質が作用するとした場合、いわゆるシ
ョックといわれる循環障害の重い反応が出るはずであると述べるが、Ｅ１説も、脳
以外の組織でヒスタミンないしその類似物質が過剰に生産され、血流によって脳に
到達すれば、急性脳症、脳浮腫を来し、それにショック症状も合併する以上、それ
は全身性の血行障害の存在を意味するものであり、ヒスタミン様物質は何ら脳特異
性のものではないと主張している（甲第二〇六号証参照）のであるから、右の点は
Ｅ１説の科学的仮説としての合理性を直ちに否定するものではないと考えられる。
　そして、実際にも、ポリオ生ワクチン接種の副反応として遅延アレルギー型の脳
脊髄白質炎が生じたとみる余地のある症例がドイツのＦ１教授によって紹介されて
いるところである（甲第一六〇号証）。右で紹介されている六つの症例はいずれも
ポリオ生ワクチン投与後に生じた脳脊髄白質炎であり、そこでは厳密な意味で生ワ
クチン接種との因果関係が論じられているわけではないが、Ｅ１説にいう遅延アレ
ルギー反応型の脳炎の実例として充分説明ができるものである（なお、右証拠によ
れば、Ｆ１教授自身も、これらの症例につき、現在の知見ではその因果関係を否定
し得る根拠はないとしていることが認められる。）。また、埼玉大学のＦ２教授の
一剖検例報告（甲第一六二号証）も、ポリオ生ワクチン投与後に生じた急性脳症の
事例に関するもので、それ自体ではワクチン投与との因果関係を実証するものでは
ないが、Ｅ１説の一つの傍証となり得る。また、ポリオ生ワクチンの投与により即
時型アレルギーの症状を示したとの報告（甲第二〇四号証）も存在するところであ
って、これもＥ１説の裏付けとなるものである。
　さらに、甲第七〇号証によると、厳密な意味で統計的に有意な差があるとまでは
いえないにせよ、ポリオ生ワクチン接種後生じた脳炎・脳症には接種後一週間前後
を中心とした統計的なある程度の集積性がみられる。また、ポリオ生ワクチン接種
と脳炎・脳症との因果関係を必ずしも否定しない学者が他にも存在する（Ｅ３・甲
第一八〇号証）。そして、何よりも、権威ある学者等を結集したと推認される国の
予防接種調査会自体が、本件被害児に対する予防接種法（以下「法」という。）に
基づく給付の審査に際し、手足の弛緩性麻痺を伴わないものも含めてポリオ生ワク
チンと脳炎・脳症との因果関係を肯定し、これを受けて厚生大臣は、疾病が予防接
種によるものであることを認定しているのである（この事実は当事者間に争いがな
い。）。そして、法一六条は、「当該疾病、障害、死亡が当該予防接種を受けたこ
とによるものであると認定したときは」と明確に規定しているのであるから、行政
上の救済措置であるから因果関係の判断はあいまいなままで認定したということは
できず、控訴人国も、その時点でポリオ生ワクチンから脳炎・脳症が発症すること
があるということを事実上認めたものといわざるを得ない（なお、本件全証拠によ
るも、特に右認定時点以後に医学上の新たな知見が加わり、従来と異なる判断がさ
れるのもやむを得ないというような事情が存在することを認める証拠はない。）。
　このようなことを総合すると、ポリオ生ワクチン接種から脳炎・脳症が発症する
ことがあるものというべきである。
　第三　損失補償請求について
　一　損失補償請求の訴えの適法性の有無
　１　控訴人は、東京地方裁判所昭和五六年（ワ）第一五三〇八号事件以外のその
余の事件については、民事訴訟法に基づいて審理されるべき訴え（以下「民事訴
訟」という。）である国家賠償請求の訴えに行政事件訴訟法に基づいて審理される



べき訴え（以下「行政訴訟」という。）である損失補償請求の訴えを追加的に併合
提起したものと解されるものであるが、行政事件訴訟法上、民事訴訟に行政訴訟を
追加的に併合することは許されないから、裁判所は、損失補償請求への訴えの追加
的変更を不許する旨の裁判をするべきであり、また、右一五三〇八号事件について
は、併合要件を欠く損失補償請求に係る訴えを同一の訴状をもって、選択的併合の
趣旨で提起したものであるから、右の訴えは不適法な訴えとして却下すべきである
と主張する。
　２　確かに、控訴人主張のように、本件は、当初国家賠償法一条に基づく損害賠
償請求事件として提訴（東京地方裁判所昭和四八年（ワ）第四七九三号）され、そ
の後同じ国家賠償法一条に基づく損害賠償請求として追加提訴された事件（東京地
方裁判所昭和四八年（ワ）第一〇六六六号、昭和四九年（ワ）第一〇二六一号、昭
和五〇年（ワ）第七九九七号及び第八九八二号《ただし、右第八九八二号事件は、
その後取り下げられた。》）が順次併合されて審理が進められていたところ、昭和
五三年九月二九日付けの準備書面（一六）において原告から初めて憲法に基づく損
失補償の請求がされるに至ったこと、その後、更に国家賠償法一条を根拠に損害賠
償を請求する東京地方裁判所昭和四七年初第二二七〇号及び国家賠償法一条に基づ
く損害賠償と憲法に基づく損失補償を請求する昭和五六年（ワ）第一五三〇八号が
併合されたことは、記録上明らかである。
　そして、憲法を根拠として国に対して損失補償を請求する訴えと国家賠償法に基
づき損害賠償を請求する訴えとは訴訟物の異なる別個の訴えであり、前者の訴えは
行政事件訴訟法四条にいう「公法上の法律関係に関する訴訟」に当たり、後者の訴
えは民事訴訟法に基づいて審理される民事訴訟に当たると解されることも、控訴人
の主張のとおりである。したがって、両者の訴えを併合することの可否が問題とな
る。
　３　まず、右一五三〇八号事件については、訴状において既に損失補償請求権に
基づく請求と国家賠償法に基づく請求の両者が記載されていることに照らすと、行
政事件訴訟法四一条二項、一六条を根拠に、右二つの訴えは当初から併合して提起
されたものと認められる。しかも、両者の訴えは、同一の予防接種の副反応事故を
巡る損失補償請求と国家賠償請求であるから、行政事件訴訟法一三条六号の関連請
求に当たることは明らかであり、また、原審の東京地方裁判所が国を被告とする本
件損失補償請求訴訟の管轄権を有することも疑いないところである（民事訴訟法四
条二項参照）から、右事件は、損失補償請求に関連請求に係る訴えである国家賠償
請求を併合して提起したものと認められる。したがって、右併合提起は、行政事件
訴訟法一六条の要件を具備しており、適法というべきである。
　４　次に、右一五三〇八号事件以外の事件について検討する。
　この点については、仮に控訴人の主張するように民事訴訟に行政訴訟を追加的に
併合することが許されないという立場を採ったとしても、行政事件訴訟法七条、民
事訴訟法一三二条は、行政訴訟と民事訴訟との弁論の併合を許容していると解され
ないかを検討する必要がある。
　そして、右については、以下の理由により、行政訴訟と民事訴訟との弁論を併合
することは許されると解すべきである。すなわち、民事訴訟法二二七条は、訴えの
客観的併合につき、「同種ノ訴訟手続ニヨル場合ニ限リ」という文言を置いて、異
種の訴訟手続によるものは併合を認めないことを明らかにしているが、同法一三二
条においては文言上そのような限定が付されていないところ、弁論の併合は裁判所
の訴訟指揮によりされるものであって、当事者のイニシアティブによりされる民事
訴訟法二二七条の訴えの客観的併合の場合より広く認めることには根拠がないとは
いえないこと、行政事件訴訟法一三条の規定は、移送された関連請求に係る訴え
（その中には民事訴訟も含まれる。）と行政訴訟との弁論の併合をすることを当然
予定している規定であることが、その理由である。
　そうすると、本件では、前記のように、損失補償請求の訴えについても原審の東
京地方裁判所に管轄があるから、いったん損失補償請求の訴えを別個独立に東京地
方裁判所に提起した上で、裁判所が職権でこれと損害賠償請求の訴えとの弁論の併
合をすることができることになる。
　また、行政訴訟を民事訴訟に追加的に併合することが許されないとしたときで
も、右行政訴訟は、原則として、これを民事訴訟から分離して、独立の訴えとして
取り扱うべきである（なお、最高裁昭和五五年（行ツ）第一四一号、同五九年三月
二九日第一小法廷判決参照）。
　ところで、本件の審理経過をみるに、右二つの訴えは、原審において、特段釈明



等もされないまま、そのまま併合して審理され、判決されたこと、控訴人（被告）
からも、当審の平成三年八月八日の第二五回口頭弁論期日までは、併合審理するこ
とにつき特に異議は出されていなかった事実が認められる。
　このような審理経過からすると、本件は、本来ならば明示的に、いったん国家賠
償請求の訴えから損失補償請求の訴えを分離する旨の決定がされ、その後再び両者
の弁論を併合する旨の決定がされるべきであったはずのところ、その過程が黙示的
にされたと認めるのが相当である。
　なお、両者の訴えについては、昭和五五年一〇月一三日の第四四回口頭弁論期日
において原告ら（被控訴人ら）により選択的併合の関係にある旨が明らかにされて
いる。これは、弁論の併合をした当初段階では単純併合の関係にあったものを、選
択的併合に併合の態様を変更する意味を持つと解される（すなわち、両請求につい
て並列的に審判を求めるというものから、どちらかの請求が認容されれば、他の請
求については審判を求めないというものに変更するものである《実質的にみると、
これは条件付きの訴え取下げの意味を持つと考えられる。》。）。このような併合
の態様の変更も一種の訴えの変更と解される。そして、本件のように、二つの訴え
が、一方の請求権が満足されれば他方の請求権は実体的には消滅を来すというよう
な関係にある場合は、このような変更を認めても被告（控訴人）が特段不利益を受
けるとは考えられないから、特にこのような変更は許されないとする根拠は見い出
し難い。のみならず、控訴人は右変更に特に異議を述べず、実体上の争点について
反論してきたのであるから、右変更はいずれにしても適法であるというべきであ
る。
　５　そうすると、控訴人の主張のように、民事訴訟に行政訴訟を追加的に併合す
ることが許されないとしても、本件では、損失補償請求と国家賠償請求とは適法に
（選択的に）併合されていると解されるから、控訴人の主張は採用し難い。
　<要旨第一>二　損失補償請求権の存否</要旨第一>
　そこで、次に、予防接種による重篤な副反応により生命や健康を著しく損なった
ことに対して、憲法二九条等を根拠として損失補償請求権が発生するか否かについ
て判断する。
　被控訴人らは、本件予防接種被害は、伝染病の予防という公共目的実現のための
行為たる予防接種により当然受忍すべき不利益の限度を著しく逸脱した特別の犠牲
と評価できるところ、財産権に課せられた特別の犠牲による損失に対しては憲法二
九条三項により正当な補償が義務付けられるのであるから、個人の尊重をうたう憲
法一三条、法の下の平等を定める一四条一項、健康で文化的な生活を営む権利を定
める二五条の趣旨からして、生命・健康にかかる特別犠牲による損失に対しても、
憲法二九条三項を類推適用して、当然補償請求ができると解されると主張する。
　確かに、昭和二三年に制定された法は、予防接種を法律上の義務として広汎に実
施することにより伝染病の予防を図ろうとするものであって、国家又は地域社会に
おいて一定割合以上の住民が予防接種を受けておけば、伝染病の発生及びまん延の
予防上大きな効果があることに着目して、主として社会防衛の見地から国民に対し
て接種を義務付けているものである。法一条において、「伝染の虞がある疾病の発
生及びまん延を予防するために、予防接種を行い、公衆衛生の向上及び増進に寄与
することを目的とする。」とあるのは、この趣旨である。また、後記第四の二２
（一）（２）ないし（六）認定のように、ポリオ生ワクチン、インフルエンサワク
チン及び日本脳炎ワクチンについては、ある時期法律の根拠によらず、行政指導の
形で国民に接種を勧奨し、任意に接種を受けてもらういわゆる勧奨接種が実施され
たが、それも回しく社会防衛、集団防衛の目的を有していたものである（右事実は
当事者間に争いがない。）。他方、後記第四の二２（二）認定のように、予防接種
は異物であるワクチンを人間の体内に注入するものであって、それなりの危険を伴
い、脳炎、脳症といった生命にもかかわるような重篤な副反応が発現することも絶
無ではないことが、経験的に知られている。しかしながら、このような事故に対し
て損失補償請求権が当然生ずるか否かについては、公権力の行使によって国民の利
益が侵害された場合につき、憲法が全体としてどのような定めを置いているかを検
討しなければならない。
　この点だついて、憲法一七条は、まず公務員の違法行為によって生じた損害につ
き、「法律の定めるところにより、その損害の賠償を求めることができる。」とし
て、とのような場合に賠償を請求できるかの具体的要件の定め方は法律にゆだね
た。そして、これを受けて国家賠償法が制定され、その一条において「公権力の行
使に当たる公務員が、その職務を行うについて、故意又は過失によって違法に他人



に損害を加えたときは、……これを賠償する責に任ずる。」と定め、国の公権力を
行使する公務員の違法な行為については、故意又は過失という主観的帰責事由がな
いときは、国は損害賠償の責任を負わないこととされた。そして、このような国家
賠償法の定め方は、一般に違憲とは解されていない。すなわち、憲法は、国家の違
法な公権力の行使により生じた損害をすべて補填することを当然には要求していな
いと解されるのである。なお、このような国家賠償制度も、国民の納める税によっ
て運用されるのであるから、国民全体による損害の分担という意味を持つのであ
り、公権力の行使の過程で特定の個人に生じた損失を国民全体で補填する実質を有
するのであって、正義実現のための公平原則ないし平等原則に結び付くものであ
る。
　他方、憲法二九条三項は、国が、私有財産を公共のために用いるときは、補償を
求めることができるとする。この補償は、公共目的遂行のために特定の国民に生じ
た損失を国民全体で負担するというものであるから、右国家賠償の場合同様、公平
原則に実質的根拠の一つを負うものと理解される。そして、同条項が対象としてい
るのは、二九条全体の文言ないし構造及びその沿革からして、財産権の侵害の場合
に限られ、かつ、財産権を法に基づいて適法かつ意図的に侵害する場合である。こ
のように、同条が対象とするのは財産権を適法に侵害する場合であるから、前記の
違法な行為を対象とする国家賠償ではまかなえない分野の損害填補を規定している
ものということができる。
　さらに、憲法四〇条に刑事手続による生命・身体の自由の侵害に対する損失補償
の規定（四〇条。抑留又は拘禁が違法であったか適法であったかを問わず補償を認
めるものである。）が置かれている。これは、憲法上刑事手続による場合は、公権
力による生命・身体の自由に対する侵害が許容されていること（なお、個人の尊厳
の確立を基本原理とする憲法秩序の下では、生命・健康といった非財産的利益に対
する適法な侵害という事態は、刑事手続による場合を除いて考え難いというべきで
ある。）から、その場合の損失補償につき規定を置いたものと理解される。
　これらの規定を総合すると、憲法は、公権力の違法な行使によって生じた損害
（財産的損害であると非財産的損害であるとを問わない。）については憲法一七条
に規定を置き、それではまかなえない財産権に対する公権力による適法な侵害に対
しては憲法二九条三項で損失補償を定め、また、身体の自由や生命という非財産的
利益に対する適法な侵害が憲法上許容されている刑事手続の場合について憲法四〇
条に損失補償の規定を置き、全体として公権力の行使による個々の国民の利益侵害
に対する損害填補について一つの体系を形作っているものと認められる。そして、
憲法は、公務員の違法な行為により特定の国民が被った損害のすべてを国家で負担
することまでは要求していないと解されるのである。
　ところで、予防接種による重篤な副反応事故の場合を考えると、ここでいう副反
応事故とは生命を失ったり、それに比するような重大な健康被害を指すのであるか
ら、法が予防接種を強制する結果として特定の個人にそのような重大な被害が生ず
ることを容認しているとは到底解することができない。個人の尊厳の確立を基本原
理としている憲法秩序上、特定個人に対し生命ないしそれに比するような重大な健
康被害を受忍させることはできないものである。予防接種によりまれではあるがそ
のような被害が生ずることが知られているとしても、そのことから直ちに、法が特
定個人に対するそのような侵害を許容している（特定個人にそのような被害を受忍
することを義務付けている）と結論付けることは到底できないものといわなければ
ならない（なお、このようにいうことから、逆に法が予防接種を国民一般に義務付
けること自体が直ちに違憲であるなどということにはならない。当該予防接種制度
の公益性、公共性を考えると、法秩序上是認できない損失がまれに生ずるとして
も、制度全体としては、これを適法かつ合憲と評価すべきものである。）。講学上
の人的公用負担においても、このような生命ないし健康に対する重大な侵害までを
負担内容として認めることはできないものである。
　このように、法は予防接種を義務付けているが、予防接種の結果として重篤な副
反応事故が生ずることを容認してはいないのであるから、客観的にみると（現在の
医学でその結果を事前に具体的に予見できるかどうかは別として）、ある特定個人
に対し予防接種をすれば必ず重篤な副反応が生ずるという関係にある場合には（予
見できないためその判断が事前にはできないとしても）、当該個人に対して予防接
種を強制することは本来許されないものであるといわなければならない。その場合
は、予防接種の強制の事前差止めを求める余地さえ生ずる可能性があるということ
ができる。それ故、法一二条は、「腸チフス又はパラチフスの予防接種を行うとき



は、あらかじめその予防接種に対する禁忌徴候の有無について健康診断を行わなけ
ればならない。禁忌徴候があると診断したときは、その者に対して予防接種を行っ
てはならない。」との規定を置き、また、法一五条を受けて、厚生省令等の形式
で、禁忌や予診についての規定を設けて、重篤な副反応事故が起こる蓋然性の高い
者を予防接種の対象から除外する措置を採っているのである。このように、予防接
種により重篤な副反応が生じた場合には、本来当該個人には予防接種を強制すべき
でなかったという意味で、予防接種の強制は違法であったということができる。ま
た、予防接種を受けるかどうかを形式的には国民の任意に委ねている勧奨接種の場
合も、その実態が、後記認定（第四の二２（一）（２））のように、強制接種と変
わらないものであるとするならば、右の議論がそのまま妥当する。したがって、以
下においては、この勧奨接種の場合も当然含めたものとして論ずることとする。
　このような違法な強制の結果被害を受けた個人が国に対して責任を問えるか否か
は、前記のような現行憲法の体系の下では、本来、憲法一七条の国家賠償の問題で
あるというべきである。そして、予防接種による重篤な副反応の発生の過程で公権
力を行使した（国の）公務員に故意又は過失があった場合を想定すると、その場合
の接種は違法であって、国家賠償法一条により責任を問うことができることは明白
である。これに対し、公務員に主観的要件かないという場合を想定すると、憲法一
七条を受けて制定された国家賠償法が任過失責任を採用しなかった結果として、国
家賠償法上の責任は問えないということになるにすぎない。そして、そのような結
果は、憲法自体が、前記のように、公権力行使による特定個人の損失と国民全体の
負担の調整の結果として、容認しているところといわなければならない。
　もっとも、被控訴人は、本件予防接種被害は、適法な公権力の行使（予防接種）
による意図せざる侵害である、あるいは違法な公権力の行使による意図せざる侵害
であるとしても、憲法二九条三項は、財産権に対する侵害が特別の犠牲に当たるか
どうかだけを補償の要件としており、国家の財産権侵害行為が適法か違法か、意図
的侵害か非意図的侵害かといった点は問わないものであるところ、本件の予防接種
被害が、公共目的の遂行により特定少数の者に生じた生命・健康に対する著しい侵
害であって特別の犠牲に当たることは明らかであり、しかもここで特別の犠牲の対
象とされた人間の生命・健康は、憲法上、財産権よりもより高い価値を与えられて
いるから、その侵害に対しては、当然、憲法二九条三項が類推され、損失補償請求
権が生ずると主張する。
　しかしながら、前記のように、本件予防接種被害を適法行為による侵害であると
みることはできないものであり（なお、憲法二九条三項は、適法行為による意図せ
ざる侵害までも対象としているということができないと解すべきであるが、その点
はしばらくおく。）、また、憲法二九条三項を違法な侵害行為にまで拡張して解釈
することは、前記の体系の下で右条項は法に基づく適法な侵害に関する規定である
ことが明らかであるから、憲法解釈の枠を超えるものというべきである。
　控訴人は、右のような主張の根拠としてドイツの判例等を引用するが、ドイツに
おいては、現行のボン基本法よりはるか以前のプロイセン一般国法七四条、七五条
に定式化された犠牲補償請求権の法理が長い歴史の積み重ねを経て、慣習法ないし
法の一般原理として妥当しているのであり、予防接種被害に対する救済を認めたド
イツの裁判例自体もこの犠牲補償請求権に依拠しているのである。これに対して、
我が国では、そのような伝統が全くなく（明冶憲法の下では、国の責任は極めて限
定された範囲でしか認められていなかった。）、現行憲法において初めて国家賠償
や損失補償に関する規定が置かれたのであるから、ドイツとは事情が異なり、ドイ
ツの判例が依拠する犠牲補償請求権の法理等は根拠とはなし難いものというべきで
ある。
　むしろ、従来、我が国では、控訴人が主張する、「特別犠牲」の観点からすると
損失補償の問題として捉えられる事柄についても、一貫して国家賠償の問題として
捉え、処理されてきたのである。仮に、被控訴人らのいうように、特別の犠牲とい
う要件を充足さえすれば、損失補償請求権が生ずるとすると、一般に公権力の行使
はすべて公共目的のため行使されるものであるから、その適用範囲は極めて広くな
るおそれがあり、その外延は不明確となり、憲法の体系が崩されて国家賠償と多く
の場面で競合し、国家賠償法が故意・過失という主観的要件を要求していることの
意味を失わせ、実質上違法無過失責任を認めることに繋がりかねないのである。
　のみならず、もともと、生命身体に特別の犠牲を課すとすれば、それは違憲違法
な行為であって、許されないものであるというべきであり、生命身体はいかに補償
を伴ってもこれを公共のために用いることはできないものであるから、許すべから



ざる生命身体に対する侵害が生じたことによる補償は、本来、憲法二九条三項とは
全く無関係のものであるといわなければならない。したがって、このように全く無
関係なものについて、生命身体は財産以上に貴重なものであるといった論理により
類推解釈ないしもちろん解釈をすることは当を得ないものというべきである。
　以上のとおりであるから、憲法二九条三項を、公権力の行使が適法か違法かを問
わず、特別の犠牲が結果として生ずれば損失補償を命じた規定と解した上、予防接
種被害も同様に特別の犠牲と観念し得るが故に、損失補償請求ができると解釈する
ことはできないものといわなければならない。
　なお、憲法一三条、一四条一項、二五条等から、生命・健康に対する特別の犠牲
に対しては補償請求権が実体法上の権利として生ずるとする考え方もあるが、この
考え方も採用することができない。確かに、憲法一三条、一四条、二五条の趣旨等
にかんがみると、公共目的遂行の過程で生した人身事故については、何らかの救済
をすることが望ましいということがいえなくもないが、他方、前記のように、現行
憲法は、一七条、二九条三項、四〇条において体系的に国家の公権力の行使の過程
で特定の国民に生じた損失填補の要件を定めた上、違法行為に対する損害填補を定
めた憲法一七条においては、特定個人に対する損失と国家（国民全体）の負担の調
整の結果として、違法であっても主観的責任のない行為については、それにより生
じた損害がいかに重大なものであろうと、損害填補を必ずしも要求していないので
あるから、憲法の前記各条項から当然に損失補償が義務付けられるとは到底いうこ
とができない。
　また、右の点はしばらくおくとしても、憲法一三条は、個人主義を基調とする自
由権的基本権ないし基本的人権を一般的、抽象的、包括的に宣言しているものであ
って、同条から国民が国に対して何らかの実体法上の請求権を取得することは考え
られない。憲法一四条も、平等主義の原則を一般的に宣言したものであり、裁判規
範としては、差別を内容とする行為（法律ないし行政行為）を違法・無効とする
（なお、それにより生じた損害に対して国家賠償法により損害賠償が命じられるこ
ともあるにすぎない。）にとどまるものであって、国家に対して実質的平等を実現
するよう要求する権利まで含むものではない。また、憲法二五条は、福祉国家の理
念に基づきすべての国民が健康で文化的な生活を営み得るよう国政を運営すべきこ
とを国の責務として宣言したのであって、国家行為による生命・身体への侵害に対
する保護に関する規定ではないから、同条から補償請求権を直接根拠付けることも
困難である。そして、このような性質を有する規定を幾ら総合しても、そこから実
体法上の請求権が生ずることはないといわなければならないから、この点からして
も、右各条項から損失補償請求権を根拠付けることはできない。
　以上のとおりであるから、本件予防接種被害につき、憲法上損失補償請求権が当
然存在するということはできないものといわなければならない。
　第四　禁忌該当者に予防接種を実施させないための充分な措置をとることを怠っ
た過失について
　一　禁忌該当者であることの推定について
　１　予防接種によって重篤な後遺障害が発生した場合には、昭和四五年厚生省令
第四四号による改正前の予防接種実施規則（昭和三三年厚生省令第二七号。なお、
以下では昭和五一年厚生省令第四三号による改正に至る前の予防接種実施規則を
「旧実施規則」と総称する。）四条所定の禁忌者を識別するために必要とされる予
診が尽くされたが禁忌者に該当する事由を発見することはできなかったこと、被接
種者が右後遺障害を発生しやすい個人的素因を有していたこと等の特段の事情が認
められない限り、被接種者は禁忌者に該当していたものと推定される（最高裁昭和
六一年（オ）第一四九三号、平成三年四月一九日第二小法廷判決・民集四五巻四号
三六七頁参照）。なお、右判決は、直接的には、痘そうの予防接種についてのもの
であり、また、昭和四五年改正前の旧実施規則四条所定の禁忌者について判示した
ものであるが、右の理は、種痘以外の予防接種についても、また、昭和三九年改正
前の旧実施規則、昭和四五年改正後の旧実施規則（後記二２日（三）（６）参照）
及び旧実施規則制定前の各予防接種施行心得（後記二２（三）（２）参照）所定の
禁忌者についても同様に当てはまるというべきである。
　２　もっとも、控訴人は、以下の四名については、接種担当の医師において予診
を尽くしたが、禁忌者に該当すると認められる事由を発見できなかったという特段
の事情が存在すると主張するので、この点を検討する。
　（一）　被害児Ｄ７（三〇）
　控訴人は、同児は、昭和四八年六月に東京都世田谷区ｅ１１会館において種痘の



接種を受けたものである（この事実は当事者間に争いがない。）が、医師会で接種
を担当した医師は同児の普段からの掛かりつけの医師であって、同人は、当然同児
の健康状態を熟知していたはずであるから、そのような医師が提出された問診票の
内容を検討し、かつ、当日被接種者を少くとも視診している以上、後記最高裁昭和
五一年九月三〇日第一小法廷判決が判示した程度に予診が尽くされたというべきで
あると主張する。
　確かに、原審において被控訴人Ａ７３は、被害児の接種を担当し、かつ、問診を
したのは同児の掛かりつけの医師であったこと、同人は被害児の健康状況をよく知
っていた旨供述するが、甲第四三〇号証の五（問診票）及び右被控訴人本人尋問の
結果によると、被害児の掛かりつけの医師と接種に際し提出された問診票に予診担
当医師として記載されている医師とは別人であることが認められるところ、被害児
を接種会場に連れていったのは母親であって、右被控訴人は、直接現認したわけで
はなく、被害児の母親からの伝聞を述べているにすぎないものであること、本件接
種の昭和四八年という時期からみると、後記二２（八）（４）認定のような渋谷区
予防接種センターの方式を踏襲して、予診担当医師と接種担当医師とが別人であっ
たのに、不馴れな母親が、接種そのものを担当した顔馴染みの医師のことのみを記
憶していて、予診担当医師の存在を明確に認識しなかったという可能性もあること
等を総合すると、右被控訴人の供述のみではなお、本件被害児の予診を担当した医
師が同児の掛かりつけの医師であったと認めるに足りず、むしろ、予診担当医師
は、問診票記載のとおり、掛かりつけの医師とは別人であったものと認めるのが相
当である。そうすると、控訴人の主張はその前提を欠くというべきである。
　そして、他に同児につき予診を尽くしたが禁忌者に該当すると認められる事由を
発見できなかったと認めるに足る証拠はない。
　（二）　被害児Ａ１００（四二）
　控訴人は、本件被害児は、昭和四三年五月二二日、幼稚園においてポリオ生ワク
チンの予防接種を受けたものである（この事実は当事者間に争いがない。）が、右
接種においては、問診票が利用されたところ、右問診票には異常を示す記載はなか
ったのであり、接種担当医師は、当然、右問診票をチエックし、被接種者の視診を
行った上異常がないと認めて接種を行ったものと推認されるから、本件は、禁忌を
識別するために必要とされる予診を尽くしたのに禁忌に該当する事由を発見できな
かったというべきであると主張する。
　確かに乙第四四二号証によれば、本件接種においては問診票が利用されており、
提出された問診票にはすべて異常がない方に丸が付されていたことが認められる
が、原審における被控訴人Ａ１０２本人尋問の結果によれば、接種担当の医師は、
問診票を受け取っただけで、直ちに接種を実施したことが認められるのであって、
被接種者を充分視診したものとは認めることができない。しかも、本件で使用され
た問診票の内容が仮に充分なものであったとしても、後記二２（七）認定のよう
に、専門家でない者が記入した問診票である以上、禁忌を識別するためには、接種
担当医師はなお問診等をする必要があったのであるから、本件では到底予診を尽く
したということはできない上に、本件で使用された問診票は、例えば熱の有無を尋
ねる項をみると、熱の有無をあるかないか抽象的に尋ねているだけで、体温測定を
現実にさせた上でその結果を記入させるようにはなっていないが、しかしながら、
後記二２（七）認定のように、乳幼児の場合、保護者が熱がないと思っていても現
実には熱があったということが往々見られるのであり、熱があるかないかだけを問
う本件の問診票は、問診票としてはそれ自体不充分なものであった。このような問
診票の記載に依拠してそれ以上は予診を行わなかったという点からも、禁忌を識別
するに足りる予診が尽くされたと認めることはできないものといわなければならな
い。
　（三）　被害児Ｄ８（四六）
　控訴人は、本件被害児は、昭和四七年六月三〇日、Ｆ２３小児科医院において三
種混合ワクチンの個別予防接種を受けたものである（この事実は当事者間に争いが
ない。）が、同医師は同児の掛かりつけの医師として同児の接種前の健康状態を熟
知しており、しかも、接種の際問診はもちろん、視診、聴打診、検温等必要な限り
の予診を尽くしたが、同児が禁忌者に該当するとする事由を見い出せなかったと主
張する。
　確かに、甲第四四六号証の五及び原審における被控訴人Ａ１１０本人尋問の結果
によれば、接種をしたＦ９４医師は被害児の掛かりつけの医師であったこと、接種
前、検温をし、かなりていねいに問診や聴打診等を実施した上、接種を行ったこと



が認められる。しかし、右被控訴人尋問の結果によると、当時同人の居住していた
地域では、三種混合ワクチンにより重篤な副作用が生ずるという事実は殆ど知られ
ておらず、接種後本件被害児に高い発熱が続いた際にも、診察した右Ｆ９４医師ら
からは、三種混合ワクチンによる重篤な副反応の可能性があるといった話は全く出
なかったこと、後記二２（一〇）、（二）認定のように、昭和四七年ころは、いま
だ一般に、接種を担当する医師や国民に予防接種の副反応や禁忌の内容について周
知が充分尽くされていなかった状況にあったことに照らすと、右被控訴人の供述の
みでは、接種を担当した医師が、後記二２（七）認定の、禁忌を識別するのに必要
な事項全部に亘って問診等の予診を尽くしたとは直ちに断定できないというべきで
あり、他に本件で禁忌を識別するに足る予診が尽くされたと認める証拠はない。
　（四）　被害児Ａ１３６（六〇）
　控訴人は、本件被害児は、昭和四九年四月一二日、町立母子センターにおいて種
痘の接種を受けたものである（この事実は当事者間に争いがない。）が、右接種に
おいては問診票が用いられており、そこには何ら異常を示す記載はされていないの
であり、接種担当者は、このような問診票をチェックし、被接種者を視診した上で
接種を実施したものと思われるから、禁忌者を識別するに足る予診を尽くしたが、
禁忌者に該当する事由を発見できなかったというべきであると主張する。
　確かに、乙第二四五号証及び原審における被控訴人Ｃ１７本人尋問の結果による
と、問診票には異常がない方にすべて丸が付けられていたことが認められるが、他
方、右証拠によれば、接種に際しては、問診票を役場の職員に出し、役場の職員が
それをチェックしただけで、それ以上接種を担当する医師や保健婦が直接問診した
り、充分視診したりすることなく接種が実施されたことが認められる。したがっ
て、本件でも、禁忌者を識別するに足る予診が尽くされたということはできない
（問診票に異常を示す記載がないということだけで、それ以上医師が問診等をしな
くとも予診を尽くしたということができないことは、前記のとおりである。）。
　（五）　結論
　以上のとおりであるから、本件被害児六二名は、いずれも接種当時施行されてい
た各予防接種施行心得ないし旧実施規則にいう禁忌者に該当していたものと推定さ
れる。
　二　厚生大臣が禁忌該当者に予防接種を実施させないための充分な措置をとるこ
とを怠った過失について
　１　前記のように、昭和二三年に制定された法は、国家又は地域社会において一
定割合以上の住民が予防接種を受けておけば、伝染病の発生及びまん延の予防上大
きな効果があることに着目して、主として社会防衛の見地から国民に対し接種を義
務付けるものである。また、後記２（一）（２）認定のように、ポリオ生ワクチ
ン、インフルエンザワクチン及び日本脳炎ワクチンについては、ある時期法律の根
拠によらず、行政指導の形で国民に接種を勧奨し、任意に接種を受けてもらういわ
ゆる勧奨接種が実施されたが、それも同じく社会防衛、集団防衛の目的を有してい
たものである。
　ところで、後記２（二）認定のように、予防接種は、異物であるワクチンを人間
の体内に注入するものであって、それなりの危険を伴い、軽度の発熱、発赤、発疹
等の副作用が相当程度生ずることが知られている。さらに、脳炎・脳症といった生
命にもかかわるような重篤な副反応が発現することも絶無ではないことが、経験的
に知られている。特に、種痘の副反応として種痘後脳炎が発症する事実は、古く戦
前から認識されていたところである。
　法は、社会防衛の見地から国民に予防接種を義務付けているが、そのことが同時
に、接種を受ける個々の国民に、軽度の発熱、発赤、発疹といったそれほど症状の
重くない副反応はともかくとして、その程度を越えた、生命にもかかわるような重
篤な副反応が生ずるのを受忍することまで義務付けているものでないことは当然で
ある。そして、このように予防接種によって生命にもかかわる重篤な副反応事故が
生ずる危険性がある以上、予防接種を強制する国としては、予防接種を受ける個々
の国民との関係で、可能な限り、予防接種によってこのような事故が生じないよう
努める法的義務があるというべきである。
　法（昭和五一年法律第六九号による改正前の法を指す。以下同じ。）自体も、特
に戦前から症状の激しい副反応が生ずることが知られていた腸チフス・パラチフス
につき、一二条に、「腸チフス又はパラチフスの予防接種を行うときは、あらかじ
めその予防接種に対する禁忌徴候の有無について健康診断を行わなければならな
い。禁忌徴候があると診断したときは、その者に対して予防接種を行ってはならな



い。」との規定を置いて、その趣旨を表しているが、この趣旨は、単に腸チフス・
パラチフスの予防接種のみに止まるものではなく、すべての予防接種について妥当
するものであるといわなければならない。すなわち、法三条は、その一項におい
て、「何人もこの法律に定める予防接種を受けなければならない。」と規定してい
るが、前記のとおり、法が制定された昭和二三年当時既に、予防接種によってまれ
ではあるが脳炎・脳症といった重篤な副反応が生じることが知られていたのである
から、法三条一項の規定を文字どおりすべての人に予防接種を受ける義務を課した
ものと解釈することはできない。けだし、客観的にみて、予防接種をすれば必ず重
篤な副反応が生じる者がいる場合に、その者に対しても予防接種を受ける義務を課
したものと解することはできないからである。したがって、「予防接種を行うとき
は、あらかじめその予防接種に対する禁忌徴候の有無について健康診断を行わなけ
ればならない。
　禁忌徴候があると診断したときは、その者に対して予防接種を行ってはならな
い。」という前記腸チフス・パラチフスの予防接種に関する規定は、すべての予防
接種について妥当するものというべきである。そして、法一五条は、「この法律で
定めるものの外、予防接種の実施方法に関して必要な事項は、省令で定める。」と
省令への委任を規定しているが、この省令で定めるべき予防接種の実施方法に関し
て必要な事項の中には、あらかじめする禁忌徴候の有無についての健康診断（いわ
ゆる予診）に関する事項、その前提となる禁忌の設定に関する事項、あるいはこれ
らの周知徹底に関する事項等、予防接種による事故の発生を防止するために必要な
事項が含まれているというべきであり、省令を定め、それを施行する直接の責任者
は、その省の業務を統括する大臣であって、伝染病の伝播及び発生の防止その他公
衆衛生の向上及び増進の業務全般を所掌している行政官庁は厚生省である（厚生省
設置法参照）から、厚生省の業務を統括する厚生大臣は、予防接種による事故の発
生を防止するために必要な措置をとるべき法的義務を負っているものといわなけれ
ばならない。換言すれば、法は、厚生大臣に、予防接種の実施の細目を定めあるい
は予防接種を国の施策として実施する際に、予防接種を受ける個々の国民に予防接
種による重大な事故が生じないよう結果の発生を回避する義務を課しているものと
いうべきである。
　また、法に直接の根拠を置かず、国が地方自治体を介し、行政指導の形で国民に
予防接種を勧奨し、国民をして任意に接種を受けさせるいわゆる勧奨接種について
も、後記２（一）（２）認定のように、国が広い意味でその施策として遂行するも
のであって、強制接種と同様に国がその実施の具体的内容を詳細に定めて地方自治
体に流し、地方自治体の実施方を管理指導するものであり、この場合の国と地方自
治体との関係は、地方自治法二四五条の助言・勧告ないし直接的な法的根拠を持た
ない行政指導の関係と解されるものであるが、地方自治体としては選択の余地な
く、国の指導に従って勧奨接種を実施してきたものであり、勧奨を受けた国民の側
も、勧奨接種と強制接種の違いについて特段意識することなく、勧奨接種も強制接
種同様当然受けなければならないものと考えてこれを受けていたものであるから、
厚生省の業務を統括する厚生大臣には、条理上、勧奨に応して接種を受ける個々の
国民に重大な事故が生しないよう結果の発生を回避する法的義務があるというべき
である。
　なお、この点について、控訴人は、国が予防接種によって事故が生じないよう努
める義務は、一般的、抽象的な政冶的行政的責任であって、法的義務ではないと主
張するが、予防接種事故が生しないように努める義務は、国民全体に対する関係に
おいては、あるいは一般的、抽象的な政治的行政的義務であるということができよ
うが、予防接種を受ける個々の国民は、国が施策として行う予防接種の直接の対象
者なのであるから、このような地位にある予防接種を受ける個々の国民に対する関
係においては、予防接種事故が生じないよう努める義務は、単なる一般的抽象的な
政治的行政的義務ではなく、正に法的義務そのものであるといわなければならな
い。
　２　そこで、以下、厚生大臣においてこの観点から注意義務を尽くしたというこ
とができるかとうかについて検討する。　甲第一号証の一三、第一八号証、第二三
号証、第二六号証ないし第三〇号証、第四七、四八号証、第五〇、五一号証、第六
一号証、第八四号証、第八九、第九〇号証、第九二号証、第九五号証、第一三〇、
一三一号証、第一三五号証、第一八八号証、第一八九号証の一及び二、第二〇三号
証、第四〇一号証の二、第四〇一号証の五及び七、第四〇二号証の二、五及び七、
第四〇三号証の二及び三、第四〇四号証の二、三及び一二、第四〇五号証の二及び



八、第四〇七号証の三、第四〇八号証の二、第四一〇号証の二ないし四、第四一一
号証の二、第四一二号証の一及び三、第四一三号証の二、第四一五号証の二、三及
び五、六、第四一四号証の三、四、第四一四号証の六、七及び一五ないし一七、第
四一六号証の三、第四一七号証の二、第四一八号証の二、第四二〇号証の七、第四
二一号証の二、第四二三号証の一及び五、第四二四号証の二及び五、第四二五号証
の五、第四二六号証の一及び三、第四二七号証の二、第四二八号証の一及び四、第
四二九号証の一及び五、第四三〇号証の五及び七、第四三一号証の二及び二一、第
四三二号証の二及び四、第四三三号証の一、第四三四号証の二及び四、第四三五号
証の六、第四三六号証の三、第四三八号証の一の一、第四三八号証の五及び一〇、
第四三九号証の二、第四四〇号証の一、第四四一号証の一、第四四三号証の二、第
四四四号証の二、第四四五号証の五の三、第四四五号証の七、第四四六号証の三、
五及び六、第四四七号証の一及び三、第四四八号証の五、第四五〇号証の二及び
三、第四五二号証の一、第四五三号証の二及び四、第四五四号証の二及び五、第四
五七号証の五、第四六一号証の二、第四六二号証の六四、第四六三号証の二、三及
び二〇、乙第一ないし第五号証、第四六号証の二、第四八号証の一ないし三、第四
九号証の二ないし五、第五七ないし第六二号証、第六五、第六六号証、第七九号
証、第八一号証、第八五号証、第一〇八号証の一及び二、第一〇九号証の一及び
二、第一三七号証、第一五一号証の二、第一五二号証の一、第一五四号証、第一五
六号証、第一五八号証、第一六三ないし第一六五号証、第一九六号証、第二二八な
いし第二三二号証、第二三四ないし第二四二号証、第二四四号証の一及び二、第二
四五号証、第四四二号証、第四五二号証の一、昭和四七年（ワ）第二二七〇号事件
甲第四、第五号証、第一〇号証の一及び二、第三〇号証、第三七号証、昭和四七年
（ワ）第二二七〇号事件乙第三四号証、丙第一号証、第三号証、第四号証並びに原
審における証人Ｅ３、同Ｅ５、同Ｅ６、同Ｅ２、同Ｅ７、当審における証人Ｇ２、
同Ｇ１並びに原審及び当審における証人Ｇ３の各証言、原審における分離前被告Ｈ
１本人尋問の結果、原審における被控訴人Ａ９、同Ａ１６、同Ａ６９、同Ａ８２、
同Ａ８６、同Ａ２８、同Ａ３０、同Ａ２、同Ｃ８、同Ａ８１、同Ｃ７、同Ａ４６、
同Ａ５０、同Ａ５７、同Ａ１３２、同Ａ３２、同Ａ３７、同Ａ７９、同Ａ５４、同
Ａ１０２、同Ａ１０７、同Ａ１１２、同Ａ６７、同Ａ６６、同Ａ７７、同Ａ１２
８、同Ａ１０、同Ａ３９、同Ａ９２、同Ａ９９、同Ａ４、同Ａ１１０、同Ａ７３、
同Ａ１１９、同Ａ１３５、同Ｃ１７、同Ｃ２１、同Ａ７、同Ａ４８、同Ａ１２４、
同Ａ４２、同Ａ５３、同Ａ９４、同Ｃ１２、同Ａ２２、同Ａ４１、同Ａ１０４、同
Ａ６１、同Ａ７２、同Ａ８９、同Ａ９６、同Ａ１１６、同Ａ１２２、同Ａ１３８、
同Ｃ３、同Ａ２４、同Ａ２６、同Ａ１１４、同Ａ１１７、同Ａ１１８、同Ｃ１９
（第一回）、同Ａ１４０の各本人尋問の結果並びに原審及び当審における被控訴人
Ａ１４、同Ａ６０各本人尋問の結果並びに弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認
められる。
　（一）　予防接種実施の法的形態等
　（１）　法によれば、予防接種は定期予防接種と臨時予防接種とに分けられる
が、このうち、本件事故に関係する定期予防接種は、市町村長が保健所長の指示を
受けて行うものである（五条）。この市町村長の行う予防接種事務は国のいわゆる
機関委任事務であって、市町村長は主務大臣（厚生大臣）の指揮監督の下で事務を
遂行するものである（地方自治法一五〇条参照）。そして、現実にも、厚生省当局
は、予防接種行政の統一的推進の観点から、国の省令、通達・通知等によって、後
記のように、事務のやり方等につき細かく市町村長を指揮・監督してきた。
　なお、昭和二六年法律第一二〇号による改正後は、定期に予防接種を受ける義務
を負う者がその定期内に自発的に一般の医師等に申し出て予防接種を受けた場合
も、法上の定期の予防接種を受けたものとみなされることになった（六条の二）。
　また、疾病その他やむを得ない事故のため定期内に予防接種を受けることができ
なかった者は、その事故消滅後一月以内に予防接種を受けなければならない（九
条）とされていた。
　（２）　他方、法に基づく強制接種としてではなく、特別の法的根拠に基づかな
い行政指導として、一定のワクチン接種を国民に勧奨し、これを希望する者に対し
て自治体が主催して接種を実施するいわゆる勧奨接種も実施された。この勧奨接種
は、国が広い意味でその施策として遂行するものであって、厚生省当局において実
施の具体的内容等を詳細に定めて、それを通知等の形で地方自治体に流して地方自
治体の実施方を管理指導し、それを受けて地方自治体が住民に勧奨してその実施す
る接種を受けさせるというものである。この場合の国と地方自治体との関係は、地



方自治法二四五条の助言・勧告ないし直接的な法的根拠を持たない行政指導の関係
と解されるものであるが、地方自治体としては選択の余地なく、国の指導に従って
勧奨接種を実施してきたものであり、また、勧奨を受けた国民の側も、勧奨接種と
強制接種の違いについて特段意識することなく（国や地方自治体も、勧奨に当た
り、この点を特に区別して説明していないのが普通であった。）、勧奨された予防
接種は、法に基づく強制接種と同様、当然受けなければならないものと考え、接種
を受けるという実情にあった。
　（二）　予防接種の副作用の危険性について
　（１）　予防接種は、異物であるワクチンを人間の体内に、圧入するものであつ
て、それなりの危険を伴い、発熱、発赤、発疹等の副作用が相当程度生ずることが
知られており、この副作用として、脳炎・脳症といった生命にもかかわるような重
篤な副反応（合併症）が発現することも絶無ではないことが、経験的に知られてい
る。特に、種痘の副反応として種痘後脳炎が発症することは、古く戦前から認識さ
れ、相当数の症例が報告されていたところである。
　（２）　昭和二三年に法を制定し、痘そう以外の伝染病についても広く予防接種
を義務付けるに至った当時から、厚生省当局は右事実を充分承知していた。昭和四
九年ころ厚生省公衆衛生局長の地位にあった証人Ｅ６も、この事実を法廷で認めて
いる。
　（三）　禁忌の意味と禁忌についての規定の変遷
　（１）　このような副反応事故の発生を防止することを目的として、従来から、
重篤な副反応（合併症）の発生する蓋然性が高いと経験的に考えられる特定の身体
的状態を禁忌として、それに該当する者を予防接種の対象から除外するという措置
が採られてきた。それを法的に根拠付けたのが、種痘法（明治四二年法律第三五
号）の下では種痘施術心得（明治四二年一二月二一日内務省告示第一七九号）一一
条であった。
　（２）　法の施行に伴い、各種の伝染病につき予防接種を罰則の強制の下で国民
に義務付ける一方で、禁忌者を予防接種の対象から除外するための法的措置とし
て、まず、腸チフス・パラチフスについては、法一二条二項において、「腸チフス
又はパラチフスの予防接種を行うときは、あらかじめその予防接種に対する禁忌徴
候の有無について健康診断を行わなければならない。禁忌徴候があると診断したと
きは、その者に対して予防接種を行ってはならない。」旨の規定が置かれた。さら
に、厚生省告示の形で、昭和二三年一一月一一日、予防接種施行心得（厚生省告示
第九五号）が制定され、前記種痘施術心得が廃止されるとともに、「種痘施行心
得」、「ジフテリア予防接種施行心得」、「腸チフス、パラチフス予防接種施行心
得」、「発しんチフス予防接種施行心得」及び「コレラ予防接種施行心得」が定め
られた。
　右各心得においては、予防接種の禁忌が以下のように定められた。
　（１）　種痘施行心得八項
　「左の各号の一に該当する者にはなるべく種痘を猶予する方がよい。但し、痘そ
う感染の虞が大きいと思われるときにはこの限りでない。
　（一）　著しく栄養障害に陥っている者
　（二）　まん延性の皮膚炎にかかっている者で、種痘により障害を来す虞のある
者
　（三）　重症患者又は熱性病患者」
　「２」　ジフテリア予防接種施行心得八項
　「脚気、心臓又は腎臓の疾患で相当な疾病がある者及び胸腺淋巴体質の疑がある
者等に対しては予防接種を行ってはならない。」
　「３」　腸チフス、パラチフス予防接種施行心得八項
　「有熱患者、心臓並びに血管系、腎臓その他内臓に異常のある者、結核、糖尿
病、脚気、病後衰弱者、胸腺淋巴体質の疑がある者、妊産婦（妊娠第六箇月までの
妊婦を除く。）等に対しては接種を行ってはならない。」
　「４」　発しんチフス予防接種施行心得七項
　「鶏卵に対し特異体質を有する者、有熱患者、心臓並びに血管系、腎臓その他内
臓に異常のある者、糖尿病、脚気、病後衰弱者、胸腺淋巴体質の疑がある者、妊産
婦（妊娠第六箇月までの妊婦を除く。）、五歳以下の者等に対しては、接種を行っ
てはならない。」
　「５」　コレラ予防接種施行心得七項
　「有熱患者、心臓並びに血管系、腎臓その他内臓に異常のある者、結核、糖尿



病、脚気、病後衰弱者、胸腺淋巴体質の疑のある者、妊産婦（妊娠六箇月までの妊
婦を除く。）、乳児等に対しては接種を行ってはならない。」
　（３）　昭和二五年二月一五日、「百日咳予防接種施行心得」（厚生省告示第三
八号）が制定され、右八項において、「高度の先天性心臓疾患患者等接種によって
症状の増悪するおそれのある者に対しては予防接種を行ってはならない。」と定め
られた。
　（４）　昭和二八年五月九日、「インフルエンザ予防接種施行心得」（厚生省告
示第一六五号）が制定され、右心得七項において、次の事項が予防接種に対する禁
忌事項とされた。
　「左の各号の一に該当するものに対しては、接種を行ってはならない。
　（一）　鶏卵に対し特異体質を有するもの（鶏卵を食べると発熱、発しん、ぜん
息、下り、おう吐等を来す者）
　（二）　熱性病患者、心臓、血管系、腎臓その他内臓に異常のある者、糖尿病患
者、脚気患者、病後衰弱者、胸せんりんぱ体質の疑のある者、妊産婦（妊娠第六月
までの妊婦を除く。）その他の者であって、医師が接種を不適当と認める者」
　（５）　昭和三三年九月一七日、前記各「施行心得」を統合・改善した旧実施規
則（厚生省令第二七号）が制定施行された。
　右規則四条においては、以下のとおり禁忌事項が定められた。
　「接種前には、被接種者について、体温測定、問診、視診、聴打診等の方法によ
つて、健康状態を調べ、当該被接種者が次のいずれかに該当すると認められる場合
には、その者に対して予防接種を行つてはならない。ただし、被接種者が当該予防
接種に係る疾病に感染するおそれがあり、かつ、その予防接種により著しい障害を
きたすおそれがないと認められる場合は、この限りでない。
　一　有熱患者、心臓血管系、腎臓又は肝臓に疾患のある者、糖尿病患者、脚気患
者その他医師が予防接種を行うことが不適当と認める疾病にかかつている者
　二　病後衰弱者又は著しい栄養障害者
　三　アレルギー体質の者又はけいれん性体質の者
　四　妊産婦（妊娠六月までの妊婦を除く。）
　五　種痘については、前各号に掲げる者のほか、まん延性の皮膚病にかかつてい
る者で、種痘により障害をきたすおそれのある者」
　（６）　旧実施規則は、昭和三九年の改正（厚生省令第一七号）により、五号に
「急性灰白髄炎の予防接種を受けた後二週間を経過していない者」が加えられ、新
たに、六号として、「六　急性灰白髄炎の予防接種については、第一号から第四号
までに掲げる者のほか下痢患者又は種痘を受けた後二週間を経過していない者」が
付加された。さらに、昭和四五年の改正（厚生省令第四四号）により、四号の
「（妊娠六月までの者を除く。）」の部分が削除され、五号の「急性灰白髄炎の予
防接種を受けた後二週間を経過していない者」及び六号の「種痘を受けた後二週間
を経過していない者」の部分に、それぞれ麻しんの予防接種を受けた者が加えら
れ、間隔も二週間から一箇月に延長された。
　（７）　その後、昭和五一年の法の改正に伴い、旧実施規則は、同年九月一四
日、厚生省令第四三号により改正され、禁忌を定める四条も以下のように改められ
た（以下右改正後の予防接種実施規則を「新実施規則」という。）。
　「接種前には、被接種者について、問診及び視診によって、必要があると認めら
れる場合には、更に聴打診等の方法によって、健康状態を調べ、当該被接種者が次
のいずれかに該当すると認められる場合には、その者に対して予防接種を行っては
ならない。ただし、被接種者が当該予防接種に係る疾病に感染するおそれがあり、
かつ、その予防接種により著しい障害をきたすおそれがないと認められる場合は、
この限りではない。
　１　発熱している者又は著しい栄養障害者
　２　心臓血管系疾患、腎臓疾患又は肝臓疾患にかかっている者で、当該疾患が急
性期若しくは増悪期又は活動期にあるもの
　３　接種しようとする接種液の成分によりアレルギーを呈するおそれがあること
が明らかな者
　４　接種しようとする接種液により異常な副反応を呈したことがあることが明ら
かな者
　５　接種前一年以内にけいれんの症状を呈したことがあることが明らかな者
　６　妊娠していることが明らかな者
　７　痘そうの予防接種（以下「種痘」という。）については、前各号に掲げる者



のほか、まん延性
　の皮膚病にかかっている者で、種痘により障害をきたすおそれのあるもの又は急
性灰白髄炎若しくは麻しんの予防接種を受けた後一月を経過していない者
　８　急性灰白髄炎の予防接種については、第１号から第６号までに掲げる者のほ
か、下痢患者又は種痘、若しくは麻しん予防接種を受けた後一月を経過していない
者」
　（四）　禁忌規定遵守の効果について
　このように定められた禁忌を任意深く守ることによって、脳炎・脳症といった重
篤な副反応を含め、副反応全体の出現する割合は著しく減少するものと認められ
る。この点について、予診をいくら厳重にしても、脳炎・脳症といった重篤な副反
応の減少には繋がらないと悲観的な意見を述べる学者（原審におけるＥ２証人等）
もいるが、「１」アメリカの学者（右Ｅ２証人自身が論文で引用するＦ１６）を初
め多くの学者がこの点を肯定していること（Ｆ１６は、「種痘の禁忌を更に良く守
ることによって、《合併症》の罹病率、死亡率は著しく低減し得るであろう。」と
述べている《甲第二三号証》）、また、「２」昭和四五年に種痘禍が新聞等に報道
され、社会問題化して、医師や国民の関心を引くにいたり、また、厚生省当局も禁
忌の識別のため問診票を導入するよう指示するなど一定の対策をとるに至った時期
以後（特に昭和四八年ころから）、都立豊島病院へ予防接種後の異状を主訴として
入院する児童の数が顕著に減少した事実があること、「３」後記のように、予診を
専門にする医師と接種を担当する医師とを分け、予防接種の適否につきダブルチェ
ックをする体制をとるなど禁忌識別のための予診を厳格に行っている渋谷区の予防
接種センターでは、約九〇万件の予防接種を実施しながら重篤な副反応事故が一例
も発生していないという事実があること、「４」国立予防衛生研究所長であったＥ
３がした、非常に細かい問診をした場合と集団接種で普通する程度に問診をとどめ
た場合とでは細かい問診をした群の方が副作用の出る率が少なかったという実験が
存在すること、さらに、「５」厚生省公衆衛生局長（Ｅ６）も、法廷で、人口動態
統計における種痘による死亡者の数が昭和四五年を境に相当減少している一番大き
な要因としては予診を厳しくやるようになったことが挙げられると述べていること
などに照らし、予診を厳格に実施し禁忌を注意深く守ることにより、脳炎・脳症と
いった重篤な副反応を含めた副反応の全体が著しく減少すると認めるのが相当であ
る。
　なお、前記のように、禁忌は予防接種による副反応防止のため定められたもので
あるが、ポリオ生ワクチン接種において下痢を禁忌としている理由につき、生ワク
チンウイルスの増殖が妨げられる、すなわちワクチン接種の効果が生じないことを
懸念したもので、ワクチン接種による副反応防止とは関係がないとの説に立つ学者
（Ｇ１等）もいるところである。しかしながら、乳幼児の下痢の場合を考えると、
下痢は、水分も失われ食欲もなくなるなどの全身的症状を意味し、下痢が重篤な副
反応に結び付く可能性を否定できないものと認められるから、副反応の防止と無関
係とはいえないと解するのが相当である。前記説に立つ学者（Ｇ１）も、他方では
「下痢は、発病したばかりのときなどは、どのように悪化するか分からないので、
予防接種は延期する方がよい。」と論じているところである（同人著「予防接種」
《乙第一五八号証》参照）。　（五）　予診等の体制
　このような禁忌該当者を識別し、これを予防接種の対象から除外するためには、
専門家である医師による予診が必要であるが、予診及び接種の体制等については、
以下のように定められていた。
　（１）　昭和二三年一一月一一日制定の「予防接種施行心得」においては、各施
行心得の六項ないし七項において、「予診」と題して、「予防接種の施行前に被接
種者の健康状態を尋ね、必要がある場合には診察を行わなければならない。」との
定めが置かれ、また、四項又は五項において、「実施者の一般的注意」と題して、
「常に丁寧な態度で実施に当たり、いやしくも被接種者の取扱が粗雑に流れないよ
う注意しなければならない。急いで実施する場合でも、医師一人について一時間に
接種する人数はおよそ一五〇人（種痘は八〇人）とする。」との定めが置かれた。
　（２）　昭和二五年二月一五日制定の「百日咳予防接種施行心得」においても、
七項に「予診」と題して前項と同様の規定を置き、また、五項において「実施者の
一般的な注意」と題して、「常に丁寧な態度で実施に当たり、いやしくも被接種者
の取扱が粗雑に流れないよう注意しなければならない。急いで実施する場合でも医
師一人について一時間に接種する人数は、およそ一〇〇人とする。」との規定が置
かれた。



　また、昭和二八年五月九日制定の「インフルエンザ予防接種施行心得」において
も、六項に「予診」と題して前項と同様の規定が置かれ、また、四項に「実施者の
一般的注意」と題して、「常に丁寧な態度で実施に当たり、いやしくも被接種者の
取扱が粗雑に流れないよう注意しなければならない。急いで実施する場合でも医師
一人について一時間に接種する人数は、およそ一五〇人とする。」との規定が置か
れた。
　（３）　なお、予防接種に際し結核を感染せしめた事故等を契機として、昭和二
八年二月二四日「予防接種事故防止の徹底について（衛発第一一九号各都道府県知
事あて厚生省公衆衛生局長通達）」が発せられ、そこにおいて、「接種に従事する
班の長は、……該当接種の予防接種施行心得及び関係法規の主要事項（特に免除及
び禁忌に関する事項）を熟知しておくこと」が指示された。また、赤痢ワクチンに
よる発熱の事故等が生したことを契機として、昭和三〇年六月一〇日、「予防接種
の普及及び事故防止について（衛発第三五八号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生
局長通達）」が発せられ、「予防接種法による予防接種の実施は、当然予防接種施
行心得によって行われるべきであるが、そのうち特に予診及び禁忌の項については
厳重な注意を払うこと」が指示された。
　（４）　従来の施行心得を統合した昭和三三年の旧実施規則四条においては、
「接種前には、被接種者について、体温測定、問診、視診、聴打診等の方法によっ
て、健康状態を調べ、当該被接種者が次のいずれかに該当すると認められる場合に
は、その者に対して予防接種を行ってはならない。」との規定が置かれた。
　（５）　昭和三四年一月二一日「予防接種の実施方法について（衛発第三二号各
都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」をもって、予防接種の実施に当たっ
ては、右通知で定めた実施要領（以下「旧実施要領」という。）に従って接種を実
施するよう指示された。
　右実施要領（第一の六以下）においては、予防接種の実施方法、予診及び禁忌等
について以下のように定めた。
　「六　実施計画の作成
　予防接種実施計画の作成に当たっては、特に個々の予防接種がゆとりをもって行
われ得るような人員の配置に考慮すること。医師に関しては、予診の時間を含め
て、医師一人を含む一班が一時間に対象とする人員は、種痘では八〇人程度、種痘
以外の予防接種では一〇〇人程度を最大限とすること。
　七　予防接種の実施に従事する者
　１　接種を行う者は、医師に限ること。多人数を対象として予防接種を行う場合
には、医師一人を中心とし、これに看護婦、保健婦等の補助者二名以上及び事務従
事者若干名を配して班を編成し、それぞれの処理する業務の範囲をあらかじめ明確
に定めておくこと。
　２　都道府県知事又は市町村長は、予防接種の実施に当たっては、あらかじめ予
防接種の実施に従事する者特に医師に対して、実施計画の大要を説明し、予防接種
の種類、対象、関係法令等を熱知させること。
　（中略）
　九　予診及び禁忌
　１　接種前には、必ず予診を行うこと。
　２　予診は、まず問診及び視診を行い、その結果異常が認められた場合には、体
温測定、聴打診等を行うこと。ただし、腸チフス、パラチフス混合ワクチン又は百
日せきジフテリア混合ワクチンを用いて行う予防接種の場合には、できる限り体温
測定を全員に対して行うこと。
　３　予診の結果、異常が認められ、かつ、禁忌に該当するかどうかの判定が困難
な者に対しては、原則として、当日は予防接種を行わず、必要がある場合は精密検
診を受けるよう指示すること。
　４　予防接種を受けさせるかどうかを決定するに当たっては、当該予防接種に係
る疾病の流行状況、被接種者の年齢、職業等を考慮し、感染の危険性と予防接種に
よる障害の危険性の程度を比較考慮して決定しなければならないが、この判定を個
々の医師の判断のみに委ねないで、あらかじめ、都道府県知事又は市町村長におい
て一般的な処理方針を決めておくこと。
　５　禁忌については、予防接種の種類により多少の差異のあることに注意するこ
と（たとえば、インフルエンザ、発しんチフス等の予防接種については、鶏卵に対
するアレルギーに特別の注意を払う必要があること。）。
　６　多人数を対象として予診を行う場合には、接種場所に、禁忌に関する注意事



項を掲示し、又は印刷物として配布して、接種対象者から健康状態及び既往症等の
申出をさせる等の措置をとり禁忌の発見を容易ならしめること。
　（中略）
　十三　事故発生時の措置
　１　予防接種を行う前には、当該予防接種の副反応について周知徹底を図り、被
接種者に不必要な恐怖心を起こさせないようにすること。
　（中略）
　３　予防接種を行う場所には、救急の処置に必要な設備、備品等を用意しておく
こと。」
　（６）　昭和三六年五月二二日「予防接種実施要領の一部改正について（衛発第
四四四号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」が発せられ、予診に当た
り、被接種者の健康状態把握の資料とするため、保護者に対し、予防接種の際に母
子手帳を持参するよう指導することが指示された。
　（７）　昭和四五年になると、痘そうの予防接種による副反応の問題が新聞等の
マスコミにおいて大きく取り上げられるなどして、一種の社会問題となった。それ
を背景として、
　「１」　昭和四五年六月一八日「種痘の実施について（衛発第四三五号各都道府
県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」が発せられ、応急の措置として、以下のと
おり指示がされた。
　「第一　予診の実施方法
　予診の実施にあたっては特に次の事項に留意すること。
　１　過去における種痘接種の有無
　２　過去一ヵ月以内における急性灰白髄炎、ましんワクチンの接種の有無
　３　発熱の有無
　４　湿疹等皮膚疾患の有無
　５　既往症等
　（１）　現在又は最近医療を受けていることの有無
　（２）　けいれん（ひきつけ）の既往の有無
　（３）　発育の明らかなおくれの有無
　（４）　妊娠の有無
　これらの事項について、あらかじめ一定の様式による質問票等を準備しておき、
被接種者又は保護者に記入させ、これを医師が確認するなとの方法を考慮するこ
と。
　第二　（中略）
　第三　禁忌について
　１　実施者は、予防接種実施規則第四条各号に掲げる禁忌例のほか、
　（１）　急性灰白髄炎又はましんの予防接種を受けた後一ヵ月を経過していない
者
　（２）　現に医療を受けている者
　（３）　妊娠していることが明らかな者
　についても種痘を行わないよう指導すること。
　２　接種前に健康状態を調べ、禁忌に該当するかどうかの判定が困難な者に対し
ては、当日は種痘を行わないこと。この場合、必要があれば精密検診を受けるよう
指示すること。
　第四　被接種者及び保護者への周知の徹底
　種痘による重篤な副反応の発生は、極めてまれであるが、軽度の発熱、発赤、発
疹等は、従来からかなりの頻度において見られるものであり、被接種者並びに保護
者がいたずらに不安をおこさないよう、接種にあたってはよく周知せしめることが
必要である。なお周知にあたっては、次の点に特に留意すること。
　１　接種対象者に対して通知等を行う際には、：…被接種者が乳幼児の場合に
は、保護者に対し、被接種者の体温測定等を事前に行うよう勧奨するとともに、保
護者が同行するよう指導すること。
　（以下略）」
　「２」　続いて、昭和四五年六月二九日「種痘の実施について（衛発第四六一号
各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」をもって、「種痘の実施に当たっ
ては、市町村長と地域の医師会と協議し、できる限り被接種者の掛かりつけの医師
によって種痘を受けられるよう指導すること。乳幼児の保護者に対して通知を行う
際には、予め、別紙様式の質問表（略）を配布し、各項目について、保護者が母子



健康手帳等を参照して記載し、これを接種する際に持参するよう指導すること。」
が指示された。
　「３」　さらに、昭和四五年八月五日「種痘の実施について（衛発第五六四号各
都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」をもって、種痘の定期にある者、そ
の保護者等に対して種痘の必要性、特に満二歳程度までに初回接種を受ける必要性
や、種痘に当たって任意しなければならない事項について周知徹底を図ることや、
種痘の接種時期を生後六月から二四月の間とし、この間の健康状態が良好な時期に
受けるよう指導することが適当である旨の指示がされるとともに、種痘実施の手引
きが添付された。
　右手引きにおいては、種痘実施の必要性を説くほか、「第三　接種前の注意」と
して、
　「１　被接種者及び保護者への周知徹底
　種痘をはじめ、各種予防接種による副反応として、軽度の発熱、発赤、発しん等
は、通常みられるものであり、被接種者及び保護者が、いたずらに不安をおこさな
いよう、接種にあたってよく周知せしめることが必要である。
　なお、接種対象者に対して通知等を行う際には、（中略）
　（１）　別紙様式による質問票を予め配布しておき、各項目について記載の上、
これを接種の際に必ず持参させること。　（２）　現に医療を受けている者、ある
いは、けいれん（ひきつけ）の既往症のある者は、必ずその旨を申出させること。
　（３）　被接種者が乳幼児の場合は、必ず保護者が同行すること。
　等について特に留意すること。
　（中略）
　３　予診の実施について
　接種前の健康状態の調査にあたっては、特に次の事項に留意するとともに、その
実施の際には別紙質問票を参考とすること。
　（１）　過去における種痘の有無
　（２）　過去一ヵ月以内における急性灰白髄炎、ましん、ＢＣＧ等の接種の有無
　（３）　体温測定すること。
　（４）　湿疹等皮膚疾患の有無
　（５）　現在又は最近医療を受けたことの有無
　（６）　けいれん（ひきつけ）の既往症の有無
　（７）　発育の明らかなおくれの有無
　（８）　家族内の過去一ヵ月以内におけるましん等のり患者の有無」が指示さ
れ、
　また、「第四　禁忌について」において、
　「１　予防接種実施規則第四条に掲げる禁忌例のほか、
　（１）　現に医療を受けている者
　（２）　けいれん（ひきつけ）の既往症のある者
　（３）　発育が明らかにおくれている者
　等についても接種を行わないよう指導すること。
　２　禁忌に該当するかどうかの判定が困難な者に対しては、当日は接種を行わな
いこと。この場合、必要があれば精密検診を受けるよう指示すること。」
　等の指示がされた。
　「４」　昭和四五年一一月三〇日「予防接種問診票の活用等について」（衛発第
八五〇号都道府県知事等あて厚生省公衆衛生局長・児童家庭局長通知）をもって、
種痘以外にも問診票の活用を図るべく、問診票の様式例を設定し、これをあらかじ
め配布しておき、各項目について記載の上、これを接種の際必ず持参させることが
指示されるとともに、「健康審査の活用等について」と題して、以下のとおり指示
がされた。
　「（１）　予防接種を実施するに当たって、予診により被接種者の現症を把握す
ることはもちろんであるが、被接種者の既往症、先天性潜在疾患等についても把握
することが必要であるので、事前に健康診断等が励行されていることが望まれる。
このような趣旨に沿って、今後はできるだけこれら健康診断等の推進を図ることと
し、保護者に対し、健康診断の励行については指導徹底を図ることとされたい。
（中略）
　（２）　母子健康手帳は、予防接種欄によって、従来より予防接種にも活用が図
られてきたが、（中略）予防接種の際、その者の健康状態を把握する資料として活
用する見地から、当面別紙四の例による『予防接種参照カード』を問診票とあわせ



て作成し、母子健康手帳の予備欄に貼付する等の方法により一層有効な活用を図ら
れるよう配意されたい。
　（３）　予防接種の実施に当たっては、保護者の十分な理解と協力を得ることが
望まれるので、母親学級等を通じ、問診票の趣旨、内容を徹底する等、予防接種に
関する知識の普及を図るはもちろん、予防接種の実施に当たっては、医師の行う健
康状態の把握のみならず、母親による被接種者の平常の健康状態についての積極的
申出等が必要とされるものであることを徹底するよう配意されたい。」
　（８）　その後、昭和五一年の法改正に伴って改正された新実施規則四条に、
「接種前には、被接種者について、問診及び視診によって、必要があると認められ
る場合には、更に聴打診等の方法によって、健康状態を調べ、当該被接種者が次の
いずれかに該当すると認められる場合には、その者に対して予防接種を行ってはな
らない。」旨の規定が置かれた。
　（９）　右規則改正を受け、昭和五一年九月一四日「予防接種の実施について
（衛発第七二六号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）」が発せられ、旧
実施要領を廃止し、新たに新実施要領が制定され、予防接種の実施方法、予診及び
禁忌等について以下のように定めた。
　「６　実施計画の作成
　予防接種の実施計画の作成に当たっては、地域の医師会と十分協議するものと
し、特に個々の予防接種がゆとりをもって行われるような人員の配置を考慮するこ
と。医師に関しては、予診の時間を含めて医師一人を含む一班が一時間に対象とす
る人員が種痘では八〇人程度、種痘以外の予防接種では一〇〇人程度となることを
目安として配置することが望ましいこと。
　なお、禁忌に該当するかどうかの判定が困難な場合の一般的処理方針等について
もあらかじめ決定しておくことが望ましいこと。
　（中略）
　９　予診及び禁忌
　（１）　接種前に必ず予診を行うものとし、問診については、あらかじめ問診票
を配布し、各項目について記載の上、これを接種の際に持参するよう指導するこ
と。
　（２）　体温はできるだけ自宅において測定し、問診票に記載するよう指導する
こと。
　（３）　予診の結果異常が認められ、かつ、禁忌に該当するかどうかの判定が困
難な者に対しては、原則として、当日は接種を行わず、必要がある場合は精密検診
をうけるよう指示すること。
　（４）　禁忌については、予防接種の種類により多少の差異のあることに注意す
ること。
　例えば、インフルエンザＨＡワクチンについては、鶏卵成分に対しアレルギー反
応を呈したことのある者に特に注意し、また、百日せきワクチンを含むワクチンに
ついては、けいれんの症状を呈したことのある者に特に注意する必要があること。
　（５）　多人数を対象として予診を行う場合には、接種場所において禁忌に関す
る注意事項を掲示し、又は印刷物を配布して、接種対象者から健康状態、既往症等
の申出をさせる等の措置をとり禁忌の発見を容易にすること」
　などの規定が置かれた。
　（六）　勧奨接種の体制について
　前記のように、予防接種の中には、法に基づき国民の義務として実施されている
もののほか、特別の法的根拠に基づかない行政指導として一般国民に接種を受ける
ことを勧奨し、これを希望する者に対して接種するものがあった（インフルエン
ザ、日本脳炎、急性灰白髄炎）。具体的には、国が地方自治体に年ごとに通知を発
して一定の予防接種を勧奨するよう行政指導し、地方自治体がそれに基づき住民に
予防接種を勧奨し、地方自治体の実施する接種を受けさせるというものである。　
これらについても、その各時点における予防接種施行心得、予防接種実施規則ない
し予防接種実施要領に準じて実施することの指示がされていた（例えば、インフル
エンザの勧奨接種については、昭和三二年九月四日付け「今秋冬におけるインフル
エンザ防疫対策について」《衛発第七六八号各都道府県知事・指定都市市長あて厚
生省公衆衛生局長通知》記二の「予防接種の方法は、『インフルエンザ予防接種施
行心得』に定められている方法を厳守すること」参照《乙第一七号証》。また、昭
和三八年四月三〇日付け「昭和三八年度におけるインフルエンザ予防特別対策につ
いて」《衛発第三四〇号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知》添付の「昭



和三八年度におけるインフルエンザ予防特別対策実施要領５の「おって、接種の禁
忌については昭和三四年一月二一日衛発第三二号通知『予防接種の実施方法』によ
ること」参照《乙第一九号証》。また、日本脳炎については、昭和三二年七月一八
日付け「日本脳炎の予防対策について」《衛発第五九二号各都道府県知事・政令指
定都市市長あて厚生省公衆衛生局長通知》の記三の「なお、本ワクチンの副反応
は、他ワクチンに比し軽微であるが、皆無とはいえないので、発熱者その他禁忌者
の除去に務め、又各種予防接種施行心得に準じて慎重に実施されたい。」旨の部分
参照《乙第三四号証》。また、昭和四三年四月一六日付け「昭和四三年度における
日本脳炎予防特別対策について」《衛発第二七六号各都道府県知事あて厚生省公衆
衛生局長通知》添付の昭和四三年度における日本脳炎予防特別対策実施要領６の
「禁忌」の項の「予防接種実施規則四条及び昭和三四年一月二一日衛発第三二号通
知『予防接種の実施方法について』に準ずること」参照《乙第三四号証》。また、
ポリオ生ワクチンについては、例えば、昭和三九年一月二八日付け「昭和三八年度
下半期急性灰白髄炎特別対策における経口ポリオ生ワクチン投与の要領について」
《衛発第四八号各都道府県知事あて厚生省公衆衛生局長通知）の「８　予診及び禁
忌」の項において、以下のように定められていた《乙第四五号証》。すなわち、
「（１）予診　投与前には必ず医師による予診を行うこと。最初に問診及び視診を
行い、必要に応じて体温測定さらに打聴診等必要な検査を行うこと。（２）禁忌　
予診の結果、投与対象者が次のいずれかに該当し又はその疑いがあると認められる
場合には、投与を行わないこと。ア　発熱もしくは下痢等を伴う急性疾患にかかっ
ている者。イ　重症な結核、代償不全を来した心臓血管系疾患にかかっている者。
ウ　病後衰弱者。エ　著しい栄養障害者。オ　その他医師が投与を行うことが不適
当と認める者か、種痘後二週間を経過していない者。」）。
　（七）　禁忌識別のための予診の対象事項とその特質
　ところで、禁忌を識別するために必要な予診の対象たる事項は後記のように多岐
に亘るものであって、予診はある程度時間をかけて慎重に実施することが必要であ
る。このことは、予防接種禍が社会問題となった昭和四五年以前からも説かれてい
たところで、例えば、昭和二四年発行の細菌製剤協会編「予防接種講本」において
は、腸チフス・パラチフスの予防接種について論じている中で、「事前の診察、既
往症及びかってのワクチンに敏感なりしや否やの陳述等を充分参考にして、以て用
量等に深甚の配慮を加えられん事を、担当医に期待する。」と述べているし、昭和
四二年七月発行の国立予防衛生研究所学友会編の「日本のワクチン」（初版）にお
いても、「被接種者の禁忌をもれなく発見するためには、接種前の予診はできるだ
け念入りにおこなわなければならない。」と説かれている。
　最高裁判決も、昭和四五年改正前の旧実施規則四条に関してであるが、「インフ
ルエンザ予防接種は、接種対象者の健康状態、罹患している疾病、その他身体的条
件又は体質的素因により、死亡、脳炎等重大な結果をもたらす異常な副反応を起こ
すこともあり得るから、これを実施する医師は、右のような危険を回避するため、
慎重に予診を行い、かつ、当該接種対象者につき接種が必要か否かを慎重に判断
し、実施規則四条所定の禁忌者を的確に識別すべき義務がある。……問診は、医学
的な専門知識を欠く一般人に対してされるもので、質問の趣旨が正解されなかった
り、的確な応答がされなかったり、素人的な誤った判断が介入して不充分な対応が
されたりする危険性をももっているものであるから、予防接種を実施する医師とし
ては、問診するにあたって、接種対象者又はその保護者に対し、単に概括的、抽象
的に接種対象者の接種直前における身体の健康状態についてその異常の有無を質問
するだけでは足りず、禁忌者を識別するに足りるだけの具体的質問、すなわち実施
規則四条所定の症状、疾病、体質的素因の有無及びそれらを外部的に徴表する諸事
由の有無を具体的に、かつ被質問者に的確な応答を可能ならしめるような適切な質
問をする義務がある。」と判示しているところである（最高裁昭和五〇年（オ）第
一四〇号、同昭和五一年九月三〇日第一小法廷判決・民集三〇巻八号八一六頁参
照）。
　そして、予防接種の禁忌を識別するための予診に際して医師が考慮すべき事項
は、以下のような多岐に亘るものである（Ｅ２・Ｇ１「予防接種の手引き」（改訂
増補版）、「日本のワクチン」（改訂第二版）参照）。
　（１）　職業・年齢
　（２）　現在の疾病の有無
　（３）　既往歴
　　　ア　出生時の状態



　　　イ　神経系疾患
　（４）　アレルギー
　　　ア　特異的アレルギー
　　　イ　一般的アレルギー
　　　ウ　湿疹
　（５）　予防接種歴及びその際の副反応
　（６）　家族歴
　　　ア　特にアレルギー性家系、遺伝性神経疾患
　　　イ　家族内の湿疹患者の有無
　（７）　妊娠の有無
　（８）　その他予防接種を行うことが不適当な状態にあるもの
　　　ア　心身の発達の遅れのある小児
　　　イ　免疫不全
　（なお、禁忌を識別するための予診の対象事項は、禁忌の定め方いかんにより多
少変わることも考えられるが、基本的部分は共通であり、また、旧実施規則制定以
後は、右に掲げた事項がそのまま妥当するものと解される。）
　また、予防接種における予診は、「１」病気の診察を受けに来る場合とは異な
り、接種対象者ないしその保護者は特段問題意識を持たずに来所することが多く、
健康状態等について自発的な申出を期待しにくいこと、「２」従来予防接種は恒常
的に受けられるような体制にはなっておらず、接種の機会が限られているところが
殆どであったため、被接種者の側では、多少調子が悪い場合でもそれを自分の方か
ら積極的に申し出ず、無理をしてでも予防接種を受けようという姿勢で臨むことが
多かったこと、「３」乳幼児が対象の場合、本人は何も申し出ることができないか
ら、母親等の保護者の認識に頼ることになるが、小児科の臨床においては、母親が
発熱していないと答えても、現実には発熱している例も多く、問診に対する保護者
の答えは必ずしも信頼できないといった特徴がある。また、予診に問診票を利用す
る場合でも、問診票は予診の導入部であって、その記載をみればそれで終わりとい
うものではなく、それを手掛かりに医師が問診・視診等をして判断することが必要
であって（後記認定の渋谷区の予防接種センターの所長を長く務めたＦ９７医師
は、これを問診票を立体的に読むことが必要であると表現している。）、問診票を
利用したとしても的確な予診を行うには、それなりに時間がかかるものである。そ
して、医師であれば、常識として予防接種の副反応や禁忌について充分承知してい
るというものでは必ずしもなく、予防接種の副反応は免疫学の知識等も関係する分
野であって、一年に一回か二回しか接種を担当しない一般の医師が、その方面の知
識を事前に自分で勉強して充分に持っているとは限らず、それ故、後に予防接種禍
が社会問題化した際には、後記のように、医師等を対象とした予防接種の手引書作
成の要望が強かったのである。
　（八）　我が国における予防接種の実施体制と運用の実際
　予防接種の副反応事故をできるだけなくすため、前記のように、法制定当時から
禁忌や予診についての定めが置かれていたのであるが、このような予診を実施する
ために、予防接種実施に当たってどのような体制がとられ、それが実際どのように
運用されてきたかを、以下において検討する。
　（１）　個別接種と集団接種
　予防接種の実施形態としては、個人個人が掛かりつけの医師のところで予防接種
を受けるという個別接種の方法もあり、外国特に先進諸国ではそれが主流になって
いるところが多いが、我が国では、戦後一貫して、学校又は保健所等の一定の場所
に接種対象者を多数集め、実施主体が開業医を臨時に雇用し、あるいは地域の医師
会に一括委託して医師会が会員の中から接種を担当する医師を選定して接種を実施
するいわゆる集団接種の方法が中心をなしてきた。これは、接種率を上げるには、
個人の自発的意思に負う部分の多い個別接種より、一定の会場に地域の接種対象者
を集めて接種を実施する方が都合のよいことや、接種を担当する医師等の人数の少
なさや地域的偏在の問題、接種コストの問題、あるいは我が国ではいわゆるホー
ム・ドクターがいるとは限らないといった事情からきたものである。
　ただし、前記のように、昭和二六年法律第一二〇号による改正後は、定期の予防
接種につき、市町村長の行うもののみならず、一般の医師について自発的に受けた
ものも、この法律によるものとして認めることとされ、その限りでは、個人が自発
的に掛かりつけの医師等から接種を受ける道が開かれていた。
　現に、本件被害児六二名の接種の時期は、昭和二七年から昭和四九年までに広く



分布しているが、掛かりつけの医師等から個別接種の形で予防接種を受けた者は、
昭和三三年接種のＤ１３（三九）、昭和三七年接種のＡ１１５（五〇）、昭和三八
年接種のＡ１８（五）、Ａ２３（七）、Ａ１３９（六二）、昭和四〇年接種のＡ２
７（九）、ト部広明（二六）、昭和四二年接種のＤ２２（三二）、昭和四三年接種
のＤ１２（四七）、昭和四七年接種のＤ８（四六）にすぎない（うち、Ａ２３、Ａ
１３９、ト部は、法六条の二の接種であり、それ以外は、地方自治体の機関等が予
防接種を個々の開業医等に委嘱した結果、もよりの開業医等から個別接種の形で接
種を受けたものである。）。
　（２）　集団接種の運用体制
　厚生省の行政施策も集団接種が予防接種の中心であるということを前提として立
てられてきた。前記のように、昭和三四年の旧実施要領制定前の各予防接種施行心
得には、急いでする場合でも医師一人が一時間に接種する人数はおよそ一五〇人と
する（ただし、種痘は八〇人、百日せきは一〇〇人）との定めが置かれていたし、
また、予防接種会場については、「十分に広くて清潔な場所を選び、換気、室温等
に注意しなければならない。」との規定が設けられていた。また、昭和三四年制定
の旧実施要領においても、集団接種を前提に、予防接種実施計画の作成に当たって
は、特に個々の予防接種がゆとりをもって行えるような人員の配置に考慮するこ
と、医師一人を含む一班が一時間に対象とする人員は、種痘では八〇人程度、種痘
以外では一〇〇人程度とすることといった定めや、接種場所につき、採光、換気等
に十分な窓の広さ、照明設備等を有する清潔な場所であり、冬期に十分な暖房設備
を備えていることといった物的設備についての定めが設けられていた。
　（３）　集団接種の運用の実態
　しかしながら、集団接種の運用の実態をみると、以下のように、旧実施要領等の
定めは殆ど遵守されず、これから乖離した運用がされていた。
　ア　昭和二〇年代から昭和三三年の旧実施規則制定ころまで
　昭和二〇年代は、戦後の混乱期で、特にその前半はコレラ、痘そう等の外来伝染
病や発疹チフス等が大流行した時代であり、厚生省当局は、伝染病対策として予防
接種の実施を急ぎ、特に接種率の向上に防疫対策の重点を置いた。
　そして、前記のように、当時の各予防接種施行心得においても一応接種前に予診
をすることがうたわれてはいたが、他方では、厚生省当局から、「急いでするとき
は」という条件が付されてはいたものの、種痘・百日せき以外の予防接種では一時
間に一人の医師がおよそ一五〇人（種痘は八〇人）を対象に接種する（すなわち予
診をして接種をするのに一人わずか二四秒《種痘では四五秒》しかあてられな
い。）のを標準として許容するかのごとき基準が示され、むしろそれが常態化した
状況の下で、現実には医師による予診は殆どされないまま接種が実施されていた。
しかも、冬でも暖房設備のない学校等に大勢の乳幼児等を集めるなど、接種のため
の物的施設等の整備も充分されていなかったのである（なお、昭和三四年八月八日
発行の日本医事新報《甲第二六号証》参照）。
　本件被害児の関係でも、昭和二七年に種痘の定期接種を受けたＡ５（五六）は、
接種に際し問診その他一切の予診を受けなかった。また、昭和三一年に種痘の接種
を受けたＤ１７（一九）、昭和三二年に接種を受けたＤ１８（五四）に対しても何
ら予診は実施されなかった。
　なお、昭和二六年ころになると、コレラや痘そう、発疹チフス等の伝染病は殆ど
姿を消し、昭和二〇年代後半ころからは、日本社会は一時の異常な状態から脱して
次第に落ち着きを取り戻し、防疫対策の中心も流行を繰り返す赤痢、日本脳炎、イ
ンフルエンザ、急性灰白髄炎等に移るようになったが、右のような予防接種体制に
大きな変化はみられなかった。
　イ　昭和三三年の旧実施規則制定ころから昭和四五年ころまで
　昭和三四年になり、前記のように集団接種体制の整備を内容とする通知が発せら
れ、一人の医師が担当する接種の人員の上限に歯止めをかける等の指示が出され
た。しかし、厚生省当局の姿勢は、依然として接種率の向上の方に重点が置かれて
いた。このことは、以下のことからも窺うことができる。すなわち、旧実施規則の
施行にあたり、日本医師会は、昭和三四年一月三〇日付けで、厚生省公衆衛生局長
に対し、「従来、予診は比較的簡便にされていたが今後はどうするのか。」という
趣旨の問合わせを発した（この問い自体からも当時は予防接種に際し予診がかなり
簡略にされていたという実情が窺われる。）ところ、厚生省公衆衛生局長は、「予
防接種実施規則四条の規定は、健康診断を行う際の診断方法の水準を示したもので
あって被接種者一人一人に対して同条に示されたすべての方法による診察を行う趣



旨でないことは、従前のとおりであります。」と回答し、従前の予診のやり方を今
後も踏襲すれば足りるかのごとき回答をしているのである。
　また、実施主体である市町村レベルでは、人的・物的双方の側面から右のような
指示を守ることは難しいという声が強かったし、そもそも予防接種が危険なもので
あるという認識にも乏しかったため、予診のために充分時間を割ける態勢を組もう
という意欲に乏しく、現実には、旧実施要領の接種人員の上限の定め等を努力目標
として接種を実施しているところが多かった。そして、依然として旧実施要領の定
める上限を上回る多人数を一人の医師が担当して接種が実施されることも少なくな
かったのである。その実態については、例えば昭和四五年一〇月一七日発行の日本
医事新報に登載された、船橋市の医師の「当市では、二時間の間に二人の医師が約
一〇〇〇人内外の人に接種をしなければならず、一五秒に一人あて行わなければな
らない。」という内容の記事からも窺うことができる。本件被害児の関係をみる
と、自治体等による調査結果の形で実態が明確にされたものだけに限定しても、昭
和三五年接種（腸パラワクチン）のＤ１１（一六）の場合は医師一名・保健婦二名
で二時間に二八八名（一時間一四四名の割合）の接種が実施されているし、昭和三
九年接種（インフルエンザワクチン）の吉原（一）の場合は医師一名につき三時間
で七二六名（一時間当たり二四二名の割合）の接種がされ、昭和四五年接種（種
痘）のＤ２３（一四）の場合は、医師一名で約一時間一〇分の間に一六九名の接種
が実施されているのである。
　なお、仮に厚生省当局の定める旧実施要領の上限の人数を守ったとしても、接種
担当医師が一人に割ける時間は、接種に要する時間を含め、種痘の場合でわずか四
五秒、それ以外の予防接種では三六秒程度しかなく、接種を実施する外に一人一人
に必要な予診を行う時間的余裕はなかったものである。
　以上のような態勢にあったため、集団接種は、事務職員等による受付、看護婦な
いし保健婦等による消毒、医師（ときには保健婦）による接種と流れ作業のように
進められ、予診といっても、受付の係員や看護婦等が熱の有無をチェックする程度
であって、医師による直接の問診等は殆どの場合省略されていた実情にあり、この
ような予診の実情は、本件被害児の予防接種の際の状況からみても明らかである。
　すなわち、本件被害児のうち昭和三三年から昭和四五年までの間に集団接種の形
で接種を受けた者の予診の状況をみると、医師から一切問診等の予診を受けていな
いことが証拠上明らかな者だけでも、昭和三三年に接種を受けたＤ２５（一七）
（接種自体も保健婦が行った。）、同Ａ５１（二一）、同Ｄ１３（三九）、昭和三
四年のＡ１０５（四四）、昭和三五年のＤ１（六）、同Ｄ１１（一六）、同Ｄ５
（四三）、昭和三六年のＤ１５（二五）、同Ａ７０（二九）、昭和三七年のＡ９５
（四〇）、同Ａ１２１（五三）、同Ａ１３７（六一）、昭和三八年のＤ２１
（八）、同Ｄ９（四八）、同Ｄ１０（五一）、昭和三九年に接種を受けた吉原
（一）、同Ａ１５（四）、同Ａ６８（二八）（保健婦から熱はないか、かぜをひい
ていないかとの質問を受けただけである。）、同Ｄ２７（三五）、同Ａ８４（三
六）（保護者からの質問に対し、保健婦から熱さえなければよいとの答えが返って
きただけである。）、昭和四〇年のＡ２９（一〇）（保護者の方から鼻水が出てい
るが接種を受けてもよいかと尋ねたところ、熱がなければよいとの返事があったの
みである。）、同Ｄ３（一五）、同Ａ８０（三三）、昭和四一年のＡ３３（一
二）、同Ａ４４（一八）、同Ｄ１４（二〇）、同Ｄ２０（二三）（保護者からの被
害児は体が弱くて予防接種を医師に止められているが大丈夫でしょうかとの質問に
対し、保健婦から、「今は異常ないのでしょう。熱はないのでしよう。」との答え
がされただけである。）、同Ａ１３１（五八）、昭和四二年のＤ２（一一）、昭和
四三年のＤ２６（二二）、同Ａ５８（二四）、同Ａ１００（四二）、昭和四四年の
Ａ７５（三一）、同Ｄ６（五五）、昭和四五年のＤ１９（二）（保護者の方から最
近かぜを引いたが接種を受けてよいかと尋ねたところ、今なんともなければかまわ
ないとの答えがあっただけで、それ以上特に問診等はされなかった。）、同Ｄ２３
（一四）、同Ａ９７（四一）（保護者からのかぜをひいて鼻水が出ているとの申出
に対し、熱がなければ大丈夫との答えがされただけである。）の多数に上る。さら
に、保護者の方から会場で熱を計ることを申し出て、熱を計ったところ三七度二分
あったが、特に健康状態について問診等を受けることなく接種を受けたケースとし
て昭和三六年のＡ８７（三七）の例がある。また、医師から熱の有無のみ質問され
たケースとして昭和四二年のＡ１２（三）の例がある。そのほか、医師から異常は
ありませんかとだけ尋ねられたケースとして昭和四二年のＡ３５（一三）の例、医
師から熱の有無及び下痢の有無のみ尋ねられたケースとして昭和四四年のＡ６５



（二七）の例がある。さらにまた、医師が聴診を行い、熱の有益やかぜをひいてい
ないかどうかは尋ねられたが、それ以外の禁忌症状については問診等を受けなかっ
たケースとして、昭和四五年のＡ９０（三八）の例がある。
　右の時期に開業医等から個別に接種を受けた例をみても、昭和三七年のＡ１１５
（五〇）及び昭和三八年のＡ２３（七）は何ら予診をされずに接種が実施されてい
るし、昭和四〇年のＡ２７（九）は、看護婦から熱はないかと尋ねられたのみで接
種が実施された。また、昭和四〇年のト部（二六）の場合は、接種当日を含め直前
三日間かぜ気味で熱も若干あり、医師にみてもらっていたところ、当該医師から、
種痘を受ける子供が他にもいるが同時にやると便利だから来いといわれ、その日も
若干熱があったにもかかわらず、接種に際して特段の診察もなしに無造作に接種が
されたというのである。昭和四二年接種のＤ２２（三二）も、問診や体温測定等も
されずに接種が実施されているし、昭和四三年のＤ１２（四七）も、保護者がかぜ
を引いていると告げたにもかかわらず、医師は聴診をしただけで、それ以上、問診
も体温測定もせず、接種を行っている。また、昭和三八年のＡ１３９（六二）は、
過去一年以内にたびたびけいれんの発作を起こし、掛かりつけの医師（接種をした
医師）の診察を受けていて、接種をした医師はけいれんの発作について熟知してい
たにもかかわらず、特に禁忌に注意することなく種痘の接種が行われた。このよう
に、予診の時間が充分とれるはずの個別接種の事例でも、多くは、本来なされるべ
き予診が尽くされていないという状況にあった。
　ウ　昭和四五年ころ以降
　さらに、昭和四五年に種痘禍が社会問題になり、厚生省から次々と通知が出さ
れ、問診票の活用等が指示された後（ただし、一人の医師が接種し得る人数の上限
の定めについては特に変更が加えられていない。）の本件被害児の予診の実情をみ
ても、昭和四六年のＤ４（三四）は、問診票への記入を求められ、また、事前に体
温測定は行ったものの、それ以上医師から直接問診等はされないまま（過去に湿疹
等が出たことがあり、問診して検討すべきケースであった。）、接種が実施されて
いるし、また、昭和四八年のＡ１３３（五九）の場合も、保健婦が入り口で問診票
をチェックしたたけで、接種担当の医師の問診等はされないまま接種がされ、昭和
四九年のＡ１３６（六〇）の場合も、問診票を役場の職員がチェックしただけで、
担当の医師の問診等はされないまま接種が実施されている。また、同じく昭和四九
年に接種を受けたＡ１４１（六三）の場合も、保健婦が問診票をチェックした際
に、保護者から、未熟児で生まれたこと、帝王切開で出産したこと、過去一箇月以
内にかぜで医者の治療を受けたことの申出がされたが、保健婦限りで接種に問題な
しと判断され、医師の問診は全くされず接種が実施された。このように、昭和四五
年以降も、問診票は広く利用されるようにはなったものの、なお医師による直接の
問診、視診等の予診の重要性についての認識は、現場の接種担当医師等にまで充分
浸透していなかった実情にある。
　エ　以上のような予防接種の運用の実情は、昭和三四年八月八日発行の日本医事
新報の「集団予防接種は、これでよいのか」と題する記事（甲第二六号証参照）等
で紹介されているなど、いわば公知の事実だったのであり、厚生省当局も充分承知
していたものと推認される。
　（４）　渋谷区予防接種センターの運用について
　予診等を充分実施できるような体制をとって予防接種を実施してきた模範的な例
とされる、渋谷区医師会が運用する渋谷区予防接種センターのやり方をみると、以
下のような体制で運用されている。
　すなわち、東京都から予防接種業務の委託を受けた渋谷区の医師会は、昭和四四
年に予防接種の業務を集中管理し、かつ、予防接種を恒常的に受けられるようにす
るための常設会場として渋谷区予防接種センターを開設した。そこでは、予診室と
接種室を物理的に分け、予診を専門に担当する医師と接種を担当する医師を別々に
配置し、まず、予診を担当する医師が問診票を見ながら問診等の予診を行い（問診
票のチェックだけで済ますということはない。）、そこで接種可と判断された被接
種者につき、接種室で再度接種担当医師がチェックした上接種するというシステム
を採用している。また、予診室の入口のところに予防接種を受けるに当たっての注
意等を記載した注意書を目につきやすいように掲示し、事前に必ず体温の測定をし
てもらった上（家庭でしてこなかった人にはその場で体温計を貸して計らせ
る。）、問診票の記載をしてもらっている。医師二人が一組となって、一時間当た
り通常、四〇人ないし六〇人程度を処理している。また、予防接種に関する諸問題
につき、医師会内部の予防接種センター運営委員会において常時研究会を組織して



研究を行い、予診のレベルアップ等に努力している。また、渋谷区予防接種センタ
ーが主催して外部の会場で集団接種を行う場合も、必ず、予診と接種を担当する医
師を分け、接種をしてもよいかどうかにつき二重チェックができる態勢をとってい
る。しかも、予診担当対接種担当を二対一の割合で配置し、かつ、予診担当には予
防接種センター運営委員を務めるようなベテランの医師を配置するという予診重視
の態勢をとっている。なお、外部での集団接種の場合は、一五〇人程度を三人一組
の医師が担当し、一時間半程度で処理するようにしている。そして、このように、
外部での集団接種の場合は、一人に当てられる時間がやや短いという問題等もある
ので、接種について問題のあるケースはやや広めに振るい落とすようにし、そうい
う人は予防接種センターの方に回ってもらって慎重に判断するというシステムをと
っている。
　このようなやり方で予防接種を実施してきた結果、渋谷区予防接種センターは、
昭和五二年までで約九〇万件の予防接種を実施したが、重篤な副反応事故は全く生
じていない。
　（九）　予防接種の副反応事故を巡る厚生省の姿勢
　昭和四五年に予防接種禍が社会問題となるまでも、厚生省当局は、予防接種によ
る副反応事故の発生状況については、予防接種の実施主体からの個別的な報告や人
口動態統計等によつてある程度把握していた。しかし、昭和四五年に種痘の副反応
事故が新聞等に報道され、社会問題化するまでは、国として積極的な実態調査をし
たことはなかった。そして、厚生省当局は、昭和四〇年代になるまで長らく、自己
が把握した予防接種の副反応事故例については、これを外部には公表しないという
対応をとっていた（昭和二八、二九年ころ厚生省防疫課に勤務していたＦ９８は、
昭和四七年七月に行われた講演会の中で、「当時は、事故例を集計しても、防疫課
長の机の引出しにしまって絶対に公表しないという態度であった。」と述べてい
る。また、昭和四二年ころ厚生省防疫課長を務めたＦ９９も、同じ講演会におい
て、「五年前（すなわち昭和四二年ころ）に公衆衛生院の疫学研究会のときに初め
て種痘の副作用というものを防疫課長として一応オープンにした。そのとき、当時
予研の痘そうワクチンの責任者から、そんなことをしていいのかというお叱りがあ
った。」と述べている。）。このような厚生省当局の態度・姿勢は、厚生省当局が
予防接種の普及、接種率の向上の方に主として関心がいき、予防接種事故の存在を
公開することは、その妨げになるという認識を持っていたことから生じたものと推
認される。昭和四五年に開かれた日本公衆衛生学会のシンポジウムにおいても、従
来、関係者は、予防接種を普及し、広めていくことがすなわち国民の健康を守るこ
とだという信念の下に、事故や副反応という小の虫には目をつむっていくという姿
勢で予防接種の業務を推進してきた旨シンポジウムの司会者が発言している。
　（一〇）　接種を担当する医師等の状況と厚生省の施策
　（１）　現実に接種を担当する一般の開業医等は、このような厚生省当局の姿勢
の下、予防接種の副反応や禁忌の重要性等について認識を深める機会がなかった。
　すなわち、前記のように、予防接種にあたり適切な予診をし、禁忌を識別するた
めには、それなりの知識が必要なのであって、医師であれば何人でも常識でできる
というものではないところ、医学教育の場でも、昭和三〇年代ころまでは、予防接
種に伴う副反応や禁忌の問題を学生に体系的に教えるということはなく、一般の医
師が体系的に予防接種の副反応や禁忌の問題を勉強する場はなかったのである。
　そして、前記のように、予防接種による副反応の実態については長く公表され
ず、予防接種の必要性のみが強調されていたため、年間数回臨時に駆り出される程
度の開業医（その中には、小児科や内科が専門でない医師も混じっていた。）は、
予防接種の副反応や禁忌の問題に対する関心が薄かった。予防接種を担当する医師
といえども、予防接種実施規則や予防接種実施要領等の存在を充分には知らず、こ
れをあらかじめ読んで接種に臨む者は少ないという実情にあった（昭和四五年七月
一八日発行の日本医事新報《甲第二七号証》参照）。医師会でも、この問題につい
て特段指導をしていなかった（このことは、昭和三八年ころ葛飾区医師会の会長を
勤め、また、昭和四〇年ころから予防接種担当の東京都医師会の理事を勤めたＥ７
医師が法廷における証言の中で明確に認めているところである。）。
　そのため、昭和四五年に予防接種禍が新聞等のマスコミに報道され、社会問題化
するまでは、一部の専門家を除き、一般国民はもとより、一般の医師の間でも、予
防接種により重篤な副反応が生ずることがあるという事実についての認識に乏しか
った。また、医師達の間に予防接種による副反応を防止するために禁忌が設定さ
れ、禁忌を識別するためには、予診が重要であるという認識も充分浸透していなか



った。
　（２）　このような状況にあるにもかかわらず、昭和四五年ころまでに、厚生省
当局が一般の医師を対象に、予防接種の副反応事故及びそれを避けるための禁忌の
重要性等について周知を図るために具体的な措置をとった形跡はない。厚生省当局
がとった措置は、日本医事新報に予防接種実施規則や予防接種実施要領の全文を登
載した程度であった。前記Ｅ７医師は、昭和四五年以前には、厚生省や東京都から
医師会に対し、会員に対して予防接種実施規則等について周知を計るようにという
指導を受けたことは殆どないと述べている。
　なお、本来ならば昭和三三年の旧実施規則の制定がそれまでのルーズな予診の実
情を改善する良い機会であったが、厚生省当局は、前記のように、昭和三四年の医
師会からの問合せに対し、昭和三三年以前の予診のやり方を昭和三三年の改正でも
否定しないかのごとき回答をし、従前からの予診のやり方を改善するよう積極的に
指導しなかったのである。
　そして、厚生省当局も関与して予防接種の副反応や禁忌についての文献や論文が
次々と刊行され出したのは、昭和四五年以降であり、しかも、一般の医師等の目に
つくような形で刊行され出したのは、多くは昭和四〇年代も末ころになってからで
ある。たとえば、予防接種副反応研究班という公的な名前で、予防接種を担当する
医師向けに、予防接種の副反応や禁忌の内容につき詳細に解説した手引きの案が作
成されたのは、昭和四九年四月になってからであり、それが正式に手引書として刊
行されたのは、ようやく昭和五〇年七月になってからであった（なお、右手引きの
前書には、「予防接種が社会問題化してから、多くの解説書が出されてきたが、接
種を行う医師や予防接種担当者向けの手引きのようなものは殆どなく、それに対す
る要望もかなり強いものであった。」と記載されている。昭和四七年二月五日発行
の日本医事新報《丙第三号証》には、秋田の医師からの、「ただ一回じんましんの
既往があってもだめか。三歳児でただ一回熱性けいれんのあと二年以上経過してい
ても不可か。」という禁忌の具体的内容を問う質問とそれに対する回答が載せられ
ているが、この質問の内容からも、その当時の一般の医師の禁忌についての認識の
程度が窺え、右「前書」の記述を裏付けるものとなっている。）。
　（３）　そのため本件被害児の接種を担当した医師の多くは、予防接種の副反応
の危険を充分認識せず、伝染病予防上必要であるという意識の下、禁忌についての
充分な知識もなしに、接種を実施した。
　その典型的例がＡ１３９（六二）のケースであり、前記のように、同女は、過去
一年以内に何回かけいれんの発作を起こしており、明らかに当時定められていた禁
忌に該当したのに、けいれん発作のことを熟知していた掛かりつけの医師によっ
て、種痘の接種がされている。同医師は、予防接種実施規則の存在は全く知らず、
製薬会社の注意書（そこでは、禁忌事項として「けいれん」に触れられていな
い。）のみ了知していたのである。また、昭和四二年接種のＡ１２（三）の場合
も、接種の五日前位から下痢と発熱があり、しかも一時高熱によるひきつけまで起
こし、前日もだるそうに一日寝ているという状況であった（最終的に右症状が医師
により完治と診断されたのは、予防接種の三日後であった。）のに、被害児を前日
診察した掛かりつけの医師は、熱さえなければ予防接種（集団接種）を受けてよい
と助言し、それに従って被害児は予防接種を受けている。さらに、昭和四〇年接種
のト部（二六）の場合も、接種当日までの三日間風邪で若干熱があり、当該医師の
診察を三日続けて受けていたのに、無造作に接種が実施されているのである。ま
た、本件各被害児に予防接種の副反応が現出した後も、開業医の段階でそれが予防
接種による副反応である疑いがあると診断された例は極めて少ない。多くの医師は
予防接種の副反応の可能性を頭から否定していた。
　（４）　そして、昭和四五年に予防接種禍が社会問題となった以降も、なお昭和
四八、九年ころまでは、禁忌の内容や禁忌識別に当たっての予診の重要性等につい
て一般の開業医の段階まで充分周知徹底されていなかったため、昭和四五年以降接
種を受けた本件被害児の接種の状況にみられるように、禁忌識別のための予診が不
充分なまま接種が実施された例が少なくなかった。
　（５）　確かに、控訴人が主張するように、昭和四五年以前にも、昭和二四年に
は社団法人細菌製剤協会編で「予防接種講本」が出され、また、昭和二八年には厚
生省防疫課編で「防疫必携」、昭和三九年には厚生省防疫課監修で「防疫シリー
ズ・痘そう」がそれぞれ刊行されているが、このような書籍は防疫の専門家以外
の、接種を現実に担当した一般の開業医等の目にまで広く触れるものではなく、ま
た、そこでの副反応事故についての分析も、例えば、「防疫シリーズ・痘そう」で



は、日本では種痘後脳炎の発生はきわめてまれで心配はいらないと断定しているな
ど、予防接種を推進する方向での記述が目立つものであった。
　（６）　以上のような状況にあったため、本件被害児の多くは、前記のように、
予診を殆ど受けずに接種を実施されたものである。また、問診等予診を受けた者に
しても、予診において考慮すべき事項は、前記のとおり相当多岐にわたるものであ
るのに、そのような点にまで充分配慮を巡らした予診を受けた者は皆無であったと
推認される（なお、昭和四七年に掛かりつけの医師から個別接種の形で接種を受け
たＤ８（四六）の場合も、前記一２（三）認定のように医師からかなり丁寧な予診
を受けたことは認められるが、右（４）認定の当時の時点における一般の医師層へ
の禁忌についての周知の状況及び前記一２（三）認定の副反応現出後の右掛かりつ
けの医師の言動等に照らすと、なお禁忌を識別するに足るすべての事項を網羅した
予診はされていないと推認される。）。
　（二）　一般国民に対する周知の態勢について
　（１）　予防接種の禁忌は、前記のように、被接種者の現在及び過去の健康状態
や、発育状況、家族のアレルギーの有無等の情報を知ることによって判断されるも
のであるから、被接種者の側が禁忌の重要性について充分認識を持ち、積極的に接
種担当医師に自分の知っていることを申し出ることが必要である。そのためには、
接種の対象となる国民（乳幼児の場合は保護者）が、予防接種の副反応と禁忌につ
いてある程度知識を持ち、医師が禁忌を判断するのに必要な情報を提供するよう動
機付けがされていることが必要である。
　（２）　この点については、前記のように、旧実施要領において、一応、「多人
数を対象として予診を行う場合には、接種場所に禁忌に関する注意事項を掲示し、
又は印刷物として配布して、接種対象者から健康状態及び既往症等の申出をさせる
等の措置をとり禁忌の発見を容易ならしめること」、「予防接種を行う前には、当
該予防接種の副反応について周知徹底を図り、被接種者に不必要な恐怖心を起こさ
せないようにすること」が定められていた。
　（３）　しかし、現実には、実施主体である地方自治体の機関の側には禁忌の重
要性等についての認識が乏しく、その点を積極的に周知させようという姿勢に乏し
かったため、学校等で集団接種が行われるような場合でも、全く禁忌についての掲
示がされないか（本件被害児の関係では、自治体の調査結果としてその点が明確に
なっているものだけを挙げても、昭和三五年接種のＤ１１（一六）や昭和四五年接
種のＤ２３（一四）の場合がそうである。）、たとえ掲示されたとしても、注意事
項を紙に書き教室の黒板に張っておくといった、被接種者側の注意を殆ど引かな
い、形式的な周知方法がとられることが多かった。また、被接種者に対し予防接種
の実施を知らせる通知等の中でも、禁忌については全く触れていないものが多かっ
た（例えば、被害児Ａ１５（四）の関係で昭和三九年に奈良市が発行した「定期種
痘通知書」《甲第四〇四号証の三》参照。）。また、自治体関係者の禁忌の内容の
理解が正確でないことも多かったため、たとえ禁忌について触れている場合でも、
禁忌のすべてを網羅しない不完全なものも多かった（例えば、中野保健所が昭和四
〇年九月に発行した「秋の定期予防接種のお知らせ」の中には一応禁忌についての
注意が記載されているが、なぜか当時の旧実施規則に定められていた「アレルギー
体質の者又はけいれん性体質の者」の項や、種痘についての「まん延性の皮膚病に
かかっている者」の項等の記載が落ちているのである《甲第四一五号証の三》。ま
た、港区役所から昭和四三年四月一〇日に発行された「区のお知らせ」の中では、
予防接種の注意事項として、「小児まひワクチン服用の前後二週間以内は種痘はで
きません。また、生ワクチン服用と種痘の前後一ヵ月以内は『はしか」ワクチンの
接種はできません。」とだけ記載されている《昭和四七年（ワ）第二二七〇号事件
甲第三七号証》。また、ｆ１１町長名義で昭和四五年二月二六日に発行された「種
痘の実施について」の中では、「アハシカの予防接種を受けて一ヵ月を経過しない
もの。イ　現在ひふ病にかかっているもの　ウ　医師に不適当と認められるもの」
のみが禁忌として記載されている《甲第四一四号証の四》。）。
　さらに、自治体が交付する母子手帳（母子健康手帳）の記載内容をみると、昭和
四〇年代の初め頃までに使用されている母子手帳では、予防接種は法律上の義務で
あり、必ず予防接種を受けるようにという記載のみがされ、禁忌については何ら触
れられていない。また、昭和四〇年代半ばころになると、昭和四四年九月出生のＤ
１９（二）の母子健康手帳には、禁忌の記載があるが、種痘の禁忌としては、「ま
ん延性の皮膚病にかかっている人」と「小児マヒ生ワクチン服用後、二週間以内の
人」のみが掲げられ、また、小児マヒ生ワクチンの禁忌としては、「下痢をしてい



る人」と「種痘後二週間以内の人」のみが掲げられており、正確を欠く内容になっ
ていた（甲第四〇二号証の二）。また、昭和四四年七月に出生したＡ７５（三一）
の母子健康手帳に付いている各予防接種の個人票の注意事項欄をみると、ジフテリ
ア・百日せき予防接種個人票及び腸チフス・パラチフス予防接種個人票には、「熱
があったり『からだ』の具合が良くない時は、必ず医師に相談してください。」と
の記載が、種痘予防接種個人票には「熱があったり『からだ』の具合の悪い人、又
は生ポリオワクチンを飲んで二週間たっていない人はうけないでください。」との
記載が、急性灰白髄炎予防接種個人票には「熱があったり下痢をしている人、又は
『種痘』をうけてから二週間たっていない人はうけないで下さい。」との記載が、
それぞれされていただけであり、禁忌の記載としてはやはり極めて不完全なもので
しかなかった（甲第四三一号証の二）。
　（４）　厚生省当局は、このような実情を充分承知していたものと推認される
が、特に具体的には改善を指導しないままこれを放置した。
　（５）　確かに、控訴人が主張するように、昭和二三年の予防接種法制定に際し
ては、昭和二三年九月二四日付けで「予防接種法施行に関する件（厚生省発予第七
四号各都道府県知事あて厚生省事務次官通知）」を発して、「この法律の目的を達
成するため最も必要なことは国民の公衆衛生知識の向上であるから、講演、ラジ
オ、新聞、雑誌等あらゆる機会を利用して、予防接種に関する衛生思想普及に努め
られたい。」旨通知し、また、昭和二三年一二月一〇日付けで「予防接種法講習会
開催並びに補助について（予発第一六九一号各都道府県知事あて厚生省予防局長通
知）」を発して、保健所員、市町村吏員及び一般医療関係者を対象に予防接種法令
等について講習会を開催すること及び被接種者、保護者等に対して充分納得が得ら
れるよう周知方を指示しているが、右「予防接種法施行に関する件」の通知が同時
に「予防接種を広汎且つ強力に行うことにより伝染病予防の完壁を期す」ことを
「法律の目的」としてうたっていることからも明らかなように、ここでの国民に対
する啓発の狙いは、専ら国民が伝染病予防に対する予防接種の効果を認識して自発
的に予防接種を受けるようにすることに向けられていたのであって、予防接種の副
反応及び禁忌についての周知がその内容に含まれていたとは到底解されないもので
ある。
　（６）　その後、昭和四五年の種痘禍の報道等により予防接種の副反応の問題が
社会問題化したことにより、厚生省当局は、前記のように、矢継ぎ早やに通知を発
し、問診票を活用すること等を指示するとともに、被接種者及び保護者への周知の
徹底についても指示したが、その内容は、なお、軽度の副反応は従来から見られる
もので、被接種者及び保護者がいたずらに不安を起こさないよう、また、予防接種
に関する知識を普及させて予防接種に理解と協力を求めよという点に重点を置くも
のであった。
　ただ、昭和四五年一一月三〇日の「予防接種問診票の活用について」と題する通
知においては、予防接種の実施に当たっては、母親による被接種者の平常の健康状
態についての積極的申出等が必要とされるものであることを徹底するよう指示し、
問診票には質問事項のほか、「予防接種（種痘）には思いがけない事故がおこるこ
とがありますから、次の点によく、任意してください。１　健康診断予防接種（種
痘）を受ける際には、必ず健康診断をうけてください。保護者は子供の健康状態を
詳しく医師に話して下さい。２　問診票は責任をもって記入して下さい。それには
母子手帳などを参考にして下さい。（略）」などと記載するよう書式を示して指示
している。
　（７）　また、昭和四五年以降次第に、予防接種の副反応や禁忌について触れた
一般人向けの啓蒙書も刊行されるようになったが、その多くは昭和四〇年代末以降
刊行された（厚生省公衆衛生局保健情報課指導「予防接種の知恵」昭和四九年刊
行、厚生省公衆衛生局保健情報課編「ママのための予防接種読本」昭和四九年刊
行、Ｅ３他編「じょうずに予防接種をうけるために」昭和五三年刊行、厚生省公衆
衛生局保健情報課監修「予防接種ハンドブック」昭和五三年刊行等）。なお、昭和
四五年以前に出された厚生省防疫課監修の「防疫シリーズ・痘そう」（昭和三九年
刊行）においては、種痘の副作用として種痘後脳炎の存在について触れているが、
前記のように、そのような種痘の副作用は、「日本での発生はきわめてまれですか
ら、決して種痘をおそれる必要はないのです。」で結んでいる。また、同書は、禁
忌についてはごく簡単にしか触れていない（しかも、なぜか当時既に廃止されてい
た種痘施行心得の文言をそのまま記載しているのである。）。
　<要旨第二>３　以上の認定事実を総合すると、以下のように結論付けられる。す



なわち、</要旨第二>
　（一）　予防接種は時に重篤な副反応が生ずるおそれがあるもので、危険を伴う
ものであり、その危険をなくすためには事前に医師が予診を充分にして、禁忌者を
的確に識別・除外する体制を作る必要がある。そのためには、「１」集団接種の場
合は、医師が予診に充分時間が割けるように、接種対象人員の数を調節し、あるい
は接種する医師と予診を専門にする医師を分けるなどの体制作りが必要であり、ま
た、「２」）臨時に駆り出される、しかも、予防接種の副反応や禁忌について充分
教育を受けていない開業医を念頭に、予防接種による副反応と禁忌の重要性等につ
いて周知を図り、予診等のレベルの向上を図る必要があり、さらに、「３」接種を
受ける国民に対しても、重篤な副反応の発生するおそれのあることや禁忌の意味内
容等についてわかりやすく説明し、必要な情報を進んで医師に提供するよう動機付
けをする必要があるというべきである。
　（二）　そして、伝染病の伝播及び発生の防止その他公衆衛生の向上及び増進を
任務とする厚生省の長として同省の事務を統括する厚生大臣としては、右の趣旨に
沿った具体的な施策を立案し、それに沿って法一五条に基づく省令等を制定し、か
つ、予防接種業務の実施主体である市町村長を指揮監督し（地方自治法一五〇条。
法に基づく接種の場合）、あるいは地方自治法二四五条等に基づき（勧奨接種の場
合）地方自治体に助言・勧告する、さらには、接種を実際に担当する医師や接種を
受ける国民を対象に予防接種の副反応や禁忌について周知を図るなどの措置をとる
義務があったものというべきである。なお、法に基づく予防接種は国の事務であっ
て、主務大臣である厚生大臣は事務の実施につき市町村長を全面的に指揮・監督す
る立場にあったものであり、また、勧奨接種の場合は、法的には地方自治体が国の
指導に従うか否かは任意であるといえるが、実際は自治体側には選択の余地がなく
国の指導に従って接種を実施するという関係にあったのであるから、予防接種の実
施に地方自治体の機関ないし地方自治体が介在しているからといって、厚生大臣に
右で述べた義務がないということはできない。法六条の二の個別接種についても、
これは、国の強制予防接種制度の一環として組み込まれているものであって、法に
よる予防接種としての効果を持つものであるから、予防接種を国の施策として全体
として遂行する立場にある厚生大臣としては、予防接種の副反応、禁忌事項及び予
診の重要性等について、この個別接種を実施する一般の医師及びこれを受ける国民
にも周知徹底させ、予防接種事故の発生を未然に防ぐ義務があったものというべき
である。
　そして、厚生大臣は、法制定の当時から、予防接種による副反応事故を発生させ
ないためには、禁忌を定めた上、医師が予診をして禁忌に該当した者を接種対象か
ら除外する措置をとることが必要であることを充分認識していたものである。
　（三）　ところが、厚生大臣は、長く、伝染病の予防のため、予防接種の接種率
を上げることに施策の重点を置き、予防接種の副反応の問題にそれほど注意を払わ
なったため、以下のとおり、前記の義務を果たすことを怠った。すなわち、
　（１）　昭和三三年以前をみると、各予防接種施行心得に「予防接種の施行前に
被接種者の健康状態を尋ね、必要がある場合には診察を行わなければならない。」
旨の定めが置かれていたものの、急いで実施する場合の医師一人当たりの一時間当
たりの接種対象の人数をおよそ一五〇人（これでは予診と接種の時間を合わせて一
人わずか二四秒しか当てられないことになる。ただし、種痘は八〇人、百日せきは
一〇〇人）とするなど、適切な予診を行うにはほど遠い体制で予防接種を実施する
ことを許容し、しかも現場で予診が殆どされていない実情を知りながら、それを放
置した（なお、禁忌について周知を図るようにという通知を出したことはあるが、
それが実現できるような具体的施策は特にとらなかった。）。
　（２）　昭和三三年の旧実施規則では、予診について比較的詳しい定めを置き、
また、昭和三四年に制定された旧実施要領においては、医師一人当たりの一時間当
たりの接種人員を最大限種痘で八〇人、種痘以外では一〇〇人と定め、一応歯止め
はかけたものの、なお適切な予診をするには不充分な体制（右の上限の人数の場
合、被接種者一人に当てられる時間は、種痘で四五秒、種痘以外では三六秒にすぎ
ない。）を継続することを許容し、しかも、現実には、右実施要領さえ充分守られ
ない実情にあることを知りながら、それを積極的に改めるよう指示することなく放
置した（医師会からの問い合わせに対し、昭和三三年以前の極めて不充分な予診の
やり方を昭和三三年以降も踏襲して構わないかのごとき回答をしている。）。　
（３）　昭和四五年以降は、問診票を導入するよう指示するなど予診の問題にもそ
れなりに注意を払うようにはなったが、なお、集団接種における一時間当たりの接



種人員の上限を引き下げるなどの措置はとられなかった。
　（４）　また、昭和四五年以前は、国民に対して予防接種事故の実態を公表しな
いのみならず、接種を担当する医師に対しても予防接種事故についての情報を充分
には提供せず、禁忌について積極的に周知を図るような措置をとらなかった。
　（５）　昭和四五年以降も、一般の医師向けに厚生省当局が関与して予防接種の
禁忌を解説した手引書を作ったのは昭和四〇年代の末ころであり、それまでは、予
防接種の禁忌等についての周知は充分なものでなかった。接種を受ける側の国民に
対しても、いたずらに不安が生じないようにすることに重点が置かれていた。そし
て、一般国民向けに予防接種の副反応や禁忌に関して分かりやすい解説書等が刊行
され出したのは昭和四〇年代の末頃であった。
　（四）　そのため、昭和四五年以前は、禁忌の重要性について一般の医師も国民
も充分認識を持たず、したがって、適切な予診がされずに予防接種が実施された。
また、昭和四五年以降は、問診票が活用されるなどその点についてある程度改善が
みられたが、集団接種において医師が充分予診のできるような体制までは整備され
なかった。そして、昭和四〇年代末頃までは、予防接種の副反応や禁忌の重要性等
につき医師に対する情報提供や国民に対する周知が不充分であったため、医師によ
る予診の重要性の認識が充分浸透せず、依然として予診不充分なまま接種が実施さ
れる状況にあった。
　また、個別接種等で予診をする時間が充分あった場合においても、禁忌の重要性
や内容について充分な情報提供がなかったため、医師は、予診をせず接種を実施し
たり、予診をした場合でも、禁忌にかかわるすべての事項を網羅した予診を尽くす
ことなく接種を実施した例が多かった。
　（五）　そして、前記のように、本件被害児六二名は、いずれも接種当時施行さ
れていた各予防接種施行心得ないし旧実施規則所定の禁忌者に該当していたものと
推定されるところ、昭和二七年から昭和四九年の間に発生した本件被害児らの副反
応事故は、結局、右（三）、（四）で述べたことが原因となって、現場の接種担当
者（医師）が禁忌の識別を誤り、本件被害児らが禁忌者に該当するのにこれに接種
をしたため生じたものと推認される。
　（六）　なお、副反応事故について周知を図るような措置をとると、接種率が下
がり、法が目的とする社会防衛が果たせないというおそれがあるから、厚生大臣が
そのような措置を充分とらなかったとしてもやむを得ないとする考え方もあり得な
いではない。しかしながら、予防接種の副反応には、発生する率はごくわずかとは
いえ、死亡にもつながる重大なものが含まれるのであり、国が、社会防衛の目的
で、国民を強制ないし勧奨して接種を受けるよう仕向けた以上、国としては被害を
避けるための措置を可能な限り尽くすべきであったというべきである。国が、その
国民の健康に関する施策を遂行する場合において、その施策の遂行によって国民の
生命身体に被害が生じないよう充分配慮して万全の措置をとり、国民の生命身体に
被害が生じる結果の発生を回避すべき義務があることは、当然であるといわなけれ
ばならないからである。
　そうすると、社会が混乱状態にあって外来の伝染病が流行し危機的状況にあった
昭和二〇年代はさておくとしても（なお、昭和二〇年代に予防接種を受けた被害児
Ａ５（五六）及びその両親の損害賠償請求は、後記のとおり、いずれにせよ除斥期
間が経過しており、認めることはできないものである。）、少なくとも右Ａ５を除
くその余の被害児に対して接種がされた昭和三〇年代以降は、伝染病の流行は相当
程度落ちつきを見せ、日本社会はそのような危機的状況から脱していたのであるか
ら、副反応や禁忌について周知を図ったためある程度接種率が下がったとしてもや
むを得ないというべきであるのみならず、いたずらに恐怖心をあおらず、正しい知
識を与えるように務め、集団接種で禁忌に該当するかどうか判断できないものは個
別接種に回すなどの体制を適切に整えれば、それほど接種率が下がらなかった可能
性もあり、要は工夫次第であったということができるものであるから、厚生大臣が
禁忌等にっいて周知を図る等の措置をとれば接種率が下がりすぎて法の目的である
社会防衛が果たされなくなってしまうとは直ちに断定できず、この点を根拠に厚生
大臣が国民や医師等に予防接種の副反応や禁忌について周知を怠ったことを正当化
することはできないものといわざるを得ない。
　また、このように副反応事故をなくすため予診を重視する態勢をとると、個別接
種による割合が増大し、接種を担当する医師等の人手がより多く必要になり、接種
のコストも増えるなどの問題も生じようが、生命・健康の侵害という重大な法益侵
害との対比からすると、コストや人手の問題を理由に、厚生大臣のとってきた行動



が正当化されるということはできない。
　（七）　そして、厚生大臣は、以上のような、禁忌を識別するための充分な措置
をとらなかったことの結果として、現場の接種担当者が禁忌識別を誤り禁忌該当者
であるのにこれに接種して、本件各事故のような重大な副反応事故が発生すること
を予見することができたものというべきである。また、前記のとおり、本件被害児
らはすべて禁忌該当者と推定されるものであるから、厚生大臣が禁忌を識別するた
めの充分な措置をとり、その結果、接種担当者が禁忌識別を誤らず、禁忌該当者を
すべて接種対象者から除外していたとすれば、本件副反応事故の発生を回避するこ
とができたものというべきであり、したがって、本件副反応事故という結果の回避
可能性もあったものということができる。
　４　以上のとおりであって、厚生大臣には、禁忌該当者に予防接種を実施させな
いための充分な措置をとることを怠った過失があるものといわざるを得ず、国は、
Ａ５（五六）を除くその余の被害児らに重篤な副反応事故が生じたことに対して、
国家賠償法上責任を免れないものというべきである。
　第五　被害児Ａ５（五六）を除くその余の被害児及びその両親の被った損害につ
いて
　一　被害児Ａ５（五六）を除くその余の本件被害児及びその両親が本件接種によ
り被った被害の原判決口頭弁論終結時までの状況は、被害児については原判決理由
第二の二認定のとおりであり、被害児の両親については原判決理由第二の五１認定
のとおりであるから、それぞれこれを引用する。また、最近の状況は、別紙「現在
の状況一覧表」の「右認定に供した証拠」欄記載の証拠によれば、右表の「現在の
状況」欄記載のとおりであると認められる。
　二　１　以上認定の原判決事実摘示添付の原告ら主張一覧表の「接種後の状
況」、「現在の症状」及び「両親の被害状況」の各欄並びに別紙「現在の状況一覧
表」の「現在の状況」欄記載の事実に基づき、被害児Ａ５（五六）を除くその余の
被害児及び両親が被った損害を以下の算定方法により個別に算定するものとする。
　２　被害児を本件各事故によって死亡した被害児と生存している被害児とに分
け、さらに、後者の生存している被害児については、症状の軽重により、ア　日常
生活に全面的に介護を必要とする後遺障害を有する各被害児（これを「Ａランク生
存被害児」という。）、イ　日常生活に介助を必要とする後遺障害を有する各被害
児（これを「Ｂランク生存被害児」という。）、ウ　一応他人の介助なしに日常生
活を維持することの可能な後遺障害を有する各被害児（以下これを「Ｃランク生存
被害児」という。）とにそれぞれランク分けをして、各被害児及び両親等の損害を
算定することとする。
　（一）　死亡した各被害児の損害について
　（１）　得べかりし利益の喪失
　死亡した各被害児が、本件各接種によって本件各事故にあわなければ、一八歳か
ら六七歳までの四九年間就労できたはずである。
　そして、それぞれ一八歳時から本件口頭弁論終結時である平成四年における満年
齢時までについては、毎年、それぞれの一八歳時の年の賃金センサスの第一巻第一
表の産業計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金と平成二年賃金セ
ンサスの第一巻第一表の産業計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃
金とを平均した額程度の収入を取得することができたにもかかわらず、これを喪失
したものと推認し、右額を基礎として、生活費控除を男子五割、女子三割とし、ラ
イプニッツ式計算法により後記遅延損害金の起算日である本件各接種時点までの年
五分の割合による中間利息を控除して、右期間の得べかりし利益の喪失額の現価を
求めることとする。
　また、右時点以降満六七歳時までは、平成二年賃金センサス第一巻第一表の産業
計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金程度の収入を取得できたに
もかかわらず、これを喪失したものと推認し、右額を基礎として、生活費控除を男
子五割、女子三割とし、ライプニッツ式計算法により後記遅延損害金の起算日であ
る本件各接種時点までの年五分の割合による中間利息を控除して、右期間の得べか
りし利益の喪失額の現価を求めることとする。
　（２）　介護費
　死亡した各被害児のうち、発症後死亡するに至るまで一年以上生存し、日常生活
に全面的に介護を必要とした者については、右介護に費やされた労務を金銭に換算
すると、介護開始時点以降死亡時点に至るまでの物価の推移（公知の事実であ
る。）等を考慮し、要介護期間中、平均して、昭和四〇年代に死亡した者（五名）



は年に三六万円（月三万円・一日一〇〇〇円の割合）を要し、昭和五〇年代に死亡
した者（三名）は年に七二万円（月六万円・一日二〇〇〇円の割合）を要し、昭和
六〇年代以降に死亡した者（二名）は年に一二〇万円（月一〇万円・一日約三三〇
〇円の割合）を要したとそれぞれ認定するのが相当である。なお、後記のとおり、
予防接種事故発生時から遅延損害金の請求を認容することにかんがみ、ライプニッ
ツ方式により年五分の割合による中間利息を控除するものとする。
　（３）　慰藉料
　被害児Ｄ２（一一の一）及び同Ｄ６（五五の一）の両名が被った精神的苦痛に対
する慰謝料としては、後記認定のＡランク生存被害児と同額の金一〇〇〇万円をも
って相当とする（なお、死亡被害児の固有の慰謝料につき、被控訴人らは、当審係
属後死亡した右両名に係わる分以外は請求していない。）。
　（４）　結論
　以上の算定根拠により死亡した各被害児の損害を個別に算定する（円未満は切捨
てる。以下同じ。）と、別紙各「死亡被害児損害額計算票」記載のとおりとなる。
　（二）　死亡した各被害児の両親の損害の算定根拠
　（１）　慰藉料
　死亡した各被害児の両親の精神的苦痛の慰藉料は、各両親一人につき各金八〇〇
万円をもって相当とする。
　ただし、被害児Ｄ２（一一）及び同Ｄ６（五五）の両親については、前記のよう
に、右両名についてのみ被害児自身に対する慰謝料を認めたこと等を考慮して、各
金三〇〇万円をもって相当とする。
　（２）　結論
　以上の算定根拠により死亡した各被害児の両親の損害を個別に算定すると、別紙
各「死亡被害児両親損害額計算票」記載のとおりとなる。
　（三）　日常生活に全面的介護を必要とする後遺障害を有する各被害児（Ａラン
ク生存被害児）の損害の算定根拠
　（１）　得べかりし利益の喪失
　前記認定によれば、Ａランク生存被害児としては、事実摘示添付の別紙「Ａラン
ク生存被害者の請求損害損失額一覧表」記載の者がこれに該当すると認められる
が、Ａランク生存被害児の状況に照らすと、同人らの労働能力喪失率は一〇〇パー
セントと認めるのが相当であり、Ａランク生存被害児が、本件各接種によって本件
各事故にあわなければ、一八歳から六七歳までの四九年間就労できたものと認めら
れる。
　そして、それぞれ一八歳時から本件口頭弁論終結時である平成四年における満年
齢時までは、毎年、それぞれの一八歳時の年の賃金センサスの第一巻第一表の産業
計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金と平成二年賃金センサスの
第一巻第一表の産業計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金とを平
均した額程度の収入を取得することができたにもかかわらず、これを喪失したもの
と推認し、右額を基礎として、ライプニッツ式計算法により後記遅延損害金の起算
日である本件各接種時点までの年五分の割合による中間利息を控除して、右期間の
得べかりし利益の喪失額の現価を求めることとする。
　また、右時点以降六七歳時までは、平成二年賃金センサス第一巻第一表の産業
計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金程度の収入を取得できたに
もかかわらず、これを喪失したものと推認し、右額を基礎として、ライプニッツ式
計算法により後記遅延損害金の起算日である本件各接種時点までの年五分の割合に
よる中間利息を控除して、右期間の得べかりし利益の喪失額の現価を求めることと
する。
　（２）　介護費
　Ａランク生存被害児の介護の状況に照らすと、発症後死亡するに至るまでその生
涯にわたり日常生活に全面的に介護を要するものと認められる。そして、右要介護
期間としては、Ａランク生存被害児の本件各接種時の年齢と同年齢の者の平均余命
期間（当裁判所に顕著な昭和六三年簡易生命表によることとし、一歳未満は切り捨
てる。）に一致すると認めるのが相当である。そして、右介護に費やされる労務を
金銭に換算すると、介護の開始時点から本件口頭弁論終結時である平成四年の満年
齢時までは、介護開始時点以降口頭弁論終結時点までの物価の推移等を考慮し、こ
れを平均して、昭和三〇年代に介護が開始された被害児については年に九六万円
（月八万円・一日約二七〇〇円の割合）の介護費用を、昭和四〇年以降に介護が開
始された被害児については、年に一二〇万円（月一〇万円・一日約三三〇〇円の割



合）の介護費用を、それぞれ要したと認めるのが相当である。また、それ以後の期
間については、年に一八〇万円（月一五万円・一日五〇〇〇円の割合）を要すると
認める。これらの金額を基礎として、ライプニッツ式計算法によりそれぞれ接種時
までの年五分の割合による中間利息を控除して右要介護期間の介護費相当額の本件
各接種当時における現価を求めることとする。
　（３）　慰藉料
　Ａランク生存被害児の精神的苦痛の慰謝料は、金一〇〇〇万円をもって相当とす
る。
　（４）　結論
　以上の算定根拠によりＡランク生存被害児の損害額を個別に算定すると、別紙各
「生存被害児（Ａランク）損害額計算票」記載のとおりとなる。
　（四）　Ａランク生存被害児の両親の損害の算定根拠
　（１）　慰藉料
　Ａランク生存被害児の両親の精神的苦痛の慰謝料は、各両親一人につき各金三〇
〇万円をもって相当とする。
　（２）　結論
　以上の算定根拠により、Ａランク生存被害児の両親の損害を個別に算定すると、
別紙「生存被害児（Ａランク）両親損害額一覧表」記載のとおりとなる。
　（五）　日常生活に介助を必要とする後遺障害を有する各被害児（Ｂランク生存
被害児）の損害の算定根拠
　（１）　得べかりし利益の喪失
　前記認定によれば、Ｂランク生存被害児としては、事実摘示添付の別紙「Ｂラン
ク生存被害者の請求損害損失額一覧表」記載の者がこれに該当すると認められる
が、右Ｂランク生存被害児の状況に照らすと、Ｂランク生存被害児の労働能力喪失
率は七〇パーセントと認めるのが相当であり、Ｂランク生存被害児が本件各接種に
よって本件各事故にあわなければ、一八歳から六七歳までの四九年間就労すること
ができたものと認められる。そして、それぞれ一八歳時から本件口頭弁論終結時で
ある平成四年における満年齢時までは、毎年、それぞれの一八歳時の年の賃金セン
サスの第一巻第一表の産業計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金
と平成二年賃金センサスの第一巻第一表の産業計、企業規模計、学歴計の男女別全
年齢労働者平均賃金とを平均した額程度の収入を取得することができたにもかかわ
らず、その七〇パーセントを喪失したものと推認する。そこで、右額を基礎とし
て、ライプニッツ式計算法により本件各接種時点までの年五分の割合による中間利
息を控除して、右期間の得べかりし利益の喪失額の現価を求めることとする。
　また、右時点以降六七歳時までは、平成二年賃金センサス第一巻第一表の産業
計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金程度の収入を取得できたに
もかかわらず、その七〇パーセントを喪失したものと推認し、右額を基礎として、
ライプニッツ式計算法により本件各接種時点までの年五分の割合による中間利息を
控除して、右期間の得べかりし利益の喪失額の現価を求めることとする。
　（２）　介助費
　Ｂランク生存被害児の介助の状況に照らすと、発症後死亡するに至るまでその生
涯にわたり日常生活に介助を必要とするものと推認され、右要介助期間は、Ｂラン
ク生存被害児の本件各接種時の年齢と同年齢の者の平均余命期間（当裁判所に顕著
な昭和六三年簡易生命表によることとし、一年未満は切り捨てる。）に一致するも
のと認める。右介助に要する労務を金額に換算すると、Ａランク生存被害児の同時
期における介護費用の五〇パーセントとみるのが相当である。すなわち、介助開始
時点から本件口頭弁論終結時である平成四年の満年齢時までは、昭和三〇年代に介
助が開始された被害児については年に四八万円（月四万円）の介助費用を、昭和四
〇年以降に介助が開始された被害児については年に六〇万円（月五万円）の介助費
用を、それぞれ要すると認めるのが相当である。また、それ以後の期間について
は、年に九〇万円（月七万五〇〇〇円）を要すると認める。これらの金額を基礎と
して、ライプニッツ式計算法によりそれぞれ年五分の割合による中間利息を控除し
て右要介助期間の介助費相当額の本件各接種時における現価を求める。
　（３）　慰藉料
　Ｂランク生存被害児の精神的苦痛の慰謝料は、金八〇〇万円をもって相当とす
る。
　（４）　結論
　以上によりＢランク生存被害児の損害を個別に算定すると、別紙各「生存被害児



（Ｂランク）損害額計算票」記載のとおりとなる。
　（六）　Ｂランク生存被害児の両親の損害の算定根拠
　（１）　慰藉料
　Ｂランク生存被害児の両親の精神的苦痛に対する慰謝料は、各両親一人につき各
金二〇〇万円をもって相当とする。
　（２）　結論
　以上の算定根拠によりＢランク生存被害児の両親の損害を個別に算定すると、別
紙「生存被害児（Ｂランク）両親損害額一覧表」記載のとおりとなる。
　（七）　一応他人の介助なしに日常生活を維持することの可能な後遺障害を有す
る各生存被害児（Ｃランク生存被害児）の損害の算定根拠
　（１）　得べかりし利益の喪失
　前記認定によれば、Ｃランク生存被害児としては、事実摘示添付の別紙「Ｃラン
ク生存被害者の請求損害損失額一覧表」記載の者がこれに該当すると認められる
が、右Ｃランク生存被害児の状況に照らすと、Ｃランク生存被害児の労働能力喪失
率は四〇パーセントと認めるのが相当であり、Ｃランク生存被害児が本件各接種に
よって本件各事故にあわなければ、一八歳から六七歳までの四九年間就労して、そ
れぞれ一八歳時から本件口頭弁論終結時である平成四年における満年齢時までは、
毎年、それぞれの一八歳時の年の賃金センサスの第一巻第一表の産業計、企業規模
計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金と平成二年賃金センサスの第一巻第一表
の産業計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金とを平均した額程度
の収入を取得することができたにもかかわらず、その四〇パーセントを喪失したも
のと推認する。そこで、右額を基礎として、ライプニッツ式計算法により本件各接
種時点までの年五分の割合による中間利息を控除して、右期間の得べかりし利益の
喪失額の現価を求めることとする。
　また、右時点以降六七歳時までは、平成二年賃金センサス第一巻第一表の産業
計、企業規模計、学歴計の男女別全年齢労働者平均賃金程度の収入を取得できたに
もかかわらず、その四〇パーセントを喪失したものと推認し、右額を基礎として、
ライプニッツ式計算法により本件各接種時点までの年五分の割合による中間利息を
控除して、右期間の得べかりし利益の喪失額の現価を求めることとする。
　（２）　介助費
　Ｃランク生存被害児は、発症後一応他人の介助なしに日常生活を維持することが
可能となるに至るまで（前記認定事実に照らすと、Ａ３５《一三》については六年
間、Ａ１００《四二》については一〇年間と認める。）、両親等の介助を必要とし
たものと認められる。要した介助の程度や当時の物価水準等を考慮し、右介助に要
した労務を金銭に換算すると、右要介助期間を通じ、これを平均して、Ａ３５（一
三）については年に一八万円（月一万五〇〇〇円・一日五〇〇円の割合）、Ａ１０
０（四二）については年に三六万円（月三万円・一日一〇〇〇円の割合）をもって
介助費と認めるのが相当である。そこで、右額を基礎として、ライプニッツ式計算
法により年五分の割合による中間利息を控除して右要介助期間の介助費相当額の本
件各接種当時における現価を求める。
　（３）　慰藉料
　Ｃランク生存被害児の精神的苦痛の慰藉料は、金五〇〇万円をもって相当と判断
する。
　（４）　結論
　以上の算定根拠によりＣランク生存被害児の損失を個別に算定すると、別紙各
「生存被害児（Ｃランク）損害額計算票」記載のとおりとなる。
　（八）　Ｃランク生存被害児の両親の損害の算定根拠
　（１）　慰藉料
　Ｃランク生存被害児の両親の精神的苦痛の慰謝料は、各両親一人につき各金一〇
〇万円をもって相当とする。
　（２）　結論
　以上の算定根拠によりＣランク生存被害児の両親の損害を個別に算定すると、別
紙「生存被害児（Ｃランク）両親損害額一覧表」記載のとおりとなる。
　第六　控訴人の抗弁について
　一　違法性阻却事由について
　控訴人は、本件各接種の実施は法令及び法令に準ずる通達に基づく正当行為であ
り、かつ社会的に相当な行為であるから、行為の違法性が阻却されると主張する。
確かに本件各接種の実施自体は法令及び法令に準ずる通達等に基づくものではある



が、前記のように、厚生大臣は、右接種を実施させるに当たり、禁忌該当者に予防
接種を実施させないための充分な措置をとることを怠ったものであるから、その責
任を免れることはできない。控訴人の主張は採用できない。
　二　損害賠償請求権の時効及び除斥期間について
　１　三年の消滅時効（民法七二四条前段）
　（一）　控訴人は、原判決事実摘示第三の二１（一）記載の表に掲げられた各被
害児及びその両親については、同表記載の日ころに本件各接種による本件各事故発
生を知り、そのころに損害及び加害者を知ったというべきであり、損害賠償請求権
は消滅時効により消滅していると主張する。
　確かに右各被害児及びその両親は、右表記載のころ本件各事故発生を知った事実
は当事者間に争いがないが、民法七二四条の加害者を知りたる時とは、単に損害発
生の事実を知ったのみでは足りず、加害行為が不法行為であることを知った時と解
すべきであるところ、右争いのない事実のみから本件各事故が前記のような厚生大
臣の過失行為に基づく違法なものであることを知ったと推認することは到底できな
い。
　（二）　また、控訴人は、原判決事実摘示第三の二１（二）記載の表に掲げられ
た各被害児及びその両親については、同表記載の日に予防接種事故に対する行政措
置に基づく給付申請書を作成してこれを当該市町村長に提出したから、同人らは遅
くも右申請書作成の日までには、損害及び加害者を知ったと主張する。
　しかしながら、右救済措置は予防接種が違法であることを前提としないものであ
って（この事実は当事者間に争いがない。）、右のため申請書を提出したことをも
って直ちに同人らが本件各事故が厚生大臣の過失行為に基づく違法なものであるこ
とを知っていたことにはならない。
　（三）　他に同人らが損害及び加害者を知った時から本訴提起までに三年以上の
期間が経過したことを認めるに足りる証拠はないから、本件各損害賠償請求権が民
法七二四条前段の規定による消滅時効により消滅したとする控訴人の主張は理由が
ない。
　２　除斥期間（民法七二四条後段）
　前記認定のように、被害児Ａ５（五六）は、昭和二七年一〇月二〇日に本件接種
を受け、接種の約一週間後の同年一〇月二七日にけいれん等の重篤な副反応が発症
した。ところが、被害児Ａ５及びその両親からの訴え提起は昭和四九年一二月五日
にされ（右事実は、記録上明らかである。）、不法行為の時から二〇年を経過した
後にされたことは明らかである。したがって、被害児Ａ５及びその両親の各損害賠
償請求権は、既に本訴提起前の右二〇年の期間が経過した時点で法律上当然に消滅
したものといわなければならない。
　なお、民法七二四条後段の規定は損害賠償請求権の除斥期間を定めたものと解す
るのが相当であるから、当事者から本件請求権が除斥期間の経過により消滅した旨
の主張がなくても、右期間の経過により本件請求権が消滅したものと当然判断すべ
きであり、被控訴人ら主張に係る信義則違反又は権利濫用の注張は、主張自体失当
であって、採用の限りでない（最高裁昭和五九年（オ）第一四七七号、平成元年一
二月二一日第一小法廷判決・民集四三巻一二号二二〇九頁参照）。
　また、被控訴人らは、民法七二四条後段が除斥期間を定めたものであるとして
も、本件では、訴え提起が遅れたことにやむを得ない事情があって、裁判所が除斥
期間の経過を認めることは、正義と公平に著しく反する結果をもたらし、法秩序に
反すると主張するが、一定の時の経過によって法律関係を確定させるため、被害者
側の事情等は特に顧慮することなく、請求権の存続期間を画一的に定めるという除
斥期間の趣旨からすると、本件で訴え提起が遅れたことにつき被害者側にやむを得
ない事情があったとしても、それは何ら除斥期間の経過を認めることの妨げになら
ないというべきであり、その制度の趣旨からして、本件で除斥期間の経過を認定す
ることが、正義と公平に著しく反する結果をもたらすということは到底できない。
　よって、被害児Ａ５（五六の一）、父Ａ６（五六の二）及び母Ａ７（五六の三）
の各損害賠償請求権につき、除斥期間の経過を主張する控訴人の抗弁は理由があ
る。
　三　損益相殺等について
　１　抗弁第三項について
　予防接種による健康被害に対する救済制度が存在するからといって、それとは別
に違法な公権力の行使を理由として国家賠償法に基づき損害賠償請求ができないと
する理由はない。現行の法がそのような趣旨を含むものとは到底解されない。控訴



人の抗弁第三項は採用できない。
　２　抗弁第四項１について
　次に抗弁第四項１の主張について判断する。
　本件各被害児及びその両親が事実摘示添付の別紙「給付一覧表」記載のとおりの
各費目の各支払を受けた事実は、当事者間に争いがない。
　被控訴人らは、このうち「障害基礎年金」、「地方自治体単独給付分」、「医療
費」、「医療手当」及び「葬祭料」を被控訴人らの損害額から控除することは、公
平の原則に反し許されないと主張するので、この点をまず検討する。
　（一）　障害基礎年金について
　障害基礎年金は、国民年金法に基づく老齢、障害、遺族の各基礎年金の一つであ
り（同法一五条）、「老齢、障害又は死亡によって国民生活の安定がそこなわれる
ことを国民の共同連帯によって防止し、もって健全な国民生活の維持及び向上に寄
与することを目的」（一条、二条）として給付される年金である。疾病にかかり、
又は負傷し、一定の障害の状態になったときに、支給される（三〇条）。
　ところで、同法は、被控訴人ら主張のとおり、国民の相互連帯の思想に基づき、
国民から保険料を徴収し、それを原資の一部として給付を実施する仕組みを採用し
ており、その意味で障害基礎年金の給付はこのような保険料支払の対価としての性
質がないとはいえない。
　しかし他方、同法は、「政府は、障害若しくは死亡又はこれらの直接の原因とな
った事故が第三者の行為によって生じた場合において、給付をしたときは、その給
付の価額の限度で、受給権者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得す
る。」（二二条一項）、「前項の場合において、受給権者が第三者から同一の事由
について損害賠償を受けたときは、政府は、その価額の限度で、給付を行う責めを
免れる。」（二二条二項）旨の定めを置いている。このように第三者の行為により
障害基礎年金給付の発生事由である障害が生じた場合は、障害基礎年金を支給した
限度で国が損害賠償請求権を取得し、その結果その限度で被害者は損害賠償請求権
を失うことになる。また、加害者から「同一の事由について」損害賠償の支払がさ
れたときは、その限度で国は障害基礎年金の支払を免れることになる。すなわち、
法は、国民年金法の障害基礎年金の給付も損害賠償もともにその障害の状態から生
じた損害を補填する実質を有することに着目し、第三者の加害行為により障害の状
態が生じた場合には、国民年金法による給付の保険料の対価としての性質は特に顧
慮せず、同一の事由による損害の二重填補を排除しているのである。この法の考え
方は、障害の状態を引き起こした加害者がたまたま国である場合にも妥当するとい
うべきである。少なくとも国が先に同一の事由について損害賠償を支払ったとき
は、右二項を類推適用し、支払った限度で、国が障害基礎年金の支払を免れること
については、異論がないところであろう（障害基礎年金の対価的性格を云々して
も、そのことは第三者加害の場合にも同様に当てはまることであるから、有効な反
論にはなり得ない。）。そして、障害基礎年金給付が先にされた場合にも、二重に
損害填補を認めない法の趣旨に照らし、その限度で、国は損害賠償の責めを免れる
というべきである（観念的には、国は障害基礎年金を支払った限度で損害賠償請求
権を取得することになるが、右請求権は債権者と債務者の混同により消滅するにす
ぎないともいえよう。）。確かに、そのように解すると、国民の負担する保険料に
よって相当部分がまかなわれている国民年金法に基づく給付の故に国が損害賠償債
務をその分免れる結果になるが、保険料によってまかなうというのは、結局保険料
を支払っている国民全体の負担になることを意味し、国が負担を免れるというの
も、帰するところ、結局納税者である国民全体が負担を免れることを意味するか
ら、そのような結論をとることが不合理であるとはいえない。
　そうすると、既に本件各被害児に支給済である障害基礎年金については、これを
全額損害賠償額から控除すべきことになる。
　（二）　地方自治体単独給付分について
　地方自治体等が独自に別紙「給付一覧表」の「地方自治体単独給付分」記載のと
おりの額を本件各被害児ないしその両親に給付したこと、その給付の趣旨は原判決
事実摘示の抗弁末尾添付の別紙二の「備考」欄記載のとおりであることは、当事者
間に争いがない。右事実に弁論の全趣旨を併せると、地方自治体等が被控訴人らに
給付した金員は、地方自治体等が独自に、主として住民福祉の観点から、一部は補
装具購入の補助金、医療費、交通費等の実費補填の名目で、大部分は見舞金、弔慰
金の名目で支給したものであって、予防接種事故を機縁として第三者から贈られた
任意の見舞金、弔慰金に類する性質のものであり、損害填補の実質を有していない



と認められる。
　そうすると、これらの金員については、損益相殺の対象とするべきではない。
　（三）　「医療費」、「医療手当」及び「葬祭料」について
　法一九条は、一項において、「市町村長は、給付を受けるべき者が同一の事由に
ついて損害賠償を受けたときは、その価額の限度において、給付を行わないことが
できる。」と定めており、この「同一の事由」が認められるときは、法に基づく給
付と損害賠償とは相互補完の関係に立つことになるから、法に基づく給付がされた
ときは、その限りで、損益相殺の対象とするのが相当である。
　ところで、ここでいう「同一の事由」とは、法の給付の趣旨目的と損害賠償の趣
旨目的とが一致することをいい、単に同一の災害から生じた損害であることを指す
ものではなく、法上の給付の対象となった損害と損害賠償の対象となる損害とが同
性質で、法上の給付と損害賠償とが相互補完性を有する関係にある場合をいうと解
される（最高裁昭和五八年（オ）第一二八号、同六二年七月一〇日第二小法廷判
決・民集四一巻五号一二〇二頁参照）。
　ところで、法ないし行政上の救済制度における「医療費」とは、「予防接種を受
けたことによる疾病について医療を受ける者」の医療費の実費であり（施行令四
条）、「医療手当」とは、「通院に要する交通費、入院に伴う諸雑費等に充てるた
めのもの」である。また、「葬祭料」はいわゆる葬儀費用を意味する。このような
給付の内容・性質にかんがみると、これらが本件請求に係る逸失利益、介護費用、
慰藉料、弁護士費用という損害の費目と「同一の事由」の関係にあるとは認められ
ない。
　したがって、これらの「医療費」、「医療手当」及び「葬祭料」については損益
相殺の対象とはしない。
　（四）　その他
　弁論の全趣旨によれば、その他の後遺症一時金、後遺症特別給付金、障害児養育
年金、障害年金、特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当、福祉手当
は、いずれも本件請求に係る逸失利益ないし介護費（介助費）と同一の性質を有
し、相互補完の関係にあるものと認められる。
　したがって、その額を各被害児の逸失利益ないし介護費（介助費）の額から控除
する。
　また、弔慰金、再弔慰金、死亡一時金は、いずれも慰謝料的性質を有すると認め
られるから、その二分の一の額を各被害児の両親の慰謝料額の中からそれぞれ控除
する（ただし、被害児Ｄ２（一一の一）の関係では、同児の固有の慰謝料請求を認
めたことに伴い、支払われた死亡一時金を同児と両親に認めた各慰謝料額の割合で
按分した上、これをそれぞれの慰謝料額の中から控除することとする。）。
　３　抗弁第四項２及び第五項について
　抗弁第四項２及び第五項の主張が理由がないことは、原判決理由第二の五４
（二）及び５記載のとおりであるから、これを引用する。
　第七　結論
　一　各人の認容総額について
　１　損益相殺後の損害額について
　以上により各被害児及びその両親の各損害額から現実に給付がされた額を控除す
ると、各被害児については別紙各「死亡被害児損害額計算票」ないし「生存被害児
損害額計算票」の「差引計算」欄記載のとおりとなり、被害児の両親については別
紙各「死亡被害児両親損害額計算票」の「差引計算」欄記載のとおりとなる。
　２　弁護士費用
　本件訴訟の経緯、立証の難易、後記のように事故時から遅延損害金を付すること
との関係で中間利息を不当に利得することのないようにする必要があること等一切
の事情を考慮すると、前記控除額を差し引いた認容額の五パーセントに当たる金額
をもって、本件各事故と相当因果関係ある損害と認めるのが相当である。
　右算定方法により個別に算定すると、各被害児については別紙各「死亡被害児損
害額計算票」ないし「生存被害児損害額計算票」の、死亡被害児の両親については
別紙各「死亡被害児両親損害額計算票」の、生存被害児の両親については別紙各
「生存被害児両親損害額一覧表」の、各「弁護士費用」欄記載のとおりとなる。
　３　相続関係について
　そして、請求の原因第六項の事実中、死亡した各被害児の両親が、各二分の一の
割合で各被害児の国に対する損害賠償請求権を相続した事実は、当事者間に争いが
ない。



　また、死亡した被害児Ｄ１６（五七の一）の父Ａ１２７（五七の二）が昭和五六
年一〇月八日に死亡し、同人の妻Ａ１２８（五七の三）が二分の一、子のＡ１２９
（五七の四）、Ａ１３０（五七の五）が各四分の一の割合によりＡ１２７（五七の
二）の損害賠償請求権を相続したこと、被害児Ａ１８（五の一）の父Ａ１７（五の
二）が昭和六一年五月一六日死亡し、同人の妻Ｃ３（五の三）が二分の一、子であ
る被害児Ａ１８（五の一）、Ａ１９（五の四）及びＡ２０（五の五）がそれぞれ六
分の一の割合によりＡ１７（五の二）の損害賠償請求権を相続した事実は、当事者
間に争いがない。
　４　結論
　右事実に基づき、被控訴人らが控訴人国に対して有する損害賠償請求権を算定す
ると、別紙「被控訴人ら債権額一覧表」（円未満は切り捨てる。）記載のとおりと
なる。
　二　結論
　１　以上のとおり、当審において拡張された請求を含む被控訴人らの本訴請求
は、被控訴人Ａ５（五六の一）、同Ａ６（五六の二）及び同Ａ７（五六の三）を除
くその余の被控訴人らが、国家賠償法一条に基づく損害賠償として、「被控訴人ら
債権額一覧表」の右各被控訴人らに対応する「合計額」欄記載の各金員及びこれに
対する不法行為時である本件各予防接種の日から各支払済みまで民法所定の年五分
の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるが、その余の請求はいず
れも理由がない。
　よって、控訴人の被控訴人Ａ１（一五の二）、同Ａ２（一五の三）、同Ａ３（三
四の二）及び同Ａ４（三四の三）に対する控訴をいずれも棄却するとともに、原判
決主文第二項中、右被控訴人らの国家賠償法に基づく各請求のうち、別紙「被控訴
人ら債権額一覧表」記載の同人らに対応する「合計額」欄記載の各金額から原判決
主文引用の別紙「認容金額一覧表」の同人らに対応する「認容金額」欄記載の各金
額を差し引いた各残額部分の支払請求及びこれに対する右別紙「認容金額一覧表」
の同人らに対応する「遅延損害金起算日」欄記載の各日から各支払済みまで年五分
の割合による金員の支払請求を棄却した部分（本判決主文引用の別紙「取消一覧
表」参照）をいずれも取り消し、控訴人に対し右取消しに係る各金員及び右「合計
額」欄記載の各金員に対する本件各接種の日（被控訴人Ａ１（一五の二）、同Ａ２
（一五の三）については昭和四〇年九月八日、被控訴人Ａ３（三四の二）及び同Ａ
４（三四の三）については昭和四六年一〇月二一日）から右別紙「認容金額一覧
表」の同人らに対応する「遅延損害金起算日」欄記載の各日の前日までの年五分の
割合による遅延損害金（本判決主文引用の別紙「認容金額一覧表（一）」参照）の
支払を命じ、同人らの当審において拡張した請求のうちその余の部分及びその余の
附帯控訴をいずれも棄却することとする。
　また、原判決主文第一項中被控訴人Ａ５（五六の一）、同Ａ６（五六の二）及び
同Ａ７（五六の三）の各勝訴部分をいずれも取り消し、同人らの各請求（当審にお
ける請求拡張部分を含む。）及び附帯控訴をいずれも棄却することとする。
　さらに、右七名を除くその余の被控訴人ら（以下「本件被控訴人ら」という。）
につき、損失補償請求を認容した原判決主文第一項をいずれも取り消すとともに、
原判決主文第二項中、本件被控訴人らのうち本判決主文引用の「取消一覧表」記載
の者らの国家賠償法に基づく各請求のうち、別紙「被控訴人ら債権額一覧表」記載
の同人らに対応する「合計額」欄記載の各金額から原判決主文引用の別紙「認容金
額一覧表」の同人らに対応する「認容金額」欄記載の各金額を差し引いた各残額部
分の支払請求及びこれに対する右別紙「認容金額一覧表」の同人らに対応する「遅
延損害金起算日」欄記載の各日から各支払済みまで年五分の割合による金員の支払
請求を棄却した部分（本判決主文引用の別紙「取消一覧表」参照）をいずれも取り
消し、改めて国家賠償法一条に基づく損害賠償として、控訴人が本件被控訴人らに
対し、別紙「被控訴人ら債権額一覧表」の同人らに対応する「合計額」欄記載の各
金員及びこれに対する本件各接種の日から各支払済みまで年五分の割合による遅延
損害金（本判決主文引用の別紙「認容金額一覧表（二）」参照）を支払うことを命
じるとともに、本件被控訴人らの当審において拡張した請求のうちその余の部分及
びその余の附帯控訴並びに控訴人のその余の控訴はいずれも棄却することとする。
なお、損失補償請求と損害賠償請求とは選択的併合の関係にあるから、このように
損害賠償請求を一部認容する結果、原判決主文第一項中本件被控訴人らにつき損失
補償請求権に基づき金員の支払を命じた部分は右認容した損害賠償額の範囲内で当
然失効するものであるが、なおここに確認的意味でこれを取り消すものである。



　２　ところで、控訴人の民訴法一九八条二項の裁判を求める申立てについて判断
すると、控訴人が右申立ての理由として主張する事実関係は、被控訴人らが争わな
いところである。そして、被控訴人Ａ１（一五の二）、同Ａ２（一五の三）、同Ａ
３（三四の二）及び同Ａ４一三四の三）を除くその余の被控訴人らに対する関係で
は、前記のように原判決が変更されることになるから、原判決に付された仮執行宣
言もその限度で効力を失う。
　そうすると、右被控訴人らの関係では、右仮執行宣言に基づき給付した各金員の
返還及びこれに対する給付の翌日（昭和五九年五月一九日）から各返還済みまで年
五分の割合による損害金の支払を求める控訴人の申立ては理由があることになる。
　３　なお、仮執行宣言については、当審において新たに被控訴人らの請求を認容
する部分及び被控訴人らに対し民訴法一九八条二項に基づき原状回復等を命ずる部
分のいずれについても、その必要がないものと認め、これを付さないこととする。
　４　よって、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法七条、民訴法九六条、八九
条、九二条、九三条を適用して、主文のとおり判決する。
　（裁判長裁判官　宍戸達徳　裁判官　大坪丘　裁判官　福島節男）
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生存被害児（Ｂランク）損害額計算票
＜記載内容は末尾７５添付＞
生存被害児（Ｂランク）両親損害額一覧表
＜記載内容は末尾７６添付＞
生存被害児（Ｃランク）損害額計算票
＜記載内容は末尾７７添付＞
生存被害児（Ｃランク）両親損害額一覧表
＜記載内容は末尾７８添付＞
被控訴人ら債権額一覧表
＜記載内容は末尾７９添付＞


